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序章 
本論文の目的 
 本論文の目的は、主に 1990 年の民主化以後のネパールの教育計画と教育制度を
具体的に考察し、その展開と課題を総合的に分析することである1。ネパールの教育
計画と教育制度が抱える諸問題を整理する中で本論文が特に重視するのは、現行の
教育制度に結びつく「学校セクター改革計画」（School Sector Reform Plan = SSRP）
（2009-2016 年）の策定にあたり、ネパールが海外の国際機関・政府機関の援助を受け
る中で、そのオーナーシップがどの程度確保されてきたのかを実証的に明らかにする
ことである。 
 経済協力開発機構（Organization for Economic Co-operation and Development = OECD）
によるとオーナーシップは、「被援助国は、独自の開発政策、戦略の立案、開発目標、
国家予算との間の連携を積極的に推進し、それに対して援助国は、被援助国のリーダ
ーシップを尊重し、援助国の目標を設定すること」とされている。そこでは、援助国
が被援助国との間の対話を広げ、議会や市民とともに開発戦略や政策を形成し、地元
の専門知識、制度、管理能力を強化することによって、被援助国の能力開発を高める
よう支援を行うことが重視されている2。本論文では、このような意味でのオーナーシ
ップが特にネパールの教育分野の SSRP においてどの程度確保されていたのかを問う。 
 ネパールでは、1951 年にラナ家の支配が終了し、一般の国民も教育を受けられるよ
うになった3。その後、学校教育を行うために、教育省が設置され（1951 年）、国家計
画・教育計画（1956 年）、「国家教育制度計画」（National Education System Plan = NESP）
（1971 年）、「基礎教育・初等教育（Basic and Primary Education = BPEP）」マスター・
プラン（1991 年）、「万人のための教育、ネパール」（Education for All, Nepal, 2004-2009 
= EFA NPA）（2003 年）、SSRP（2009 年）などが策定されてきた。その結果、1951 年
から 2016 年までの 65 年間に、小学校への就学率は、0.9%から 96.6%、識字率は 2%か
ら 65.9%に上昇した（MoE, DoE, 2016a: 1-3）。しかし、ネパールの教育には、財政問題
のほか、校舎・トイレなどのインフラ設備、教員の能力および説明責任の不足、教育
の質、留年やドロップアウト、カリキュラムの質、貧困のための不登校、国民の教育
に対する認識不足、教科書の配分の遅れ、母語による基礎教育、コミュニティ参加の
持続性、民族間格差または地域的格差など解消すべき様ざまな問題が累積している。 
 
1. なお、本論文では、学校教育については 4 歳児の就学前教育、1-12 学年基礎教育・中等教育、大人の識字・
生涯教育、技術・職業教育に限定し、高等教育は扱わない。  
2. OECD “The Paris Declaration on Aid Effectiveness 2005” http://www.oecd.org/dac/effectiveness/parisdeclarati
onandaccraagendaforaction.html, 2018 年 5 月 4 日アクセス。  
3. ラナ家とは、1846 年ハヌマン・ドカ内の虐殺事件を機に、ネパールの絶対権力を握り、国家を支配した宰相
の系譜である。事実上の王家であり、対外的にそのように見なされていた。地位は代々世襲し、1951 年までに
続いた。ラナ朝（Rana Dynasty）ともよばれる。  
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 本論文で教育分野を取り上げた背景と意義は、主に次の 5 つである。第 1 に、グロ
ーバルな開発目標として教育が設定されていることである。国際連合の開発目標によ
って採択された国際的な目標である「持続可能な開発目標（Sustainable Development 
Goals = SDGs）」において第 4 の目標は、2030 年までにすべての人びとへの包摂的か
つ公正で質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進することとされている4。第 2
に、ネパール国内に目を向けると、2015 年に策定されたネパール憲法は、教育を基
本的な人権として、無償の基礎教育を政府に義務づけている（Nepal Law Commission, 
2015: 22）。第 3 に、ネパール政府は、質の高い教育を保証することで、国内および国
際社会において競争力のある国民を育成し、2022 年までに「後開発途上国（Least 
Developed Country）」から卒業することを目指している（NPC, 2016: 1）5。第 4 に、
ネパール国民の一人当たりの所得が 750 ドル（2016 年）であり、ネパール政府は教育
を通じて国民所得を向上させ、国家が経済発展を達成することを望んでいる（NPC, 
2016: 131-138）。第 5 に、人づくりは、国づくりとしても考えられ、道徳のある国民を
育て、国家の経済開発、伝統文化を守るためには教育が重要となる。 
 教育計画の中で本論文が SSRP に焦点を当てた理由は、主に 3 つある。第 1 に、SSRP
は、現行の教育計画である「学校セクター開発計画」（School Sector Development Plan 
= SSDP）（2016-2023 年）と深く関連し、近年の計画であることからデータも取りやす
く、SSDP を考える上でも意義がある。第 2 に、SSRP は、ネパールにおいて前例のな
い包括的な教育計画である。第 3 に、2000 年以降、ネパールの教育分野に対する海外
ドナーの影響力が増し、SSRP では、特にオーナーシップが問題視されたからである。
このように注目すべき SSRP であるが、ドナーの影響とネパールのオーナーシップに
注目する研究は、現在に至るまでほとんど行われてない。さらに、教育の課題を包括
的に述べた研究が皆無である。 
ネパールにおけるドナーの開発援助に目を向けるなら、1951 年にラナ家の支配が終
了した後、67 年にわたりドナーが様ざまな援助を提供してきた。最初の援助は、1951
年 1 月に開始されたアメリカの「ポイント・フォー・プログラム（Point Four Program）」
 
4. United Nations “United Nations Sustainable Development Goals” https://www.un.org/sustainabledevelopment/,  2019
年 9 月 25 日アクセス。  
5. 日本の外務省の説明によれば、「後開発途上国（Least Developed Country）」とは、当該国の同意を前提に、
国連の「開発計画委員会（Committee for Development Policy = CDP）」の基準に基づき、国連経済社会理事会
の審議を経て、国連総会の決議により認定された開発の遅れた国々を指す。その際の CDP の基準とは①国民一
人当たりの「国民総所得（Gross National Income = GNI）」が 2 年平均で 992 ドル以下であること、②人的資
源開発の程度を表すために CDP が設定した指標で、栄養不足人口の割合、5 歳児以下の乳幼児死亡率、中等教
育就学率を指標化した HAI（Human Assets Index）、③外的ショックからの経済的脆弱性を現わすために CDP
が設定した指標である EVI（Economic Vulnerability Index）の三つである。出典: http://www.mofa.go.jp/mofaj/g
aiko/ohrlls/ldc_teigi.html, 2016 年 8 月 26 日アクセス。  
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による 22,000 ネパール・ルピ（当時）である6。その後、ネパールが、1952 年にコロ
ンボ・プランへ加盟してから、イギリスやアメリカなどから合計で年間約 800 ドル、
GNP のおよそ 1%の援助資金が流入するようになった7。これを受けて、ネパール政府
は 1956 年から 5 カ年国家計画の作成を開始し、経済インフラを中心とする開発に投
資をしてきた（JICA, 2003a: 111）。 
 主なドナーは、1950 年代はアメリカ、ソ連、イギリス、中国、インド、1960 年代は
イギリス、スイス、ソ連、中国、国際連合であったが、1970 年代には日本や西ドイツ
となり、1980 年代には世界銀行や「アジア開発銀行（Asian Development Bank = ADB）」
のような国際金融機関となった。日本は 1970 年代から 1990 年代に巨額の融資と技術
支援を行った援助国の最大手であった。1990 年代以降になると、デンマーク、スイス、
「国際通貨基金（International Monetary Fund = IMF）」や世界銀行などの国際組織が援
助を行うようになった（Khadka, 1997: 1044-1061）。 
 教育分野での海外援助は、1954 年にアメリカの援助機関が教育アドバイザーとして
Hugh B. Wood 博士を派遣したことが始まりである。彼のもとで国内の教育に関する調
査を行うために、「ネパール国家教育計画委員会（Nepal National Education Planning 
Commission = NNEPC）」が設置され、翌 1955 年に政府に報告書が提出された。その報
告書に沿ってネパール政府は、1956 年に初めて教育計画を策定した。以来、アメリカ
は、ネパールの教育開発に援助を行ってきた（Rappleye, 2012: 266-279）。 
 1953 年に、ネパールは国際連合に参加し、1970 年より国際連合がネパールの初等教
育・女性教育に援助を行ってきている。世界銀行の教育分野での援助は、1980 年以降
から開始した。特に 1990 年代以来になると、アメリカ、イギリス、日本、ADB、「欧
州連合（European Union = EU）」を始め多くの政府援助機関と国際金融機関織などが援
助を行うようになった（Bhatta, 2007: 16-19）。 
 このように海外ドナーから多様な援助を受ける中で留意すべき点は、特に 2000 年
以来、ネパールが教育計画を策定する際に、国内の問題を解決するためよりも、ドナ
ーの影響を受けて、「万人のための教育（Education for All = EFA）」や「ミレニアム開
発目標（Millennium Development Goals = MDGs）」のような国際社会で採用されている
教育政策内容をそのまま用いており、それが論争を呼んでいることである（Koirala, 
2015a: 73-130）。加えて、世界銀行の提言および支援によって半ば強制的に教育の分権
 
6. ポイント・フォー・プログラムとは、ハリー・トルーマン大統領（Harry Truman）が 1949 年 1 月に就任演説
で公表した、アメリカによるアジア・アフリカ・ラテンアメリカに対する援助計画である。彼は、一般教書の
第 4 番目のポイントとして途上国の経済的改善を強調するため、技術支援を強化することを唱えた（西川、2006: 
227-238）。  
7. コロンボ・プランとは、JICA によると 1950 年に提唱された、アジアや太平洋地域の国々の経済や社会の発
展を支援する協力機構のことで、第二次世界大戦後もっとも早く組織された、開発途上国のための国際機関で
ある。出典: https://www.jica.go.jp/aboutoda/basic/01.html, 2016 年 12 月 18 日アクセス。  
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化、教育の市場化、学校運営へのコミュニティの参加、ADB の提言により教員の研修
などの計画が策定されているため、ネパールがオーナーシップを十分に発揮できず、
そうした教育政策がネパールのニーズに合ってはいないといった疑問も投げかけられ
ている（Regmi, 2016: 188-200）。本論文が、ネパールの教育計画を検証する上で、オー
ナーシップの程度を問うのは、このようなネパールの教育政策の実情が背景にある。  
 本論文の研究方法は、主に文献サーベイに依拠し、ネパールの教育の実態を知るた
め、国内に関しては、教育省と国家計画委員会から公表されている一次資料と共に、
教育開発に関する著書、論文、報告書、新聞などの二次資料を活用した。海外からの
援助や評価に関しては、主要なドナーである世界銀行、ADB、日本の「独立行政法人
国際協力機構（Japan International Cooperation Agency = JICA）」などの公式文書や報告
書など実務で用いられている一次資料を参考にした。これらの資料を補完するために、
2017 年に JICA 本部において JICA 職員、2018 年にネパールのカトマンズにおいて、
SSRP の策定に関わった関係者（教育省の職員 5 名、教育局の職員 4 名、元世界銀行
の職員 1 名）にインタビュー調査を実施した。  
 
 
先行研究 
ネパール教育の実情と課題 
 ネパールの教育の実情と課題に関する先行研究では、これまでに様ざまな問題が指
摘されてきた。 
 まず、教育の内容・制度については、ギミルが、欧米で開発された教育理論と思考
に基づいて発展し、英語や欧米の伝統・文化のみが教えられ、ネパール独自の歴史・
文化などは十分に教えられていないことを明らかにした（Ghimire, 2013）。ポカレルは、
ネパールの計画策定プロセスを対象に研究を行い、ネパールの計画立案者が国内の現
状を分析せず、先進国で行われている政策モデル（特に欧米の政策）を模倣し、ネパ
ールに適用しようとしていると指摘する（Pokharel, 2012）。カネルは、ネパールの高校
学校における技術教育の機会と課題について研究を行い、教育政策では適切な方策、
優先順位、カリキュラムなどの課題があり、社会の要請に対応できない技術教育であ
ることを明らかにした（Kanel, 2015）。パヤクは、ネパールの学校において、言語にお
ける現地語のイデオロギーと実践について分析している。彼は、ネパールの教育にお
ける言語政策では、長い歴史を持つ単一言語（ネパール語）によるトップ・ダウン政
策の影響を受け、マイノリティが軽視され、彼らの文化および言語が教育で十分に認
識されておらず、マイノリティの抵抗に直面する可能性があると論じている（Phyak, 
2013）。 
 教育計画の実施過程における地方政府の役割は重要であり、それに関する研究も比
較的に多い。石田は、中央から派遣された行政官と各政党代表関係者の合意を得る必
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要があるため、実施が速やかに進まない現状を明らかにしている。さらに、石田は、
予算の成立が毎年遅れ、予算執行は予算年度末の数カ月に集中し、年度末までの短期
間に予算を使うように命じられ、政治的・社会的混乱が生じていると指摘した（石田、
2011）8。シールズとラップライは、ネパールの地方教育計画を事例に、ネパール政府
の教育開発の目標と優先事項が実践過程にどう影響を及ぼすかについて探り、地方教
育行政と学校との関係が良好ではないことを明らかにした（Shields and Rappleye, 
2008）。エドワーズは、ネパールにおける教育政策の地方分権化についての研究を行い、
中央レベルでは学校改革立案・政策プロセスがトップ・ダウン式で導入されたが、地
方レベルではその影響が及んでおらず、政治的影響によって、学校改革をしようとし
ていない学校管理委員会の中心に権限を付与されたからであると結論づけた（Edwards, 
2011）。 
 コミュニティ・スクールに関する問題も指摘されている。ネパールでは、公立学校
がコミュニティ・スクールと称され、約 80%のコミュニティによって運営・管理をさ
れており、残りの 20%は私立学校となる（MoE, DoE, 2016a: 3）。例えば、パラヅリと
ダスは、ネパールのコミュニティ・スクールの失敗の要因を調査し、予算のうち教育
セクターには約 17％、その中で学校教育には 85％以上の予算が投じられているが、公
教育の実績は、私立学校と比べて少なく、その原因は、物理的インフラ、教科書、集
中カリキュラム、単一言語指導、批判的な教育指導の欠如、貧困および社会的排除な
どが問題であると指摘した（Parajuli and Das, 2013）。カナルは、ネパールにおけるコ
ミュニティ・スクールの計画策定と計画実施の間のギャップを検証し、学校運営で政
治的エリートが権限を握っているため、計画の策定と実施の間に乖離があることを指
摘する。カナルは、このような問題を解決するためには、親の関与、学校とコミュニ
ティのパートナーシップ、地域社会との関係に重点を置くべきであると結論づけてい
る（Khanal, 2013a）。チミルシナは、コミュニティ・スクールの教員を対象に研究を行
い、校長と教員との間に葛藤があり、多くの教員は、学校を政治化し、教育学習活動
に影響を与える政党のマニフェストに近い組合と提携していると指摘する。その結果、
各政党の政治的影響を強く受け、政治的活動に参加するために教員は欠勤し、それが
コミュニティ・スクールの質を低下させていることを明らかにしている（Timilsina, 
2008）。 
 教育の格差に関する指摘も多い。石田は、所得格差、地域格差、地理的格差、障が
い格差などが原因でネパールでは教育格差が生じ、教育の質が低下していると指摘し
ている（石田、2015）。カナルは、ネパールのダリットに焦点を当てて包括的な教育の
課題について考察し、学校だけでなく、学校外の家族やコミュニティなどで、社会的
格差があるため、学校を始め学校外の様ざまな要素に焦点を当てる必要があると論じ
 
8. 1997-2016 年、約 20 年間地方選挙が行われなかった。  
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ている（Khanal, 2015）9。コイララは、ネパールにおける公立学校と私立学校との格
差について研究を行っている。政府は公立学校を通じて質の高い教育を提供すること
ができてないため、私立学校が急速に増加し、公立学校と比較して質の高い教育を提
供している。しかしながら、地方と貧困層の子どもは、費用などの問題で私立学校へ
アクセスできないため、二重学校制度が生まれ、社会的不平等が生じていることを明
らかにしている（Koirala, 2015b）。シールズとラップライらは、ネパールにおける教育
開発の在り方を探っている。ネパールは、92 もの言語を話す 123 の民族が存在する世
界で最も多民族の国家の 1 つであり、文化や民族の多様な影響を受け、経済的・社会
的・教育的不平等が生じている。このため、教育計画の立案者が重大な岐路で多様性、
社会的平等、教育と財源の関係を明確にすることが不可欠であると指摘している
Shields and Rappleye, 2008）。 
 さらに、教育と教員の質に関する一連の研究がある。例えば、バンダリは、ネパー
ルにおける教育の質に焦点を当てて研究を行い、教員が教育の質を向上させる上で大
きな役割を果たすことを指摘する。しかしながら、多くの教員は、教員資格を持たず、
教員研修を受けないまま政治指導者によって任命をされているため、教員、学校管理
委員会、地元の政治家が公教育の質を低下させているとは主張する（Bhandari, 2015）。
フェラリは、10 年間の内戦（1996-2006 年）によって学校教育にもたらされた影響と
教員の職業的緊張について研究を行い、教員は社会的不平等と包括的民主主義に関す
る批判的議論をできるようになってきたが、政治的影響により教員が教授法の改革に
対する説明責任を果たせなくなっていると指摘した（Pherali, 2016）。 
以上のような政治家の介入と政治的不安定などの政治が教育に与える影響につい
ては、パンデも指摘している。パンデは、教育計画を含む多くの国家計画が十分な
成果を挙げていない原因として、政治家の介入、長期間の政治的不安定、国内の
利益集団の圧力、国家の脆弱な財政、国益よりも自分の利益を優先する政治家・
公務員および国民の意識などを挙げている（Pandey, 2013）。パンデは、主に開発と
民主主義の安定性についての調査も行っており、激しい政権交代の下で、政治的エリ
ートは、国家開発よりも自分の都合の良い分野に援助および国家予算を活用している
ため教育開発を含む国家開発の成果が少ないことを明確にした（Pandey, 2011）。 
 それ以外にも、ダカルは、ネパールの政策過程における専門家の参加についての研
究を行っている。その結果、政府は、専門家を効果的に雇用するが、政治的干渉や専
門家選定のプロセスなどが原因で、彼らの意思決定には独立性がなく、また市民社会
の代表者やドナーなどのような外部アクターの干渉が専門家の関与の有効性を低下さ
せていると論じている（Dhakal, 2012）。 
 このように教育の実情と課題に関する先行研究により、ネパールの教育分野では様
 
9. ダリットとは、（不可触民）主としてヒンズー教において最下級のカーストに属する人びとである。  
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ざまな課題―教育の内容・制度における欧米の影響、単一教授言語、地方教育行政、
コミュニティ・スクールの能力不足、教育格差、教員の質、政治の影響、技術教育の
質など―が明らかにされてきた。こうした数多くの先行研究がある中で、SSRP の課題
については、未だ十分に研究が行われていない。本論文では、これまでの研究で指摘
されている課題などが解消されているのかどうかを含めて、過去の教育計画と比較し
ながら、SSRP の課題を包括的・総合的に考察する。 
 
 
ネパールのオーナーシップおよびドナーの影響 
 オーナーシップに関する代表的な研究としては、コリアのものがある。コリアは、
受益国のオーナーシップとドナーのコンディショナリティの関係性について研究を行
ない、ドナーのコンディショナリティによって受益国のオーナーシップが軽視される
可能性が高いことを指摘している（Collier, 1997）。また、下村は、ドナーと受益国と
のパートナーシップを検証し、ドナーと受益国との会合では、受益国の代表が議長の
役割を担い、進行の主導権を握り、開発目標を推進し、オーナーシップを確保すると
されているが、実際にはドナーと途上国との力関係からオーナーシップは確保されに
くいと結論づけている（下村、2009）。ドラーとスベンソンの研究では、受益国の脆弱
なガバナンスと能力によってオーナーシップが十分に発揮されていないことが実証さ
れている（Doller and Svensson, 1998）。同様に稲田は、途上国の「能力」や「ガバナン
ス」は、オーナーシップの決定要因であるが、これらが脆弱であったり欠如したりし
ている場合、途上国の開発計画の策定はドナー主導になりやすいと指摘した（稲田、
2014）。以上の研究では、オーナーシップの課題が実証的に分析検証されているが、分
析アプローチが欠如しており、またオーナーシップの課題のみを扱い、解決策につい
て十分に留意をしてない。オーナーシップに関する理論的な考察が十分に行われてい
ないのが現状であろう。 
 教育分野のオーナーシップについてはキングが次のような問題点を指摘する。途上
国の教育開発に対する援助国・機関の援助は、途上国の教育予算のうち、援助資金の
割合は少ないが、援助機関による分析が教育に関する議論を支配している。援助機関
は、受益国の分析能力を高め、教育問題に対する発展途上国の自信を向上させている
が、途上国の教育分野での必要性を分析する上で地域的ニーズに合わせずに行なって
いる（King, 1991: ix-xv）。途上国における教育開発で重視されるべき問題に関しては、
教育開発と教育開発援助を扱った松田の研究がある。彼は、途上国においては、国際
的な協力のもとで、学校建設、教員の養成、カリキュラム・教科書の作成、教育制度
の拡大・構築などが実施されるべきだと主張したが、実施される教育開発そのものが
国際援助機関の強い発言権と影響力の下に置かれ、実施される現場からの要請ではな
く、援助を供与する国際機関によって教育開発の中身が選択されかねないと指摘した
   8 
（松田、2006）。これらの研究では、途上国の教育開発において、ドナーの影響要因に
ついて具体的に述べられているが、教育分野におけるオーナーシップの程度を客観的
に測るために分析アプローチが欠如している。 
 次に、ネパールのオーナーシップに関する先行研究について見てみる。教育計画・
内容に関連してネパールのオーナーシップを問うた研究として、ネパールの初等教育
を中心にドナーが国家の教育開発にどのように影響を及ぼすかについて行ったバッタ
のものがある。彼の研究によると、特に 1990 年以降にドナーは、教育省の伝統的な独
自の政策立案機能を軽視し、EFA のような普遍的な目標を重要視してきたことが明ら
かにした（Bhatta, 2011）。EFA という普遍的な目標に加え、レグミは、新自由主義と
いう特徴を指摘する。彼は、世界銀行がネパールにおいて 1980 年から 2010 年に実施
した主要な教育プロジェクトを分析し、教育市場の自由、教育への民間投資、教育の
分権化などのような新自由主義的政策を世界銀行が教育方針や計画に深く浸透させて
いると指摘している（Regmi, 2016）。同様にレグミは、ドナーがネパールのような、
後発途上国に不適切な新自由主義のイデオロギー的仮定の下で、教育政策の策定を進
めていることを明らかにしている（Regmi, 2015）。ドナーのイデオロギーをネパール
に適用させることついては、教育計画策定へのドナーの影響手段に関するラップライ
の研究がある。彼は、ドナーの影響は、国家レベルにおいては 5 カ年国家計画および
「貧困削減戦略文書（Poverty Reduction Strategy  Paper = PRSP）」など、セクターレ
ベルにおいては、教育セクターアドバイザーチーム・直接コンディショナリティなど、
個人レベルにおいてはコンサルタント派遣などにあると論じている（Rappleye, 2012）。
ゴータムとポカレルは、ドナーとネパール政府の教育開発の優先順位が異なり、
ネパール政府と国民が望んではない教育内容・教育計画になってしまっているケ
ースが多いことを明らかにした（Gautam and Pokharel, 2011）。ウインターは、受益
国に対してドナーの援助プロセスに関する国際宣言であるパリ宣言があるにもかかわ
らず、ネパールではオーナーシップの不在が続き、教育計画策定に混乱が生じている
ことを指摘した（Winther, 2011）。 
 予算配分・活用については、ネパール政府のオーナーシップを向上させるために、
ドナーが「セクター・ワイド・アプローチ（Sector Wide Approach = SWAp）」、「共通資
金、コモン・バスケット」のようなモダリティに援助を行い、それをネパール政府と
ドナーが共同で管理するという規定がネパール政府とドナーの間で結ばれている。こ
の SWAp の課題と可能性については、ロハニらの研究がある。ロハニらは、複雑な官
僚制組織、脆弱な政府能力、低い計画実施能力、弱いモニタリング制度などの要因に
より SWAp が順調に機能してないことを明らかにした（Lohani et al., 2013）。このこ
とは、ネパール政府の能力が脆弱であるため、SWAp が上手く機能をせず、予算配分・
活用においてネパール政府がオーナーシップを発揮することができないことを示唆す
る。 
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 計画の実施に関しては、ネパール政府が担うべき教育サービスは、国際・国内の「非
政府組織（Non-Governmental Organization = NGO）」によって実施されていることが多
い。ネパールの教育開発に大きく貢献している NGO に関する研究もある。カルキと
コンフォートは、ネパールにおける NGO および外国支援の状況と社会開発の影響を
対象に研究を行った。NGO は、ネパールの教育政策に関与し、利害関係者と共に教育
改革プロジェクトのもとで、多くの校舎を建設し、その結果、入学者数も増加した。
しかしながら、ネパール政府の能力・ガバナンスが脆弱で、多数の国際 NGO・ローカ
ル NGO との管理とコーディネートができなかったため、政府と NGO の目標は一致せ
ず、教育の質においては成果が少ないともカルキらは警鐘を鳴らす（Karkee and 
Comfort, 2016）。ラップライも、ネパールにおいて NGO と政府との間で教育開発目標
が一致しているという考えは誤解であり、ドナーが NGO をマクロ政策、教育セクタ
ーの優先事項、その他の経済・社会開発改革に影響を与える手段として利用し、NGO
はドナーの援助の道具になっていると結論づけている。このことは、つまり、教育開
発には、NGO の果たす役割が大きいが、ドナーが NGO をマクロ政策改革に利用する
手段となりうることを示している（Rappleye, 2011）。このように計画の実施に関する
先行研究は、ネパール政府の能力・ガバナンスが脆弱であり、数多くの NGO の管理と
コーディネートができないため、政府と NGO の目標が一致せず、政府のオーナーシ
ップが低下していることを示している。  
 
 
論文の分析的課題 
 ネパールの教育に関する研究の中で、SSRP を扱っているのはパラゾリとレグミ
のみである。これらの研究では、SSRP の課題を網羅的には分析してない。パラゾ
リが僅かに SSRP について、EFA や MDGs を達成するための最後の計画であると
している程度である（Parajuli, 2015）。レグミは、SSRP において世界銀行が提言
する教育市場の自由化と教育への民間投資の実態についてのみ言及している
（Regmi, 2016）。総じて、SSRP に対する学術的な研究は、不十分であるのが現状
であり、学術的な評価も十分に行われていない。このような先行研究の陥穽を踏
まえ本論文では、過去の教育計画と比較考察しながら、SSRP の特徴と課題を総合
的に検証する。  
教育分野におけるネパールのオーナーシップについて論じているのはバッタ、
ウインター、ラップライである（Bhatta, 2011; Winther, 2011; Rappleye, 2011）。彼ら
は、主に BPEP マスター・プランと EFA NPA における 2009 年までのネパールのオー
ナーシップを研究対象としている。これらの研究は、オーナーシップを曖昧に扱い、
精緻な分析を行っていない。さらに、SSRP におけるネパールのオーナーシップについ
て分析した研究は、ほぼ皆無である。 
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 これに対して本論文では、教育分野における途上国としてのネパールのオーナーシ
ップをより精緻に分析するために、計画・内容、予算配分・活用、計画の実施という
3 つの局面に分けて、それぞれのオーナーシップを分析することで、教育分野におけ
るネパールのオーナーシップを実証的に分析することを目指す。計画・内容の策定局
面においては、EFA や MDGs のような普遍的な教育目標とネパールのような途上国が
求めるローカルな教育目標との乖離に注目しながら、ネパールのオーナーシップを問
う。予算配分・予算活用に関しては、SWAp モダリティ（ネパール政府のみが自由に
予算を決めることができないという規定）に基づき、予算配分・活用の局面における
ネパール政府のオーナーシップを分析する。計画の実施局面においては、従来ならば
政府が担うはずの教育サービスではあるが、ネパールを含め途上国では国際・ローカ
ル NGO に依存することが多い。このような脆弱なガバナンスと NGO の関与という点
を意識しながら、実施過程におけるネパールのオーナーシップを検証する。  
 
 
本論文の構成 
 本論文の構成は、以下の通りである。第 1 章では、オーナーシップに関する分析ア
プローチを整理する。第 1 節では、開発援助におけるオーナーシップの展開および課
題について述べる。第 2 節では、開発援助における重要な機関である OECD、世界銀
行、国際連合によるオーナーシップの定義・課題を整理し、オーナーシップの在り方
について言及する。第 3 節では、教育分野でのオーナーシップについて考察し、第 4
節では、教育分野での援助の方法と緊密に関わる SWAP を扱う。最後に教育分野にお
けるオーナーシップを測るためには、教育計画・内容の策定局面、予算配分・活用局
面、計画実施局面を総合的に見ることが有効であることを示し、教育分野のオーナー
シップを分析するために必要となる指標を提示する。  
 第 2 章では、SSRP の背景を知るために、ネパールの教育制度の歴史的変遷をたど
る。具体的には、BPEP マスター・プラン、中等教育援助計画、コミュニティ・スクー
ル支援計画、EFA NPA である。第 1 節では、ネパールにおける教育の歴史的展開を整
理する。第 2 節では、1991 年に策定された「BPEP マスター・プラン」（1991-2001 年）
について述べ、第 3 節では、2002 年に策定された「中等教育支援プロジェクト」（2003-
2007 年）について考察する。第 4 節では、2002 年に策定された「コミュニティ・スク
ール支援プロジェクト」（2003-2008 年）を取り上げる。第 5 節では、2003 年に策定さ
れた「EFA NPA」（2004-2009 年）の概要を述べる。最後に SSRP 以前の教育計画にお
けるネパール政府のオーナーシップの程度を整理する。 
 第 3 章では、SSRP の全体の概要および特徴を概観し、実施後の成果について述べ
る。第 1 節では、SSRP のベースである Cambridge Education, METCON Consultants に
よる EFA NPA の共同評価を取り上げる。第 2 節では、SSRP の策定の背景およびその
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位置づけについて述べ、第 3 節では、SSRP の全体的な内容を考察する。第 4 節では、
SSRP の終了後の成果について述べ、総合的に SSRP の評価を行う。 
 第 4 章では、第 1 章で示した、教育分野のオーナーシップを分析するための指標に
基づき、SSRP におけるネパール政府のオーナーシップの程度について分析を行う。ま
ず、第 1 節では、SSRP において、主要な支援機関である世界銀行、ADB、JICA のよ
うなドナーの要請がどのぐらい反映されたのかについて分析する。その上で、第 2 節
では、SSRP の内容面におけるネパール政府のオーナーシップの程度を述べる。第 3 節
では、SWAp 援助モダリティを前提とした SSRP の予算配分・活用局面におけるネパ
ール政府のオーナーシップの程度を考察する。第 4 節では、SSRP の実施過程におけ
る政府のオーナーシップの程度を検証する。 
 第 5 章では、ネパール政府および主要な支援機関である世界銀行、ADB、JICA が
SSRP をどのように評価しているのか検証を行い、SSRP の成果および課題に対するド
ナーとネパール政府の認識の相違を示す。そこで、教育評価の違いとオーナーシップ
が密接に関係しているため、評価を取り上げることが有効である。第 1 節では、ネパ
ール政府の評価とネパール政府とドナーが採用した独立のコンサルタントである
GFA コンサルティングが行なった評価を取り上げる。第 2 節では、ドナーによる全体
的な評価に注目し、第 3 節では、ドナーによる評価基準別の評価を取り上げる。第 4
節では、ネパール政府とドナーが指摘した SSRP の成果および課題を整理する。第 5
節では、SSRP において、軽視されたネパール教育のローカルな価値観に関する課題に
ついて述べる。 
 終章では、第 1 章から第 5 章をまとめ、今後におけるネパール政府のオーナーシッ
プの強化に向けての提案を行いつつ、今後の課題を提示する。  
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第 1 章 オーナーシップに関する分析アプローチ 
 
 本章では、途上国の教育開発のオーナーシップに関する分析的アプローチの検討を
行う。第 1 節では、開発援助におけるオーナーシップの変遷および課題について整理
する。第 2 節では、主要なドナーである OECD、世界銀行、国際連合が定義したオー
ナーシップに焦点を当て、その具体的内容と実践状況を確認するとともにオーナーシ
ップの在り方について考察する。第 3 節では、教育分野でのオーナーシップに関する
歴史的展開とその特徴について述べ、教育計画・内容、予算配分・活用、計画実施に
ついて詳細に検証する。第 4 節では、教育分野の支援およびオーナーシップと密接に
関わる SWAp を取り上げて、その意義を考察する。最後に、教育分野おけるオーナー
シップを分析する場合には、教育内容、予算配分・活用、計画実施という三局面を総
合的に見ることが有効であることを示し、教育分野のオーナーシップを分析するため
に必要となる指標を提示する。 
 
 
1-1 オーナーシップ概念の沿革と課題 
1-1-1 開発援助におけるオーナーシップの歴史と展開 
 国際社会で国際開発援助が始まったのは第二次世界大戦後である。それまで植民地
であった多くの国々が独立し、新興独立国の復興のためにアメリカおよびヨーロッパ
諸国が主導して途上国への開発援助体制が確立した。多国間援助を実施する代表的な
国際機関が、世界銀行（1944 年）、国際連合（1945 年）、「国際連合教育科学文化機関
（United Nations Educational Scientific and Cultural Organization = UNESCO）」（1946 年）、
OECD（1948 年）である（Regmi, 2015: 503）。 
 途上国の開発のため、1949 年にアメリカは、ポイント・フォア・プログラムを発表
し、援助を始めた。冷戦中（1947-1991 年）に開発援助は、アメリカが促進する資本主
義・自由経済とソ連が促進する共産主義・社会主義を中心に外交手段として用いられ
た。1969 年には国際連合を通じて先進国は、その国内総生産（Gross Demotic Product = 
GDP）の 0.7%を開発援助に充当することを目標として掲げた。1970 年代には、それま
でインフラ開発のようなハード面を重視していた援助が、途上国の国民の「基本的な
人間のニーズ（Basic Human Needs）」を重視した援助へと変化を遂げた。1980 年代に
は、世界銀行および IMF を中心に、自由主義的構造改革をプロジェクトのベースとし
た援助が提供されていった（Bhatta, 2007: 7）。 
 1990 年代になると先進諸国は、厳しい国家財政状況に陥り、先進国の間で援助疲れ
が蔓延する。先進国の国民間では、途上国に多くの援助資金を投入したにもかかわら
ず、一向に成果が現れていないことに対する不満が生じた。途上国においてもドナー
主導の援助に対して多くの批判が向けられ、開発途上国とドナーとの間で共通認識が
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ないまま、ドナーが独自に設定した目標・計画に沿って援助が実施されたことが散見
された。援助プロジェクト間の結びつきは弱く、セクター全体あるいは国家全体の開
発課題と有機的に連携させることは困難であり、一部にはドナー主導でプロジェクト
援助が実施されたために、プロジェクトの存在意義を途上国自身が十分に認識できず、
またプロジェクト実施後に十分なフォローアップも行なわれなかった（小林・北村、
2008: 63-68）。 
 1990 年代には、開発援助において新たな概念が登場している。1990 年代の貧困削減
への取組みにおいては当初、特に社会セクター（教育や保健衛生分野）へ支援が集中
した一方で、同じ分野で様ざまなドナーによる類似のプロジェクトが多数存在し、ド
ナー間の調整不足という問題が生じた（稲田、2014: 252）。さらに、各ドナーによって
援助プロセスの手続きが異なり、高い取引・調整費用を強いるだけでなく、途上国の
行財政能力も低下させていた（小林・北村、2008: 63-68）。 
 このような状況の中で、途上国が援助の取引費用の削減の重要性が強調されるよう
になり、援助の「調和化（Harmonization）」や途上国の政策方針への「アラインメント
（Alignment）」という概念が登場する。「調和化」とは、各ドナーがそれぞれの得意分
野に特化して重複を避けながら役割を分担することであり、「アラインメント」とは、
援助の内容や実施方法を当該国政府の国内制度に沿ったものにしてゆくことを指す。
また、調和化とアライメントを合わせて「共同歩調」などの新たな概念も用いられる
ようになった（稲田、2014: 252）。さらに、途上国とドナーとの間で共通認識がないま
まドナー主導でプロジェクト援助が実施されることやドナー間の調整不足などのよう
な問題を解決するための援助の方法として、農村開発、発電所、病院建設などの個別
事業を中心とする「プロジェクト型」援助から多数のドナーが協調して支援する成果
重視の「プログラム型」援助手法（モダリティ）に移行すべきであると、イギリスや
北欧などの援助機関が主張するようになった（下村、2009: 60-62）。 
 ドナーが成果重視へと傾倒する中で注目され始めたのが、イギリスの政府機関を中
心に導入されていた「ニュー・パブリック・マネジメント（New Public Management = 
NPM）」という手法であった。NPM とは、活動内容が曖昧になりやすい機関に対して
具体的な目標を設定し、目標達成に向けたモニタリングを通して、目標を効果的・効
率的に実現するための手法である。NPM のようなプログラム型援助の下でのプロジェ
クト型支援では、途上国の開発計画と組織環境に基づいた支援が必要とされた（小林・
北村、2008: 63-68）。 
 このように開発援助では、次第に途上国自身のイニシアチブの重要性が認識される
ようになり、1990 年代以降にオーナーシップという概念が登場する。端的に言って、
オーナーシップとは、「被援助国に課せられた責任を意味し、外国からの支援を自らの
事業の一環として捉え、当事者意識をもって開発に取り組むこと」を意味する（黒田、
2003: 78）。河内が指摘するように、被援助国のリーダーシップのもとで、幅広い援助
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主体間が目指すべき成果目標を共有し、具体的指標を設定して進捗状況を監視すると
いう考え方が重視されつつある（河内、2010: 177-179）。しかしながら、1-1-3 で見る
ように、オーナーシップに関する概念は、国際機関や国ごとに定義と重点に相違が見
られるのが現状である。例えば、OECD は、「途上国政府の自己努力」をオーナーシッ
プと定義し（OECD, 2005）、世界銀行は、途上国の内部・外部セクターの幅広い参加を
得た制度整備に重点を置いて定義している（World Bank, 1998）。国際連合は、「政府・
関係省庁のみならず現場の NGO、市民社会などが参加し、策定・実施される持続可能
な開発計画」を重視している（UNDP, 2003）。このように概念は曖昧ではあるが、前田
が言うように、オーナーシップの概念は明確な定義がなされてないため、オーナーシ
ップの程度を測ることは容易ではない（前田、2002: 61）。 
 
 
1-1-2 開発援助におけるオーナーシップの課題  
 1990 年代までの開発援助の特徴は、ドナーと途上国との間で一定の合意を取り付け
はするものの、ドナー主導のコンディショナリティ付きプロジェクト型援助であった。
ギブソンは、ドナーによるコンディショナリティが主に、途上国のマクロ経済を改革
するためのドナーの道具であったと述べている（Gibson, 2005: 112-114）。また、ドナ
ーの介入は、多くの場合に援助を受ける政府の意思によるものではなかったため、オ
ーナーシップの問題が顕在化した。実際に、コンディショナリティは、期待される結
果をもたらさなかったことをコリアらは指摘している（Collier et al., 1997: 1400）。そ
の後、現在に至るまでオーナーシップについては、様ざまな課題が指摘されている。 
 まず、ドナーと被援助国のパートナーシップについてである。ドナーと被援助国は、
同等の負担と発言権を持つことが重要であるが、ドナーは、利他的な意図だけで資金
や技術の提供のみならず、彼らのイデオロギーを移転しようと試みる傾向がある。被
援助国側から見れば、パートナーシップに向かう動機は、市場あるいは資源へのアク
セスや政治的な安定を確保するということとして現れる（西村、2008: 29-34）。 
 パートナーシップのあり方として、開発のオーナーシップを有する被援助国とドナ
ーとの関係だけでなく、ドナー同士の関係も重要な要素となる（小林・北村、2008: 63-
64）。この点に関連して援助国会合についての問題点が指摘されている。関係するすべ
てのドナーと被援助国が協議する援助国会合では、被援助国の代表が議長の役割を担
い、それによって被援助国側が進行の主導権を握り、オーナーシップを確保すること
ができるとされているが、実際にはドナーと被援助国との力関係からオーナーシップ
は確保されにくい（下村、2009: 60-62）。さらに、ドナーと被援助国とのパートナーシ
ップにおいては､資金や技術を供与する側が基本的に優位に立ちやすく､被援助国側の
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論理が抑圧される可能性がある（下村、2006: 162-165）10。 
 次に、ドナーが被援助国に自国が持つ理念を押し付けることが問題点として指摘さ
れる。ドナーの論理の優位を克服するために､ドナーが援助で支配的である原因が途
上国の制度・政策にあるとの前提に基づき、被援助国の欠点を指摘して弱点を是正す
るアプローチではなく､被援助国の経済社会システムに内在している強みを掘り起こ
して育成するアプローチが必要である｡後者のアプローチは､被援助国の｢真｣のオーナ
ーシップを尊重し､ドナーそれぞれの社会に内在する独特のグッド・ガバナンスを活
用する手法であり、｢選択的援助｣とは対極の立場にある（下村、2006: 161-162）。グッ
ド・ガバナンスを活用するためには、被援助国の開発の現場の複雑さを十分に把握し
なくてはならない。しかしながら、被援助国の市場経済、社会状況、政治などを理解
しないまま、被援助国が、その置かれた制約の下で、オーナーシップを高めようと懸
命に努力しているのを軽視し、ドナー・コミュニティが援助や開発を無効と決めつけ
ていることも多い（辻、2016: 199-200）。 
 被援助国の国内の課題もある。被援助国の「能力」や「ガバナンス」は、オーナー
シップの決定要因であり、これらが脆弱であったり欠如したりしている場合、開発計
画づくりやその具体的な案件策定は、ドナー主導になりやすい。その一方、開発計画
や予算の優先順位などの政治的判断は、民主的に選ばれた議会・国会や政権与党によ
り決定されるべきとの考えが、被援助国の政治のあり方の透明性や民主的手続を重視
するドナー・コミュニティの間で強まってきている。また、主体の多様性についても
留意が必要である。多くの被援助国において、開発計画の策定プロセスには、多様な
国内主体が関わり、主体間には複雑な権力関係が存在し、様ざまな政治的駆け引きが
行われている。よって、あたかも相手側の途上国に一体的なオーナーシップがあると
想定することは、大きな誤りであると稲田は指摘する（稲田、2014: 260-261）。 
 以上のように 1990 年代以降、開発援助における様ざまなオーナーシップの課題が
指摘されてきた。ドナーと途上国とのパートナーシップに関しては、ドナーは、資金
や技術を供与しているため、資金や技術と共に自分が持つイデオロギーを移転しよう
とする。また、ドナーが途上国の市場経済、社会状況、政治状況などを理解しないま
まドナーが持つ理念を押し付けていることもある。そして途上国自身にも、能力不足、
政治的不安定、関わる主体の多様性のような社会的問題、資源の不足のような経済的
問題などを抱えるため、途上国の開発事業は、ドナー主導となりやすい。 
 
 
 
10. 下村恭民、「グローバリゼーション下でのアジアと日本の役割」研究会報告書『新時代のアジア戦略－「ア
ジアにおける日本の役割を考える 9 人委員会」提言』国際協力銀行開発金融研究所、2006 年、161-179 頁。htt
ps://www.jica.go.jp/jica-ri/IFIC_and_JBICI-Studies/jica-ri/research/archives/jbic/glb.html, 2018 年 8 月 3 日アクセ
ス。 
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1-2 支援機関によるオーナーシップと課題  
 ここでは、開発援助における主な支援機関として OECD、世界銀行、国連グループ
を取り上げる。これら三者は、開発援助において密接に連携している。国際連合は、
2000 年に MDGs を設定し、2001 年に世界銀行の PRSP との連携に合意した。それに
よって世界銀行は援助評価において援助の効率化と選択的援助を主張し、「重債務貧
困国（Heavily Indebted Poor Countries = HIPCs）」を支援する際には、この PRSP で示さ
れた基準を用いた評価を行うことを開始した（World Bank, 1998: 1-15; 稲田、2014: 253-
256）。この結果、世界のすべての支援機関は、国際連合の開発目標に従い、また OECD
の支援理念に基づき、そして世界銀行が提案した支援の方法に沿って支援を行うよう
になった（黒田、2003: 71-80）。 
 
 
1-2-1 OECD 
 OECD の「開発援助委員会（Development Assistance Committee = DAC）」は、1990 年
に「1990 年代の開発協力」と題する報告書を作成し、市場経済の拡大と幅広い民衆の
開発過程への参加に基づく持続的な経済成長を提言した。1996 年には、「21 世紀に向
けた国際協力を通じた貢献」と題する DAC 新開発戦略を作成した。同戦略では、途上
国のオーナーシップと先進援助国・国際機関とのパートナーシップが強調され、また
政府だけではなく開発に関わる一般市民、民間セクターと NGO をも包摂したパート
ナーシップが重視されている（稲田、2014: 258）。 
 その後、国際援助協調が進む中で、2003 年には「ローマ調和化宣言」が採択され、
2004 年には、開発成果マネジメント円卓会議がマラケシュで開催され、2005 年には
「パリ宣言」が策定された。これらの提案を基礎とし、援助効果の向上に向けた援助
機関のコミットメントが示され、途上国と援助機関との関係に関する 5 原則（オーナ
ーシップ、調和化、整合性、成果管理、相互説明責任）とそれに対する時限付き（2010
年が目標年）の指標化目標が明示された（小林・北村、2008: 64-66）。この結果、期待
されたような援助管理の全体的な負担を減らすことはできなかったものの、より透明
性があり効果的なパートナーシップが促進され、援助の質が向上した（Wood et al., 
2011: xii）。 
2008 年 9 月には、「アクラ行動計画」2011 年 12 月には、「釜山成果文書」がとりま
とめられた。これらに従って、OECD・DAC は、プロジェクト評価手法、技術支援の
効率化、ジェンダーや環境配慮、参加型開発やガバナンス・平和構築や紛争予防など
に関するガイドラインづくりに向けて議論をとりまとめ、主要援助供与国の間での共
通の援助指針形成に努めている（稲田、2014: 258）。 
 1996 年に策定された DAC 新開発戦略における途上国のオーナーシップ構築に関す
る特徴は、以下の通りである。第 1 に、途上国が開かれた対話を通して開発戦略と目
   17 
標を設定すること、第 2 に、ドナーは協調・連携・能力開発・オーナーシップなどの
向上を図りつつ、途上国の策定した戦略枠組みの中で援助活動を行うこと、第 3 に、
ドナー間の援助協調の促進もドナーの義務としたこと、であった。2005 年に策定され
たパリ宣言で注目すべきことは、途上国の自助努力「オーナーシップ」、協調、調和化
という従来の課題に加え、こうした課題を克服する方法論として、開発成果を重視す
る成果管理という原則が新たに追加された点である。  
 OECD のオーナーシップに関する課題に関しては、OECD のローマ（2003 年）、パリ
（2005 年）、アクラ（2008 年）のサミットでは、援助の調和と途上国のオーナーシッ
プが援助効果を高めるための重要な手段として強調された。また、コンディショナリ
ティを付した過去のアプローチは援助効果が低いことが証明され、受益国は開発計画
とドナーの介入を管理する必要があることが強調された。しかし、一部のドナーは、
OECD の原則に従わず、独自の議題と優先順位を設定しているという事実もある
（UNDP, 2011: 144-180）。 
 
 
1-2-2 世界銀行 
 世界銀行は、1990 年代に入り貧困削減を組織の目標として掲げるようになり（河内、
2010: 177-179）、特に新自由主義に基づき支援を行なってきた。1996 年に「ウォルフェ
ンソン（Wolfensohn）」が新総裁になってからは、貧困削減を第一の目標として位置づ
け、世界銀行の果たすべき役割は、開発戦略に熟知した「知識の銀行（knowledge bank）」
として、途上国の開発政策の策定を支援するとともに、様ざまなドナーの支援を効果
的に束ねていくことと設定した（稲田、2014: 253-256）。1998 年に策定された（Assessing 
Aid）報告書には、オーナーシップに関する記述がある。世界銀行は、オーナーシップ
を「国際援助コミュニティが援助の条件として求める改革に対する国内の強い支持」
と定義している（World Bank, 1998: 52）。 
 1999 年には、ウォルフェンソンが「包括的開発枠組み（Comprehensive Development 
Framework = CDF）」を提示した11。これを受けて世界銀行は、マクロ経済支援からイ
ンフラ建設、社会開発、貧困削減、ガバナンス支援などすべての開発の課題を一つの
枠組みでまとめ、国際機関や各ドナーがそれぞれ比較的優位性のある分野を中心にし
て、多様な作業グループ会合を開催した。途上国側は、様ざまな開発の課題を CDF の
マトリクスに対応した形でまとめた開発計画案の作成を求められるようになった。こ
 
11. CDF とは、被援助国のオーナーシップを尊重しつつ、ドナーや市民社会など開発関係者の連携を強化する
ことを目的とした開発に関する調整の枠組みで、世銀が 1999 年に提唱した政策形成のためのアプローチであ
った。CDF では、経済的分析に限らず、社会的分析も加えた包括的な観点から捉え、当該国政府は、ドナー・
NGO・市民社会などの様ざまな関係者と意見調整を行い、それを課題ごとの取り組みをマトリックスとして整
理し、10 年から 15 年の期間を念頭に全体的な開発の枠組み作りを目指した（牧野・足立・松本、2001: 29）。 
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れが具体的な形で結実したものが PRSP であり、多くの途上国で PRSP を中核に各ド
ナーが支援を行うようになった（稲田、2001: 114-116）。 
 CDF が登場した背景には、世界銀行が 1999 年にマクロ経済面を重視した開発方針
を修正し、保健や教育など社会的側面、良い統治、環境といった幅広い課題を視野に
置き、市民社会など政府以外の幅広い主体の参加を求めたことがあった。こうした考
え方に基づき、貧困削減を目標として途上国政府の主導によって策定される具体的な
行動計画が PRSP であった。PRSP は、世界銀行・IMF の融資、債務救済に当たって提
出が求められる文書でもあり、多くの途上国で実質的な国家開発戦略と位置づけられ、
他の援助国・機関もその策定プロセスに参加している（河内、2010: 177-179）。 
 PRSP には、CDF と共通する次の 5 つの原則がある。すなわち、①当該国のオーナ
ーシップ: 途上国の主導によって作成・モニタリング・評価を義務づけ、オーナーシ
ップを重視する。②パートナーシップ: 途上国のオーナーシップのもとで各ドナー、
市民社会、NGO、民間セクターなどの幅広い関係者の参加によって作成される。③結
果重視: 受益国の現状または原因を分析し、目標を設定する。④包括性: 経済成長を
主に公正や分配、グッド・ガバナンスや政府の透明性、各セクターの問題、構造的な
問題などを対象とする包括性を基本とする。⑤長期的取り組み: 途上国の能力構築に
は時間がかかるため長期的視野に立って、計画の実施を考える（牧野・足立・松本、
2001: 22-23）。このように、多様な主体の幅広い参加のもとで途上国の政府が PRSP の
作成する責任を持つ。これによって、途上国の開発計画を策定する制度を整備し、人
材を育成するなどの能力構築（キャパシティ・ビルディング）に繋がることが期待さ
れる。 
 PRSP が国際的な支援の中核的枠組みとして広まっていった過程には、HIPCs の債
務帳消し問題も密接に関係していた。1999 年に先進国は、HIPCs に対するすべての債
務帳消しを決定した。しかしながら、様ざまな議論の末、その債務帳消しの条件とし
て、途上国政府が貧困削減のために具体的にどのような政策をとり、どの程度の資金
が必要かをまとめた PRSP を作成し、世界銀行と IMF の承認を得なくてはならない仕
組みを作った。そこでは、基礎教育や保健・衛生などの貧困削減および社会開発分野
に投資を行い、援助をする以上その援助が効果をもつためには「良い政策」が前提と
なるべきだとの考えに基づいていた（稲田、2014: 253-256）。 
 PRSP では、オーナーシップ育成の仕組として､途上国政府がドナーを指揮すること
が前提となっており、途上国政府が､ドナーの専門家の協力を得ながら自らの責任で
開発戦略や貧困削減戦略などを作成し､それをドナー会合で提示し、議長としてドナ
ー間の論議の調整を主導することが想定されている（下村、2006: 161-165）。しかし、
PRSP のオーナーシップについても、問題点が指摘されている。理念の上ではオーナー
シップを重視するとしても、結果として世界銀行および IMF を中心としたドナー主導
により途上国の開発戦略が策定されている。また、それまでのコンディショナリティ
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は、経済・ガバナンスが中心で、パートナーシップの観点から見るとドナーが計画の
策定と実行に関わり、ドナー主導のもとで、実質的にコンディショナリティの多様化
が起こっている（牧野、2002: 100）。 
 このような構造調整型の一方的なコンディショナリティに対する批判から、世界銀
行は、途上国側のオーナーシップを強調するようになった。しかしながら、稲田が指
摘するように、PRSP のような枠組みにおける世界銀行やその他のドナー側の構造改
革や経済社会運営についてのチェックは、引き続き「事実上のコンディショナリティ」
としての役割を果たしていると考えられる（稲田、2014: 253-256）。下村は、ラオスと
タンザニアを事例として、PRSP の内容は、外部から大量の専門家が投入されないと作
成不可能で、途上国に合致しておらず、オーナーシップが不在であることを示してい
る（下村、2006: 164）。 
 
 
1-2-3 国際連合 
 国際連合は、全体の統制がなく、どの機関も独自の憲章のもとで独自に活動してい
るため、他の機関と活動が重複したり、無駄が生じたり、縄張り争いが生じたりして
いた。このため 1997 年に、「国連開発グループ（United Nations Development Group）」
の設立が合意され、様ざまな機関の共通の開発フレームワークとしての「国連開発援
助枠組み（United Nations Development Assistance Framework = UNDAF）」が導入された
（稲田、2014: 256-257）。 
 UNDAF とは、途上国での開発活動に優先順位をつけて、それを実施に移すための
統一された枠組みを意味する。UNDAF の策定作業には、当該途上国政府の関係省庁
が関わるだけでなく、現場で活動している NGO も加わることができ、途上国政府の
オーナーシップが重視された。その際、政府主導によって分析が行われる場合には、
国際連合のカントリー・チームもそれに加わる形で分析がなされ、政府主導の分析が
不十分な場合には、国際連合が補完的な分析を行う。UNDAF では、人権を基盤とした
アプローチ、ジェンダーの平等、環境面での持続可能性、結果重視のマネジメント、
能力開発の 5 つの原則が重視される（大平、2014: 277-278）。 
 国際連合は、OECD や世界銀行のような他の開発機関と強く連携をしている。例え
ば、OECD がまとめた国際開発目標では、「2015 年までに 5 歳未満の乳幼児死亡率を
3 分の 1 に減少させ、妊産婦死亡率を 4 分の 1 までに減らし、極貧人口を半減させる。
2015 年までにすべての国で初等教育を普及させ、初等・中等教育におけるジェンダー
の格差をなくす」（OECD, 1996）こととあり、これが MDGs の原型となった。この MDGs
は、国際連合と世界銀行との連携を促す役割を果たしている。河内は、世界銀行と国
際連合の間では、長期開発目標としての MDGs と、それを達成するための中期実行計
画としての貧困削減戦略、および両者の関係が整理され、両者の速携を図るという合
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意がなされ開発枠組みとしての影響力が拡大していると述べている（河内、2010: 177-
179）。 
 MDGs におけるオーナーシップに関しては、「国家の指導者からのコミットメントが
必要とされ、彼らの成功によって国家のオーナーシップが発揮できる」（UNDP, 2003: 
1-2）と述べられており、オーナーシップが重視されていることが窺える。  
以上のように、国際連合のオーナーシップでは、途上国の指導者からのコミットメ
ントによって、政府・関係省庁のみならず現場の NGO などが参加し、計画を策定・実
施することが重視された。しかしながら、国際連合には、機関が数多く存在し、他の
金融機関と強く連携をしているだけで、国際連合に財政および教育開発に関わる専門
家が少なく、多くの権限は世界銀行および IMF が握っている（Jones, 2006: 611）。ま
た、国際連合は、資金的自立性がないため、その他の援助機関の方針決定に、妥協的
な立場を取らざるを得ない（山田、2006: 5）。特に国際連合は、財政的にその他の援助
機関（特に世界銀行）に依存をしており、世界銀行および IMF の方針に従う必要があ
る。 
 
 
1-2-4 オーナーシップの在り方  
 以上の議論を踏まえ、オーナーシップの在り方についてまとめておきたい。下村は、
ドナーと途上国、ドナーと市民社会、ドナー間などの対話およびネットワークが、ド
ナーと途上国の間の関係をより良い方向に導くと主張している（下村、2009: 58）。開
発援助の分野では、ドナーとは開発パートナーという議論もあり、西村は、基本的に
開発パートナーとは、ドナーと途上国が共通の目標に従い、互いの利点を認め合いな
がら同等の負担と発言権を持ち、対立する場合は、相互の調整が行い、主導権争いや
不均等な責任や権利のシェアが行われることによって、良いパートナーシップが構築
されると述べる（西村、2008: 29-31）。このことは、オーナーシップの前提として、ド
ナーと被援助国のパートナーシップを重視しているのである  
 オーナーシップの在り方として大野・二井矢は、グッド・ドナーシップを取り上げ
ている。そこでは、ドナーの援助が現地のニーズに基づいたものであるべきであり、
ドナー（国・機関）の方針に基づいた特定モダリティを押し付けることなく、ドナー
と途上国政府が一体となって実施し、結果を共有することが重要であると述べている
（大野・二井矢、2005: 37）。さらに、前田は、ドナー間のネットワークが途上国政府
の意思決定の妨げとなっていないかを留意すべきであると指摘する。途上国側に関し
ては、国内の機関や地域社会と協議しながらドナーと協議する能力を高める必要があ
ると述べる（前田、2002: 67-69）。 
 オーナーシップをめぐる議論の基礎となるのがパリ宣言であり、パリ宣言は、2005
年に OECD, DAC の主導で進められてきたものであり、そこでは以下の 5 つが強調さ
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れている。①オーナーシップの強化: 途上国が実現可能な開発政策、戦略、開発行動
を策定し、効果的なリーダーシップを発揮すること、②ドナーと途上国の整合性（ア
ライメント）: ドナーは、すべての支援を途上国の国家開発戦略、制度、手続きに沿
って実施すること、③ドナー間の調和化: ドナーの行動は、より調和化され、透明性
があり、集合的に効果的になること、④成果マネジメント: 開発の成果のために資源
を管理し、意志決定を改善すること、⑤相互説明責任: ドナーと途上国は、開発成果
に関して相互に説明責任を有すること、である（JANIC, 2010: 1-33）。 
 以上のことから、望ましいオーナーシップとは、途上国が国内・国際的な開発戦略
を策定し、ドナーと途上国・途上国の市民社会、ドナー間の対話およびネットワーク
を広げ、ドナーと途上国相互の利点を認め合いながら、相互説明責任を持つことが肝
要と言える。つまりドナーと途上国が、ウイン・ウインの関係にあることが望ましい
と考えられる。 
 
 
1-3 教育分野でのオーナーシップ  
 国際社会で 1948 年に、国際連合世界人権宣言が採択され、万人に教育を受ける権利
が唱えられた。その後、主に 1960 年から 1980 年まで UNESCO が後援したカラチ、ア
ディス・アベバ、サンティアゴの各地域会議で、アジア・アフリカ・ラテンアメリカ
諸国の基礎教育と初等教育の普遍化を図ることが目標とされた。さらに、1989 年に「子
どもの権利に関する条約が策定された後、世界の多くの国々で教育は基本的人権とし
て支持され、憲法によって保証されるようになった（Bhatta, 2007: 7）。 
 1990 年にタイのジョムティエンにおいて、UNESCO 、「国際連合開発計画（United 
Nations Development Programme = UNDP）」、「国際連合児童基金（United Nations 
Children's Fund = UNICEF）」などの国際連合機関と世界銀行の共同主催により「教育
をすべての者に世界会議（World Conference on Education For All）」が開催された。そ
こでは、165 カ国の政府代表と 137 の NGO の代表が参加し、2000 年までに質の高い
初等教育を受ける機会を世界のすべての子どもたちに提供するという共通の目標に対
するコミットメントが示された。その後、2000 年 4 月に、セネガルのダカールにおい
て「世界教育フォーラム（World Education Forum）」が開催された。ダカール行動枠組
みでは、2015 年までにすべての人びとに基礎教育を提供するという目標が設定された
（UNESCO, 2000: 75）。 
 「ジョムティエン宣言」では、教育は基本的な人権として捉え、それによってより
良い開発政策を求める国際社会の希望が声高に唱えられ、それが援助機関、被援助国
政府、先進国および途上国の市民社会の多面的なパートナーシップという考え方につ
ながった。レグミは、ジョムティエン宣言以来、ドナー・コミュニティが途上国に EFA
の目標を達成するための国家行動計画を策定することを奨励・強制してきたと指摘す
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る（Regmi, 2015: 506）。また、キングらは、教育分野では、特にジョムティエン宣言以
降、ドナーは、EFA のような国際的に適用可能なアジェンダを設定し、途上国がその
アジェンダの枠組みに従い、策定・実施するようになったと述べる（King et al., 2004: 
1-17）。換言するなら、ドナーが EFA のような国際的な目標に従い、自国の教育計画
を策定・実施するように奨励させたことによって、教育分野でのオーナーシップの重
要性が認識されたと言えよう。 
 途上国の教育開発に、資源を提供し、主要な役割を果たしている援助機関である
UNESCO と世界銀行を見てみよう。UNESCO は、教育開発分野で大きな役割を果たし
ている。UNESCO は、2002 年に作成された、「万人のために教育に関するダカール行
動枠組みを実行するための国際的戦略」（An International Strategy to Put the Dakar 
Framework for Action on Education for All into Operation）の中で、国際機関間の連携を
促し、EFA を達成するための戦略を提示した。そこでは、開かれたパートナーシップ
という考え方に基づき、複数の国際機関がプログラム単位で協調することが目標とし
て示された。この UNESCO が主導する EFA については、被援助国が効果的に EFA を
達成するための手立てとして、①被援助国政府のリーダーシップの育成、②被援助国
政府の能力開発、③資源の流動化、④EFA 戦略の定期的評価と分析、といったオーナ
ーシップと密接に関わる 4 つの項目が挙げられている（羽谷、2008: 89-90）。 
 途上国の貧困問題と教育問題に対して世界銀行は最大の資金を提供し、大きな貢献
をしている。世界銀行は、途上国の教育では「最大の多国間投資家」となり、文字通
り世界的な銀行として EFA のような途上国の教育開発に財政支援を提供している
（Mundy and Menashy, 2014: 417）。世界銀行は、1962 年以来、1,500 以上のプロジェク
トを通して約 690 億ドルを教育に投資してきた（World Bank, 2011a: 1）。さらに、世界
銀行は、途上国の教育開発、特に教育の分権化、民営化、市場化の強化に焦点を当て
て教育開発投資を行ってきた（Regmi, 2016: 1-10）。 
 世界銀行は、1995 年に「教育のための優先課題と戦略（Priorities and Strategies for 
Education）」世界銀行レビューを作成し、途上国が貧困を緩和し、生活水準を向上させ
るために教育は中核的な位置を占めると唱え、教育が貧困の削減に重要な貢献を果た
すという立場を示した。その後、1999 年に、「教育セクター戦略（Education Sector 
Strategy = ESS）」が提示され、1990 年に合意された EFA をベースに、新しいスローガ
ンとして教育の質の向上にむけて、多様な要因に配慮する必要が唱えられた。2000 年
以来、ESS は修正され、新しく教育格差や生涯教育などが重要な援助領域として追加
され、すべての教育セクターを統合しながら「ファスト・トラック・イニシアチブ（Fast 
Track Initiative = FTI）」のような政策が推進された（羽谷、2008: 85-87）。 
 FTI は、初等教育の普遍化に向けて世界銀行が作成した「EFA 推進のための行動計
画」の中で提示されたもので、世界銀行の中に事務局を置く形で立ち上げられたもの
である。これは、基礎教育の中心となる初等教育分野において、一定数の支援対象国
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に対する援助の集中的かつ効率的な活用を目指す試みである。2000 年の EFA 目標達
成に向けて、資金や人的な資源を動員するためのグローバルなイニシアチブが必要で
あるとの認識の下で、6 つの課題が提示された。すなわち、外部資金の増加、外部資
金の予測可能性の向上、援助協調の促進、SWAp の強化、債務救済・放棄の実現、モ
ニタリングと評価の実施である。また、受益国となるために必要な条件は、対象国が
策定する教育戦略と貧困削減計画が国内の調整役となる援助機関の審査と承認を得る
ことである。FTI の基本原則は、①開発途上国のオーナーシップ、②数値化された指
標にもとづくベンチマーキング、③達成度に関連した支援、④援助協調の促進、⑤透
明性の確保、である（小林・北村、2008: 72-77）。 
 FTI の基本原則である途上国のオーナーシップについては、以下の 4 点が強調され
ている。①開発援助の実施について協調、補完と調和を最大化し、取引費用を削減さ
せ、支援を効率化する。②支援を持続的に増加させ、これを有効に活用する能力を示
す。③受益国の教育政策と実施について制度全般的に検討し、インディカティブな基
準値を用いて健全な教育セクター政策を推進する。④適切な指標を用いて政策の進展
と教育セクターの成果を年次報告することにより結果に対する説明責任を強化させる
（吉田、2008a: 15）。 
 国際社会において、教育分野に対する支援が特に活発化し始めたのは、1990 年のジ
ョマティエン宣言以来である。EFA のような国際的な目標が策定され、それを途上国
に策定することを奨励・強制した。しかしながら、EFA を策定・実施するための途上
国に人材・資源・能力・ガバナンスなどが欠如しており、途上国のオーナーシップが
確保されているとは言い難い。 
 教育分野でのオーナーシップは、他の分野とどう異なるかについて、松田が次のよ
うに述べている。1990 年に、UNDP が「人間開発論」を提唱し、「人間開発論」におい
て、経済成長だけでは生活の豊かさを増大させることは困難であり、人間開発は、経
済成長や工業化とは本質的に異なるものであると見なされた。そこで、人間性を育て
る上で基礎的な能力を形成することが教育の目的とされ、初等教育や識字教育などは
教育分野で不可欠な要素であると認識された。こうしてドナーの教育開発援助に基づ
いて途上国が教育開発を実施できるようになった（松田、2006: 39-40）。 
 コイララは、教育分野の援助の特異性を次のように整理している。教育以外の分野
における援助は、主にドナー（国・機関）と途上国政府間で、開発目標に対して一定
の合意を得て行われる。しかし、教育分野においては、国際的な目標と国家の目標に
従って策定され、ドナー（国・機関）と市民社会および様ざまなステークホルダーの
合意が必要である。教育以外では、一つまたは二つのドナー（国・機関）に対して途
上国がアカウンタビリティを持てば良いが、教育分野では、関わった様ざまなステー
クホルダーに対して、アカウンタビリティを持つ必要がある。教育以外の分野では、
低金利の資金貸付が多いが、教育分野では、無償援助が多い。さらに、教育分野は、
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国際的な目標に基づいて計画を策定しなければならず、援助に関わった多くのステー
クホルダーの意見も反映され、ローカルな価値観も取り入れなければならない
（Koirala, 2015a: 400-450）。 
 大野と二井矢は、教育以外の分野に関するオーナーシップでは、一般的に「直接財
政支援（Direct Budget Support）」による途上国政府システムを用いて援助が行われて
いることを指摘する。そこでは、ドナーと途上国の要求を同水準にするためのメカニ
ズムを規定して開発事業を行い、そこに多くの意見が反映されたのかが重要となる。
しかしながら、教育分野では、様ざまなドナー国、機関、国際・ローカル NGO などが
開発援助を行う（大野・二井矢、2005: 7-24）。 
 ドナーが教育開発の援助を行う意図について、ハーバーは、政治的、経済的、外交
的、人道的、宗教的な意図があり、それらの意図が複合的に絡み合って、援助方針を
作り上げていると指摘する（Harber, 2014: 245-250）。また、黒田によれば、各国の援助
政策の傾向は大きく分けて 3 つある。それらは、①北欧諸国のキリスト教的な伝統と
人道主義にもとづく援助、②アメリカの国際戦略の一環としての援助、③EU の顕著な
「普遍的価値」の普及を目指す援助である（黒田、2003: 73-74）。 
 教育分野での海外援助は、1990 年を境にプロジェクト型援助からプログラム型支援
および直接財政支援に変わった（Smith, 2005: 445）。この直接財政支援の目標は、援助
機関から資金を調達し、援助を受ける政府に計画と優先順位付けの責任を担わせるこ
とで、途上国政府のオーナーシップを強化することである（DFID, 2003: 24-30）。そし
て、それぞれのドナーが有する専門性を活かしながら特定の分野に対する集中的な支
援を提供するメカニズムとして、「開かれたパートナーシップ」を基礎に、「プログラ
ム・ベース・アプローチ（Program Based Approaches）」および「セクター・プログラム
（Sector Program）」が主流となっていった（北村・廣里、2008: 41）。教育分野のオー
ナーシップは、途上国自らが直面する中長期的な課題および国際的な教育開発目標に
基づいて、戦略を策定し、そのプログラムに対しドナーに援助を要請する。それに対
して、ドナーは、市民社会の意見などと整合性をとりながら、プール・ファンドを通
じて、統一的な戦略実施が志向される（大野・二井矢、2005: 7-24）。 
 2000 年のダカール行動枠組みは、EFA 目標の達成に向けた援助アプローチとしてプ
ログラム型援助を推進している。それは、援助機関の取組みとして、基礎教育セクタ
ーへの援助に対する資金の増大・援助協調の推進・SWAp の拡大を強調している。そ
の後、2002 年にカナダのカナナスキスで開催された主要国首脳会議（Group of Eight = 
G8）において先進諸国は、途上国のコミットメントとオーナーシップを前提としたう
えで援助成果の改善に資する SWAp や援助協調の有効性を確認している。途上国の財
政負担を軽減するために、経常経費への支援を含む財政支援の可能性も示唆している
（小林・北村、2008: 68-69）。この SWAp については、次節で具体的に述べる。 
 教育開発分野においてドナーの影響と被援助国のオーナーシップに関してキングは、
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国際援助国・援助機関は、途上国の能力を構築することによって、自国の教育問題を
途上国自身の力で解決できるようにしようとしているが、当該国の教育要件を分析す
るための必要な地域的ニーズを把握しないまま援助を行なっている実態を明らかにし
ている（King, 1991: ix-xv）。レグミが指摘するように、外部アクター（コンサルタン
ト）の介入によって、途上国は、自国の教育問題に対して持続可能な教育計画を策定
することが妨げられ、ドナーへの依存度が高まり、自立能力が弱められ、社会の利益
のために賢明な決断する能力を損なわれるようになってきている（Regmi, 2015: 509-
510）。1990 年以来ドナーによる教育援助が活発化したことに伴い、途上国の教育政策
は、ドナーのニーズや関心、選好に大きく左右されるようになった（西村、2008: 35）。
ドナーは、途上国へ援助と共に多くの改革アジェンダを要請し、途上国のオーナーシ
ップに影響を与えた。このような教育分野における途上国のオーナーシップを客観的
に評価するには、教育計画・内容、予算配分・予算活用、計画実施に分けて考えるこ
とが肝要である。この三局面が重要な理由は以下の通りである。  
 まず、教育計画・内容については、途上国がすべて決定することができず、ドナー
によって決定される部分が多い（Berman, 1992: 57-74）。西村は、途上国の意向と途上
国が持つ多様な価値観が教育計画・内容に反映されていないことを指摘する（西村、
2008: 28-53）。特に国際的に適用可能な目標に従って策定された教育内容・計画は、ロ
ーカル価値観を排除してしまう恐れがある。このような観点から教育計画・内容に関
するオーナーシップを検証する必要がある。  
 教育計画を実行するためには潤沢な教育予算が不可欠である。ブロイティガムとナ
ックは、途上国が教育開発に必要な資金を調達するために、ドナーが設立したアジェ
ンダを受け入れざるをえず、自由に予算を決められないと指摘する（Bräutigam and 
Knack, 2004: 255-285）。また、後述する SWAp では、ドナーと途上国が予算配分・予算
活用を共通資金化することが規定されているが、ドナーと途上国の不均等な力関係も
あり、ガバナンスが脆弱な途上国はドナーの意向に従わなければならない。結果とし
て、途上国が自由に予算配分・予算活用をできず、途上国のオーナーシップが低下す
る。 
 教育計画を円滑に、そして社会全体にわたって実施するためには、政府の強い能力・
ガバナンスが必要である。しかしながら、多くの途上国の制度的・組織的・人的な能
力は脆弱であり、EFA のような計画を実施し、オーナーシップを確保することは難し
い。これについて北村らは、途上国政府の能力が不足しているため、市民社会および
外部のアクターによって計画が実施されているが、それらを政府が適正にモニタリン
グできなければ、オーナーシップの確保は困難であると述べている（北村・廣里、2008: 
30-55）。このことは、計画実施過程に関わったアクターによって、オーナーシップの
程度が左右されることを意味する。 
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1-3-1 教育計画・内容に関するオーナーシップ12 
 教育開発分野において、世界銀行、OECD、国連グループなどのドナーは、EFA のよ
うな国際的に適用可能なアジェンダを設定し、途上国に対してはそのアジェンダの枠
組みに従い、国の状況に合わせて、策定・実施するように奨励した（King, 2004: 1-17）。
ドナーは、途上国に EFA のような国際的に適用可能な教育開発アジェンダを摂取さ
せ、独自の優先事項を決めることで、途上国自身が教育の優先順位を決めることがで
きないよう、教育計画・内容に影響を与えた（Claessens et al., 2009: 185-208）。そして
ドナーは、EFA のような国際的な教育開発のアジェンダをコンディショナリティとし
て用いて、教育計画・内容の優先順位を設定し、途上国のイニシアチブに影響を与え
てきた（Ashford and Biswas, 2010: 481-487）。国際的に適用可能なアジェンダは、途上
国の教育計画・内容を策定の際に欠かせないものとなってきたと言えよう。  
 国際的に適用可能なアジェンダを前提として、途上国の教育計画・内容を策定する
際に誰が（ドナー・途上国）イニシアチブを取ったのか、それがオーナーシップの程
度を測る上で重要となる（Izumi, 2005: 21-25）。途上国では、政治的意思の低さ、政府
の能力の低さ、脆弱なガバナンスなどの問題があり、この結果、教育計画・内容を策
定する際にドナーがイニシアチブを取る（Moutsios, 2009: 469-478）。 
 西村は、1990 年以来、ドナーによって実施される研究に関する問題点を指摘する。
このような研究は、教育援助政策の形成過程において重視されるのみならず、各国の
教育政策に対しても影響を及ぼしている。ドナーによる調査研究が途上国政府に対す
るコンサルティングを目的として行われるとき、援助資金の流れを正当化するために
調査研究の独立性が損なわれ、政策立案過程における途上国政府のオーナーシップを
低減させてしまう恐れがあることが懸念される（西村、2008: 35-39）。 
 ベルマンが述べるように、援助国・機関援助は、途上国の教育計画・内容、カリキ
ュラムおよび教材の作成、特定の方向性を奨励する教員養成に資金と技術支援を供給
することによって、教育計画を策定する上で重要な影響を与えてきた（Berman, 1992: 
58）。つまり、ドナーの援助が途上国の教育開発に欠かせず、大きな役割を果たし、途
上国は、教育の内容を自由に決めることができるわけではなく、ドナーが教育内容を
決めるため、途上国のオーナーシップが弱められることになる。それ以外にも、ドナ
ーは、脆弱な能力・ガバナンスがある国家において、教育省の能力構築を始め、教育
計画の改革、カリキュラムの改革などを奨励する（Zafar, 2015: 9）。また、試験制度に
関してもドナーの影響がある。OECD は「生徒の学習到達度調査（Programme for 
International Student Assessment = PISA）」ベースの国際的な学習到達度に関する調査お
よび教育ガバナンスの導入を途上国へ奨励してきた（Lewis et al., 2015: 27-57）。世界
 
12. 本論文で扱う教育計画・内容とは、教育目的と教育方法などのような学校教育の全体的な方向性に関する
ものであり、その中には、学校制度、カリキュラム、試験制度が含まれる。  
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銀行、OECD などは、途上国の試験制度に PISA、「国際数学・理科教育調査（Trends in 
International Mathematics and Science Study = TIMSS）」のような国際的な評価枠組みを
反映させるため援助を行っているが、途上国ではそのような教育水準がないため、途
上国のオーナーシップが低く、逆効果を及ぼしている（Regmi, 2019: 3-4）。 
 教育計画・内容についてのオーナーシップの程度をまとめると、教育計画・内容が
被援助国の政府独自のコンセプトであり、政府が計画と実施過程において優先順位を
決め、計画が実施するために十分な能力がある場合は、オーナーシップが高いと言え
る。ドナーのコンセプトであり、ドナーによって計画・内容を策定され、優先順位決
め、政府の意思の欠如、実施するための能力が脆弱な場合は、オーナーシップが低い
（Brown, 2017: 348-251）。この点に関連して前田は、教育計画・内容導入のイニシアチ
ブが途上国政府にある場合、オーナーシップが高く、ドナーが準備する場合、オーナ
ーシップが低いと指摘する（前田、2002: 63）。そして途上国政府が、自らが直面する
中長期的な課題に対し現状診断に基づいた戦略を策定し、策定されたプログラムに対
して、ドナーに援助を要請する場合は、オーナーシップが高いと言える。その他、当
該政府の能力（開発戦略策定と実施能力、それに基づく援助資金の管理）が備わり、
すべてのプロセスが途上国側主体で進められ、ドナーが、途上国の要請に従う場合も
オーナーシップが高いと評価できよう（大野・二井矢、2005: 20-21）。 
 
 
1-3-2 予算配分・予算活用に関するオーナーシップ  
 有効な計画を実施するために、欠かせないのが資源である。途上国の予算配分・予
算活用に関わる予算システムは、当該国のオーナーシップに関わる重要な問題であり、
その適切な管理運営は、彼らの自助努力で達成された場合に、オーナーシップを確保
できる（JICA, 2003b: 63-65）。しかしキングは、援助国や国際機関が行う途上国の教育
開発に対する援助額は、途上国の教育予算の中で少ないが、開発援助国・機関が教育
計画の策定に大きな影響を与えていると指摘する（King, 1991: ix-xv）。実際、途上国
は、教育開発に必要な資金を調達するために、ドナーのアジェンダを受け入れなけれ
ばならない。そのため、国家の既存の計画とは無関係に、ドナーが設立したアジェン
ダに、その資源と能力を活用することになり、途上国のオーナーシップが低下する
（Bräutigam and Knack, 2004: 260-265）。 
 途上国政府は、国内の課題である失業者・非識字者に対してすぐに対応をできるよ
うに、職業教育、ノン・フォーマル教育にも多くの予算を与えたい。しかしながら、
ドナーは、職業教育、ノン・フォーマル教育よりも就学前教育を含めた基礎教育に全
体教育予算の内、約 70-80%を学校教育の予算を与えるように影響力を行使する傾向が
強い。当然のことながら、そのようなドナーの影響は、途上国の予算配分・予算活用
におけるオーナーシップを低減させる（吉田、2010: 107-117）。また、1990 年後半以
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来、教育分野での援助方法は、SWAp モダリティに取って代わった。SWAp モダリテ
ィとは、セクター全体を視野に入れた途上国の関係者（政府、NGO、一般市民など）
が主体となって策定・実施するアプローチである。すべての主要ドナーが、調達評価
等の実施手続きを共通化して支援することを理想型とするものである（前田、2002: 61）。
しかしながら、SWAp によって、予算配分・予算活用が制限され、途上国のみで自由
に決定することができず、オーナーシップを常に発揮できないといった問題もある。 
 予算配分・予算活用におけるオーナーシップの程度をまとめれば、ドナーの見解と
途上国政府の見解との間に相違があり、対等な立場で協議をする場合、オーナーシッ
プが高いと言え、協議なしにドナーに従う場合、オーナーシップが低いと言えよう（前
田、2002: 63）。また、途上国がドナーから受け取った援助に対して、管理・調整する
能力がある場合は、オーナーシップが高いと評価できる。ドナーから受け取った援助
に対して、管理・調整する能力が欠如し、ドナーが積極的に関与した形で資金の調整
が必要になる場合は、オーナーシップが低いと言える（大野・二井矢、2005: 20-21）。 
 
 
1-3-3 計画実施過程に関するオーナーシップ  
 計画を実施するためには、政府の強い能力が必要である。しかしながら、北村らに
よれば、多くの途上国では、教育改革を導入・実行しようにも、それを担うための十
分な人材の質も量も確保されておらず、教育改革を直接担う人びとの能力開発が急務
である。能力開発は、必ずしも途上国政府によって主導されるわけではなく、ドナー
という外部のアクターによっても行われる。能力開発は、最終的には途上国政府のオ
ーナーシップを高めることに寄与するが、外部アクターの介入は、途上国の歴史的・
文化的なローカルなオーナーシップと対立する場面もある（北村・廣里、2008: 41-43）。 
 途上国の「能力」や「ガバナンス」が脆弱である場合、開発計画を実施する際、ド
ナー主導になりやすく、途上国はオーナーシップが発揮できないと稲田は指摘する（稲
田、2014: 260-261）。実際、多くの途上国の教育セクターの制度的・組織的・人的な能
力は脆弱であり、EFA のような教育開発の目標を達成することとオーナーシップを確
保することは難しい。従って、教育セクター全体の能力開発を促すことが不可欠であ
る（廣里・北村、2007: 91）。しかしながら、廣里・林田が指摘するように、教育開発
分野では、途上国政府の官僚組織が腐敗し、プロジェクト実施などが利権構造化して
いるため、オーナーシップと自立的発展が阻害されている（廣里・林田、2006: 39）。
途上国の能力不足と脆弱なガバナンスは、教育開発の実施過程と密接に関係する。 
 しばしば途上国政府は、その弱いガバナンスを補うために、社会の力を借りる。端
的に言って社会の力とは、国際 NGO・ローカル NGO のことであり、それらは、国民
に社会サービスがより多く提供されるよう、政府を補助する役割を担っており、その
ような補助的な役割は、教育の実施過程でも観察される。大野らによれば、NGO は、
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途上国政府によるサービスを代行・補完する活動を行う。NGO のリソースは、ドナー
から直接受け取る援助資金・政府からの委託資金などがある。多くのドナーは、政府
システムの最低限の機能あるいは開発に向けたコミットメントが確保をできない場合
に、NGO を通じた支援を行うとの方針を有している（大野・二井矢、2005: 20-21）。
NGO 数が多い南アジアでは、計画を評価する際に NGO も加えて、オーナーシップを
評価する必要がある。 
 NGO は、活動のためにドナーから約 85-90%資金をもらっているため、ドナーへの
依存度が高い（Banks and Hulme, 2012: 16）。NGO と政府との間で、教育開発目標が一
致していない場合もあり、ドナーが NGO を教育セクターの優先事項の決定、教育開
発改革などに影響を与える手段として利用している（Rappleye, 2011: 30-47）。ドナー
と NGO の活動について、マリックは、ネパールを事例に、援助の成果と国家のオーナ
ーシップについて、2008-2011 年援助効果調査を行っている。ドナーは、国家の公共金
融システムを使用して 59%の援助を行い、残りの約 3 割が NGO を通して実施されて
いる（Mallik, 2013: 229）。 
 計画実施におけるオーナーシップの程度に関しては、プログラム実施の中心となる
関係者である政策立案者と受益者との幅広い協議のもとに、プログラムを策定・実施
している場合にはオーナーシップが高く、協議が行われていない場合にはオーナーシ
ップが低いと判断できる（前田、2002: 63）。加えて、政府の実施能力が欠けている状
態で、それを補うための代替的な機能が存在する場合はオーナーシップが高いが、代
替的な機能が存在しない場合にはオーナーシップが低いと言えよう（大野・二井矢、
2005: 20-21）。NGO の活動と政府のオーナーシップに関しては、NGO が政府の管理・
監視の以下で活動をしている場合は政府のオーナーシップが高く、政府が NGO の活
動を管理・監視出来ない場合はオーナーシップが低いと考えることができる（Jowett 
and Dyer, 2012: 733-742）。 
 
 
1-4 セクター・ワイズ・アプローチ（SWAp） 
 1990 年までの教育開発プロジェクトのアプローチは、ドナー主導のプロジェクトが
個別に実施されるため、断片的な成功を見たとしても、持続性やセクター全体への効
果が期待できないとの批判があった。このような背景の中で、1990 年代の援助手法の
改革提案として、英国や北欧のドナーが中心となり、援助資金のバスケット・ファン
ド化の提案がなされた（稲田、2014: 259-260）。また、1990 年代半ばに援助機関は、教
育と保健分野を結びつけ、「プログラム・ベース・アプローチ」援助を行うことを提案
された。このようなプログラム・ベース・アプローチが教育分野への援助を提供する
持続可能な手段として奨励され始めた（Riddell and Nino-Zarazua, 2016: 27）。 
 また、同時期に世界銀行がアフリカを中心に策定した「セクター投資プログラム
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（Sector Investment Program）」に関する報告書において、体系的に紹介をされた支援の
モダリティが「セクター・支援・プログラム」であった（Peter-Harrold, 1995: 23-29）。
このような背景から、特に世界銀行が行なった支援の方法に基づき、セクター・ベー
スの支援方法として広がったのが SWAp である。 
 SWAp とは、「個別に単発のプロジェクトやプログラムを実施するのではなく、分野
全体をひとつの有機的なプログラムとして運営することにより、制度や組織に関する
当該分野の根本的な問題を解決するとともに、ドナー側と開発途上国側の双方の限ら
れた支援を選択的に集中しようとするもの」であり、特に教育や保健医療などの分野
で進展してきた。SWAp では、すべてのドナーは、個別事業（プロジェクト）に対す
る支援をやめ、共通の基金（コモン・バスケット）に資金を集め、途上国政府の予算
を共同管理するという方法を推進する（稲田、2014: 259-260）。これによって、SWAp
で重視されたのは、途上国のオーナーシップであり、プログラムにかかわる当該国の
オーナーシップの形成は、SWAp の最優先目標の一つとなっている（前田、2002: 61）。 
 SWAp によって、ドナーのアジェンダ・要請を集中させ、途上国が国内のニーズを
ドナーへ主張し、教育計画・内容を決定する。また、途上国の教育予算とドナーの援
助をコモン・バスケットとして共通管理し、ドナーと途上国間協議を行い、予算配分・
予算活用する。このように SWAp は、途上国の教育計画・内容と予算配分・予算活用
のオーナーシップと関係をしている。 
 しかしながら、SWAp は、途上国が国民に対する自らの説明責任を果たすために選
択されたものではなく、援助機関によって奨励・強制されるものであり、途上国の優
先事項よりもドナーが実施したプログラムを評価しやすい（King and McGrath, 2002: 
22）。このため、実際には、SWAp が目指したようなオーナーシップが実現するとは限
らない。多くの援助機関が共通資金への移行にコミットするにもかかわらず、援助機
関独自の異なる手続きと優先順位を途上国に要請するため、途上国政府は、このドナ
ー要請に従わなければならないからである。いくつかの支援機関の内、特に世界銀行
は、途上国省庁の制度に依らず、独自の手続きを主張している（Bhatta, 2011: 30）。こ
のように世界銀行は、独自の手続きを利用することによって、途上国のオーナーシッ
プを低減させている。 
 以上のようにドナーは、SWAp によって、教育分野全体の問題を解決するために、
途上国政府が主導し、すべてのドナーがプログラム型援助を行い、ドナーの援助と途
上国の教育予算をコモン・バスケットに集め、共通に管理をする形の援助を目指して
きた。この結果、途上国のオーナーシップがある程度確保され、ドナーは、個別のア
ジェンダを後押しすることはできず、それぞれのアジェンダを途上国が主導したプロ
グラムに合わせるようになってきた。しかしながら、SWAp は、途上国が国民に説明
責任を果たすために導入するものではなく、ドナーによって奨励されたものであり、
加えてすべてのドナーが SWAp モダリティに従うとは限らないという問題点もある。 
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1-5 小括 
 開発に関する海外援助は、1949 年から始まり、1990 年まではドナー主導のプロジェ
クト型支援であったが、1990 年よりプログラム型支援に変わった。オーナーシップの
概念は、1990 年より注目され始めたが、現在までも明確な概念はなく、援助機関や援
助国家による定義や重点に相違がある。途上国では、能力不足と脆弱なガバナンス、
資源の不足、腐敗などのような様ざまな課題が存在し、オーナーシップを確保できて
いない。途上国のオーナーシップとは、ドナー・コミュニティの規定・設定に従うも
のであり、ドナー側から見たオーナーシップにすぎない。そのために、途上国が様ざ
まな利害関係者の参加を得て、国内および国際的な教育開発目標に基づいて計画を策
定し、ドナーと途上国がパートナーの関係を持つことが重要である。 
 教育開発分野においては、UNESCO が 1960 年、世界銀行が 1980 年から支援を始め
た。特に教育分野での海外援助が活発化したのは、1990 年のジョムティエン宣言以来
である。海外援助は、それまでプロジェクト・ベースであったものがジョムティエン
宣言以来、バスケット・ファンド、プログラム・ベースおよび SWAp になった。しか
し、ドナーの関心によって、途上国のオーナーシップが左右されてきたことも事実で
あり、途上国が教育計画を策定する際に、ドナーが勧めた教育計画をそのまま策定す
ることなく、途上国がイニシアチブを取り、ドナーの関心に対応しながら、地元の文
化などを取り入れた教育計画を策定することが肝要である。しかし、途上国側にも、
教育計画を策定するための人材不足、資源の不足、ガバナンス・実施能力の脆弱性、
財政の腐敗などの問題がある。このような問題を抱える教育分野での途上国のオーナ
ーシップを測るためには、教育内容、予算配分、計画実施過程を総合的に見ることが
有効であろう。 
 まず、教育の内容に関しては、途上国自身が教育の内容を決めることができず、ド
ナーによって決められていることが指摘されていた。EFA のような普遍的な目標は重
要ではあるが、それが画一的に重視されるほど途上国自身の意向は軽視され、途上国
が持つ多様な価値観が排除されうる。教育計画・内容の策定に際し、途上国自身がイ
ニシアチブをとって決められる場合には、オーナーシップが高い。しかし、教育内容
を途上国のイニシアチブで決めることがオーナーシップの一部であるとすれば、往々
にしてオーナーシップは十分に発揮されにくい。このように EFA や MDGs のような
国際的に適用可能なアジェンダは欠かせないものであり、教育計画・内容の策定に途
上国政府がイニシアチブを取ったことは、オーナーシップの程度を測る上で重要なこ
とである。 
 予算配分・予算活用では、策定された計画を実施するために資金が必要であり、必
要な資金を調達するために途上国は、ドナーに依存しなければならない。途上国がド
ナーから援助と共にドナーが設定したアジェンダ（優先順位）を受け入れなければな
らないため、途上国が自由に予算の配分・予算の活用をすることができないことが明
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らかになった。つまり途上国は、当該国のニーズに基づいて予算の配分をする権利が
与えられておらず、オーナーシップを発揮しにくい。また、途上国に、資金の管理・
調整する能力がある場合は、オーナーシップが高いが、ドナーに資金の調整が必要な
場合には、オーナーシップは低いと考えられる。 
 教育に限らず様ざまな計画を実施するためには、政府の高い能力が必要である。実
施過程におけるオーナーシップの程度については、政策立案者と受益者との幅広い協
議のもとでプログラムを策定・実施している場合には、オーナーシップが高い。一方、
政府の実施能力が欠けている状態で、それを補うための代替的な機能が存在しない場
合には、オーナーシップが低い。また、多くの途上国では、教育セクターの制度的・
組織的・人的能力が脆弱であり、NGO や市民社会を含めた外部アクターの協力も得て
教育計画が実施されている。教育計画実施能力をオーナーシップの要件の一つとすれ
ば、それらの活動が政府の管理・監視下にある場合は、政府のオーナーシップが高く、
十分に管理・監視できていない場合には、オーナーシップが低い。加えて、外部アク
ターによって計画が実施されている状況では、途上国政府がオーナーシップを発揮し
ているとは言い難い。 
 本章で挙げた先行研究および援助機関の定義に基づき、オーナーシップの程度に関
する指標をまとめると表 1-1 のようになる。この表で挙げた指標に基づき、次章以降
では、本論文でネパールのオーナーシップの程度を実証的に明らかにする。  
 
 表 1-1 オーナーシップの程度に関する指標  
  オーナーシ
ップの程度  
主要な項目  
教育  
計画  
・ 
内容   
 
高 
↑  
◆ 教育計画・内容は途上国政府独自のコンセプトである場合  
◆ 教育計画・内容の策定に途上国がイニシアチブを取る場合  
◆ 教育計画・内容の優先順位を途上国政府が決める場合  
◆ 国家の全体的な開発目標と教育開発目標が一致する場合  
◆ 策定された教育計画・内容を実施するために十分な能力がある場合  
 
  ↓  
低  
◆ 教育計画・内容がドナーのコンセプトである場合  
◆ 教育計画・内容の策定の際にドナーがイニシアチブを取る場合  
◆ 教育計画・内容の優先順位をドナーが決める場合  
◆ 教育計画・内容に途上国の地域的ニーズを考慮しない場合  
◆ 策定された教育計画・内容を実施するために十分な能力がない場合  
予算  
配分  
・ 
予算  
活用   
 
高 
↑ 
◆ 予算配分・予算活用において政府に強い権限がある場合  
◆ 予算配分・予算活用にドナーと途上国が対等な立場で協議する場合  
◆ 途上国に資金の調整・管理をする能力がある場合  
◆ 予算配分・予算活用に途上国の公共金融システムを利用する場合  
 
↓ 
低 
◆ 途上国に管理能力が欠けて、ドナーが資金の調整・管理する場合  
◆ 予算配分・予算活用にドナーと途上国が協議なしにドナーに従う場合  
◆ 予算配分・予算活用に途上国の公共金融システムを利用せず、ドナーの独自の手
続きを利用する場合  
計画  
実施  
 
高 
↑  
◆ 途上国政府機関に強い実施能力がある場合  
◆ 途上国政府がイニシアチブを取り、途上国政府機関の下で実施している場合  
◆ 計画立案者と計画実施者の協議のもとに、計画策定・実施している場合  
◆ 政府の実施能力が欠けていても、それを補うための代替的な機能が存在する場合  
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◆ すべての NGO が途上国政府の管理・監視の下で活動をしている場合  
 
↓ 
低  
◆ 途上国政府の実施能力・ガバナンスが脆弱である場合  
◆ 計画立案者と計画実施者間の協議なしに、計画の策定・実施が行われている場合  
◆ 政府の実施能力が欠け、それを補うための代替的な機能が存在しない場合  
◆ すべての NGO の活動を途上国が管理・監視をできない場合  
◆ 途上国政府機関によらず、ドナーによって計画が実施される場合  
 出典: 筆者作成。 
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第 2 章 SSRP の前史 
  
本章では、SSRP の前史を検討する。主に、1990 年の民主化以後のネパールの教育
計画について述べるとともに、第 1 章で提示したオーナーシップの三局面に留意しな
がら、SSRP 以前の教育計画におけるオーナーシップの程度を考察する。第 1 節では、
ネパールにおける教育の歴史的展開を整理する。第 2 節では、民主化後の最初の教育
計画である BPEP マスター・プラン（1991-2001 年）を扱う。第 3 節では、ADB の支
援によって実施された「中等教育支援プロジェクト」（2003-2007 年）を取り上げる。
第 4 節では、世界銀行の支援のもとで実施された「コミュニティ・スクール支援プロ
ジェクト」（Community School Support Project）（2003-2008 年）を考察する。第 5 節で
は、「EFA NPA」（2004-2009 年）に言及する。最後に、SSRP 以前におけるネパールの
オーナーシップの程度について考察する。 
 
 
2-1 ネパールにおける教育の歴史的展開  
ネパールの教育の展開について Rappleye は、1951 年以前を「プレ・モダン」、1951
年から 1990 年を「モダン」、1990 年以降を「ポスト・モダン」として分析している
（Rappleye, 2012: 242）。 
 まず、「プレ・モダン」は、1853 年から 1951 年のことを指し、1851 年にザンガ・バ
ハドル・ラナ（Jang Bahadur Rana）がイギリスとフランスを訪問し、帰国後 1853 年に、
イギリスのような教育制度に基づいた「ダルバル・ハイ・スクール（Darbar Hight School）」
を始めた。しかしながら、その学校には、「ラナ族と社会的エリートの子どもたちのみ
が入学できた」（Bhandari, 2016: 25）。このようにエリート層の子どもたちのみが学校
教育の機会を受けることができたのは、1951 年まで続いた。 
 次に、「モダン」以降については、1951 年に、ラナ家の支配が終了し、すぐに 1951
年に、教育省が設置された。1953 年に、教育省と対ネパールアメリカ援助事業使節団
である、ポイント・フォー・プログラムによる支援のもとで、ネパールの教育状況の
調査と国家の教育開発に向けた提言を行うために、特別委員会が設置され、Hugh B. 
Wood 博士が教育アドバイザーとして任命された。その特別委員会が NNEPC であり、
約 1 年間の活動後 1955 年に、無償の義務教育を提案する報告書を政府へ提出した。政
府は、その報告書に沿って 1956 年に、ネパールにおいて初めての教育計画を策定し、
1980 年までに、「ユニバーサル初等教育」（Universal Primary Education）を義務化し、
無償で提供をすることを目標とした（中村、2012: 77-83）。 
 また同年 1956 年に、教育開発を始め、経済・社会開発計画とその具体的な政策を策
定するための政府諮問機関として、「国家計画委員会（National Planning Commission = 
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NPC）」が設立され、第 1 次 5 カ年国家計画が策定された13。1959 年に、政治制度は、
多党政党制からパンチャヤット制に変わり、国王に有利な間接民主制が行われた14。 
 ネパールは、1960 年に UNESCO が主催した「カラチ・プラン」に参加し、そこ
でも 1980 年までに初等教育の機会を全国民に与えると約束した。その後、1971 年
に、NESP が策定された。その目的は、パンチャヤット制に従って行動し、初等教育に
おいて、科学技術教育を普及させることで、国王に熱心な国民を育成することであっ
た。そのために、教育開発のためのすべての権限は、中央政府に与え、ネパール語に
よる教科書の利用が推進された。高校学校については、優秀で経済的に貧しい学生に
奨学金を与え、国内および海外へ留学させ、研究者を養成することを目指した。NESP
においてネパールのオーナーシップについて、国王の強いリーダーシップのもとで、
策定された計画であり、それまであったアメリカの政策支配から独立した計画であっ
た。また、教育計画における単一のドナーの影響を減少させるとともに、ネパール政
府が考える優先順位を確保することを目的をとしていた（Bhatta, 2007: 16-17）。このこ
とは、NESP においてネパールのオーナーシップが相対的に高かったことを意味して
いる。 
 NESP 以降の海外援助については、「アメリカ合衆国国際開発庁（United States Agency 
for International Development = USAID）」が NESP の方針に対し、ネパール政府が教員
養成などの全国的な要素を選択するのではなく、NESP の方針を遵守することを忠告
した。UNESCO は、1970 年代にジェンダー平等、女性の教育へのアクセスの向上、地
方での教育に注目した。この目的を達成のために、1975 年に、UNESCO は、カスキ郡
のラハ・チョクにおいて、「農村改革のための教育プロジェクト」（Education for Rural 
Transformation Project）を実施した。その後、5 つの郡（District）に焦点を当てた「セ
チ農村開発のために教育プロジェクト」（Seti Education for Rural Development Project）
が計画され、UNESCO、UNDP、UNICEF の支援のもとで 1991 年から実施された。ネ
パールの教育開発に対する世界銀行の支援は 1980 年より始まり、そこでは UNESCO
と協働で「初等教育プロジェクト」（Primary Education Project）が実施された（Bhatta, 
2007: 17-19）。 
 
13.  これまで第 1 次から第 13 次まで実施され、現在第 14 次（2016-2018 年 3 カ年国家計画）が実施中
である。その目的は、 1990 年民主化以前は、主に就学率の向上、学校校舎・施設の拡大、教員の研修、
教科書出版社の能力強化、ジェンダーの平等などがあった。また 1990 年の民主化以後は、主に女性・
社会的に排除された国民への就学機会の拡大、教育の質向上などに焦点が当たった。  
14. パンチャヤット制とは、南アジアに広く浸透する政治体制で「長老会議」という日本語訳が充てられる。
ネパールにおいては、首相・閣僚などの任命権も国王自身が有しており、政党制は禁止されて、一切の政治活
動を行うことも禁じられた。間接選挙による非民主的議会制とは国家パンチャヤット（議会）を頂点に、地域
パンチャヤット、郡パンチャヤット、村パンチャヤットが置かれた。村代議員から郡代議員、郡代議員から地
域代議員、地域代議員から国家代議員が選出されるという制度であった（作増、2010: 9）。 
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 「ポスト・モダン」となる 1990 年に入ると、ネパールでは、国際社会で進められた
内容を積極的に取り込むようになる。1990 年にタイのジョムティエンで採択された
「万人のための教育宣言」の行動の枠組みと 1990 年に批准した「子どもの権利条約」
に後押しされ、初等教育は基本的人権と貧困の撲滅の 2 つの側面から定義され、優先
的に扱われるようになった。その他、ネパールでは 1990 年に、大規模な民主化運動が
起こり、多党制が認める立憲君主制の新憲法が採択された。それによってネパールで
は、教育分野での海外からのドナーの支援が増加した。  
 
 
2-2 BPEP、マスター・プラン（1991-2001 年） 
 1990 年の民主化後、1991 年に発足した政権は、既存の教育計画の見直しを行った上
で、教育開発のための BPEP マスター・プラン（1991-2001 年）を UNDP、UNICEF、
UNESCO、世界銀行、日本、デンマーク国際開発庁（Danish International Development 
Assistance = DANIDA）などの援助・助言を受け策定した。 
 BPEP マスター・プランの目標は、①基礎教育・初等教育の適切性を高め、②基礎教
育・初等教育への就学機会（アクセス）の拡大、③基礎教育・初等教育の質の改善、
④教育管理の効率化などであった。また、初等教育への貧困層のアクセスを高めるた
め、小学校における教科書の無料配布、女子への制服の支給、遠隔地出身の女子学生
への奨学金の給付を行うなど、貧困層の教育の関心を高め、子どもの就学に対し、イ
ンセンティブを供与した。その他、海外援助の調整や資金の配分に関して各項目の順
位づけ、特に教育財政の運営の効率化のための実効的な政策に重点が置かれたことが
特徴的であった（MoE, 1997: 1）。 
 BPEP マスター・プランの主要な目標と施策の詳細は、以下の通りである。  
 
（1） 基礎教育・初等教育の適切性を高める。 
1. カリキュラムと教科書は、学生のニーズに基づき、継続的に更新され、教育・学
習環境の改善により、初等教育は、道徳の高い人材の育成と現実の問題に取り組
むことができる有能な国民を育成する。  
2. 栄養、環境、人口、衛生、地方の生産性などの問題について学習成果をあげる。  
3. 開発プロセスの基盤として、初等教育の政策を考察する（MoE, 1997: 1）。 
 
（2） 基礎教育・初等教育への就学機会（アクセス）を拡大する。 
1. 基礎教育、初等教育、ノン・フォーマル教育の手段を拡大し、これらをフォーマ
ル化にする。 
2. 40 郡に、パイロット事業として義務教育を実施する。  
3. 遠隔地、女子、恵まれない国民への奨学金を充実させる。  
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4. 女性教員の比率を、19%までに引き上げる。 
5. 初等教育へのアクセスを促進するため、動機づけプログラムとアドボカシープロ
グラムを実施する。 
6. 村・地域の読書センターを通して、識字教育を促進する。  
7. ネパール語・現地の言語を活用し、地域での生活に関するポスト・リテラシー補
足資料を増やす。 
8. 現地の教員を募集し、地元の言語を知る教員によって教育を行う。  
9. 基礎教育・初等教育の質を向上させる。  
10. 研修を受けていない初等教育の教員を対象とした初期の教員養成、リソース・セ
ンターなどを通じた継続的研修の支援を行う。 
11. 学生に対する評価制度は、継続的で改善された評価を行う。  
12. 物理的インフラと学習環境を強化する。  
13. 費用分担のもとで学校施設の整備を行う（MoE, 1997: 1-2）。 
 
（3） 基礎教育・初等教育管理の効率を向上させる。 
1. 1 学年と 2 学年では、ドロップアウト、不合格率、留年率を減らし、早期育児・教
育プログラムを通して 35%の地域レベルまで、サイクル完了率を向上させ、シス
テムパラメータを改善する。 
2. 1 学年において、年齢的に就学できない児童の就学を禁止する法律を策定する。  
3. 低学年において、自由な進級政策を行う。  
4. 教育責任者である校長、スーパーバイザー、リソース・パーソンなど専門的地位
の者への研修を強化する（MoE, 1997: 1-2）15。 
 
 BPEP マスター・プランは、国民のニーズに体系的に取り組む政府の主要な計画で
あり、国家開発計画と密接に関係をしており、各ドナーも適切な計画であると評価し
た（Winther, 2011: 52）。 
 BPEP マスター・プランの策定後、それをベースにし、従来の教育計画を継承し、
「基礎教育・初等教育プロジェクト Ⅰ」（Basic and Primary Education Project Ⅰ = BPEP 
Ⅰ）が策定され、1992 年から 1998 年に実施された。BPEP Ⅰ では、教室の建設、カリキ
ュラムや教科書の改善、教員の研修などのコンポーネントで改善があり、全国 75 郡中
の 40 郡のみを対象地域とし、プロジェクト型計画として実施された。「基礎教育・初
等教育プログラム Ⅱ」（Basic and Primary Education Program = BPEP Ⅱ）は、BPEP Ⅰ の
終了後にそれを受け継ぎ、内容面で改良が加えられながら、全国の 75 郡で 1999 年か
ら 2004 年に実施された。 
 
15. リソース・パーソン（Resource Person = RP）とは、指導主事のことである。  
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 BPEP Ⅱ は、学校施設の設立・改修、学習方法の改善、カリキュラム・教科書の改
訂、就学前教育の充実や教員研修および教員に対して必要な専門的支援の提供などに
よって初等教育の量的・質的改善を図ることを目的とした（亀井、2004: 92-94）。さ
らに BPEP Ⅱ は、BPEP マスター・プランと新たな PRSP に合わせて、特に女性および
社会的に恵まれない国民に焦点を当てて実施された（Winther, 2011: 57）。 
 バッタは、BPEP Ⅱの特徴について、教育の地方分権化を重視し、海外援助はプロジ
ェクト型からプログラム型に変わり、政府が援助機関の調整に重点を置き、教育省内
で海外援助調整セクションが設けられ、ドナー側は、プール・ドナーから交代で（2 年
間）選ばれる「フォーカル・ポイント（Focal Point）」を設定したことを指摘する。ま
た、バッタは、BPEP Ⅰ から BPEP Ⅱ への移行に関しては、世界銀行が BPEP マスタ
ー・プランの「プログラム実施計画（Programme Implementation Plan = PIP）」を不適
当であるとし、新たな PIP を世界銀行の PIP ガイドラインに基づいて外部のコンサル
タントが策定したとも述べている（Bhatta, 2007: 24-25）。 
 BPEP の予算配分について、JICA は次のように述べている。BPEP Ⅰ の必要な資金は
合計 6,700 万ドルであり、3,100 万ドル、世界銀行の貸付で、残りは世界銀行、DANIDA、
UNICEF、日本などが支援した。BPEP Ⅱ に関しては、総額的 4 億 3,000 ドルで策定さ
れ、海外からの支援は、コモン・バスケット方式による財政支援の下に 1 億 1,000 ド
ルで総額予算のうち約 25%であった。バスケット・ドナーは、国際連合、世界銀行、
DANIDA、ノルウェー、EU、フィンランドであり、バスケット外のドナーは、JICA や
UNICEF などであった（JICA, 2007: 42）。 
 BPEP Ⅱ に支援を行なったドナーは、毎年実施状況のモニタリングを行うとともに
外部評価を行なった。評価では、就学率の向上、教育機会の拡大については改善があ
るが、ジェンダー間や社会階層間の教育格差が大きく、教育の質的向上についても顕
著な進展が少ないと指摘された（亀井、2004: 93-94）。 
 政府とドナーは、2004 年に BPEP Ⅱ の「政府ドナー共同評価（Joint Government Donor 
Evaluation of BPEP Ⅱ, 2004）」共同評価を行なった。共同評価では、初等教育のアクセ
ス拡大について、1-5 学年の「純就学率（Net Enrollment Rate）」16は、1998 年の 70.5%
に対し、2004 年には 86%まで向上したと指摘された。初等教育の質の向上については、
教員と学生の比率が向上し、校舎が増加したこと、管理能力向上については、教育省、
教育局、郡教育事務などの能力が向上し、地方コミュニティ参加をするようになった
という評価がなされた（Danida, 2004: 12-13）。 
 また、「ジェンダー平等指数（Gender Priority Index）」については、1998 年の 0.77 に
対し、2004 年には 0.87 となり、教員数は 1998 年に 91,878 人であったのが 2002 年ま
 
16. UNESCO の説明によれば、純就学率（NER）とは、一定の教育レベルにおいて、教育を受けるべき年齢の
人口総数に対し、実際に教育を受けている（その年齢グループに属する）人の割合のことである。http://www.
accu.or.jp/shikiji/glossary/indexm2.htm, 2017 年 10 月 12 日アクセス。  
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でには 110,173 人に増加し、その中で女性教員数は 1998 年に 20,682 人であったのが
2002 年は 31,549 人に増加した。ジェンダー平等は改善され、社会的に排除されたグル
ープの就学率が向上し、研修を受けた教員数が増えたことが指摘されている（Danida, 
2004: 39-47）。 
 BPEP においてドナーの関与については、ドナー・コミュニティがパンチャヤット
制の終焉後、母語教材の印刷、低カーストや女性への奨学金の提供、女性教師の積極
的な募集、初等教育プロジェクトなどの多くの野心的なプロジェクトへの資金提供お
よび助言などを行い、教育計画の形成に大きな力となった（Shields and Rappleye, 2008: 
269）。また、政府のオーナーシップについての共同評価は、ネパール政府の教育計画
アジェンダを強化し、計画策定にドナーの直接関与を減らし、中央・地方レベルの利
害関係者の関与を向上し、実施機関の能力が向上したと評価されている（Danida, 2004: 
72）。 
 ネパールのオーナーシップの程度に関して、BPEP マスター・プランにおいて教育
内容の分野では、ドナーの支援・助言を受けながら国際的な目標とネパールのニーズ
に合わせて計画が策定された。しかしながら、BPEP Ⅱ では世界銀行が、BPEP マスタ
ー・プランを無視し、独自の内容と方策を取り入れた。予算配分・予算活用の分野で
は、BPEP マスター・プランにおいて政府がイニシアチブを発揮した。BPEP Ⅱ に関し
ては、コモン・バスケット方式の共同管理に基づいた。計画の実施において、BPEPⅠ
は、40 郡のみを対象地域として効果的に実施されたが、BPEP Ⅱ は、全国的に実施さ
れ、対象範囲が大きく拡大した。 
 
 
2-3 中等教育支援プロジェクト（2003-2007 年） 
 ネパールにおいて、中等教育（6-10 学年）修了資格は、最低限の就労資格であるた
め ADB と DANIDA の支援により、2003 年から 2007 年まで「中等教育支援プロジェ
クト」（Secondary Education Support Project = SESP）が実施された。SESP の主な目標
は、①中等教育の内部・外部の効率を高め、国家ニーズへの関連性を促進し達成する
こと、②学習と教育の基準を含む学校の学習環境を改善し、社会的に恵まれない国民、
特に女子の教育へのアクセスを拡大すること、③中等教育の改善された運営と実施の
ために、中央政府、地方自治体、地域社会の制度的能力を開発することであった（ADB, 
2002: 5）。 
 SESP は、ネパールの中等教育において教育計画改革支援、カリキュラムと試験制度
の改革、教員の養成・管理および制度能力の向上を目指し、全国の特に貧困層が集中
した地域で実施された計画であった。SESP は、全国 75 の地区をカバーするが、特に
貧困状況、恵まれない地域社会の存在、内部効率の指標、遠隔地、学校管理委員会の
機能などの基準に基づき選定された 10 の貧困郡の学校が選ばれ、集中的に実施され
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た17。残りの 65 郡の学校には、学校管理委員会によって準備された「学校改善計画
（School Improvement Plan）」に基づき、10 地区と比べて少ない補助金が「ブロック・
グラント（Block Grant）」の形で学校支援に提供された（ADB, 2002: 6）。 
 
2-2-1 SESP の構成 
 SESP は、以下のような 3 つの要素で構成されていた。 
 
（1）学習環境への平等なアクセスの向上 
 この目的は、学校施設の改善、遠隔地の女性と女児の居住施設の提供、恵まれない
女児やその他の学生の奨学金制度を通じて学校の学習環境を改善することによって、
公平なアクセスを高めることであった。プロジェクトを実施するために、資金と能力
の制約もあり、10 地区にある 150 の学校に段階的に支援を提供し、地区内の治安環境
を十分に考慮したうえで、不利な点に重点を置くことを目指した。加えて、透明性を
確保するために BPEP II の中間レビューで、中等教育のために提案された基準に従っ
た（ADB, 2002: 6）。 
 ここで期待される成果は、①中等教育の「総就学率（Gross Enrollment Rate = GER）」
18を 55%から 65%に、純就学率は 35%から 55%に向上させること、②女子の就学率を
40%から 50%に向上させること、③選択された 10 地区の 150 の学校のインフラ施設の
改善、④125 戸の女性教員住宅の建設、⑤35,000 人の女子と障がいの学生に対する 5
年間の奨学金付与、⑥「教育管理情報システム（Education Management Information 
System）」に含まれる障がいを持つ学生に関する情報を収集することなどであった
（ADB, 2002: 6-7）。 
 
（2） 教育の質の向上 
（A）改善されたカリキュラム、試験制度、アクセス可能な教材  
 ここでの目的は、①社会のニーズに対応できるカリキュラムの開発、②教員のため
に支援指導教材の提供、③授業評価と試験を組み合わせ、学生への評価の質と適切性
を改善することであった。SESP の実施は、学校、地区、地域、中央レベルでの介入を
通じ支援を行うことであった（ADB, 2002: 7）。 
 学校レベルでは、カリキュラム枠組みの中で、カリキュラムの要素、教科書、地域
のニーズに合った交流活動を選択する選択肢を与える。地区レベルでは、ローカル・
 
17. 10 の郡は、ムグ郡、フムラ郡、ジムラ郡、ドチ郡、バイタジ郡、バザン郡、アサム郡、カイラリ郡、ルパ
ンデヒ郡、ピュタン郡である。  
18. UNESCO の説明によれば、総就学率（GER）とは、一定の教育レベルにおいて、教育を受けるべき年齢の
総人口に対し、実際に教育を受けている（年齢に関わらない）人の割合のことである。出典 : http://www.accu.o
r.jp/shikiji/glossary/indexm2.htm, 2017 年 10 月 12 日アクセス。  
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カリキュラム・フォーラムのために、親、教員、村落開発コミュニティのメンバー、
地域社会のメンバー、少数民族などから地区教育委員会を組織する。それによって、
10 学年終了後行う試験である「中等教育修了資格（School Leaving Certificate = SLC）」
の運営の責任を担う。地域レベルにおいては、カリキュラムや教科書関連の問題の評
価とモニタリングのため、地域のカリキュラム開発委員会の役割を強化し、地域が行
う 8 学年の試験の質を保証するため、「地域教育委員会委員長（Regional Education 
Directorates）」の下に地方試験所を設置する。国レベルでは、カリキュラム開発評価審
議会を再構成し、それにカリキュラムと評価のための政策立案責任を担わせることで
あった（ADB, 2002: 7-8）。 
 ここで期待される成果は、①1-12 学年をカバーするすべてのカリキュラム枠組みの
開発、②情報通信技術教育（Information and Communication Technology Education = ICT）
カリキュラムの全国的開発、③教科書、教員に必要なガイド、教員養成教材の強化、
④質問紙の印刷能力を高め、国内で構築する安全な印刷機の運用を行うことの 4 点で
あった（ADB, 2002: 7-8）。 
 
（B）教員の研修、開発、管理のための改善された持続可能なシステムの開発  
 この目的は、教室での教授の質と学習成果を向上させることであった。そのための
方策として、教員研修のため、効果的で持続可能なシステムを作り、それによって教
員研修の質を向上させ、教員の能力を強化する。また、教員研修の質と効率を改善し、
効果的な授業を確保するため、学校・地区・国家の三つのレベルで次のような支援を
行う。第 1 の学校レベルでは、教員研修の計画は、学校改善計画研修の不可欠な部分
となり、各学校は学校の教員数、女性教員の割合などの目標を設定し、達成する能力
開発、アクセスを向上させるための対策を行う。第 2 の地区レベルでは、「中等教育開
発ユニット（Secondary Education Development Units = SEDU）」の能力を強化し、10 の
新しい SEDU を創設する。第 3 の国家レベルでは、「訓練指導委員会（Training and 
Instruction Committee）」が「教員育成評議会（National Council for Teacher Development 
= NCTD）」として再編され、それが学校セクターの教員養成に関する方針と指針を策
定する責任を負う（ADB, 2002: 8-9）。 
 ここで期待される成果は、①国家・地域・地方レベルにおいて教員養成を専門的に
強化された組織を組み込むこと、②改善された教員養成カリキュラムと支援資料を含
むこと、③女性と恵まれない階層出身の教員を増やすため、教員養成の制度を充実さ
せること、④教員養成の管理のために政策、戦略計画、改善されたメカニズムを行う
こと、⑤13,500 人の教員に現役研修を受けさせること、⑥26,000 人の教員に定期的に
研修を受けさせることであった（ADB, 2002: 9）。 
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（3）教育機関の能力構築：制度的能力と管理の改善  
 この目的は、教育機関の改善を行い、教育計画を効率的・効果的に計画、管理、提
供するために、政府機関と他の機関、各学校レベルの能力を強化することであった。
この計画は、学校・地区・地域・中央の 4 つの段階レベルで次のような支援を行うも
のであった。まず、学校レベルでは、校長に 1 カ月の研修を必須で受けさせ、校長が
教員のパフォーマンスを評価し、学校管理委員会が校長のパフォーマンスを評価する。
地区レベルにおいては、すべての地区教育事務のスタッフに教育の計画と管理に関す
る研修を受けさせ、彼らが計画策定、モニタリング、評価を行うための支援として、
各地区教育事務を計画責任者として任命する。地域レベルでは、地域教育委員会長に
は、計画立案、モニタリング・評価、監督、教員の養成と管理、カリキュラム開発、
カリキュラムの開発・評価、試験制度の分野に関するタスクを割り当てる（ADB, 2002: 
9）。 
 中央レベルに関しては、①組織再編は、教育省内で組織人材育成課が NCTD の事務
局として機能し、組織の変更は学校教育の改善管理のために教育局内で実施される。
②スタッフの管理システム改善は、準備中の「人材育成（Human Resource Development）」
計画に基づき、「国家教育開発研究所（National Institute for Education Development）」の
管理研修部門が、緊急ニーズと既存能力を考慮し、短期および中期の研修計画を策定
する。③情報通信システムの改善は、ICT が地域と教育機関との間で情報転送に使用
し、教育省内の情報通信システムを強化する。④必要に応じて、教育省および関連す
る教育機関のすべてのスタッフに ICT 研修を提供する。⑤学校の監督の改善は、教育
省内で学校監督システムを開発し、監督チームが地域レベルと地区レベルでそれを実
施することであった（ADB, 2002: 9-10）。 
 ここで期待される成果は、①合理的で統合された制度構造、②教員養成政策を担当
する全国評議会の設立、③教育開発ための国立研究所の設立、④10 の新しい SEDU と
200 のリソース・センターの新設、⑤5 年間の教員研修の管理と計画の策定、⑥学校の
管理をするために 4,000 人の教師研修と学校管理委員会の訓練、⑦すべての中等学校
の学校改善計画を公開ことであった（ADB, 2002: 9）。 
 
 
2-2-2 SESP の資金調逹  
 SESP では、合計で 7,483 万ドルの予算が見積もられた。その内訳は、ADB が 3,000
万ドル（総費用の 40%）、DANIDA が 3,000 万ドル（総費用の 40%）のグラントであっ
た。さらに共同融資として提供された 2,370 万ドルを ADB が管理し、その使い道は、
ADB のガイドラインと手続きに従った。ネパール政府は、残りの 1,480 万ドル相当（総
費用の 20%）を提供した（ADB, 2002: 11-13）。 
 表 2-1 は、SESP の資金調達の内訳である（ADB, 2002: 11-13）。 
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 表 2-1 SESP の資金調達 
出資機関  金額百万ドル  % 
ADB 30 40 
（内共同融資 23.7）  
DANIDA  30 40 
（内平行融資 6.3） 
政府  14.83 20 
合計  74.83 100 
 出典: ADB, 2002: 13 に基づき筆者作成。共同融資とは、ADB の 55.1%、DANIDA の
44.9%の割合で支出されたものである。平行融資とは、DANIDA が援助した平行融資
のことである。 
 
 ADB は、SESP の実施後、2011 年に「中等教育支援プロジェクト完了報告書
（Completion Report, Secondary Education Support Project）」を発表した。SESP の成果と
しては、質の高い中等教育へのアクセスが増加し、学生に雇用に結びつく知識と能力
を身に付けさせたことであった。質の高い中等教育には、高等教育、技術教育、職業
訓練、労働市場のための重要な能力を身につけた者が含まれている。安全で清潔な教
室環境を作るため、インフラの整備、女子のための安全なトイレの施設、食事付きの
寮が提供された。奨学金は、女子、少数民族、障がい者、貧困層の子どもたちを対象
に提供され、特に女子や社会的に恵まれないコミュニティの子どもの中等教育へのア
クセスが増加した。奨学金による中等教育の総就学率の目標は 65%であったが、59.5%
を達成した。女子の就学率の目標は 50%であったが、47.2%を達成し、中等学校の教員
に 16,000 人が採用された（ADB, 2011a: 11-12）。 
 SESP の成果は、以下のとおりである。①特に女子、貧困層や恵まれない人びとの中
等教育へのアクセスを増加させた。②社会の要請に関するするカリキュラム・フレー
ムワークへの移行のための基盤を設定した。③中等教育制度を近代化し、継続的な改
善のために国レベルで計画と予算を導入したことであった（ADB, 2011a: 13）。 
 このプロジェクトは、目標の大部分を達成し、持続可能性が高かったことから、成
功したプロジェクトであると評価された。このプロジェクトは、中等教育の改革と初
等教育の改革を調和させ、合理化された効果的な中等教育制度の基盤を確立すること
に貢献したと指摘されている（ADB, 2011a: 14）。 
 以上のように SESP は、主に ADB の考えのもとで策定され、必要な資源については
ADB が 40%、DANIDA が 40%、政府が 20%を拠出し、貧困地区の 10 郡で集中して実
施された。このプロジェクトによって、中等教育への入学者は増加し、社会の要請に
対応するための枠組みへの移行のため基盤が確立された。ネパールのオーナーシップ
に関しては、計画の内容が ADB の主導の下で策定されたが、国家開発目標と一致し
た計画であった。計画の予算配分および実施過程においては ADB の影響力は大きか
ったと言える。 
   44 
2-4 コミュニティ・スクール支援プロジェクト（2003-2008 年） 
 コミュニティ・スクール支援プロジェクトとは、世界銀行の支援のもとで策定され
たプロジェクトであり、政府が管理運営（1971-2003 年）していた学校に、一括で 100,000
ネパール・ルピ（約 1,200 ドル）をコミュニティに与え、コミュニティによって学校
の管理運営を行うことが目指された。このプロジェクトは、当初の 3 年間に加え、1 年
毎に 2 回の延長が行われ、合計 5 年間実施された。 
 コミュニティ・スクール支援プロジェクトの目的は、ネパールが MDGs の目標を達
成するために、教育の質と効率性を向上させ、持続可能な方法で支援を行うことであ
った。コミュニティによって管理された学校は、教員・職員の採用や管理を含む学校
運営の完全な権限を持ち、政府に管理されていた学校より優れていると期待されてい
た（World Bank, 2003: 22）。 
 コミュニティ・スクール支援プロジェクトの背景としては、2002 年に行われた BPEP
Ⅱの中間評価において、コミュニティ・オーナーシップの公立学校への移行が提言さ
れていたことがある。その提言に従いコミュニティ・スクール支援プロジェクトが策
定された（Bhatta, 2007: 23）。コミュニティ・スクール支援プロジェクトは、以下の 4
つのコンポーネントで構成される。すなわち、「学校補助金」、「能力構築」、「奨学金」、
「モニタリングおよび評価」である。 
 
学校補助金 
このコンポーネントでは、次のような支援が行われる。 
A) 政府が学校の能力構築に資金を提供し、学校に引き続きインセンティブ・グラン
トを提供する。 
B) 学校の拡大のために、追加費用を提供する。  
C) 初等教育のアクセスの改善と進級率の向上のために助成金を提供する。 
D) ネパール語を母語としない学生に、革新的なアプローチを奨励し、バイリンガル
教育と第二言語を教えるために、恵まれない地域社会から教員を雇用し、助成金
を提供する（World Bank, 2003: 9）。 
 
 このコンポーネントによって期待される成果は、次の通りであった。①初等教育を
受ける年齢の多くの学校外の子どもたちを学校へ就学させる。②女子・恵まれない地
域社会の中等教育へのアクセスを改善し、就学率と学習成果を改善する。③コミュニ
ティによって管理されている学校の数を増やし、初等教育から中等教育へ全体的に学
校を発展させる。④公平な補助金を地域社会に提供し、コミュニティに完全な学校の
オーナーシップを与える（World Bank, 2003: 9）。 
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能力構築 
 このコンポーネントにおいては、次のような支援が行われる。 
A) 学校運営では、組織化をするためにコミュニティに支援を行う。  
B) 学校運営に関わる、公務員、地方政府職員、政治家などにオリエンテーションを
行う。 
C) 授業計画のために、教員の研修を行い、地域社会との公的関係を改善し、学校管
理委員会の研修に支援を行う（World Bank, 2003: 9-10）。 
 
 このコンポーネントの期待される成果は、学校を運営するコミュニティの能力を向
上させるために、コミュニティ・スクールに関する地方政府、教員、地区教育事務所
およびその他の政府機関の役割を促進することとされている（World Bank, 2003: 9-10）。 
 
奨学金 
 このコンポーネントでは、1 学年時の学校外の児童、初等教育の児童、貧困世帯の
すべての子どもに奨学金が提供される。このコンポーネントによって期待される成果
は、奨学金によって包括的な社会構築および学校を包摂の中心にする可能性が高くな
ることとされている（World Bank, 2003: 9）。 
 
モニタリングおよび評価 
 このコンポーネントの目的は、教育省内の既存のモニタリングおよび評価システム
と連携し、担当する役人およびコミュニティの能力を強化し、このプロジェクトのモ
ニタリングおよび評価システムの開発に支援を行うことであった。期待される成果は、
「ラーニング・イノベーション・ローン（Learning Innovation Loan = LIL）」の実験策
定における定期的な改善に支援を行い、十分に確立され円滑に動作するモニタリング
および評価システムが確立されることであった。この LIL の目標を達成するために、
地域社会が依存しているコミュニティ・レベルのモニタリングおよび評価に重点が置
かれた（World Bank, 2003: 10）。 
 コミュニティ・スクール支援プロジェクト予算配分については、表 2-2 がコミュニ
ティ・スクール支援プロジェクト予算配分をまとめたものである。 
 
 表 2-2 コミュニティ・スクール支援プロジェクト予算配分  
コンポーネント  金額（百万ドル） （%） 
学校補助金  3.66 70.7 
奨学金  0.44 8.5 
能力構築  0.66 12.7 
モニタリングおよび評価  0.42 8.1 
合計  5.18 100 
 出典: World Bank, 2003: 9 に基づき筆者作成。 
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 世界銀行は、2010 年にコミュニティ・スクール支援プロジェクトを終了後、その成
果として「プロジェクト・パフォーマンス・アセスメント・レポート 2010（Project 
Performance Assessment Report 2010）」を発表した。そこでは、このプロジェクトの目
標である 1,500 校を超える 2,035 の学校をコミュニティ・スクールへ移転する際の資
金を提供した（World Bank, 2010: 9）。 
 アクセスの向上に関しては、学校外の子ども、先住民族、恵まれない人びと、ダリ
ット・コミュニティの学生の進学率が改善された。質の向上については、学校管理委
員会のために別個の事務室が設けられ、事務室内の様ざまな記録の公開や教室での学
生用教材製作が可能となった。その他、英語による授業を行うコミュニティ・スクー
ルも増えた（World Bank, 2010: 11）。しかしながら、このプロジェクトを通して、以下
の 5 点が課題であると指摘された。  
① コミュニティに学校の管理が移行する際の基本理念が不明確な形でしか示されて
いない。 
② 学校管理委員会が責任を負うことを拒否したり、その機能を停止したりした場合、
政府運営に戻るための規定が不明確。 
③ 委員会の議長の政治的役割と政治への足がかり。 
④ 委員会メンバーを優先とする教員の任命、教員派遣のリスク。 
⑤ 違法な学校手数料の賦課の申し立て（World Bank, 2010: 16）。 
 
 最後に、コミュニティ・スクール支援プロジェクトは、一定程度の成果があったが、
全体として不十分であったと世界銀行自身が認めている（World Bank, 2010: 16-17）。
例えば、コミュニティ・スクール支援プロジェクトの終了後のインパクトについては、
多くの学校は学校補助金を受け取ったが、多くの場合、その学校補助金が悪用され、
成功する学校が少なくなかったことが指摘されている。そのため、再びコミュニティ
運営から政府運営に戻ったり、学校の運営ができなく閉鎖したりして困難な状態にも
陥った（Regmi, 2015: 508）。コミュニティ・スクール支援プロジェクトが成功しなか
った理由は、ネパールの教育開発においてコミュニティの参加が重要であるが、コミ
ュニティ・スクール支援プロジェクトでは、政治的影響および内戦などによって、コ
ミュニティが上手く機能せず、教員の「 雇用 や 解雇（Hire and Fire）」することができ
なかったことも関係していよう19。 
 このようにネパールは、過去約 30 年間、世界銀行が指定したフレームワークおよび
ガイドラインに従って、教育計画を策定してきた（Regmi, 2015: 511）。また、国際的な
目標およびドナーの支援によって、ネパールは教育の分権化に関する方策を策定した
 
19. コミュニティ・スクール支援プロジェクトのチーム・リーダー（世界銀行元職員）への聞き取り調査、カ
トマンズ・ネパール、2018 年 3 月。 
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が、そうした分権化方策によってネパールの教育の問題は解決されなかった。学校管
理委員会の形成プロセスは、公平で民主的ではなく、地方の政治家およびエリート層
がリーダーシップを握ったため、教育の質も向上をしなかった（Carney and Bista, 2007: 
625）。教育の内容は、世界銀行が策定した PRSP を反映し、世界銀行が進める教育の
分権化の一つにすぎなかった（Rappleye, 2011: 37）。この計画によって、多くの学校が
コミュニティに移行されたが、学校の管理運営に当たってコミュニティに様ざまな問
題が発生した。ネパール政府のオーナーシップの程度に関しては、計画の策定、予算
配分、実施に関する枠組みを世界銀行が策定し、政府が世界銀行の方針に従ったもの
であった。 
 
 
2-5 EFA NPA（2004-2009 年） 
（1）EFA NPA の背景 
 2000 年代に入り、国際社会は、教育開発により積極的に乗り出す。1 つ目は、2000
年 4 月にダカール世界教育フォーラムで採択された国際教育開発のアジェンダが EFA
（2001-2015 年）である。そこでは、6 つの目標が採択された。すなわち、①就学前教
育の拡大、②初等教育へのアクセスの向上、③教育の質改善、④ジェンダー格差の是
正、⑤成人の識字率の向上、⑥ライフ・スキル教育の提供、であった（EFA, 2000: 1）。 
 次に 2 つ目は、2000 年 9 月に、国連ミレニアム・サミットで採択された MDGs であ
る。MDGs では、8 つの目標が掲げられ、教育と関連するのは第 2 目標であり、すべ
ての子どもたちがジェンダーの区別なく初等教育を修了できるようにすることが謳わ
れている。具体的には、①初等教育における純就学率、②第 1 学年に就学した学生の
うち初等教育の最終学年まで到達する学生の割合、③15-24 歳のジェンダーの識字率
の向上であった（UNDP, 2003: 2-4）。 
 これらの国際的な目標に基づき、ネパール政府は、BPEP II の継続プログラムとし
て、基礎教育・初等教育分野での長期的な上位計画としてダカール行動枠組みに沿っ
て EFA NPA（2004-2009 年）を 2003 年に策定した。EFA NPA の目標は、①初等教育
へのアクセスおよび公正性の保障、②初等教育の質および関連性の向上、③能力向上
および効率性の改善、であった（MoE, 2003: 1-3）。 
 これらの目標を達成するためのプログラム・コンポーネントは、①就学前教育の拡
大、②教育機会の保障、③すべての子どもの学習欲求の充足、④成人非識字率の減少、
⑤ジェンダー格差などの社会的格差の減少、⑥教育の質の向上、の 6 つであった。こ
れらは、すべて 2000 年の世界教育フォーラムで採択された「ダカール行動枠組み」の
目的に沿ったものであった（MoE, 2003: 3-16）。 
 表 2-3 は EFA NPA の目標と具体的な内容をまとめたものである。 
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 表 2-3 EFA NPA の目標と具体的な内容 
目標  主な内容  
就学前教育の改善と拡
大 
既存の就学前教育計画を継続するために、学校施設の拡大、代替学校の設立、
校舎の改築と教員の研修に支援を行う。新たな、学校・地域を基盤とした就学
前教育センターを設立する。  
すべての子どもに就学
機会の確保  
関係する各政府機関は相互に密接に連携し、貧困層に焦点を当て、新たに教科
書の無償配布のようなインセンティブを提供する。地域の固有なニーズを効果
的に対処するために、ボトム・アップ改革計画の策定・実施を行う。  
少数民族を含むすべて
の子どもの教育の確保  
ジェンダー是正、地方のニーズに対する妥当性を考えたカリキュラムの作成と
実施を行う。地元の地域性を反映した教育内容が、カリキュラムの 20%を占め
るようにする。小学校で母語の使用が中等教育に必要であることを強調する。  
大人の識字の改善と拡
大 
ノン・フォーマル教育、初等教育、成人教育を補完的に実施する。初等教育か
らのドロップアウトを対象とし、1 教室あたり 18,000 ルピを提供し、小学校へ
の再就学を提言する。市民社会、民間部門などの支援を得て、ノン・フォーマ
ル教育によって所得創出活動を行う。  
ジェンダー・社会経済的
格差の是正  
ジェンダー的、社会的、経済的地位、宗教、地理的位置格差を排除するための
戦略を強調する。先住民族や言語的少数民族などを含むすべての子どもの学習
ニーズを満たす。疎外されたグループを対象に、技術的支援や学校に対する奨
励金を支給する。  
教育の質の改善  教員の研修を強化し、教員に説明責任を持たせる。地域のニーズに関連したカ
リキュラムの開発および策定には、地元のコミュニティと教員の動員により行
う。時代とともに更新された教科書および教材を提供する。SMC とコミュニテ
ィの動員によって、学校と地域の関係を作り、学校の管理と教員の能力を強化
する。  
 出典: MoE, 2003: 19-33 に基づき筆者作成。 
  
 EFA NPA の目標を達成するために、貧困地域における教育課題に対処するための様
ざまな施策として貧困児童や障がいを持つ児童に対する奨学金、制服・文具類の支給、
識字教室の開催、ノン・フォーマル教育の実施などが主要な戦略として位置づけられ
た（亀井、2004: 97）。 
 
 
（2） EFA NPA の資金調達 
 EFA NPA は、合計 8 億 1,450 万ドルで策定され、その内訳は通常予算（表 2-4 参照）
と開発予算（表 2-5 参照）からなる。しかしながら、提案された予算は、状況の変化
などに対応するために、プログラムの実施中に変更することが可能とされた。そして
初等教育の質の向上と教員の給料および行政コストを削減するために助成金が提供さ
れた。政府は、無償の教科書、女性・社会的に恵まれない子どもたちへの奨学金、食
糧不足地域向けの栄養価の高い食糧プログラムなどに資金を提供した。海外からの支
援は、1 億 1,860 万ドルであり、他のプロジェクトと合わせて、合計 2 億 7,897 万ドル
（全予算の 34.25%で開発予算の 83.17%）であった（MoE, 2003: 46-47）。表 2-4 は通
常予算を、表 2-5 は開発予算をまとめたものである。 
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 表 2-4 EFA NPA 通常予算（単位百万ドル） 
 行動基礎教育（通常予算）  年度  
2004 2005 2006 2007 2008 合計  
1 教員の給与および手当  75.25 75.25 82.51 82.51 82.51 398.03 
2 行政的費用  3.37 3.37 3.37 3.37 3.37 16.85 
3 教材など  0.33 0.33 0.36 0.37 0.37 1.77 
4 退職された教員の年金など  7.36 8.09 8.90 9.79 10.77 44.92 
5 学校運営者への給与と手当  3.50 3.50 3.50 3.50 3.50 17.50 
通常合計予算  89.82 90.55 98.64 99.54 100.52 479.07 
（%） 18.75 18.90 20.59 20.78 20.98 100.00 
 出典: MoE, 2003: 46 に基づき筆者作成。 
 
 表 2-5 EFA NPA 開発予算（単位百万ドル） 
 予算名  年度  資金源  
2004 2005 2006 2007 2008 合計  政府  海外支援  
1 小学校建設  8.86 9.22 ―  ―  ―  18.08 1.75 16.33 
2 無償の教科書  2.63 2.63 2.63 2.63 2.63 13.17 13.17 ―  
3 栄養食糧プログラム  8.44 9.28 10.21 11.23 12.36 51.52 9.85 41.68 
4 奨学金  1.01 1.53 1.64 1.76 1.88 7.82 7.82 ―  
5 疎外されたグループのため奨学金  0.01 0.01 0.02 0.02 0.02 0.08 0.08 ―  
6 ノン・フォーマル・識字教育  1.12 1.24 1.36 1.50 1.65 6.86 6.86 ―  
7 学校移転へのインセンティブ  1.71 1.88 ―  ―  ―  3.60 0.13 3.47 
8 コミュニティ・スクールへの支援  3.60 3.60 4.00 4.00 4.00 19.20 ―  19.20 
9 国民教育プロジェクト  0.09 0.09 0.09 0.09 0.09 0.45 0.45 ―  
10 教員の研修  6.40 5.33 5.33 3.05 ―  20.12 4.83 15.29 
11 女性の教育  2.11 1.68 1.17 0.92 0.67 6.54 6.54 ―  
12 就学前・初等・基礎教育  2.30 2.40 2.40 2.40 2.50 12.00 5.00 7.00 
13 CLC 教育への支援  0.20 0.20 0.20 0.20 0.20 1.00 ―  1.00 
14 計画プログラム  21.36 30.80 37.79 43.90 41.15 175.00 ―  175.00 
 合計開発予算  59.84 69.90 66.86 71.70 67.13 335.43 56.46 278.97 
 （%） 17.26 20.62 19.43 21.58 21.12 100.00 16.83 83.17 
 出典: MoE, 2003: 47 に基づき筆者作成。注: 「―」は、言及されてない項目を意味す
る。 
 
 EFA NPA は、SWAp に基づくプール・ファンドの利用とともに技術支援のような多
様なモダリティを可能にされた。世界銀行は 4,000 万ドル、 ADB は 3,000 万ドル、フ
ィンランドは 340 万ドル、ノルウェーは 480 万ドル、デンマークは 750 万ドルを支援
し、イギリス「国際開発省（Department for International Development = DFID）」は、
350 万ドルの支援を行った。JICA と UNESCO は、プール・ファンドに参加せずに、
JICA は、EFA NPA 枠内で小学校建設、草の根技術支援などの支援を行った。また、
UNESCO は、「コミュニティ・学習・センタ （ーCommunity Learning Centre = CLC）」、
教育局の教育管理情報システムへの技術支援、就学前教育などに支援を行った。実施
レベルでは、国際・ローカル NGOと共同でプロジェクトを行うケースが多かった（JICA, 
2007: 48-49）。 
 2009 年に、ドナーと政府が共同評価（Joint Evaluation of Nepal s´ Education for All 2004-
2009）を行った。EFA NPA において学生数は、2004 年の 4,025,692 人から 2008 年の
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4,782,313 人へと増加した（19%）。また、低カーストおよび社会的に排除された学生の
就学機会が増え、留年率が減少し、校舎数、教室数、飲料水、トイレなどの施設が増
加した（Cambridge Education, METCON Consultants, 2009: 16-21）。以下の表 2-6 は、
EFA NPA の達成目標を示す。 
 
 表 2-6 EFA 国家行動計画達成目標  
 インジケーター  目標 2008（%） 達成 2008（%） 
1 就学前教育（ECD）の総就学率   51 63.4 
2 ECD を受けて 1 学年へ就学する児童の割合   60 36.2 
3 総就学率（1 学年）  110 147.7 
4 純就学率（1 学年）  95 83.1 
5 総就学率 （1-5 年）  104 142.8 
6 純就学率（1-5 年）   96 91.9 
7 初等教育支出/GDP  2.3 2.0 
8 初等教育支出/教育支出   60 70 
9 有資格・訓練教員の割合  99 67.1 
10 有資格教員   99 90 
11 教員・学生比  37 43.8 
12 留年率  
1 学年生 
5 学年生  
 
10 
3 
 
28.3 
7.3 
13 15-24 歳の識字率   79 86 
14 識字率  
6 歳以上  
15 歳以上  
 
76 
66 
 
72 
63 
15 識字の性差（ジェンダー）15 歳以上  0.9 0.84 
 出典: Cambridge Education, METCON Consultants , 2009: 16-17 に基づき筆者作成。  
 
 EFA NPA の成果については、アクセスと公平の分野では、ドロップアウトが減少し、
ジェンダーおよびカースト別格差が縮小した。また、1 学年への就学率が増加し、5 学
年は就学率を改善し、ダリット・先住民グループ・疎外された国民・女子など全体的
な就学率が増加した。教育の質に関しても、全体的に改善した。しかしながら、最も
貧しく社会的に疎外された地域の学校では、人材の確保が不十分で、支援を受けてい
る学校においても不平等の問題が残っている（ Cambridge Education, METCON 
Consultants, 2009: xiv）。 
 政府のオーナーシップに関しては、中央政府が開発パートナーと協力し、会議にお
いて主導的役割を担い、計画での地方分権レベルが高められている（Cambridge 
Education, METCON Consultants, 2009: 72-77）。しかしながら、EFA NPA での政府のオ
ーナーシップは、ダカール世界教育フォーラムで採択された EFA（2001-2015 年）と
世界銀行の PRSP の枠内において策定された計画の中でオーナーシップを発揮しなけ
ればならず、そうでなければ援助が得られない（Bhatta, 2011: 18-23）。また、EFA NPA
は、第 10 次 5 カ年計画に掲げられている「貧困削減」という主要目的に沿ったもので
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あり、特に世界銀行などの国際開発金融機関が進める貧困削減戦略を反映したものに
なっている（亀井、2004: 96-97）。さらに、EFA NPA の全体的な進捗状況は、EFA NPA
終了後の SSRP における全体的な方向性と焦点を示し、EFA NPA においてアクセスの
分野で得た成果を教育の質にシフトさせることが提案された（Cambridge Education, 
METCON Consultants, 2009: 72-77）。 
 以上のように EFA NPA は、就学率の向上と公平性の保障、教育の質と教育機関の能
力向上を目指し、全体的な格差を縮小させ、就学率を増加させたが、教育の質や社会
的不平等といった問題が残された。政府のオーナーシップについては、計画の内容で
は、ダカール行動枠組みに従って策定され、国内のニーズよりも国際的なアジェンダ
を達成するために策定された計画であった。予算の配分では、SWAp モダリティの共
通管理に基づいた計画であり、実施過程に関しては、脆弱なガバナンス・政府能力を
背景に政府機関の下で困難に直面しながら実施された。  
 
 
2-6 小括 
 本章では、SSRP の前史を知るために、1990 年以後実施された、主な 2 つのプロジ
ェクトと 2 つのプログラム、合計 4 つの教育計画を取り上げた。最初に取り上げたの
は、BPEP マスター・プランに基づき策定された BPEP Ⅰ（1993-1998）と BPEP Ⅱ（1999-
2003）であり、それらの主な目標は、基礎教育・初等教育の適切性、アクセスの拡大、
基礎教育の質向上、教育管理の効率化などであった。BPEP マスター・プランの内容
は、ドナーの支援と助言を得ながらネパール政府がイニシアチブを取り、国内のアジ
ェンダを強化しつつ、国際的な目標とネパールのニーズを調整して計画を策定した。
BPEP Ⅱ に関しては世界銀行が、ネパール政府のアジェンダとは無関係に独自のアジ
ェンダを取り入れて実施させた。 
 次に取り上げたのは、ADB と DANIDA の支援のもとで 2002 年に策定された SESP
（2003-2007 年）である。その目標は、中等教育の内部・外部の効率を高め、学校の学
習環境を改善し、社会的に恵まれない国民のアクセスを拡大することなどであり、10
地区の貧困層が集中した地域で実施された。ネパールのオーナーシップに関しては、
計画の内容については政府の開発目標と ADB の考え方に基づき策定され、ADB のガ
イドラインと ADB が指定した手続きに基づいて予算配分と計画が実施された。 
 さらに、世界銀行の支援のもとで実施されたコミュニティ・スクール支援プロジェ
クト（2003-2008）を取り上げた。その主な目標は、コミュニティに資金を提供し、コ
ミュニティによって学校の運営を管理することであった。それによって、多くの学校
がコミュニティ・スクールに移行したが、法的権限を完全にコミュニティに付与しな
かったため、成果が少なかった。ネパールのオーナーシップに関しては、世界銀行の
考えのもとで計画が策定され、予算が配分され、計画が実施された。 
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 最後に MDGs と EFA ダカール行動枠組み（2001-2015 年）を達成するために、2003
年に策定された EFA NPA（2004-2009 年）を考察した。その主な目標は、初等教育へ
の機会および公平性の保障、教育の質および適切性の向上、教育機関の能力向上と効
率性の改善をすることなどであった。政府のオーナーシップに関しては、内容面では
ダカール行動枠組みに従い策定された。つまり、国内のニーズよりも国際的なアジェ
ンダを達成するために策定された計画であった。予算配分面では、SWAp モダリティ
の共通管理に基づいたものであった。計画の実施過程に関しては、政府機関の下で実
施された。 
 以上のように本章では、SSRP 以前の教育計画のオーナーシップを考察した。1956
年に策定された NNEPC では、アメリカの影響力が強く、政府のオーナーシップは低
かった。1971 年に策定された NESP では、ドナーの影響力が小さく、ネパールのオー
ナーシップは相対的に高かった。1991 年に策定された BPEP マスター・プランも同断
である。しかし、BPEP Ⅱ 以降、政府のオーナーシップは低下していった。 
 
 表 2-7 SSRP の前史のオーナーシップの水準  
教育計画  実施  
期間  
年度  
主な  
ドナー  
合 計
予 算
百 万
ドル  
政府  
負担  
（%） 
ド ナ
ー 
負担  
（%） 
オーナーシップ  
の程度  
計画
内容  
予算
配分  
実施
過程  
 
BPEP マスター  
プラン  
BPEP 
（Ⅰ）20 
世界銀行
DANIDA 
UNICEF 
67 ― ― 高  高 中 
BPEP 
（Ⅱ）21 
共通資金
管理  
430 ― ― 中  中 中 
SESP 
（プロジェクト）  
2003-2007 ADB 
DANIDA 
74.83 20 80 中  低 低 
コミュニティ・スクール
支援（プロジェクト）  
2003-2008 世界銀行  5.18 0 100 低  低 低 
EFA NPA 
（プログラム）  
2004-2009 SWAp 814.5 74.44 24.56 低  中 中 
 出典: MoE, 1997; ADB, 2002; MoE, 2003; World Bank, 2003; Danida, 2004; Cambridge 
Education, METCON Consultants, 2009; World Bank 2010; ADB, 2011a に基づき筆者作成。 
注: 「―」は、明記をされてない項目を意味する。 
 
 このようにネパール政府のオーナーシップの低い原因として、以下のことが考えら
れる。第 1 に、ネパール政府のガバナンスと能力が脆弱なため、計画策定局面におけ
るオーナーシップの程度が低くならざるをえない（Bhatta, 2007; Regmi, 2019）。ドナー
とネパール政府が開発パートナーであるため、ドナーも同等の権限を持っていたこと
もオーナーシップの低下と関係している。計画を決定する際に、ネパール政府の能力
が低ければ、ドナーによってその計画を主導する必要がある。当然ながら、ネパール
のガバナンスが脆弱であるため、ドナーが教育計画を策定する際にイニシアチブを取
 
20. BPEP Ⅰ（1992-1998 年）は、プロジェクト型計画であった。  
21. BPEP Ⅱ（1999-2004 年）は、プログラム型計画であった。  
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りため、ネパールのオーナーシップが低くなったと教育局の職員も認めている 22。第 2
に 1990 年以来、教育計画を策定する際に、ネパール国内の政策立案を軽視し、EFA の
ような国際的な目標が重要となったため、オーナーシップの程度が低くなったことも
指摘できよう（Bhatta, 2011）。関連して第 3 に、ネパール政府が国際的な教育開発目
標と国内の教育開発目標の優先順位をコーディネートできなかったことも、オーナー
シップが低下した原因である（Edward, 2011）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
22. 教育局職員へ聞き取り調査、カトマンズ・ネパール、2018 年 3 月。 
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第 3 章 SSRP の概要 
  
 本章では、SSRP の全体的概要と特徴を探る。第 1 節では、SSRP のベースとなった
EFA NPA の提言に焦点を当てて整理し、第 2 節では、SSRP の策定の背景および位置
づけを確認する。第 3 節では、SSRP の概要の考察を行う。第 4 節では、SSRP の策定
時に期待された目標と SSRP の実施後の達成された成果を整理する。最後に、SSRP を
総合的に評価する。 
 
 
3-1 EFA NPA の共同評価による提言 
 EFA NPA を評価するためにネパール政府とドナーは、海外の国際的なコンサルタン
トを採用し、そのコンサルタントに EFA NPA を評価させ、「学校セクターの改革（School 
Sector Reform = SSR）」のための提言を作成することを求めた。政府はその提言に従っ
て新たな計画を策定するために、この評価は極めて重要であった。その内容は、次の
通りである。 
 EFA NPA の共同評価の目的は、教育省・ドナーとその他の教育利害関係者に SSR 策
定に関する情報を提供することであった。共同評価の提言によって策定される SSR は、
EFA と MDGs の目標を達成するための最終手段となり、教育の質を向上させ、すべて
の子どもに基礎教育（1-8 学年）を提供することが求められた。また、学校外の恵まれ
ない子どもたちに焦点を当て、彼らの「動員」に努め、基礎教育におけるジェンダー
の平等と社会的包摂の確保に重点を置くことが強調された。教育の質の向上に重点を
置くことは、有意義な学習が保障され、包括的で地域に関連した様ざまな戦略を実施
し、教員研修および教材の十分な提供に焦点を当て提供をすることを意味した
（Cambridge Education, METCON Consultants, 2009: 76-77）。EFA NPA の共同評価の提
言事項は、次の通りである。 
 
（1）SSR のプログラムとして進化するための提言 
 SSR の目標・目的・実施に関する概念は、EFA の広範囲にわたり包括的な戦略と介
入を通じて、国際 EFA の目標の進展を模索しているが、EFA のコア文書には、多少の
弱点があった。そのため SSRP において、地域的および社会的に排除された国民を対
象に、「基礎教育へのアクセス」「教育の質向上」「能力強化」の目標にリンクしたプロ
グラム・コンポーネントを実行することは可能であることが判明した（Cambridge 
Education, METCON Consultants, 2009: 88）。 
 
（2）無償教育への提言  
 国民に無償の教育を提供するためには、教科書、学校給食、制服、学校施設開発へ
   55 
の寄付、教育費などがどの程度満たされているのかについて、家計収入に関する様ざ
まな社会調査を行う必要がある。また、学校までのアクセス、学校の建設と保守、サ
ービスの提供、教員の給与と研修などに関する全国および地方レベルの教育予算につ
いても調査すべきである。無償で質の高い教育の提供について、さらなる議論を提供
し、最も貧しい子どもたちの平等な教育へのアクセスに焦点を当て、費用負担におい
て地元の資源を活用すべきである（Cambridge Education Ltd, METCON Consultants, 
2009: 78）。 
 
（3）包括的教育のために提言 
 包括的教育を提供するためには、すべての学校を対象とする包括的な規定と「特別
学校」「非正式学校」「代替教育」プログラムの想定される役割、範囲および規模を明
確にする必要がある。また社会的に最も排除されているグループ（障がい児、ダリッ
ト、孤児など）と、特定のコミュニティの子ども（人身売買の被害を受けた子ども、
エイズの感染者、内戦に冒された子ども、ストリート・チルドレン）に関する分析を
行う必要がある（Cambridge Education Ltd, METCON Consultants, 2009: 78）。 
 
（4）アクセスの向上に関する提言 
A) 女の子、ダリット、恵まれないグループの子どもたちなどを対象に、基礎教育に
おいて直接・間接的に費用を徴収せず、奨学金制度の基準を簡素化する。  
B) 教育の機会の向上に関する地域的な戦略として、学校改善計画を通じて恵まれな
い学校に追加資金を供与する（Cambridge Education, METCON Consultants, 2009: 78-
80）。 
 
（5）公平性・質の向上に関する提言 
A) 教授方法・学習プロセスを評価するために、それに関わる指標を開発する。  
B) 学生の学習成果については、国家体制の下で実施する能力を確立する。 
C) 質の高い教育の開発目標は、学生に親しみやすく、多様性の概念を統合したもの
とする。 
D) 既存の試験制度を、強化、多様化し、包括的に提言する戦略をさらに定義する。  
E) 教育の質についての、基準と指標の開発の完成を確実にする。  
F) 就学前教育、ノン・フォーマル教育、成人教育の明確な運営体制を構築する。 
G) 多言語教育の採択とその範囲を指定し、教員の養成、教科書の開発をする
（Cambridge Education, METCON Consultants, 2009: 78-82）。 
 
（6）教育機関の能力開発に関する提言 
A) 資源の管理と配備は、人的、物質的、財政的に能力開発の概念を広げる。  
   56 
B) 学校改善計画と社会的モニタリングを、学校管理委員会のメンバーに理解をさせ、
それを義務づけ、学校管理委員会と「保護者と教職員組織（ Parent-Teacher 
Association = PTA）」の強力な仕組みにより構築する。 
C) 識字率の低いコミュニティの教育への参加を促し、対象となる具体的な指標を実
現するために、資金調達方式を調整し、学校改善計画プロセスを改訂する。  
D) 教員の配置を改善するため、地区間・地区内の学校間で、公平な教員の配分を確
保する。 
E) 国家基準を満たすために、教員の研修により教員の能力を向上させ、学校全体の
学習成果を改善させ、教員や学校への支援を向上させる。 
F) リソース・パーソンを教育の専門家として育成し、その役割を教員への支援、監
督、モニタリングと定義し、学校の監督とモニタリングを強化する。 
G) モニタリング・評価制度は、学校の質、学生の学習成果、ジェンダー、カースト、
民族性、経済的格差と学校外の子どもに焦点を当て、それを制度化するため、デ
ータの収集と分析および活用に関して、中央・地区レベルでの能力を開発する。 
H) 地区教育事務の能力構築では、リソース・パーソン、スクール・スーパーバイザ
ーと地区教育事務要員を養成し、新たな職務内容を作成し、進化する分散型教育
制度を確立する。 
I) NGO の活動については、最適に確保するためのガイダンスを作成し、異なる NGO
と適切な介入レベルを明確化し、最も必要とされる場所への支援の効果的な調整
を行い、目標設定を通じて、継続性と教育の質を確保する。 
J) NGO の選択・査定と監視に関する制度を、さらに強化し、教育分野における NGO
の協力の枠組みを明確にする（Cambridge Education, METCON Consultants, 2009: 83-
86）。 
 
（7）計画の方針、財政管理に関する提言 
A) 教育計画の方針には、地区内での「村落開発委員会（Village Development Committee 
= VDC）」内の先行投資の水準、貧困層・社会的不利の水準を資金調達式に反映さ
せる方法を探る。 
B) 政策過程において学校改善計画は、トップ・ダウン式の計画集約のため、郡教育
計画から村落教育計画のような完全な計画を備えて行う。 
C) 教育予算においては、国家予算の約 20％を教育に配分する約束を維持し、その中
で少なくとも 60％は EFA 目標の達成に配分されるべきである。 
D) ドナーからの援助は、「共同融資契約（Joint Finance Agreement）」を促進させ、財
務管理制度がより効果的に推進できるよう引続き努力する。  
E) 技術支援の採用と管理は、提供された技術支援を用いて、政府に移行される
（Cambridge Education, METCON Consultants, 2009: 87）。 
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（8）SSR の実施、モニタリングおよび評価に関する提言 
 モニタリングおよび評価に関するアプローチは、SSR が開始される前に、政府・ド
ナー・その他の利害関係者間で概念化され合意されるべきである。そのために、ベー
スライン・中期・最終評価が必要であり、その方法は SSR 開始準備の一環として決定
される必要がある。また、子どもの成果に対する基準を採用することは、プログラム
にとって重要であり、家族の背景要因に、学校の資料に関するデータを組み合わせる
ことで、SSR が子どもの成果に及ぼす影響を評価することができる（Cambridge 
Education, METCON Consultants, 2009: 89）。 
 EFA NPA を評価するためにコンサルタントが提言した SSR の特徴は、「基礎教育へ
のアクセス」「教育の質向上」「能力強化」に焦点を当てることであった。さらに、利
害関係者間でのさらなる議論と社会的調査に重点が置かれた。これに従い、政府は、
ドナーと国内の利害関係者の意見を踏まえ、新たな SSRP を策定した。 
 
 
3-2 SSRP の位置づけ  
 ネパールでは、2000 年から教育へのアクセスと就学率が大幅に改善されたが、多く
の子どもは潜在的な能力を発揮できず、学校は生活水準を上げるために必要なスキル
を発揮することができなかった。また、2006 年に内戦（ネパール共産党毛沢東主義派
の武装蜂起 1996 年-2006 年）が終了し、2007 年に暫定憲法が公布された。その暫定憲
法では、「教育を基本的な人権として捉え、母語で教育を受ける権利、中等教育まで無
償で教育を受ける権利」が謳われていた。同年に「暫定 3 カ年計画（Three Year Interim 
Plan）」（2007/08-2009/10 年度）が策定され、そこでは、「教育の質を向上し、基礎教育
を無償で義務化にし、公平で包括的な中等教育を提供すること」という目標が掲げら
れた。2008 年に小学校 1 学年の純就学率は 93.7％であったが、EFA および MDGs の
目標の達成にはさらなる努力が必要であった。基礎教育および中等教育の目標として
は、「2015 年までに就学率・識字率の 100%達成および教育におけるジェンダー格差の
是正」が EFA NPA で掲げられた。その目標達成を目指して EFA NPA や SESP などが
過去に実施されてきたが、アクセスと就学が大幅に改善されたにもかかわらず、多く
の子どもは潜在的な能力を発揮できず、内乱の影響もあり、学校は生活水準を上げる
ために必要な能力を効果的に発揮出来なかった。 
 これらの課題と既存教育制度を改善するために策定されたのが SSRP である。SSRP
は 2009 年から 2016 年の間に、基礎および中等教育のゴールや目標達成を目指す政府・
教育省が描く長期戦略であった。その目的は、学校教育の質と適切性を向上させ、す
べての国民が機能的識字者となり、生産的な生活を享受するために必要な基礎的な知
識を身につけることであった。SSRP は、学校教育に配分された公的資金の中で新たな
課題、要求、期待に応える重要な手段であった。 
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 2009 年に SSRP が策定された時に、識字率（15 歳以上）は 55.6%であり、初等教育
の純就学率は 93.7%（2008 年）であった。これらの指標は年々改善されているが、前
述の EFA NPA および MDGs の目標 2「初等教育の完全就学」という目標達成にはさら
なる努力が必要であった。これらの課題に対処するために、政府は SSRP を策定し、
国家計画委員会と教育省が 2008 年に承認し、2009 年より実施した。SSRP は、EFA NPA
の後継プログラムであり、学校教育の構造改革、教育の質の向上、遂行責任の制度化
に見られる戦略的干渉によって特徴づけられる新しい内容も導入された。SSRP は、開
発パートナーおよび国内の様ざまなステークホルダーのフィードバックをもとに教育
省によって作成された計画であった。SSRP の実施機関は、教育局であり、実施期間
は、2009 年 7 月から 2016 年 7 月であった。海外援助について、SWAp モダリティの
もとで、プール・ファンドとノン・プール・ファンドに依拠した。  
 就学前教育（3-4 歳）はそのために設置されている就学前教育センターなどで行い、
基礎教育（5-12 歳）は 1-8 学年で、中等教育（13-16 歳）は 9-12 学年を対象とし、就
学前教育を除き、中等教育までの学校教育は計 12 年とされた。それまであった 1-5 学
年、6-8 学年、9-10 学年、10-12 学年制度は、基礎教育としての 1-8 学年と、中等教育
としての 9-12 学年に分けられた。その他にも、技術教育および職業研修、教員の専門
性開発などに重点が置かれた。 
 
3-2-1 SSRP の目的 
 SSRP の目的は、①アクセスと公平を拡大し、②質と適切性を向上させ、③学校制度
を改革し、全体の制度的能力を強化することである。それらの詳細は次の通りである。  
A) 基礎教育の準備手段として、4 歳の子どもに就学前教育のアクセスを拡大する。  
B) すべての子ども（5-12 歳）に質の高い基礎教育への平等なアクセスを確保する。  
C) 青年と大人の機能的な識字能力を高める。  
D) 中等教育への投資、質、適切性によりアクセスを高める。  
E) ソフト・スキルに基づき、技術・職業教育を備えた中等教育の学生を育成する。  
F) 教育省のサービス提供制度のパフォーマンスを改善し、改革実施能力を開発する。 
G) 学生への学習を促進するため、教員の資格と専門能力を高める。  
H) モニタリングおよび評価は、インプット・アウトプットに焦点を当てて行う。 
I) SSRP に利用できる援助の効率性と有効性を向上させる（World Bank, 2017: 46）。 
 
また、中央から地方レベルまでの能力向上に関する目標は、以下の通りであった。  
A) 構造改革と機能改革のために、学校・学年の統合、カリキュラムの統合、学校運
営とガバナンスの機能、試験の構造とその機能に関わるプログラムを実施する。  
B) 政策機能の強化のために、別に管理された政策の実施を、教育省を通してワン・
ドア・システム（One Door System）に調和させようとするプログラムを実施する。  
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C) 能力構築では、管理機能と技術機能を提供するために制度的能力を向上し、SSRP
期間中に、教育セクターにおける全国規模の能力開発プログラムを実施する。そ
のために包括的な国家枠組みを準備する（GFA Consulting, 2016: 10）。 
 表 3-1 に、SSRP 指標の年毎の目標を示す。 
 
 表 3-1 主要 SSRP 指標、基準年ステータスおよび 2015/16 目標の概要 
インジケーター  単位  基準年  目標  
2008/09 2009/10 2010/11 2011/12 2012/13 2013/14 2014/15 2015/16 
1.教育予算の割合           
GNP % 2.1 2.1 2.2 2.3 2.3 2.4 2.5 2.5 
GDP % 3.6 3.6 3.7 3.7 3.8 3.8 3.9 4.0 
2.教育予算の分担           
基礎教育  % 71 71 72 73 74 74 75 76 
中等教育  % 9 9  9 9 9 9 9 
3. 1 学年           
就学前教育の経験  % 36 41 45 51 57 64 71 80 
総就学率  % 148 144 140 137 133 130 127 123 
純就学率  % 81 83 86 88 91 94 97 100 
4. 総就学率（GER）          
就学前教育  % 63 67 72 77 82 87 93 99 
基礎教育  % 123 125 128 130 132 132 131 131 
中等教育  % 40 43 47 52 58 66 75 83 
5. 純就学率（NER）          
初等教育  % 92 94 96 97 98 99 99 100 
基礎教育  % 73 75 77 80 82 85 87 90 
中等教育  % 21 22 23 24 26 27 29 31 
6. 研修を受けた教
員  
         
基礎教育  % 66 70 74 79 83 88 94 100 
中等教育  % 77 80 83 86 89 93 96 100 
7. 認定を受けた教
師  
         
基礎教育  % 91 92 94 95 96 97 99 100 
中等教育  % 91 92 94 95 96 97 99 100 
8. 学生・教員比率           
基礎教育  比率  43 41 40 39 38 37 36 34 
中等教育  比率  39 37 34 32 30 28 26 25 
9. 留年率           
1 学年  % 18 12 8 5 3 2 1 1 
8 学年  % 11 9 7 6 5 4 3 2 
10. 在籍率           
5 学年  % 58 61 65 70 74 79 84 90 
8 学年  % 41 45 49 54 60 66 73 80 
11. 効率係数           
基礎教育  比率  0.49 0.52 0.55 0.59 0.62 0.66 0.71 0.75 
中等教育  比率  0.33 0.36 0.39 0.42 0.46 0.50 0.55 0.60 
12. 学習成果           
5 学年  % 53 56 60 63 67 71 75 80 
8 学年  % 46 48 49 51 54 56 58 60 
13. 合格率           
SLC % 62 64 65 67 69 71 73 75 
高等学校  % 25 28 31 34 37 41 45 50 
14. 識字率           
15-24 歳  % 75 78 80 83 86 89 92 95 
6+歳以上  % 69 76 78 80 83 85 88 90 
15+歳以上  % 56 60 62 64 67 70 72 75 
15.識字 GPI（15+） 比率  0.74 0.90 0.92 0.93 0.95 0.96 0.98 1.00 
出典: MoE, 2009: 2 に基づき筆者作成。  
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3-2-3 SSRP の実施枠組み  
 SSRP の目的を達成するために 8 つの目標指標が設定され、その 8 つの要素の下で、
さらに戦略的改革や活動の計画が策定されている。実際の年間レベルでの活動は「年
次戦略実施計画（Annual Strategic Implementation Plan）」に従って行われる。SSRP の実
施枠組みと各要素における目標達成度については、中間レビューが進捗を確認する際
に活用される。重要パフォーマンス指標としては SSRP では目的達成の進捗を図るた
めに 15 の主要 SSRP 指標および下位指標が設定されている。これらの指標は、2015 年
までに SSRP が達成をめざす重要な成果を示し、計画された目標に関する進捗のモニ
タリングおよび報告のためのツールとなっている。これらの指標は Flash Report Ⅰ お
よび Flash Report Ⅱ を含む教育管理情報システムの中で使用され、アウトプットや成
果レベルのパフォーマンスを査定する際の重要な情報源ともなっている（MoE, 2009: 
1-4）。 
 SSRP の特徴は、EFA の目標を達成するための最終的な計画であり、基礎教育と中
等教育で学校制度改革を行い、小学校 1 年生の就学率は 100%を目標とした。SSRP は、
開発パートナーと中央レベルの行政によって策定されたため、策定および実施にすべ
ての権限が中央に置かれた（MoE, 2009: 4）。 
 
 
3-3 SSRP の主な内容 
3-3-1 就学前教育 
 EFA 行動計画（2001-15 年）に規定されている就学前教育の目標は、SSRP 計画にお
ける就学前教育の実施を基礎とする。Flash Report, 2007 によれば、2007 年に 24,773 の
就学前教育センターが運営され、その内訳は、学校ベースの就学前教育センターが約
11,890 であり、残りは、コミュニティ・ベースの就学前教育センターであった。ネパ
ールでは、施設内の学校（私立学校）が就学前教育またはプリ・プライマリー教育の
拡大と提供に大きく貢献している。事務局長が議長を務める就学前教育評議会は、教
育省で当該分野の就学前教育プログラムに政策指針を提供するために構成されている。
国家計画委員会は、中心的な枠組みの必要性を考慮し、すべての就学前教育のイニシ
アチブと介入を国家計画と調和させるための閣僚間および機関間調整の調整委員会を
設置した（MoE, 2009: 13-14）。 
 地区レベルでは、地区教育開発委員会の支援の下で形成された就学前教育委員会が、
地区の就学前教育プログラムを調整・監視するためのガイドラインを提供していた。
教育局は、国際・ローカル NGO やコミュニティ・ベースの組織と協力し、就学前教育
プログラムを実施している。就学前教育の実施のための技術的および財政的支援を得
るために、ドナー機関との契約が調整されている。教育局は、毎年就学前教育センタ
ーに一括交付金を提供している。カリキュラム開発センターと国家教育開発センター
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は、規則と基準の設定、カリキュラム開発、ファシリテーター研修、評価システム開
発などのサービスの提供に必要となるそれぞれの分野における技術支援を提供してい
た（MoE, 2009: 14-15）。 
 この目標は、子どもの全面的な発展を促進し、基礎教育の確固たる基盤を築くこと
であり、4 歳児のための質の高い就学前教育サービスへのアクセスを拡大して基礎教
育のために準備することであった。そのための方策は、以下の通りであった。  
 
A) 政府は、4 歳児のために 1 年間の就学前教育プログラムに資金を提供するが、コ
ミュニティは、指定された年齢以下の子どもに就学前教育サービスを提供し、自
らの資金を動員することもできる。 
B) 就学前教育プログラムは、質的改善に重点を置き、そのニーズと需要との間の公
正なバランスを維持しながら拡大する。  
C) 就学前教育プログラムへのアクセスの確保に関しては、少数民族、女性、マデシ、
疎外グループ、ダリットなどのような社会的恵まれない国民の所在を特定し、優
先順位を与える。 
D) 就学前教育プログラムには、重要な利害関係者の参加が政策と実施のレベルで無
差別な慣行遵守をする（MoE, 2009: 13-16）。 
 
 
3-3-2 基礎教育 
 SSR 計画の基礎の構成要素では、EFA NPA などの過去の経験から得られた教訓に基
づいて優先順位がつけられた。この要素が重視している点は、基礎教育へのアクセス
を増やし、子どもの参加を増やし、公平と社会的包摂を促進し、質と適切性を向上さ
せることである。この計画では、教育における分権化ガバナンスと管理システムの制
度化にも同様の重点が置かれた。教育法が改正および制定されるまで、既存の教育法
および規制が、計画の実施のための規制上の枠組みを引き続き提供する（MoE, 2009: 
17-19）。 
 SSRP は、学校教育の妥当性を高めるため、学校制度を 1 年生から 12 年生までの一
貫した学校構造を再構築することを目指している。すべての国民に教育へのアクセス
を保障し、義務教育を促進するために、基礎教育がこの計画の優先事項となる。この
計画は、「高等中等教育委員会（Higher Secondary Education Board）」、「技術教育および
職業訓練評議会（The Council for Technical Education and Vocational Training = CTEVT）」、
大学などの異なる教育機関間の調整を確立することにより、中等教育レベルで既存の
分裂を統合して調和させることを支持している（MoE, 2009: 18-21）。 
 ここでの目標は、権利ベースのアプローチと学校における子どもに優しい環境の促
進を通じて、質の高い教育への公平なアクセスを保障することで、5-12 歳までのすべ
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ての子どもに対し、質の高い基礎教育への公平なアクセスを保障することである。そ
のための方策は以下の通りである。 
 
（1）国の責任 
A) 5-12 歳のすべての子どものために無償で質の高い基礎教育を提供する。 
B) 基礎教育への公平な参加の機会を与える。  
 
（2）教育の質と妥当性  
A) 基礎教育は、最低限可能な条件の基準を満たし、公正な支援を確保する。  
B) 「国家のカリキュラム枠組み（National Curriculum Framework）」は、コアカリキュ
ラムと地方カリキュラムを基礎として採用する。 
C) 指導の媒体として母語を導入する。 
D) 基礎教育において、多様なニーズに対応するため、学生個々に対応する柔軟な学
習アプローチを採用する。 
E) 継続的な評価と是正支援システムの実施を行う。 
 
（3）ガバナンスと管理 
A) 学校運営では、学校、地域社会、地方自治体間で責任を共有する。  
B) 教育ガバナンスと管理では、学校管理委員会、地方自治体および中央政府間で責
任を共有する。 
C) 学校の再構築では、地方自治体と学校管理委員会が責任を共有し、学校管理委員
会はリストラを選択する最終的な権限を有する。 
D) 教員に説明責任と教育の質を確保するために「教育レビュー・オフィス（Education 
Review Office）」を確立する（MoE, 2009: 21-26）。 
 
 
3-2-3 中等教育 
 中等教育の目標は、有能かつ熟練した人材を生成することによって国家の発展のニ
ーズを満たし、高等教育のための健全な基盤を提供することである。また、中等教育
のアクセス、公平性、教育の質、適切性を向上させることも目指される。そのための
方策として、中等教育のすべての側面で公平に参加できる機会を拡大する。教育の質
と適切性では、①中等教育におけるソフト職業技能を導入すること、②最低可能な条
件の基準を満たし、公正な支援を確保すること、③中核カリキュラムと現地カリキュ
ラムの基礎として国家のカリキュラム枠組みを採用すること、が挙げられている（MoE, 
2009: 29-32）。 
 中等教育のガバナンスと管理分野では、教育ガバナンスは、中央政府と地方政府の
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共通の責任とし、教育管理は、コミュニティと地方政府との間の共通の責任とすると
述べられている（MoE, 2009: 33）。 
 
 
3-3-4 識字教育と生涯学習 
 識字教育と生涯教育は、15-45 歳のすべての若者と成人の生涯学習の基礎であり、
識字能力は生涯学習に参加することを可能にし、生活を維持し、社会に参加する能力
を開発するために貢献する。生涯学習の一環としてのフォーマルとノン・フォーマル
教育は、識字能力の向上の必要性を満たし、フォーマルな学校教育を補完する。識字
率向上活動には、女性を中心とした基礎的・識字後・所得創出活動プログラムが含ま
れる。識字能力と生涯学習プログラムを提供するため、CLC は主要な戦略的介入を採
用してきた。この計画は、進行中の全国識字キャンペーンを補完するもので、ポスト・
リテラシーと継続教育に重点を置いている（MoE, 2009: 35-36）。 
 人口統計調査（2006）によれば、識字率の全体的な向上とジェンダー平等の観点か
らすると、識字率は着実な向上を示していない。人口統計調査は、特に女性識字率が
他の開発指標に重大な影響を及ぼすという明確な証拠を提供している。字の読める母
親は文盲の母親よりも女子を含む子どもたちを学校に入学させる可能性が高いという
ことである。さらに、字を読める母親は、子ども、家族、地域社会が利益を得ること
ができる経済活動に従事する傾向がある（MoE, 2009: 36-37）。 
 これらの結果から 2015 年までに基礎教育の完全就学の目標を達成することは、女
性の識字率向上につながるだけでなく、女性の識字率が経済活動の増加と生計の向上
に結びつくことを示している。この目標は、生涯のスキルを発達させ、若者や大人の
ための継続的な学習を促進し、特に女性と不利な立場の人に焦点を当てることであり、
青少年と大人の間の機能的識字能力と基本能力を強化することであった。そのための
方策は以下の通りであった。 
 
A) ノン・フォーマル教育政策は、地方分権、民間セクターとのパートナーシップ、
大人の識字の向上という目標を達成するための戦略としての国際・ローカル NGO
に重点を置く。 
B) 識字能力と生涯学習プログラムは、EFA の目標を達成するための国内レベルと地
方レベルでのパートナーシップの知識と経験を活用・統合し、拡張する。 
C) 識字能力と生涯学習の介入は、地方レベルの計画を強化する（MoE, 2009: 37-39）。 
 
 
3-3-5 技術教育と職業訓練  
 教育省は、技術的に熟練した人的資源の現地ニーズを満たすため、様ざまな「技術
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教育・職業訓練（Technical Education and Vocational Training = TEVT）」プログラムを実
施している。CTEVT は、TEVT の機能を調整しており、特に中級および低レベルの熟
練労働力の準備に取り組んでいる。また、CTEVT は、「ネパール商工会議所連盟
（Federation of Nepal Chamber of Commerce and Industry）」、国際・ローカル NGO、その
他の地方組織などの機関と調整する責任を委ねられている（MoE, 2009: 40）。 
 CTEVT は、その構成機関および関連機関を通じてトレーニングコースを実施し、8
万人の若者に訓練を提供することを目指して雇用プロジェクトスキルを提供している。
SSRP は、中等教育における一般的・職業的構成要素の両方に対する政策方向を提供
し、スキル開発の機会を全国に拡大する。適切なモデルとアプローチを特定するため
に、この計画は、ソフト・スキルのための異なるスキームを実験し、試験的に実施す
ることを目的とし、進行中のプログラムを継続する。ただし、SSRP のファンドは、中
等学校の重機利用や建設には使用されない（MoE, 2009: 40-41）。 
 ここでの目標は、学校から職場への移行を支援し、雇用可能なスキルを身につけさ
せ、ネパール国内だけでなく近隣の国や世界市場でも利用できる様ざまなキャリアチ
ャンスを探ることを支援し、中等レベルの学生には、「技術・職業教育（Technical and 
Vocational Education and Training = TVET）」ソフト・スキルを身に着けさせることであ
る。そのための方策は以下の通りである。  
 
A) SSRP の枠組みの下での学校カリキュラムは、学生個々の適性を養うための選択肢
を提供し、キャリア・パスを作成する方法を開発し、いくつかの主要技術・職業
分野におけるソフト・スキルと準備コースを提供する。 
B) 技術教育および職業訓練間のリンクは、教育の一般的な流れとともに確立され、
ノン・フォーマル学習およびフォーマルな学習に導入される。 
C) 政府が承認した TEVT 政策の枠組みの下で、CTEVT は関連当局および機関と協議
し、TEVT 活動の計画、実施、調整を継続する（MoE, 2009: 41-43）。 
 
 
3-3-6 教員の専門性の開発  
 Flash Report 2008 によれば、研修を受けた教員が初等教育では 71%が、中等前期教
育と中等後期教育では 55%であった。初等教育でのプリ・プライマリー教員研修の提
供は、私立の教員養成センターを通じて行われたが、中等教育レベルでは、大学を通
じて教員養成のための予備教育が行われていた（MoE, 2009: 43-44）。 
 国家教育開発センターは、国内の「教育研修センター（Education Training Centers）」
とその他の研修提供者を通じて、初級および中級レベルの教員のための認定および反
復研修コースを実施している。教職に入る前のプロの教員養成コースの修了が必須と
なり、SSRP は、教員の準備とその開発に最優先事項を与えた。SSRP で唱えられてい
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る教育分野の質の向上は、募集された教員の質と効率に関わり、教員の最低資格の増
加が提案され、同時に義務的な研修要件と定期的な更新が計画されている（MoE, 2009: 
43-44）。 
 この分野の到達目標は、すべての教員が学生の学習プロセスを効果的に促進するた
めに必要な知識と能力を備えることであり、また学生の学習プロセスをより容易にす
るために、教員の資格と専門能力を高めることである。そのための方策は以下の通り
である。 
 
 
A）教員の管理分野 
 教員募集プロセスは、地方レベルに分権化され、教育省が提供するガイドラインに
従い、免許を持っている人の中から募集され、教員の免許発行は、さらに強化される。
既存の法律や規則に従って、地域社会が管理する学校の学校管理委員会は引き続き教
員を募集する。コミュニティ・スクールでは、学校管理委員会が教員管理において重
要な役割を担う。教員の職位を補充する際に、女性、ダリット、その他の恵まれない
立場に置かれた国民を募集することが優先される（MoE, 2009: 44）。 
 基礎教育の教員と中等教育の教員のキャリア・パスは、2 種類を提供されるが、適
切な資格を持つ基礎レベルの教員は、中等教育レベルのキャリア・パスへのオープン
な内部競争の資格が有する。教員の専門職キャリア・パスには、初心者、経験者、熟
練者、基礎レベルと中級レベルの両方の教員の 4 つの段階がある。任期、年功、資格、
研修および各自のキャリア・パスにおける学生の成績などの指標に基づいて、教員を
アップグレードすることが規定されている。追加の学問的資格を持つ教員は、関連す
るレベルでのキャリアの進歩を早めるための資格を取得する（MoE, 2009: 44-45）。 
 教員の最低資格は、基礎教育のための高等中等教育以上の教員準備コースあるいは
教育学修士または関連する教員準備コースと同等のレベルで中等教育レベルの教育を
受けることである。しかしながら、より低い学問的資格を持つ教員は、それぞれのレ
ベルの初学年で教える資格が必要になる。資格を更新するのみならず、自発的退職を
選択した教員にインセンティブを提供する（MoE, 2009: 45-46）。 
 
 
B）教員の能力開発分野：教員準備  
 最低限の学業資格に加えて、1 年間の「教員養成コース（Teacher Preparation Course）」
が教員を準備するために提供される。それらは、①基礎教育（1-3 学年）のすべての科
目を多段階教育の専門分野と基礎教育の 3 つ以上の科目（4-8 学年）を教える、②中等
教育（9-12 学年）で 2 つの科目を教える、③マルチ・グレードの授業と特別支援教育
のための専門の教員を準備することが、規定されている（MoE, 2009: 46-47）。 
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C）教員や管理職員の研修  
 教員や管理職員の研修に関しては以下の 4 つが求められている。①政府は、教員の
開発機能に責任を負い、教育と学習の実践の新しい進展に遅れをとらないために教員
は、少なくとも 5 年間に 1 回、1 カ月の奉仕研修を受ける必要がある。②教員のキャ
リア開発と結びつけるために短期研修コースを認める。③教員の専門性を開発するた
めに、短期的・長期的な手段で提供されるキャリア開発にリンクする。④校長の最低
資格は、教育学修士であり、それぞれ基礎学校と中等学校の校長準備コースが設けら
れる（MoE, 2009: 47-48）。 
 
 
3-3-7 教育省の能力強化  
 2015 年までに EFA の目標を達成ために不可欠なのは能力強化であり、SSR に記載
された改革アジェンダを促進するためには能力開発が必要とされた。SSR のコア文書
は、すべての実施機関の能力開発策定を評価し、行動の政策だけでなく、割り当てら
れた役割と責任を実行するための能力を強化することが重要であるとしている（MoE, 
2009: 49-50）。 
 教育サービスの提供パフォーマンスは、SSRP が効果的な実施のための適切な介入
を設計して実施することが重要である。そのため、良い成果がどのように見えるかを
理解し、必要に応じて能力を強化するため行動計画を立てる必要がある。この計画は、
組織的・個人的なレベルで必要とされる能力に対処することが求められ、効果的なサ
ービス提供を促進し、学習成果を向上させることを目指す。ここでの到達目標は、SSRP
で示された改革を実施する能力を強化することであり、教育省のサービス提供のパフ
ォーマンスを改善し、重要な改革を実施する能力を開発することである（MoE, 2009: 
50-52）。 
 そのための手段として、能力開発活動を計画し、実施し、評価し、維持するために
教育省とその行政機関の能力を強化することが求められる。SSR 計画に反映された教
育分野における改革を達成するために、個人・機関・組織レベルでの能力開発を行う。
SSR における能力開発は、フォーマルおよびノン・フォーマル教育方法の最前線提供
者の能力を強化することに重点を置き、学校および地方レベルの機関に焦点を当てる
（MoE, 2009: 52-54）。 
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3-3-8 SSRP の期待される成果  
 上記に挙げた 7 つの分野で、SSRP の終了までに期待される成果は表 3-2 のとおり
である。 
 
 表 3-2 SSRP の期待される成果  
分野  期待される成果  
就 学
前 
教育  
⚫ 87%の 4 歳の子どもが就学前教育経験を得ている。  
⚫ 就学前教育の最低基準は、すべての就学前教育センターで満たされている。  
⚫ 1 学年に就学する子どもの 64%が就学前教育経験を持つ。  
基 礎
教育  
 
⚫ 1 学年で 100%の就学率と 8 学年で 66%の在籍率を達成する。  
⚫ 基礎教育で 90%、中等教育で 31%の純就学率を達成する。  
⚫ 13,000 の教室を改装し、最低基準を満たした 19,500 の新しい教室を建設する。  
⚫ 障がいを持つ学生の要件を満たすために 100 の新しい学校を設立する。  
⚫ 500 VDC/市町村で、強制的義務基礎教育を実施する。  
⚫ 貧しい学生に奨学金を与え、さらに、175,000 人の障がい学生が奨学金を受ける。  
⚫ 300 の学校に図書館や実験施設を備える。  
⚫ 7,000 の学校の外部環境を最低限有効条件に適合したものに改善する。  
⚫ 625 の宗教的な学校は、最低限有効条件に合致するように向上する。  
⚫ 95 の異なる言語で作成された学習促進資料を提供する。  
⚫ 多言語教育を 7,500 の学校で実施する。  
⚫ 10,400 の基礎学校は、学校管理委員会が教員を雇う。  
⚫ マルチ・グレードの教育を 750 の学校で実施をする。  
⚫ 毎年、約 15 万人の学生が代替的な規定により基礎教育を受ける。  
中 等
教育  
⚫ 毎年、60,000 人の学生がオルタナティブと学校の規定により 9 と 10 学年を修了する。  
⚫ 極度地域（カルナリ地区）の貧困にある 75,000 人の学生が中等教育を修了するため奨学金を
受け取る。  
⚫ 9 学年と 10 学年の女子 660,000 人が奨学金を受ける。  
⚫ 障がいを持つ 75,000 人の学生が奨学金を受ける。  
⚫ カリキュラム、教員用ガイド、教科書は電子的に利用をできるようにする。  
⚫ カリキュラムと教科書は、改訂され、更新をされる。  
⚫ 教員用ガイドが作成、更新、配布される。  
⚫ すべての中等教育レベルの学生は、予定通りに教科書を受け取る。  
識 字
教育  
・ 
生 涯
教育  
⚫ 識字者は、生計向上に寄与する合理的な選択を行う能力を備えた情報と技能を身に付ける。  
⚫ システム能力と学習制度を強化する。  
⚫ 全国に 1,050 のコミュニティ学習センターが設立され、運用される。  
⚫ 識字率と継続的な教育を通じて、約 70 万人の青少年が生涯のスキルを身につける。  
⚫ 現地の言語・母語習得のためにリテラシーコースを紹介する。  
TEVT ⚫ 基本的なライフ・職業スキルの内容は、6-8 学年までのカリキュラムに統合をする。  
⚫ 中等教育のためのソフト・スキルに焦点を当てた職業カリキュラムを開発する。  
⚫ 工芸、コンピュータなどのようなソフト・スキルに焦点を当てた様ざまな技術的・職業的構
成要素をモデル建設のための公立中学校 100 校で試験をする。  
教員  
の 専
門 性
開発  
⚫ 750 名の教員トレーナーを研修し、教員のためのリフレッシャー研修を行う。  
⚫ すべての教員の専門的な能力や知識を教員養成コースや補習研修を通じて更新する。  
⚫ 4,050 人の教員が認定トレーニングコースを修了する。  
⚫ 不利益なグループ出身の 7,000 人の教員候補者のコンピテンシーを準備コースを通じて改善
する。  
教 育
省 の
能 力
強化  
⚫ 必要な法律、規則、ガイドラインの裏付けを通じ、制度的枠組みの実現を目指す。  
⚫ 組織の権限、構造および関係をパフォーマンスの改善に結びつける。  
⚫ 個人の能力と労働条件を研修、啓発、意識向上、研究活動、インセンティブを通して向上さ
せる。  
 出典: MoE, 2009: 6-65 に基づき筆者作成。 
 
 前述したように、SSRP は主に就学前教育、基礎教育、中等教育、技術教育と職業訓
練に重点を置いた。教育の質を向上するために、教員の研修に焦点を当て、実施機関
として中央レベルにある教育省および教育局の能力強化を重視した。次に SSRP の成
果について述べる。 
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3-4 SSRP の成果 
  
 表 3-3 SSRP の主要業績評価指標 
インジケーター  単位  基準年   状況  
2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 目標  2016 
教育予算の割合            
国家予算  % 16.51 16.27 17.11 16.60 15.67 15.65 13.92 - - 
GDP % 3.60 3.60 4.50 4.30 3.73 4.20 4.50 4.00 - 
教育予算の分担            
基礎教育  % 71 71 64 68.9 64.53 60.30 54.28 76 - 
中等教育  % 9 9 16.94 16.70 17.87 19 19.89 9 - 
1 学年           
就学前教育経験  % 36 49.9 52.10 54.30 55.60 56.90 59.60 64 62.60 
総就学率  % 148 144 142 140.7 137.70 141.80 137.00 133.0 136.70 
純就学率  % 81 86.40 89 90.70 91.20 91.60 93 96 93.90 
総就学率            
就学前教育  % 63 66.20 70 72.90 73.70 76.70 77.70 82 81 
基礎教育  % 123 123.3 124.4 123.7 120.1 115.7 117.1 115 120.1 
中等教育  % 40 44.70 46.20 49.40 51.70 50.40 51.60 61 56.70 
純就学率            
初等教育  % 92 93.70 94.50 95.10 95.30 95.60 96.20 100 96.6 
基礎教育  % 73 83.20 86 86.60 87.50 86.30 87.60 90 89.40 
中等教育  % 21 23.90 27.10 30.60 32.40 33.20 34.70 40 - 
研修を受けた教員            
基礎教育  % 66 70.20 77 89.20 90.30 90.60 91.40 95 92 
中等教育  % 77 72.30 74.30 78.60 79.80 80.40 83 91 87.00 
認定を受けた教
師  
          
基礎教育  % 91 - - - 96.90 98.10 98.60 100 98.80 
中等教育  % 91 - - - 98.00 98.70 98.90 100 99.30 
学生・教員比率            
基礎教育  比率  43 44 46 44 42 41 41 35 40 
中等教育  比率  39 34 35 36 31 31 30 30 39 
留年率            
1 学年 % 18 26.50 22.60 21.30 19.90 17.50 15.20 10 13.70 
8 学年 % 11 6.5 6.6 6 5.70 5.10 4.50 2 3.90 
在籍率            
5 学年 % 58 77.9 80.6 82.80 84.10 85.40 86.80 90 87.50 
8 学年 % 41 62 66 67.50 69.40 72.20 74.60 76 76.60 
効率係数（CoE） 23           
基礎教育  比率  0.49 0.61 0.65 0.67 0.68 0.71 0.73 0.75 0.76 
合格率            
SLC % 62 64.31 55.50 47.65 41.57 43.93 47.43 55.00 - 
高校学校  % 25 47.70 44 48 42.40 44.29 44.30 50 - 
識字率            
15-24 歳 % 75 - - - - - - 95 - 
6+歳以上  % 69 63 61 65.90 65.90 65.90 65.90 85 65.90 
15+歳以上  % 56 56 57 57 57 57 57 75 57 
識字 GPI（15+）  比率  0.74 - 0.76 0.76 0.76 0.76 0.76 0.98 0.76 
 出典: ADB, 2017: 21-23 に基づき筆者作成。 
 
 以上の表 3-3 は、SSRP で達成された成果を示す。表 3-3 によるとすべての分野で、
改善の傾向が見られ、就学率や教員の研修などでは、大幅に成果が上がったことがわ
 
23. 効率係数とは、一定の学校からの卒業生の数を生み出すために必要な学生（生徒）の数である。  
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かる。4 歳児の就学前教育プログラムへの加入率は、2008 年の 63%に対し、2016 年に
は 81%に達しジェンダー平等指数は、0.95 という目標を上回る 0.99 であった。9-12 学
年の総就学率は 11.6%増加し、51.6%に達した。9-12 学年（34.7%）の純就学率は 27%
という目標をはるかに上回った。総就学率と純就学率の両方でジェンダー平等に設定
された目標を 9-12 学年の成績を上回って達成された。ジェンダー平等の大幅な改善も
達成され、研修を受けた教員の分野でも大きな成果があった。  
 しかしながら、教育分野での国家予算の割合が毎年減少し、全体的に就学率は上が
っているものの、中等教育の就学率は、21%から 34.7%までの向上にとどまり、40%と
いう目標に達成していない。SLC および高校学校では合格率は目標に到達せず、全体
的に識字率も上がってない。学生・教員の比率は、2009 年とほぼ変わらず、目標を達
成せず、教員の配分には課題が残る。以下、特に改善が見られた就学率と教科書の提
供率を具体的に見ておく。 
 
 
就学率の改善 
 就学率については、4 歳児の就学前教育プログラムを経験した児童の小学校への就
学率は、2016 年には 62.60%に達した。そのジェンダー平等指数は 0.99 であり、ジェ
ンダー平などの大幅な改善も達成された。不登校の 5-12 歳までのシェアは 2016 年に
10.6%に達し、2008 年の 27%から大幅に減少した。しかし、SSRP の目標となる 100%
には満たなかった。就学率については、初等教育では、2016 年に 96.6%、基礎教育（1-
8 学年）では、89.40%、中等教育（9-12 学年）では 37.70%に達した。基礎教育では、
研修を受けた教員が、2009 年の 66%に対し、2016 年には 92%に達し、中等教育では、
87%に達した。コミュニティ・スクールへの移行は、66%から 85%までに、奨学金の提
供は 31%から 57%までに達成し、2016 年までに 100%のダリットに奨学金が与えられ
た。 
 世界銀行によれば、就学前教育の進展は、SSRP の年間進捗目標を超えたが、この急
速な拡大については、プログラムの質の確保には十分な注意が払われなかったことが
指摘されている。基礎教育と初等教育では、就学率が増加したが、ドロップアウト率
が高く、アクセスが全体的に増加したものの、特定の地域、特定のカースト、民族集
団の子どもたちの格差が残されている。また、山岳地域とタライでは、初等教育の対
象となる児童の割合が高いものの、就学できない子どもの数が多い（World Bank, 2017: 
51-52）。 
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教科書の提供率 
 表 3-4 教科書提供に関する 2009 年と 2016 年とのデータの比較  
学年  2009 年 2016 年 
入学者（人） 全科目  一部の科目  なし  入学者（人） 全科目  一部の科目  なし  
1-8 6,505,085 54.0% 6.8% 39.2% 4,990,095 88.4% 6.5% 5.1% 
9-10 790,348 22.8% 4.8% 72.4% 767,649 91.7% 4.5% 3.8% 
合計  7,295,433 50.7% 6.6% 42.7% 5,757,744 88.9% 6.4% 4.7% 
 出典: World Bank, 2017: 37 に基づき筆者作成。  
 
 以上の表 3-4 は、教科書の提供に関する 2009 年と 2016 年とのデータの比較である。
表 3-4 から入学者数は、2009 年と比較し、1-10 学年で 1,573,686 人が減ったが、教科
書の提供は増加した。1-8 学年では、2009 年には「全科目」は 54%、「一部の科目」は
6.8%、「なし」は 39.2%であったが、2016 年には「全科目」は 88.4%まで向上し、「一
部の科目」は 6.5%であったが、「なし」は 5.1%にまで改善した。9-10 学年では、2009
年には、「全科目」は 22.8%、「一部の科目」は 4.8%、「なし」は 72.4%であったものが、
2016 年には「全科目」は 91.7%、「一部の科目」は 4.5%、「なし」は 3.8%となった。1-
10 学年平均教科書の提供を見ると、2009 年には、「全科目」は 50.7%、「一部の科目」
は 6.6%、「なし」は 42.7%であったものが、2016 年には、「全科目」は 88.9%、「一部
の科目」は 6.4%、「なし」は 4.7%までに改善された。2009 年に比較して教科書の提供
が幅広く改善された背景には、無償提供と教科書出版の分散化があった。 
 しかし、教科書の提供は 100%ではなく、質的にも問題があり、今後さらに改善が必
要となる。教科書の提供の問題点についてパラゾリとダスは、一部の学校では学期の
開始後 6 カ月まで教科書を受け取っておらず、教科書の印刷に腐敗と競争があり、ま
た交通の欠如などによって円滑な配布が妨げられていると述べている（Parajuli and 
Das, 2013: 151）。 
 
その他の成果 
 SSRP の成果は、基礎レベル（1-8 学年）全体の利益については、中等教育の利益と
並んで著しく増加した。これらの傾向は、学校セクター全体への関心の拡大のプラス
の効果を示唆している。SSRP の実施期間中に、特に就学前教育と基礎教育におけるア
クセスが増加し、社会格差の縮小が実現している。在籍率と参加者は、疎外化された
階級や低カーストなどの民族グループを含めて増加し、不登校の数も減少した。SSRP
では識字率、学生と教員の比率、研修を受けた教員数の増加、学校への質やサービス
の提供のための体系的効率の改善において、顕著な進歩を示している。 
 質の向上については、基礎教育の修了率は、目標の 76%に対して 69.6%が達成され
た。5 学年の在籍率は、2009 年から 2016 年までに、58%から 87.5%に、8 学年に関し
ては、41%から 76.6%まで上昇した。その他、高等学校の合格率は、2009 年から 2015
年までに 25%から 44.3%まで向上した。研修を受けた教員は、2009 年から 2016 年ま
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でに、基礎教育では、66%から 92%、中等教育では、77%から 87%まで増加し、また
認定を受けた講師は、基礎教育では、2009 年から 2016 年までに、91%から 98.8%、中
等教育では、91%から 99.3%まで増加した。 
 学生成果の国家評価（National Assessment of Student Achievement = NASA）を導入し、
教員の研修と教科書の提供は強化された。1 学年生の留年率は、2009 年から 2016 年ま
でに、27%から 14%に、8 学年生については 12%から 4%に、10 学年生については 7%
から 3%に減少した。1 学年生のドロップアウトは、10%から 5%に、8 学年生は 7%か
ら 6%に、10 学年生は 9%から 5%に減少した。 
 学校教育で女子の在学を保持するために、女子用トイレは、11,500 戸を含む 17,363
学校に置かれた。また、安全面に関しては、学校の地震被害を軽減する構造的側面を
調整し、260 の建物の改修を行い、4,000 人の教員と 5 万人の学生を、学校の安全研修
に参加させた。教員の管理と開発の強化については、教員の募集、教員の移転と配備、
教員の資格と専門職の開発を対象とし、包括的な調査が完了した。 
 ガバナンス管理の改善については、計画は包括的で、中央、地方、学校レベルの予
算編成、会計、監査、調達機能を改善するための行動が含まれ、各会計年度の監査実
績を調査し、適切な措置を取り、銀行口座を介した教員の給与支払い制度を導入し、
資金の流れをチェックする追跡調査を行い、スタッフの調達訓練が実施された。 
 
 
3-5 小括 
 SSRP は、EFA と MDGs の目標を達成するための最後の計画であり、主な目標は、
就学機会の拡大、教育の質と適切性の向上、学校の能力の強化、および学校教育とし
て就学前教育から 12 学年までをカバーする教育制度の改革が掲げられた。さらに、学
校全体の就学率を向上させ、1 学年の就学率を 100%までに引き上げ、既存の学校制度
を改良し、新たな学校制度を制定した。すべてのレベルで教科書は、タイムリーに更
新され提供された。また、生涯教育によって国民の識字率を向上させ、効果的な計画
の実施のために教育省の能力強化が行われ、教員の研修を通じて教育の質の向上など
が強調された。 
 北村は、政策選択肢に関する評価として、望ましさ、実行可能性、政治的支持、負
担可能性の 4 つを挙げている（北村、2014: 22-23）。これに基づき SSRP の政策選択を
見てみると、まず望ましさについては、SSRP は、EFA や MDGs のような国際的な目
標を達成するために策定された計画であった。実行可能性に関しては、開発パートナ
ーと中央行政によって、組織的過程モデルに基づいて策定された。政治的支持に関し
ては、SSRP は目標されている学校制度改革が終了するまでに教育法の改革ができず、
政治的支持が脆弱であった。負担可能性においても、必要な資金を集めるだけに留ま
った。 
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 SSRP では不明確な部分も多く見られた。まず、基礎教育においては、ネパールの絶
対貧困率（1 日 1 ドル以下で生活をしている国民）は約 21%であり、SSRP では彼らを
どのように学校教育システムに包摂するのかについて具体的な言及はない。また、ネ
パールでは、約 20%の私立学校が存在するが、SSRP は私立学校を対象とはしていな
い。学校格差（私立学校と公立学校、公立学校間の格差）に関する問題も大きく、そ
れについても具体的な言及がない。母語の教育を行うことに関しては、母語を教える
のか、母語によって教授を行うのかが不明確である。成果として、ジェンダー平等指
数は 0.95 の目標を上回る 0.99 であったと述べているが、男子を私立学校に行かせ、
女子を公立学校に行かせるというネパールの社会的慣習が SSRP では考慮されていな
い。 
 中等教育においては、9-12 学年を中等教育にしているが、9-10 学年を中等教育とし
て定め、11-12 学年を大学の準備教育として定めている多くの途上国がある。9-12 学
年を中等教育にすると学校教育での国家の負担が大きくなるからである。技術教育と
職業訓練に関しては、この分野に与えられた予算は 2.63%のみで、基礎教育の 56.61%
に対して極めて少なく、パイロット・プログラムとして考えられていた。  
 教員・学校の管理委員会がどのように説明責任を果たすかについての対策は、非現
実的である。教員の管理は、一番の問題であるが、それに対する解決策は具体的には
ない。学校の管理・運営は、地方政府・コミュニティによって行うとしているが、ど
のように管理・運営させるのか、地方政府・コミュニティの権限とそれらに与える予
算などについての方策が SSRP では不足している。 
 総合的に見て SSRP では、就学率とジェンダー平等は向上したものの、EFA や MDGs
のような国際的な目標を完全に達成できず、国内の教育的課題のすべてを解決できる
計画ではなかったと言えよう。 
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第 4 章 SSRP におけるネパールのオーナーシップ 
 
 本章では、第 1 章で提示した教育分野のオーナーシップの水準を測るための三つの
指標を用いて、SSRP におけるネパール政府のオーナーシップの実態を明らかにする。
第 1 節では、SSRP においてドナーの影響がどのぐらい反映をされたのかを確認する。
第 2 節では、SSRP の教育内容面でのネパール政府のオーナーシップに注目し、SSRP
を策定する際にネパール政府が提示した目標（ネパール政府のアジェンダ）と SSRP
を相互に参照し、SSRP で政府が思い描いていた目標がどのぐらい反映されたのかを
具体的に分析する。第 3 節では、SWAp 援助モダリティを前提として、予算配分・予
算活用局面におけるネパール政府のオーナーシップの状況を考察する。第 4 節では、
SSRP の実施過程におけるネパール政府のオーナーシップの程度を検証する。  
 
 
4-1 SSRP におけるドナーの援助の方向性 
 ネパールの教育計画策定におけるドナーの影響は、1990 年以来増加しつつあること
を第 2 章で確認した。本節では、SSRP において主要なドナーの援助の方向性を比較
し、ドナーの影響力の程度を考察する。この目的のために、SSRP の策定直前に出され
たドナーの全体的な国別援助報告書と SSRP プログラムへの援助の報告書などを用い
て分析を行う。 
 
4-1-1 世界銀行の援助  
 世界銀行は、ネパールの教育開発における第一の援助機関であり、ネパールの教育
開発に大きな影響を与えている。SSRP の内容に密接に影響を与えている世界銀行の
国別援助方針に関する世界銀行の 2007-2009 年の援助の方向性は、以下の 4 点であっ
た。①学校教育制度を、10 学年から再構築し、12 学年までとする。②奨学金によって、
社会的に貧しい国民に教育のアクセスを拡大する。③初等教育の教員の給料を 25%向
上させ、1 人の教員に対し学生の人数は 55 人までにする。④学校の給食制度を多くの
地方に拡大させる（World Bank, 2007: 3-10）。 
 次に、世界銀行の 2009-2011 年の援助の方向性は、以下の 5 点であった。①8 学年ま
での基礎教育を対象とし、教育の質を向上させるため、奨学金に焦点を当てる。②SSRP
における SWAp を強化するために助言を行う。③資金の管理に関するモニタリングお
よび評価制度を充実させ、資金の透明性を強化するために援助を行う。④コミュニテ
ィによって管理をされている学校に援助を行う。⑤SSRP の資金調達においてガバナ
ンス強化に関する制度整備を行い、信頼できるデータ管理制度を強化するために援助
を行う（World Bank, 2008: 59-60）。 
 SSRP において世界銀行は、ドナーグループ会合の議長であるフォーカル・ポイント
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を努め、協調的な援助を進める上で中核的な役割を果たした。ネパール政府は、世界
銀行に SSRP を実施するために適切で継続的な資金調達を要請した。SSRP において世
界銀行の援助の目的は、初等教育（1-8 学年）の範囲を特に拡大することであった。教
育分野において、ネパール政府の資金は大幅に増加をしているが、世界銀行の関与は
重要であり、援助を受けてネパール政府は、改革イニシアチブの目標を速やかに拡大
するため、他のドナーと連携し、それを世界銀行が援助する形となった。加えて、世
界銀行は、SSRP において質の高い教育への公平なアクセスを確保し、地方分権化改革
を強化するために、「継続的評価システム（Continue Assessment System = CAS）」に基
づいて援助を行った（World Bank, 2017: 1-3）。 
 SSRP における世界銀行の援助の要素は 3 つある。要素 1 は、基礎教育であり、基
礎教育を最優先とし、基礎教育へのアクセスと教育の質の目標を達成する（総額 20 億
7,600 万ドルで、世界銀行は 1 億 200 万ドルを出資）。要素 2 は、中等教育であり、中
等教育の範囲を拡大し、9-10 学年と 11-12 学年を中等教育に統合する（総額 5 億 1,200
万ドルで、世界銀行は 2,500 万ドルを出資）。中等教育へのアクセスと中等教育の質を
向上させ、中等教育を中心に教室、物理的設備（教室だけでなく実験室も含む）、教材
などを大幅に増やし、疎外されたグループの就学格差を是正する。要素 3 は、制度的
能力の強化であり、地方レベルにおける計画の策定と実施に重点を置き、地方レベル
の実施機関がサービスを提供し、モニタリングを行う能力を向上させる（総額 5,700 万
ドルで、世界銀行は 300 万ドルを出資）。また、教員が学習環境に大きな影響を持つた
め、教員の研修と学校ベースの教員募集を再び援助することであった（World Bank, 
2017: 7-8）。 
 
 
4-1-2 ADB の援助 
 ADB は、ネパール政府にとって、世界銀行に次ぐ援助供与機関である。SSRP の内
容に影響を与えた ADB の国別援助方針は、「国別援助戦略（Country Assistance 
Strategies）」の 2005/06-2008/09 年度および 2009/10-2011/12 年度である。 
まず、ADB の 2005/06-2008/09 年度の援助の方向性は、教育計画の政策および管理
の改善のために、援助と投資を組み合わせ、教育セクターの全体的な援助を提供する
ことである。また、過去の経験と初等・中等教育における継続的な援助を基に、教育
セクターの包括的開発を促進するための政策に基づき教育セクターの全体的な援助を
提案する。ネパールの技術教育開発プログラムへのアクセスと技術教育の質を向上さ
せることにより失業中の青少年、女性、貧困層、社会的に恵まれない国民の収入の可
能性を改善するために政府は援助を行う。これらの援助によって ADB は、貧困層の
生産性の向上、労働力の移動性、青少年の雇用の増加に直接貢献することで、包括的
開発を促進しようと考えた（ADB, 2004: 28）。 
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 次に ADB の 2009/10-2012/13 年度の方向性は、①最低限の基準を満たす基礎教育お
よび中等教育サービスの提供、②自由かつ義務的な基礎教育の段階的な提供、③基礎
教育と中等教育の拡大のために適切な規制枠組み、運用ガイドラインの策定、規則と
基準の提供、④社会的に最も恵まれない子どもたちの学習習慣維持と改善、⑤教員の
募集、配備、教員研修、管理制度を強化することであった（ADB, 2009: 17）。 
 また、ADB の TEVT に関する援助の方向性は、①TEVT プログラムとサービス提供
者の統制と統合した国家システムに統合する規制枠組みと制度的メカニズムの開発、
②全国的な職業資格制度の段階的な開発、③TEVT 機関を拡大して維持し、雇用のた
めに優れたスキルを青少年に持たせ、制度を整備し、幅広い能力開発を行うことであ
る。その他の分野における ADB の援助の方向性は、災害リスク削減努力の一環とし
て、学校の構造的・非構造的脆弱性の評価、物理的な改築と地震対策の強化、意識啓
発を援助するため、SWAp のもとで政府と政策対話を行うことであった（ADB, 2009: 
17）。 
 SSRP において、ADB の援助は次のような分野に重点が置かれた。①ジェンダーの
平等、社会的包摂および教育の質の向上に重点を置いて援助を行う、②教育機関の制
度的能力・管理を強化する、③モニタリングおよび評価制度に重点を置く、④安全な
学校施設のために革新的な援助を行うことであった。その他にも ADB は、基礎教育
（1-8 学年）と中等教育（9-12 学年）を統合し、学校構築制度を再構築することを目的
として SSRP 実施をするため、SWAp に基づき資金と能力開発技術支援を提供した
（ADB, 2017: 1-2）。 
 SSRP において、技術支援は、次のような分野を分析するために援助を行った。①デ
ータ分析、②学生の学習向上、③教員の能力開発、④制度的能力の強化（財務管理、
公的支出追跡調査、調達訓練、制度分析、社会的説明責任メカニズムの分野に焦点）、
⑤プログラム管理であった（ADB, 2017: 7-9）。 
 
 
4-1-3 JICA の援助 
 ネパールにおいて日本の援助は、1956 年の国交樹立後、1969 年度の商品借款（有償
資金協力）および技術支援により開始された。無償資金協力は、1970 年の食糧援助に
始まり、保健・医療、教育などの基礎生活分野に加え、運輸、電力などの基礎インフ
ラ整備を中心に実施されてきた。1970 年後半から、日本の援助額は拡大し、二国間援
助では、1980 年から 2002 年まで24、日本はネパールの最大のドナー国であった25。 
 ネパールの教育分野において JICA は、1990 年以来、初等教育と技術教育を中心に、
 
24. 1988 年を除く。  
25. https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hyouka/kunibetu/gai/nepal/kn12_01_index.html,  2018 年 9 月 21 日
アクセス。  
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援助を行ってきた。1990 年代は、学校建設のみに援助を行い、2000 年以降、技術教育、
学校運営プログラムに援助を行ってきた。このような援助は、特定の地域に偏り、日
本の援助をネパールの全国民が認識していなかったという反省点を踏まえて、2012 年
以来、全国的に展開されている。また、2012 年以来、それまであった学校、教室、ト
イレ、飲料水などのようなハード面の援助から教育省の能力開発、中央レベルから村
レベルまで学校運営に関する能力開発、教育アドバイザーなどのソフト面の援助に変
化している26。1994 年から 2014 年に JICA よって建設された学校施設数は、教室 9,532、
リソース・センター106、トイレ 1,837、飲料水施設 1,046 などであった27。 
 SSRP において JICA 援助は、「小学校運営改善援助プロジェクト」を通じて「教員
とリソース・パーソン」「組織レベルとして学校管理委員会と PTA」「教育省と教育局
の職員」の研修や広範囲な能力の強化を行うことであった。具体的にそれらは、地区
教育事務、リソース・パーソン、校長、学校管理委員会、PTA の議長およびメンバー
などに「学校改善計画を中心とした学校運営能力強化」という同一のゴール達成に向
けた能力強化に関するトレーニングのためである（JICA, 2012: 102-107）。 
 SSRP のもとで、基礎教育の無償化や僻地における学校建設などによって、貧困層の
教育へのアクセス向上に貢献する。また、貧困層を対象とした奨学金プログラムを実
施し、貧困層に直接利益となる政策の実施も JICA が考えた。社会開発促進では、すべ
ての基礎教育に就学した女子学生を対象とする奨学金支給プログラムを実施し、すべ
ての学校に女子トイレを建設することで、ジェンダー間格差の解消に試みた。JICA が
実施する技術支援プロジェクトは、小学校運営改善プロジェクトの学校運営改善の普
及と展開に関わる援助と個別専門家（教育アドバイザー）による政策・制度面でのイ
ンプットと連携する。これによって SSRP に対する財政援助を実施することにより、
SSRP の枠組みの中で技術支援の成果を広く普及・展開し、制度化していくことができ
る。当該セクターにおいて実施している技術支援プロジェクトから得られる様ざまな
知見を、制度・政策や計画の策定段階でインプットすることによって全国レベルに普
及させるためには、SSRP の政策対話に参画することが重要であることが認識されて
いる28（JICA, 2015: 2-5）。 
 
 
4-1-4 その他の援助機関  
UNDP の援助 
 UNDP は、ネパールにおいて 1963 年から住民の人権を重視したアプローチを展開
 
26. JICA 職員へのインタビュー、東京・日本、2017 年 7 月。 
27. JICA, Nepal, “Japan International Cooperation Agency Outline of Cooperation in Nepal” https://www.jica.g
o.jp/nepal/english/office/others/c8h0vm00009vyd39-att/brochure_07.pdf, 2018 年 9 月 21 日アクセス。  
28. https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2015_1560310_1_s.pdf, 2017 年 8 月 2 日アクセス。  
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し、政府の能力強化を通じた貧困削減に援助を行ってきた。2006 年以降になると
UNDP は、政府の能力強化を通じた平和構築・民主化援助や MDGs の達成に向けた援
助を行うようになった。教育分野では、「ネパールのために国際連合開発援助枠組み
（United Nations Development Assistance Framework for Nepal）」2008-2012 年において、
識字教育、就学前教育、女性に焦点が当てられていた。SSRP において UNDP は、技
術支援と共に SWAp を通じて 1 億 2,000 万ドルの援助を行った（UNDAF, 2008: 7）。 
 
EU の援助 
 ネパールにおける EU の援助は、EU の「国別戦略ペーパ （ーCountry Strategy Paper）」
2007-2013 年に基づき、①教育（人権、ジェンダー、紛争予防および環境を分野横断的
課題として含む）、②国家の安定と平和構築、③貿易の円滑化と経済能力の強化を重点
援助分野として定め、2007 年から 2013 年の 7 年間で 1 億 2,000 万ユーロを拠出した。
教育分野に関しては、援助の約 60％を当てる方針を示し、就学率の向上、公正と包摂、
質とアクセスの向上、学校運営におけるコミュニティ能力の強化、教員の確保、私立
学校の推進などを目指した。また、能力開発を確保するために、包括的セクター政策
援助の一部を構成し、職業訓練などの異なる教育サブセクター間の一貫性の確保に取
り組んだ（EU, 2007: 7）。 
 
教育分野でのドナーの援助の方向性と SSRP  
 以下の表 4-1 は、教育分野におけるドナーの援助の方向性をまとめたものである。
同表では、ドナーの援助目標が SSRP に反映されたかどうかかについても示してある。 
 
 表 4-1 主要なドナーの援助の方向性と SSRP との関係 
ドナーの援助の方向性  SSRP で言及  
世界  
銀行  
コミュニティ・スクールへの援助 × 
学校教育は 10 学年から 12 学年まで再構築  ○ 
基礎教育へのアクセスと教育の質を向上させるため、社会的貧しい国民に奨学
金提供、給食制度の強化  
○ 
中等教育では、（ダリット、疎外された人びと、障がい者、女子、貧困層）のア
クセスを促進するため、奨学金の提供  
○ 
中等教育において、疎外されたグループの格差を是正  ○ 
中等教育において、学校インフラおよび教材の拡大  × 
教員の給料向上  × 
教員と学生間の比率の調整、教員研修の向上  ○ 
学校ベースの教員の募集  ○ 
全体的なモニタリングおよび評価システムの充実  ○ 
信頼をできるようなデータの管理能力の強化  ○ 
資金の透明性の強化  × 
地方レベルでの計画の策定、実施能力、モニタリング能力の強化  ○ 
ADB 基礎教育において、最低限の基準を満たす教育サービスの提供  ○ 
中等教育において、最低限の基準を満たす教育サービスの提供  ○ 
社会的に最も恵まれない子どもたちの学習習慣の維持  ○ 
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ジェンダー、社会的公平性、社会的包摂に重点  ○ 
無償かつ義務的な基礎教育の段階的な提供  ○ 
教育機関の制度的能力と管理能力の強化  ○ 
教員の募集、配備、教員研修、管理制度を強化  ○ 
モニタリングおよび評価制度の強化  ○ 
TEVT プログラムの学校教育プログラムと統合  ○ 
全国的規模への TEVT プログラムの拡大  ○ 
学校の物理的な改築と地震対策の強化  × 
学校の安全性の強化  × 
JICA 学校、教室、トイレ、飲料水などのインフラ建設の拡大  ○ 
技術教育の拡大  ○ 
中央レベルから地方レベルまでの能力強化  ○ 
学校改善計画の関係者に研修の強化  × 
貧困層に奨学金の提供  ○ 
ジェンダー格差を解消するため、女性用トイレの建設  × 
すべての女子学生に奨学金の提供  ○ 
UNDP 就学前教育の拡大  ○ 
識字教育の拡大  ○ 
女性教育に焦点  ○ 
EU 就学率向上、質とアクセス向上  ○ 
包括的教育、公平性に焦点  ○ 
学校運営におけるコミュニティ参加の強化  ○ 
教員の確保と能力開発  ○ 
TEVT などの異なる教育サブセクター間の一貫性の確保  ○ 
私立学校の推進  × 
出典: 各援助機関の公式文書に基づき筆者作成（World Bank, 2007; World Bank, 2008; 
World Bank, 2017; ADB, 2004; ADB, 2009; ADB, 2017; JICA, 2012; JICA, 2015; UNDAF, 
2008; EU, 2007）。○=SSRP に反映をされている。×=SSRP に反映をされてない。  
 
 表 4-1 の考察結果が示すように、ドナーの援助の方向性を示す 41 項目中 32 項目が
SSRP に反映されている。就学率向上、教育の質向上、女性の教育、教員の能力強化な
どの分野はすべてのドナーの共通目標であり、異なる援助の方向性もある。 
 
 
4-2 SSRP の教育内容におけるオーナーシップ 
4-2-1 SSRP の策定過程  
 SSRP は、BPEP Ⅰ、BPEP Ⅱ、SESP、コミュニティ・スクール支援プロジェクト、EFA 
NPA などのような過去の計画と継続する計画であり、MDGs の目標 2 と 3、そして EFA 
の 2015 年目標を達成するための最終的な計画であった。ネパールでは、1996 年に内
戦が始まり、2006 年に民主化運動のもとに停戦をした。2007 年に、暫定憲法を公布
し、そこには、教育と文化を維持する権利は基本的な人権であると規定された（第 17
条）。また、母語で基礎教育を受ける権利、中等教育まで無償で教育を受ける権利、共
同体の文化や文字、言語などの遺産を守る権利なども暫定憲法で謳われた。さらに、
2007 年に策定された「暫定 3 カ年計画」（2007/08-2009/10 年）では、教育関連で 7 つ
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の目標が掲げられ、そこでは、「教育の質を保ちながらも 1-8 学年の無償の義務教育と、
公平で包括的な中等教育へのアクセスをすべての子どもたちに提供する」という目標
が含まれていた。 
 このような背景を通じて策定された SSRP であるが、ネパール政府は、SSRP を策定
する際に、特別な要望を提示せず、EFA NPA を評価するために採用された外国の独立
したコンサルタントの提言を参考に、SSRP の優先順位を設定した29。この EFA NPA の
評価レポートに加えて、ネパール政府独自の開発計画である 3 カ年国家計画などに基
づき SSRP の目標を設定した。SSRP 策定時に国内の政治的不安定が続いていたため、
SSRP に対して政治指導者が十分な関心を示さず、中央レベルの主要機関のみならず
地域社会の一般市民をも含めた幅広い受益者との協議も実施されず、中央レベルにお
いて教育省の職員とドナーのアドバイザーによって計画は策定された30。このため、
SSRP の策定時にネパール政府は十分なイニシアチブを取れず、ネパール政府がオー
ナーシップを発揮しているとは言い難い。  
 EFA NPA 共同評価の目的は、教育省・ドナーと他の教育関係者が、SSR の策定に関
わる情報を提供することであった。SSR は、ネパール政府が国家の目標として設定し
ている貧困削減と EFA の目標を達成するための重要な手段になると考えられた。EFA 
NPA を実施して得た経験は、教育の分権化の必要性、学校運営におけるコミュニティ
の参加の拡大、政治的コミットメントによりカースト差別への対処と言語的・文化的
多様性への対応などであった。ただし、EFA NPA によって、次のような混乱も生じ
た。①無償教育の矛盾した政策、②多言語教育の実施を導く詳細な計画の欠如、③「特
別な」教育と「包括的」教育との関係の不完全な明瞭さと初等教育のインフォーマル
な役割である（Cambridge Education, METCON Consultants, 2009: 76-77）。EFA NPA が
推奨する SSR の枠組みは、ネパール政府が認識している貧困削減の課題、資源の課題、
基本的人権の達成に向けた社会・政治的変化への幅広いコミットメントを反映してい
る。それは、教育セクターにおける全体的な方向性を導くのに役立ち、ネパールの貧
困削減と社会的包摂目標を達成する中心的な手段であると考えられた（Cambridge 
Education, METCON Consultants, 2009: 77-78）。 
 SSRP のコンセプトおよび策定へのイニシアチブについて、コイララは、次のように
指摘している。ネパール政府の能力が脆弱であるため、SSRP では、ドナーのコンセプ
トと要請によって、EFA のような国際的な目標の達成が重視され、ドナーがイニシア
チブを取り SSRP は策定された。ネパール政府が策定したのは、ドナーが策定した
SSRP の目標を達成するための手段である年次戦略実施計画や「年次作業計画と予算
（Annual Work Plan and Budget = AWPB）」のような短期的な年間計画であった（Koirala, 
 
29. 教育省、広報担当者への聞き取り調査、カトマンズ・ネパール、2018 年 3 月。  
30. 教育省、元職員への聞き取り調査、カトマンズ・ネパール、2018 年 3 月。  
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2015a: 1-140）。 
4-2-2 国家計画における政府の教育分野の目標  
 次に、教育計画の内容を見るために、国家計画委員会が策定した 3 カ年国家計画に
おける政府の教育分野での目標と国家予算発表会の場におけるネパール政府の教育分
野の目標をネパール政府のアジェンダとして検討したい。その上で、政府の要望を
SSRP の内容と比較し、SSRP に政府の要望がどのぐらい反映されているのかについて
分析する。 
国家計画委員会とは、1956 年に成立した計画開発とその具体的な政策を策定するた
めの政府諮問機関であり、国家の開発計画の策定、成果のモニタリング、開発計画の
評価、政策の策定のための中心的な機関である。開発についての国家の短期的・長期
的目標はこの委員会によって承認され、国家計画委員会が開発全般の立案・調整の責
任を担っている。国家計画委員会によって、1956 年から 2007 年までに 9 回の 5 カ年
国家計画と 2 回の 3 カ年国家計画が策定されて来た。SSRP の内容と緊密に関わる第
11 次 3 カ年国家計画 2007-2010 年度について見てみよう。  
 第 11 次 3 カ年国家計画は、2006 年の民主化運動後の 2007 年 12 月に策定された初
めての計画である。憲法制定議会選挙を行い、憲法制定議会が新憲法を制定した後に
5 カ年国家計画を策定する前に暫定的に策定されたものである。  
第 11 次 3 カ年国家計画における 教育分野のビジョンは、以下のようにまとめら
れている。すなわち、「意識的で有能で生産的な国民と人材が国内市場と国際市場の需
要に応じて受け入れられるようにする。これは、豊かで現代的なネパールを建設する
ために、民主的で、包括的で、公平で、質の高い基礎教育を確実にすることによって
実現されると考え、教育は、社会開発のための重要手段として位置づけた。」また、主
な目標は、①包括的教育（障がい児、被差別民族等の社会的弱者を含む教育）を発展
させること、②すべてのレベルのアクセスの拡大と教育の質を改善すること、③技術・
職業教育の促進をすること、であった（NPC, 2007: 261-265）。 
 
 表  4-2 第 11 次の目標・方策・実施事務方策・事務実施  
第 11 次目標  
1. すべての国民に教育機会を与え、雇用志向で質の高い教育を提供する。  
2. すべての国民に基礎教育へのアクセスを可能にさせ、無償で平等に受けられるようにする。  
3. すべてのレベルの教育は、公平かつ包括的に行われる。  
4. 高等教育は、研究指向で競争力のある人材を育成する。  
 
第 11 次方策  
1. ノン・フォーマルな教育は、ポスト・リテラシー、収入指導を行い、対象となるグループに焦点を当
て、キャンペーンとして導く 31。 
2. オープンな教育制度を採用しすべての国民に教育の機会を与える。  
3. 基礎教育を、簡単にアクセスできるものとして無償化し、徐々に義務付けて行く。  
 
31. 具体的に対象となる国民とは、女性、ダリット、少数民族、マデシのコミュニティ、障がい者、紛争の影
響を受けた国民のことである。  
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4. 前期中等教育（10 学年）までを無償化し、すべての国民の権利として確立する。  
5. すべての国民に、平等な基礎教育を行うため、行動計画の準備・実施を強化する。  
6. 質の高い教育を実現するため、最低限の規則の策定をし、意識向上を図り、学習成果を見直す 32。 
7. 教員のパフォーマンスを向上させるために、特別な研修プログラムを実施する。  
8. 教育計画と管理は地区機関の能力を強化し、学年アップグレード計画を推進する 33。 
9. ネパールに適した遠隔教育（ラジオ・テレビを活用した）の開発を重視する。  
10. 教員を現地に派遣する教育プログラムは、特別な方法で運営する 34。  
11. 全国的に、子どもに優しい学校教育環境を整える。  
12. 奨学金のような財政的なインセンティブを拡大し、対象となるグループの就学支援を継続的に行う。 
13. 奨学金、学生寮、授業料免除などによって、技術・職業教育を対象地域に割り当てられることのでき
る制度を作る。  
14. 地方レベルでは、平和構築、紛争管理、カウンセリング・プログラムを実施し、すべての人びとの教
育を受ける権利を保証する。  
15. ボランティアを通じて教育を受けた若者を国家の発展に導入させる。  
 
第 11 次実施事務方策  
1. 識字プログラムは、女性、ダリット、少数民族、マデシ、紛争の影響を受けた国民、障がい者などを
対象に、NGO、地方団体、民間セクターの参加を得て、政治家、協同組合などを動員し、多くの機関
と共同で実施する。  
2. 学校へ行けない子どもたちのために有資格の教員は、玄関先でも教育サービスを提供できるように識
字プログラムを運営する。  
3. コミュニティ・ベースの児童養成センターは、コミュニティの要求に応じて拡大し、運営を継続する。 
4. 基礎教育を義務付けるために、中央から地方レベルへのネットワークを確立する。  
5. 就学率を上げ、退学率を下げるため、奨学金、給食、食用油などを提供し、地域社会に配布をする。  
6. 多言語政策を採用し、母語による教育を子どもたちに提供するため、対象となるグループの教員の割
合を増やす。  
7. 学校の再マッピングでは、1 つの村で、1 つの学校という概念を導入する。  
8. 質の高い教育を提供するため、最低限の学習条件を修正し、宗教的な教育制度は、正規の教育と同等
にする。  
9. 教員の能力を強化するため、能力に基づいた継続的な研修を行う。  
10. 教育全体を改善するための特別な資金を収集し、教育開発基金を設立する。  
11. 地方レベルの教育計画と学校改革プログラムは、研修の必要性に基づきそれを実施し、学校に一時的
な補助金を提供する。  
12. パブリック・プライベート・パートナーシップ（Public Private Partnership）に基づき、技術教育および
職業訓練への履行契約に投資する。  
13. 国内・海外の研修の機会は、国家教育の優先順位に基づいて活用する。  
 
第 11 次事務実施  
1. 地方レベルにおける教育の計画・管理は、地方機関が責任を負うように地方分権化を行い、学校のグ
ループ化、調整、資金の収集、運営などのガイドラインを策定し、質の高い教育目標の計画を策定す
る。  
2. 学校の運営に重点を置き、地方の団体に説明責任を持たせる。  
3. 自治体が策定した計画を透明化するために、監査による良好なガバナンスとしての管理と資金の収集、
質の向上に努める。  
4. 紛争の影響に対処するため、教育プログラムに平和の視点を取り入れることにより、精神的ストレス、
良好な関係と移住民の削減などの問題の解決に優先順位を付ける。  
5. 国内での移住者のために、異なる機関と共同で作業を行う。  
6. 包括的なプログラムの実施を、共通の政策として採用し、ジェンダー平等の達成を目標とし、ジェン
ダーに関連する問題を主流化する。  
7. 学校の運営・管理には、対象となる国民の参加に、特別な注意を払い、これらのグループから教員を
採用する規定を加える。  
 
32. 教育省、教育局、保護者などを指す。  
33. ネパールの学校は、1-12 学年または、1-3 学年、1-5 学年、1-8 学年などがある。  
34. 教員が、工場内・農園地内などへ行き、女性、ダリット、少数民族、マデシのコミュニティ、紛争の影響を
受けた国民、障がい者などの学校へ行けない子どもたちに一対一若しくは、そのような子どもを集め、集団で
識字教育を行うことである。  
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8. 女性、ダリット、少数民族、マデシおよび貧しい国民のアクセスを増やすため、奨学金などのインセ
ンティブを提供する。  
9. 教育開発に関連する組織や機関は、中央から地方レベルまで向上を目標とし、制度的能力開発プログ
ラムを実施する。  
10. 教育の成果を組織的に普及させるために、通信技術の活用を強調し、制度化する。  
11. 既存の学校に与えている助成制度を改革し、支出とその利用、進捗報告の改善を重視する。  
12. 識字教育・基礎教育については、すべての国民に公平かつ無償でその機会を提供する。  
13. 中等教育は、暫定憲法に従い、地方機関によって運営され、コミュニティまたはグループを作ること
が容認され、費用分担される。  
14. 職業訓練への投資は、業績に基づく契約によって運営される。  
15. 奨学金は、1-12 学年のカリキュラムの概要に従い、学習教材、参考資料、シラバスの改善および実施
に重点を置く。  
16. ジェンダー、カースト、地域の懸念は、重視され、カリキュラムや科目を、通常のジェンダー、カー
スト、地域別ごとに監査するための制度を整える。  
17. 連邦および地方の機関は概要に基づき、それぞれの選挙区のために適切なカリキュラムを作成する。
また複数の教科書やその他の教材は、コンセプトに従い、生産と流通を民間企業に一部を委託する。  
18. コミュニティ学習センターの教育政策は、母語における教育へのアクセスを高めるため採択を行う。  
19. 学校管理委員会は、地元の子どもたちの母語学習を確実にするため、地元の機関と協議して教育の言
語媒体に関する決定を行う。  
20. 自由な授業の進歩制度は、7 学年までに段階的に固定し、成績に基づき、学生の採点を行い、学生の最
低学年レベルの学習を確保するため、学校における教授訓練改善制度を採用する。  
21. SLC 審査委員会と高等教育委員会を統合し、国家審査委員会が形成され、10 学年は、地域レベルが審
査を行い、12 学年の最終試験は、国家審査委員会によって管理する。  
22. 審査システムは、すべてのレベルを高品質にするため、関連セクターの関与を含む高レベルの委員会
が準備を行う。  
23. フォーマル、ノン・フォーマル教育の方法で得られた学習と成果は、改革的な評価と認証に統合し、
一般教育と技術・職業教育のオープンシステムを採用し、独立した評価システムに基づき、受け取っ
た報告はカリキュラムを再編成する際の基礎とする。  
24. ガバナンス改革プログラムは、参加、透明性、説明責任、業務成果の開発、サービスの質、権限濫用
の管理、腐敗防止、制度強化、社会監督などによって優先的に実施をする。  
出典: NPC, 2007: 266-278 に基づき筆者作成。 
 
 
4-2-3 予算発表会でのネパール政府の教育分野の目標  
 ネパールにおける国家予算は、通常財務大臣によって 7 月に国会で発表されるが、
政治的状況によって変更される場合もあった。SSRP は、2009 年の 8 月 20 日に発表さ
れ、予算の発表については、2008/09 年度は 2008 年 9 月 19 日、2009/10 年度は 2009 年
7 月 13 日に行われた。この 2 つの予算発表会では、教育分野での目標および方策が示
されたため、ここではそれらを取り上げて検討する。 
 2008/09 年度の予算発表会では、「教育は、憲法上、基本的権利として保証され、生
産性と結びつけられ、教育セクター改革のために 3 つの戦略を採択する」と述べられ
た。3 つの戦略とは、公平なアクセスの強化、教育の質向上、技術志向を通じた職業
訓練である。この目的達成のために、以下のことが提案されている。まず、既存のプ
ログラムを、包括的な目標指向性を持たせたまま継続し、社会的に恵まれてない人び
とのために新たに 3,500 の児童養成センターを設立する。次に、宗教学校の教育制度
を主流の教育制度に変更する。そして、生涯教育を提供するために、代替学校の手配
を行う。さらに、既存の 24,000 人の子どもたちのために、給食プログラムを継続する。
その他、食糧の不足で女子学生の就学率低下に直面し、学校へアクセスできない新た
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な 16 地区 170,000 人の子どもたちに、インセンティブとして食用油と地元の作物を配
布する（GoN, MoF, 2008: 33）。 
 この 2008/09 年度の予算発表会ではでは現状の課題に対しても留意がなされた。例
えば、「学生一人当たりの資金（Per Child Fund）」の乱用が多く、特定の政策、プログ
ラム、規則がないまま学校教員の助成金や学校建築の補助金の支出によって資源が誤
用をされている。また、教員のための助成金は、教員と学生の比率が低いところもあ
れば、高いところもあるが、助成金が同じであるため腐敗が蔓延している。このよう
な腐敗を避け、透明で公平な資金の配分を行うために、学生数に基づいて学校に助成
金を与える制度を厳重にすることが指摘されている。この予算発表会で決定されたこ
とは次のとおりである。学生数に比べて教員が少ない場合、単位コストあたりの補助
金を学校に追加し、適切な資金を提供する。保護者および地方機関は、学校管理委員
会に参加し、同委員会によって学校建設および物理インフラ整備の方針を採択する。
学校建設および物理インフラ整備の責任を学校管理委員会に委ねる方針をこの予算発
表会では採択し、学校管理委員会には、受け入れられた規則に基づいて、すべてのレ
ベルの学校の建設またはその物理的改革のための一時的な補助金を与える。教科書の
印刷と配布については、政府が独占していたため、全国の学生に教科書を提供するこ
とができなかった。このため政府には、教科書の印刷と流通のプロセスにおいて必要
な競争環境を作り、必要に応じて教科書を提供できるようにすることが求められた
（GoN, MoF, 2008: 33-34）。 
 また、無償の初等・中等教育を行うために、初等教育をすべての人びとの基本的権
利と位置づけ、無償かつ義務化するとともに段階的に中等教育を無償にすることがこ
の予算発表会では主張された。給食プログラムは、段階的に全国の初等教育に拡張さ
れ、2008 年から 8 学年までの学校教育で無償になり、9-10 学年の費用は、徐々に減額
され、最終的に無償化されることが求められる。カルナリ地区のすべての公立校の学
生には、無料で教育機会を提供する35。ダリットの学生に関しては、すべての学生に公
立学校で 12 学年まで無償で教育を提供する。学生数に比べて教師が不足している場
合、単位コストあたりの補助金を適切な追加資金として学校に提供する。研修を受け
た教員を効率的に確保するために、2008 年度には、初級レベルの教師 33,141 人と中級
レベルの教師 12,250 人の合計 45,391 人の教師に研修を実施する。教育と生産性が結
びついておらず、失業率が増え、国家的問題となっているため、学校の構造改革とと
もに技術教育および職業訓練の定期的なプログラムを継続し、新たに 30 校で技術教
育プログラムを実施する。識字率は、貧困の主な原因となっていることから、今後 2
年間のうちに文盲を根絶することを目指し、「文明を知る」というスローガンを掲げる。
35,000 人の青少年がこのプログラムの対象とされ、識字ボランティアを各村の開発委
 
35. カルナリ地区は、ネパールの中で最も貧しい地区である。  
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員会で募って目標を達成することが目指される（GoN, MoF, 2008: 34-35）。 
 2009/10 年度の予算発表会では、「教育は、基本的な権利と見なされ、すべての国民
が簡単にアクセスをできることを法的に保証する」と述べられた。この目的のために、
まず識字率の強化プログラムを 2 年以内にすべてのネパール人に実施する。そして教
育の質を向上させ、技術志向・職業指向の教育を提供し、すべてのネパール人に、母
国語で初等教育を修了する機会を与える。無償教育は、段階的に 10 学年まで提供する
ことが謳われた。それ以外にも様ざまな事項の実現が列挙されている。例えば、ドロ
ップアウトの問題を解消するために、給食プログラムを 21地区から 35地区に拡大し、
地方の食糧の用途を確認するために必要な研修プログラムを実施する。貧困層や社会
的に恵まれてない人びとや教育の機会を奪われた子どもたちの教育を保証するために
児童養成センターが拡大される。学校教育プログラムでは、障がい者、疎外された人
びと、イスラム教徒、ダリット、存在そのものの消滅が危惧されている民族、カルナ
リ地区の人びとに焦点を当て、特別プログラムを開始し、貧困や紛争が原因で退学し
た学生を対象としたインセンティブ・プログラムを継続させる。コミュニティ・スク
ールの教育の質を向上させるため、翌年には 4,000 のコミュニティ・スクールで就学
率、退学率、合格率に基づいたインセンティブ制度を適用し、学校教育の質を向上さ
せる。遵守行動規則によって、教員と学校の職員がアカウンタビリティを忠実に守り、
学生や両親に責任を負わせるようにする（GoN, MoF, 2009: 42-43）。加えて、学校を建
設するための地域のマッピングを、学生と教員の比率のバランスを取ることによって
確立する。地方でモデル学校を運営することによって、教育システムを近代化し、地
方の学校に学生を引き付ける。教員のために学校に提供される助成金は、学生一人当
たりの資金の費用を強制的に支出し、全体的に透明性を維持するために、厳格にモニ
タリングを行う。山岳地方からの学生の基礎教育へのアクセスを容易にするために、
寮（ホステル）を設置する。初等教育から高等教育への学生には様ざまな奨学金を与
え、高等教育では、競争に基づく奨学金を与えながら、コミュニティ・スクール経由
の学生を優先する。技術教育と職業訓練プログラムは、すべての国民のために拡張さ
れ、学校教育と調和させるための方針を採択する。社会から疎外された才能ある学生
に奨学金を提供することによって奨励し、技術教育附属プログラムを 30 の学校で運
営する。識字率を向上させるためのカリキュラムの策定を、地元の団体、学校、教員、
地元の政党が参加するキャンペーンとして実施する（GoN, MoF, 2009: 43-45）。 
 このように、2008 年度と 2009 年度の予算発表会の場での教育分野における政府の
長期的ビジョンでは、教育は、憲法上、基本的な権利として保証され、生産性と結び
つけられ、すべての国民に教育の機会を保証することが求められている。その方策と
して、障がい者、疎外された人びと、ダリット、カルナリ地区の子どもなどを対象に
包括的なインセンティブを与え、初等教育は無償かつ義務化とし、中等教育は段階的
に無償化することが求められている。雇用志向の技術・職業教育を行い、就学前教育
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の施設を拡張し、生涯教育にも焦点を当てる。その他にも、腐敗を削減するために、
地方機関・コミュニティによって、モニタリングを強化し、学校建設・学校運営を実
施することが求められた。 
 以上のように、国家計画委員会と予算発表会の場において政府の目標・方策は、教
育と生産性を結びつけ、恵まれない国民にインセンティブを与え、基礎教育を無償化
することなどであった。第 3 章で明らかにしたように SSRP は、過去の計画から就学
前教育、就学率向上、識字率向上、ジェンダー平等、学校インフラなどを継承し、
それらに焦点を当てた中央レベルの行政中心的な計画である。表 4-3 は、SSRP が策
定される前に政府が提示した目標・方策（第 11 次 3 カ年国家計画、2008 年度予算発
表、2009 年度予算発表）と SSRP の目標・方策を比較したものである。  
 
 表 4-3 ネパール政府の目標・方策と SSRP の目標・方策 
 国家計画・予算発表会において政府の目標・方
策  
SSRP の目標・方策  
長
期
目
標  
教育は、憲法上、基本的権利として保証され、生
産性と結びつけるため、意識的で有能で生産的
な国民と人材が国内市場と国際市場の需要に応
じて受け入れられるようにする。（第 11 次・2008
年・2009 年）  
基礎および中等教育の目標は、学校教育の質と有意性を
向上させ、すべての国民が機能的識字者となり、生産的な
生活を享受するために必要な基礎的な知識を身に着ける
ことである。  
目
的  
⚫ 公平なアクセスの拡大と教育質を向上す
る。  
⚫ 雇用志向の技術・職業教育を促進する。  
⚫ 包括的（社会的弱者など対象）教育を発展
させる。（第 11 次・2008 年）  
⚫ アクセスと公平性を拡大する。  
⚫ 質と有意性を向上させる。  
⚫ 学校教育の制度的改革と全体的能力を強化する。  
就
学
前
教
育  
⚫ コミュニティ・ベースの児童養成センター
は、コミュニティの要求に応じて拡張さ
れ、継続的に運営される。（第 11 次）  
⚫ 多言語政策を採用し、母語による教育を提
供するために、対象となるグループ出身の
教員の割合を増加させる。（第 11 次）  
⚫ 社会的に恵まれてない地域の人びとのた
めに新たな児童養成センターを設立する。
（2008 年）  
⚫ 基礎教育を準備するために、子どもの全面的な発展
を促進し、4 歳の子どものアクセスを拡大する。  
⚫ 質的な改善に重点を置き、ニーズと需要の間で公正
なバランスを維持し、恵まれない国民に、アクセス
を確保するために優先順位を与える。  
⚫ 政府は、1 年間の就学前教育に資金を提供し、コミ
ュニティは自らの資金を動員することで、指定され
た年齢以下の子どもに就学前教育を提供すること
を可能にする。  
基
礎
教
育  
⚫ 基礎教育は、すべての国民の基本的権利と
し、平等なアクセスを確保し、無償かつ義
務化という国の宣言の方針に従う。（第 11
次・2008 年）  
⚫ 行動計画の準備・実施を強化し、中央から
地方レベルでのネットワークを確立する。
（第 11 次）  
⚫ 就学率を向上させ、ドロップアウトを減少
させるため、インセンティブとして学校の
給食プログラムを、段階的に全国の初等教
育に拡張し、山岳地方からの学生のため
に、寮の建設を拡大し、様ざまな奨学金に
継続性を与え、母国語で初等教育を修了す
る機会を与える。（第 11 次・2008 年・2009
年）  
⚫ 5-12 歳の子どもに、学校における優しい環境の促進
を通じて、無償かつ公平な社会的包摂が促進され質
の高い基礎教育への公平なアクセスを保証する。  
⚫ 学校教育制度は、学校構造を 1-12 年生までの一貫し
た基礎教育と中等教育として再構築する。  
⚫ 最低限の条件を満たすために公正な支援を確保す
る。  
⚫ 指導の媒体として母語を導入し、多様なニーズに対
応するため、個々の学生に対して柔軟な学習アプロ
ーチを採用する。  
⚫ 教育ガバナンスは、学校管理委員会、地方自治体お
よび中央政府の間で担われ、学校運営においては、
学校、地域社会、地方自治体の間で責任を共有する。 
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中
等
教
育  
⚫ 前期中等教育（10 学年）は、すべての国民
に教育の権利を確立し、徐々に費用を減額
し、最終的に無償化にする。（第 11 次）  
⚫ 中等教育と技術・職業教育を結びつけ、30
の学校で、技術教育附属プログラムを運営
する。（2008 年）  
⚫ 学校制度改革とともに SLC の試験制度を
改革する。（第 11 次）  
⚫ 中等教育は、アクセスの拡大、公平性、質の向上、
投資拡大、有能かつ熟練した人材の生成を実現し、
国家の発展のニーズを満たした高等教育のための
健全な基盤を提供する。  
⚫ ソフト職業技能を導入し、最小限の可能な条件につ
いての基準を満たした公正な支援を確保する。  
⚫ 教育ガバナンスは、中央政府と地方政府の間で、学
校の管理は、学校コミュニティと地方政府との間で
共通の責任を担う。  
識
字
・
生
涯
教
育  
⚫ 識字教育は、収入指導を行い、対象となる
グループに焦点を当て、NGO、地方団体、
民間セクター政治家、協同組合などの参加
を得てキャンペーンとして行う。（第 11
次）  
⚫ 開放された教育制度を採用し、すべての国
民に教育機会へのアクセスを可能にする
ため、代替学校の手配を行う。（第 11 次・
2008 年）  
⚫ 識字率は、貧困と未熟児の主な原因となる
ことから、「文明を知る」というスローガ
ンを掲げ、各識字ボランティアを各村に募
集し、これを具現化する。（2008 年）  
⚫ 識字教育カリキュラムの策定は、地元の団
体、学校、教員、地元の政党の参加により
実施する。（2009 年）  
⚫ 地方レベルでは、すべての女性・男性およ
び子どもの教育を受ける権利を確保し、平
和構築、紛争管理、心理的カウンセリング・
プログラムを実施する。（第 11 次）  
⚫ すべての若者と成人（15-45 歳）の識字プログラム
は、生涯学習に参加することを可能にし、生涯学習
の基礎をなし、機能的な識字能力を高め、生活を維
持し、社会に参加する能力を強化する。  
⚫ 生涯学習の一環として、ノン・フォーマル教育は、
リテラシー発達の必要性を満たし、フォーマルな学
校教育を補完する。  
⚫ コミュニティ学習センターを、主要な戦略的介入と
して採用し、若者や大人のための継続的な学習を促
進し、特に女性と不利な立場の人に焦点を当て、所
得創出活動、機能的識字能力と基本能力を強化す
る。  
⚫ ノン・フォーマルな教育政策は、地方分権化、民間
セクターとのパートナーシップ、大人の識字向上と
いう目標を達成するための戦略として国際・ローカ
ル NGO に重点を置き、地方レベルの計画を強化す
る。  
⚫ 識字・生涯教育は、EFA の目標を達成するために中
央と地方レベルのパートナーシップと経験を活用
して拡張する。  
技
術
・
職
業
教
育  
⚫ 教育は生産性と結びついておらず、失業率
が増えているため、学校教育の再構築とと
もに雇用志向の技術・職業教育の定期的な
プログラムを促進する。（2008 年・2009
年）  
⚫ 長期的・短期的な技術・職業教育では、疎
外された学生に、奨学金、ホステル施設
（寮）、授業料免除などを提供することに
よって奨励し、対象者・地域に割り当てる
制度で提供をする。（第 11 次）  
⚫ 技術教育附属プログラムでは、学校教育と
調整するための方針を採択し、新たに 30
の学校で技術教育附属プログラムを実施
する。（2008 年）  
⚫ 民間セクターの参加を可能にし、技術教育
および職業訓練への履行契約に投資を拡
大する。（第 11 次）  
⚫ 教育省による様ざまな TEVT プログラムの実施を、
熟練した人的資源の現地ニーズを満たすために拡
大する。  
⚫ パイロットを目的とした異なるソフト・スキルのプ
ログラムは、技術・職業教育を備え、中等教育の学
生を育成する。  
⚫ 技術・職業教育は、学校から職場への移行を加速さ
せる雇用可能なスキルを身につけさせ、国内のみな
らず国際社会でも利用できるキャリアチャンスを
探る手助けを行い、中等教育にソフト・スキルを装
備させる。  
⚫ 技術・職業教育間のリンクを教育の一般的な流れと
ともに確立し、学校カリキュラムでは、学生個々の
適性を養うために選択肢を提供し、ソフト・スキル
と準備コースを提供する。  
教
員
の
能
力
強
化  
⚫ 教員の能力を強化するために、能力に基づ
いた研修を継続的に実施し、特別な研修プ
ログラムを実施する。（第 11 次）  
⚫ 対象となる国民に特別な注意を払い、教員
の採用の規定を策定する。（第 11 次）  
⚫ 学生数に比べて教員が不十分である場合
は、学生と教員の比率を調整し、補助金を
学校に追加し、適切な資金を提供する。
⚫ 教育の質を高めるために、教員の資格と専門能力を
高め、すべての教員が学生の学習プロセスを効果的
に促進するために、必要な知識と能力を持つように
する。  
⚫ 教員募集は、教育省が提供するガイドラインに従
い、地方政府が雇用し、学校管理委員会は教員の管
理を行う。  
⚫ 教員を募集する際に、女性、ダリット、その他の恵
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（2008 年）  
⚫ 教員に説明責任を持たせる。（2009 年）  
⚫ 教員のための助成金と学生一人当たりの
資金は、その全体的な透明性を維持するた
めに厳格なモニタリングを行う。（2008年） 
まれない立場に置かれた国民を優先する。  
⚫ 教員準備では、最低限の学業資格に加えて、1 年間
の教員養成コースを提供する。  
⚫ 教員や管理職の研修では、政府は教員の開発機能に
責任を負い、教育と学習のために、教員は少なくと
も 5 年間に 1 回の 1 カ月研修を受けるように規定す
る。  
実
施  
⚫ 質の高い教育を実現するために、最低限の
規則を策定し、能力を強化し、学習成果を
修正する。（第 11 次）  
⚫ 子どもに優しい学校教育環境を開発する
ために、地区機関の能力を強化し、特別な
資源を整えて教育開発基金を設立する。
（第 11 次）  
⚫ 地方レベルの教育計画と学校改善は、開発
訓練コースの需要に基づき、それを実施
し、学校に一時的な補助金を提供する。（第
11 次）  
⚫ 学校管理委員会には、保護者・地元機関を
参加させ、学校建設および物理インフラ整
備の方針を採択する権限を与え、規則に基
づき一時的な補助金を与える。（第 11 次・
2008 年）  
⚫ 地域的にモデル学校を運営することによ
って、教育システムを近代化し、宗教的な
教育制度は、正規の教育と同等なものに改
善する。（第 11 次・2009 年）  
⚫ 教育政策の実施に当たっては、サービス提供制度の
パフォーマンスを改善し、改革実施能力開発を通し
てワン・ドア・システムに調和させ、実施し、評価
し、それを維持するための教育省とその行政機関の
能力を強化する。  
⚫ 構造改革と機能改革のために、学校・学年の統合、
カリキュラムの統合、学校運営とガバナンスの機
能、試験の構造とその機能に関わるプログラムを実
施する。  
⚫ 能力構築のために、教育セクターにおける全国規模
の能力開発プログラムを実施することを目的とし
た包括的国家枠組みを立ち上げる。  
⚫ 良い成果を挙げるために、能力開発活動を計画し、
必要に応じて能力を強化し、行動計画を立て、組織
的・個人的なレベルで効果的なサービス提供を促進
し、学習成果を向上する。  
そ
の
他  
⚫ ネパールに適した遠隔教育（ラジオ・テレ
ビを活用した）を重視する。（第 11 次）  
⚫ 学校へ行けない子どもたちのために、資格
のある教員は、玄関先でもサービスを提供
できるように識字教育を特別な方法で運
営する。（第 11 次）  
⚫ 奨学金のような財政的なインセンティブ・
プログラムを継続、拡大し、対象となるグ
ループの就学を継続的に確保する。（第 11
次・2008 年）  
⚫ 就学率を上げ、退学率を下げるために、奨
学金、給食、食用油などを地域の子どもた
ちに提供し、学校給食を、徐々にすべての
初等教育に拡張する。（第 11 次・2008 年） 
⚫ カルナリ地区のすべての公立学校の学生
に無償の教育機会を提供し、すべてのダリ
ットの学生に公立学校で 12 学年まで無償
の教育を提供する。（2008 年）  
⚫ 腐敗を避け、資源の透明かつ賢明な配分を
行うために、学生数に基づいて学校に助成
金を与える制度を厳守する。（2008 年）  
⚫ モニタリングプログラムは、インプットとアウトプ
ットに焦点を当て、その影響を評価する。  
 出典: 第 11 次国家計画、予算発表会 2009 と 2010 年度の教育分野に基づき筆者作
成。注: 「第 11 次」は、第 11 次国家計画において記載されている内容であることを
意味する。「2008 年」は、2008/09 年度の予算発表の場において記載されている内容で
あることを意味する。「2009 年」は、2009/10 年度の予算発表の場において記載されて
いる内容であることを意味する。 
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 表 4-3 から、長期的な目標と目的の分野では、「教育による国家の経済発展を促進、
教育へのアクセスの拡大、教育の質向上、技術・職業教育の促進」という政府の目標
などが SSRP に反映されているが、「包括的（社会的弱者など対象）教育と雇用志向の
技術・職業教育の促進」という目標は、SSRP に反映されていないことがわかる。政府
は、「国内・国際社会に対応できるような労働力の育成」に焦点を当て、SSRP は「生
産的な生活を享受するために必要な基礎的な知識の獲得」に焦点を当てている。ネパ
ール国内では、雇用機会が少なく、国家予算の約 3 割は、海外からの送金によって成
り立っている（World Bank, 2014）。そのため、政府の目標は「国際社会で働けるよう
な国民を育成する」ことであるが、SSRP では単に「基礎的な知識を持っている国民を
育成すること」が目標とされている。ネパール政府は、国内の雇用の機会がないとい
う状況の解決策を意識しているが、SSRP では、基礎的な知識を身につけさせることが
目標とされ、国内・国際社会で働くために、必要な基礎的な知識に焦点を当てている
という違いが見られる。 
 学校構造の再構築（基礎教育・中等教育）に関しては、ネパール政府の目標はなく、
SSRP のみが言及している。就学前教育に対する政府の関心は高くないが、SSRP では
就学前教育に約 10%の予算が割り当てられている。SSRP を策定する前にドナー・政
府の共同会議の場で UNICEF の職員が、就学前の教育を取り込むことを強く要請した
ため、政府は就学前教育を取り込まなければならなかった（Nagarik News, 2018, July, 
16）36。 
 基礎教育については、政府は「学校へ行けない子どもたちのために、資格のある教
員が玄関先でも教育を提供すること、財政的支援などのようなインセンティブを求め
ている」が、SSRP では、学校へ行けない子どもたちを対象にしていない。また、政府
は、基礎教育において、学校へ行けない子どもたちにどのように入学させるかに焦点
を当てているが、SSRP は教育の質を向上させ、ドロップアウトをさせないことに注目
している。2007 年に第 11 次国家計画を策定する際、ネパールの貧困率（1 日 1 ドル以
下で生活をしている人口）は 31%であり、学校へ通えない子どもたちに、資格のある
教員が玄関先でも教育を提供し、また財政的な支援による入学といったインセンティ
ブが考えられた。しかしながら、SSRP では、そのような貧しい国民に関する記載がな
く、すべての子どもが入学しているという前提で計画が策定されている。ネパール政
府は、国内の特有の問題を強く意識し、SSRP は国際的な視座から考えていることが窺
える。 
 中等教育に関して、政府は、「10 学年までどのように無償化してゆくか」に焦点を
当てているが、SSRP は、「中等教育をどのように実施するのか」について言及してい
 
36.  Nagarik News, दाताको रुचिमा बनेका चिक्षा नीचत असफल,  ht tps: //nagariknews.nagariknetwork.com/news/52178/,  
2018 年 7 月 16 日アクセス。  
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る。換言するなら、政府は、国民に中等教育の 10 学年までを無償にしたいと考えてい
るが、SSRP は、無償化に言及しておらず、高等教育の基盤としての中等教育のあり方
に焦点を当てている。  
 識字・生涯教育においては、政府は「すべての女性・男性・子どもの教育権利を確
保し、平和構築、紛争管理、心理的カウンセリング・プログラムに関するカリキュラ
ムは、地元の団体、学校の教員、地元の政党の参加」により策定・実施すべきである
と考えた。SSRP では、「識字・生涯教育は、EFA の目標を達成するための中央と地方
レベルでのパートナーシップと過去の経験を活用する」と述べられている。政府は、
各地の問題に関するカリキュラムを各地で確定して実施することを目標としているが、
SSRP は、世界的な目標である EFA の目標を達成することに焦点を当てている。  
 技術・職業教育については、政府は、「学校外でも実施できる」ことを想定してい
るが、SSRP は、「学校内のみ」を扱っている。政府は、技術・職業教育に関する国内
の多くの機関を活用することを考えていたが、SSRP は、単に技術・職業教育中等教育
のみを実施することが想定されていたと言えよう。 
 教員研修に関して、政府は、教員研修を拡大し、研修制度を充実させ、教員の説明
責任を高め、教員研修に関する腐敗を抑制することに焦点を当てている。これに対し
て SSRP では、単に「教員研修を拡大すること」に焦点が当てられている。このこと
は、政府が国内の問題をより深く考えていたが、SSRP では単に教員の研修に重点が当
てられたことを示している。 
 実施過程については、政府は「学校管理委員会に、保護者・地元機関を参加させる
ことによって実施計画・学校建設のために、規則に基づき一時的な補助金を与えて地
方レベルの能力を強化する」ことを強調していた。SSRP では、「中央から地方までの
全体的な能力強化」と述べられている。政府は、地方レベルの能力をより強化をする
ことを考えていたが、SSRP は中央の行政によって策定されたため、全体的な能力強化
に焦点を当てるといった方向に変化したと考えられる。  
 政府の当初の目標にはあり、SSRP では取り上げられていないものとして、以下が挙
げられる。その内容は、①ネパールに適した遠隔教育（ラジオ・テレビを活用した）
の開発を重視すること、②学校へ行けない子どもたちのために、資格のある教員は、
玄関先でもサービスを提供できるように、識字教育を特別な方法で運営すること、③
奨学金、給食、食用油などのような財政的なインセンティブ・プログラムを継続・拡
大し、対象となるグループへの就学を継続的に確保すること、④疎外された地域の子
どもたちに学校の給食を提供し、段階的にすべての初等教育に拡張すること、⑤カル
ナリ地区のすべての公立学校の学生に無償の教育機会を提供すること、⑥すべてのダ
リットの学生に公立学校で 12 学年まで無償で教育を行うこと、⑦助成金を透明かつ
適切に配分する制度を厳重に守ることであった。  
 以上、第 11 次と 2008/09 と 2009/10 年度の予算発表会の場における政府の目標と
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SSRP を比較考察してみた。その結果、政府の目標は、国内の財政的、政治的、国民の
ニーズを重視するものであり、SSRP は国内のニーズよりも EFA や MDGs のような、
国際的なアジェンダを重視し、ドナーの要請のもとで策定された計画であったことが
明らかになった。下村は、途上国がもしドナーの望まない政策を選択すれば、ドナー
はその政策を受け入れないと指摘する（下村、2006: 161-165）。SSRP の内容において
も、下村が指摘したように、ドナーの要請を取り入れなければならなかったと考えら
れる。国家の全体的な開発目標と SSRP の目標は、多くの分野で一致しておらず、SSRP
は地域的ニーズを十分に配慮せず、そのため SSRP の内容面でネパール政府はオーナ
ーシップを十分に発揮したとは言い難い。 
 
 
4-3 SSRP の予算配分・活用におけるオーナーシップ  
 ここではまず、SSRP で規定されたドナーの援助の管理について述べる。EFA NPA の
共同評価に基づき、主要な学校教育セクターの政策、改革アジェンダ、優先順位と戦
略、結果ベース原則の制度化に向けたプロセスを規定した SSR が作成された。SSRP
において援助管理は、援助効果のために規定されたパリ宣言の原則とガイドラインに
従った。また、援助の管理は、共同融資契約に基づき、ドナーが政府のシステムを通
して送られるバスケット・ファンドが利用された。このタイプの「バスケット・ファ
ンド」援助は、教育省の取引コストを大幅に削減し、教育セクターにおける援助の管
理方法をより改善するための基盤を提供するものとして提案された（MoE, 2009: 61-
67）。 
 ドナーの援助では、技術支援と直接支援の 2 つの主要コンポーネントが別々に扱わ
れ、その目的は、教育セクターにおける国家改革目標を達成するために、外部資源と
経験を効果的に動員することであり、SSRP の実施で利用可能な援助の効率と有効性
を改善でき、それによって政府は、結果を出すために完全に責任を持つと考えられた。
また、教育省とドナーは、援助調和とその有効性について、両者が従うべき指針とな
る共同融資契約を共同で作成する。教育省は、SSRP におけるドナーの援助のために、
二国間・多国間および国際・ローカル NGO を含むノン・プール・ドナーと別途協定を
結び、個別の取り決めをすることになった（MoE, 2009: 67-68）。 
 ドナーからの援助の管理には、いくつかの課題が残されており、上述のように「二
国間・多国間および国際・ローカル NGO を含むノン・プール・ドナーと別途協定を結
び、個別の取り決めをする」ということは、政府がすべてのドナーや国際・ローカル
NGO などと個別に協定を結ぶことによって教育省の取引コストがさらに上がる。ま
た、各ドナーと個別に協定を結ぶことによっては、ドナーが自分のアジェンダがさら
に要請しやすくなると考える。 
 SSRP において、政府とドナー間のパートナーシップは、SWAp に基づき、支援の契
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約は、共同融資契約と行動規則に裏づけられた（World Bank, 2017: 46-47）。SSRP の 7
年間の予算は、合計約 40 億 4,000 万ドルであり、ネパール政府が約 29 億 5,800 万ド
ル（約 73%）を負担した。政府は、負担する予算を捻出するために国家予算の内、教
育予算の割合は、2009 年に約 17%から 18.6%まで増やし、SSRP の終了時までに約 20%
にすることを目標とした。ドナーの援助に関しては、ドナーは約 7 億万ドル（約 17%）
を援助し、援助の方法は SWAp モダリティに依拠し、プール・ファンドおよびノン・
プール・ファンドであった。残りの約 3 億 8,200 万ドル（約 10%）は、ギャップの予
算であり、そのギャップをノン・プール・ファンドと政府が負担することを前提に予
算を策定された37。 
 プール・ファンドのドナーは、①ADB、②オーストラリア、③デンマーク、④DFID、
⑤EU、⑥フィンランド、⑦ノルウェー、⑧UNICEF、⑨世界銀行である。ノン・プー
ル・ファンドの主なドナーは、「国際連合世界食糧計画（World Food Program）」、JICA、
USAID、UNESCO に加え多くが国際 NGO であった38。 
 表 4-4 は、政府と開発パートナーの予算負担を示したものである。表 4-4 が示すよ
うに、開発予算は約 2 割で、教員の給料に約 8 割の予算が当てられている。また、政
府の負担は増えつつあるが、ドナーの支援は減少傾向にある。  
 
 表 4-4 政府と開発パートナーの予算負担（単位百万ドル） 
予算シェア   百万ドル  5 年間  7 年間  
年度  09/10 10/11 11/12 12/13 13/14 14/15 15/16 ドル  (%) ドル  (%) 
開発  89.67 96.73 108.10 119.91 125.01 135.32 148.33 539.42 0.21 823.07 0.20 
教員の給料  340.9 375.74 414.27 455.75 499.90 544.06 586.60 2066.6 0.79 3217.3 0.80 
合計  430.61 472.47 522.37 575.66 624.91 679.38 734.92 2626.0 1.00 4040.3 1.00 
政府の負担  301.43 330.73 365.66 431.74 468.68 509.54 551.19 1898.2 0.72 2958.9 0.73 
政府負担の
割合（%）  
70 70 70 75 75 75 75 ―  ―  ―  ―  
ドナーの支
援金額  
120 125 130 100 25 100 100 500.00 0.19 700.0 0.17 
ドナー支援
の割合（%） 
28 26 25 17 4 15 14 ―  ―  ―  ―  
ギャップ  9.18 16.74 26.71 43.91 131.23 69.85 83.73 227.78 0.09 381.4 0.09 
（%）  2 4 5 8 21 10 11 ―  ―  ―  ―  
 出典: MoE, 2009: 99 に基づき筆者作成。 
 
 表 4-5 は、開発予算の内訳をしめしている。表 4-5 から、開発予算の 83%以上を学
校教育が占め、7 年間で基礎教育に合計 56.6%、中等教育に 16.4%、就学前教育に 10.9%
がそれぞれ割り当てられている。その一方で、TEVT の予算は、わずか 2.6%である。
ネパールでは就職の機会が少なく雇用を創出する必要があり、政府の目標が「生産的
な国民を育成する」ことであることを考えると、TEVT に与えられた予算は極めて少
 
37. 予算のギャップとは、SSRP の合計予算の中、政府とドナーが負担する予算を合わせても足りない金額のこ
とである。  
38. JICA は、2014 年以来プール・ドナーとなった。  
   92 
ない。これに対して、モニタリングおよび評価は、他の分野と比較して、7.15%と相対
的に高い。 
 
 表 4-5 開発予算の内訳（単位百万ドル） 
 百万ドル  5 年間 7 年間 
年度  09/10 10/11 11/12 12/13 13/14 14/15 15/16 ドル  (%) ドル  (%) 
就学前教育  9.84 10.92 11.85 12.87 13.97 14.64 15.62 59.44 11.02 89.71 10.90 
基礎教育  55.07 59.02 64.86 70.72 70.85 70.72 74.70 320.53 59.42 465.95 56.61 
中等教育  9.45 10.61 12.74 16.47 19.80 29.19 36.96 69.08 12.81 135.24 16.43 
生涯教育  2.48 2.64 2.81 2.99 3.18 3.38 3.60 14.09 2.61 21.07 2.56 
TEVT 3.09 3.09 3.09 3.09 3.09 3.09 3.09 15.45 2.86 21.62 2.63 
教員の  
専門性開発  
1.81 1.92 2.01 2.34 2.47 2.08 2.19 10.55 1.96 14.82 1.80 
能力開発  0.52 0.56 0.74 0.78 0.49 0.51 0.06 3.09 0.57 3.66 0.44 
モニタリン
グ・評価  
6.10 6.54 8.39 8.87 9.31 9.71 9.92 39.21 7.27 58.84 7.15 
プログラム
の管理  
1.33 1.43 1.60 1.77 1.85 2.00 2.19 7.97 1.48 12.16 1.48 
合計  89.67 96.73 108.1 119.91 125.01 135.32 148.33 539.42 100 823.07 100 
 出典: MoE, 2009: 10 に基づき筆者作成。 
 
 SSRP の策定時に共同融資契約で規定されたように、国家予算の内、教育予算の割合
は、2009 年に約 17%から SSRP の終了時までに約 20%に増やすことが目標とされた。
表 4-6 は、国家の全体予算における教育予算の金額と割合に関する表である。教育予
算は、2009/10 以降年々増加傾向にあるが、予算の割合は逆に減少している39。 
 
 表 4-6 国家予算の中、教育予算の割合予算金額（億ルピ）と予算の割合（%） 
年度  2009/10 2010/11 2011/12 2012/13 2013/14 2014/15 2015/16 2016/17 
予算額（億ルピ） 466.2 578.3 639.2 734.3 809.6 986.4 1,163.6 1,267.7 
予算の割合（%） 16.3 17.1 16.6 15.7 15.6 13.9 12.3 11.6 
 出典: himalkhabar.com と National Campaign for Education Nepal, 2015: 13 に基づき筆
者作成40。 
 
 表 4-7 が示すように、政府は SSRP に対して政府の支出予定金より多くの金額を支
出している。次の表 4-7 は、SSRP に対して、政府の支出（2009/10 と 2010/11 年度は
アクセスできない）および当時のインフレ率を示す。  
 
 
 
39. 2015/16 年の教育予算の詳細を見てみるとネパールでは、学校教育に 85%の予算を使われ、高等教育に 15%
のみの予算が使われている。学校教育予算の約 80%が給料に使われ、20%が教育開発や学校建設に使われ、開
発予算が少ない。ネパールの物価が毎年上がることによって、教員の給料も上がっている。（Nepali Times 2016, 
July, 7）。  
40. HimalKhabar, विद्यालय विक्षा, विजी गलाउिे वि सरिारी सुधािे, http://himalkhabar.com/news/10480, 2019 年 2 月 27 日ア
クセス。  
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 表 4-7 SSRP に政府の支出およびインフレ率 
予算シェア  億ルピ  
予算年度  09/10 10/11 11/12 12/13 13/14 14/15 15/16 
政府の支出予定金  ― ― 549.69 485.80 600.94 715.84 689.11 
実際の政府の支出  ― ― 779 746 831 869 976 
支出増分  ― ― 220.31 260.2 230.06 153.16 286.89 
インフレ率（%）  9.6 10.8 6.6 6.6 8.7 5.9 12.1 
 出典: MoE, DoE, 2016b: 36-37 に基づき筆者作成。―とは、データが公表されていな
い。 
 
 表 4-7 では、2009/10 と 2010/11 年度のデータは公表されておらず、2011/12 年以来
5 年間で、SSRP の策定時に共同融資契約において規定された政府負担金額より政府が
約 1,150 億ルピ以上を増加支出している。その原因として、SSRP の実施期間（2009/10-
2015/16）にネパール・ルピとドルの為替レートが 1 ドルに対してネパール・ルピが 74.5
から 105.5 までに上昇し、ネパールの物価が上がり、インフレ率も平均 8.61%であっ
たことが挙げられる。次に、表 4-8 は、共同融資契約で規定されたプール・ドナーに
よって支出された金額の割合である。 
 
 表 4-8 SSRP 支出された金額の割合（2009/10-2015/16 年度） 
予算年度  プール・ドナーの支出（%）  支援の割合（%）  
2009/10 100 22.66 
2010/11 92.4 22.61 
2011/12 92.54 25.90 
2012/13 93.99 27.35 
2013/14 93.81 15.90 
2014/15 93.37 12.30 
2015/16 91.95 13.39 
合計  93.8241 20.01 
 出典: World Bank, 2017, GFA Consulting, 2016 に基づき筆者作成。 
 
 表 4-8 を見てみるとドナーは、プール・ファンドとノン・プール・ファンドの両方
を利用し、ファンドの金額を達成しているが、支援の割合は 25.9%から 12.3%まで減
少している。表 4-7 と 4-8 を比較して見ると、SSRP の策定時に規定された予算に対し
て、政府負担分として規定の予算より多くが支出され、ドナーに関しては、策定時に
規定された予算よりも少なく、約 93.82%がプール・ファンドで支出されている。 
 第 1 章で述べたように、ドナーが予算配分・予算活用において途上国の公共金融シ
ステムを利用する場合、途上国はオーナーシップを発揮しやすい。表 4-9 は、SSRP の
実施期間にドナーがどのぐらい政府公共金融システムを利用したかを示したものであ
る。 
 
41. 残りは、ノン・プールとして支出。  
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 表 4-9 SSRP 実施期間におけるドナーによる援助方法の割合（%） 
予算年度 SWAp
（%） 
プログラム・
ベース（%） 
プロジェクト・
ベース（%） 
その他
（%） 
合計 
2010/11 74.9 2.9 21.8 0.4 100 
2011/12 74 4 20 1 100 
2012/13 73 10 16 1 100 
2013/14 82.47 10.91 5.91 0.71 100 
2014/15 80 3 16 1 100 
2015/16 61.48 11.92 17.74 8.86 100 
平均 74.31 7.12 16.24 2.16 ― 
 出典: GoN, MoF, 2010b: 17; GoN, MoF, 2011b: 23-24; GoN, MoF, 2012b: 26-27; GoN, 
MoF, 2013b: 26-27; GoN, MoF, 2014b: 35; GoN, MoF, 2015b: 29 に基づき筆者作成。  
 
 表 4-9 が示すように、SSRP においてドナーは、SWAp を通して 74.3%の援助を行い、
プログラム・ベースを通して 7.12%、プロジェクト・ベースを通じて 16.24%の援助を
行っている。SSRP において、SWAp モダリティに従って行っている援助は、約 74.3%
であるため、ネパールの政府公共金融システムの利用率が少なくない。 
 SSRP におけるドナーによるネパール政府の公共金融システムの利用とネパール政
府の予算管理・活用能力について、「ネパールの会計検査院（Office of The Auditor 
General = OAG）」は、次のように指摘している42。政府の予算の管理・活用能力が不十
分であるため、ドナーからの援助を効果的に活用できていない。この結果、多くの場
合、政府の公共金融システムを活用していないため、ドナーの援助を政府がどこに活
用したのか、どのように活用したかかが分からず、活用の透明性に問題がある。また、
ドナーがコミットメント予定通り資金を提供していないことも問題である。そして、
政府の予算活用に対するドナーのコンディショナリティは、パリ宣言に違反をしてい
るとも指摘された（OAG, 2010: 7-9, OAG, 2011: 8-10, OAG, 2012: 11-12, OAG, 2013: 361）。 
 海外からの援助の活用について、ネパール政府とドナーの共同評価（Joint Evolution）
では、以下のように述べられている。SSRP の実施中の最も重要な成果は、SWAp に基
づいた政府とドナー間の共同融資契約であり、学校セクターのみならず、学校サブセ
クターにまでドナー導入について関心を向けたことである。SSRP では、プール・ファ
 
42. OAG は、1958 年に設立された、国民の利益のために説明責任、透明性を促進する信頼できる機関である。
その任務は、公的資金が効率的に使用されていることを国民に保証するため、独立した監査を提供することで
ある。これはネパールのすべての政府機関に対して、規則、経済的、効率性・有効性およびその妥当性を考慮
し、監査を行う機関である。その目的は、①公的説明責任と透明性を促進する、②公的資源の動員に経済をも
たらし、効率を高める、③公的機関の実効性を高める、④行政システム、財務システム、管理システムにおけ
る透明性を改善し保証する、⑤既存の法律の遵守を支援する、⑥自由裁量的な作業スタイルの放棄を奨励する、
⑦既存のアプローチ、過程、実践、法的規定の弱点と脆弱性を特定し、政府職員の職権乱用や規律違反行為に
対して訴訟を起こし、優れたパフォーマーに報いることを奨励することによって、改善のための実際的な提案
を推奨することである。出典 : http://oagnep.gov.np/en/, 2018 年 9 月 11 日アクセス。  
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ンドまたは異なるドナーによる直接資金援助のメカニズムが想定されていた43。共同
融資契約が規定した資金調達に加えて「直接資金（Direct Fund）」と二国間の技術支援
を提供することにより、SWAp の手続きを実施することでは対処できない即時のニー
ズに柔軟に対応することができたと評価されている（GFA Consulting, 2016: 75）。 
 加えて、技術支援に関しては、教育省と教育局は、集中して移転する必要があると
考え、教育省管轄内の強力な管理下で、政府およびドナーによって共同で管理された。
教育省は、必要な資金を調達することが難しいことを考慮すると、ドナーによる直接
的な資金援助は、①適時性、②幅広いプールからの調達、③意義のある技術支援など
の利点を有すると考えた。それにもかかわらず、ドナーによる直接調達は、正規の調
達担当者の能力を弱めるリスクがある。国際コンサルタントは、新しいアイデア、シ
ステムの変化・アプローチが既存の機関とそのスタッフとの協力関係の下で導入され
るべきであり、ADB と世界銀行は、定期的に技術と資金援助を提供しているが、ドナ
ーはメンタリングや職務支援、研究や分析支援、新しいシステムの導入など、幅広い
任務のために国際コンサルタントと国内コンサルタント（例えば、データ収集中、公
共財務管理、報告、NASA の開発、9 学年と 10 学年のカリキュラムにおけるソフト・
スキルの統合）を支援している（GFA Consulting, 2016: 75-76）。 
 以上見てきたように、予算配分・活用については、教育分野で政府の予算を 20%に
引き上げることが目標とされていたが、政府の教育予算は減少傾向にあった。ドナー
支援の割合も 22.66%から 13.39%までに減少した。SSRP は、SWAp モダリティに基づ
き、資金を調達したため、予算配分については SWAp で大枠が決まっており、その中
から予算を活用する必要があった。予算配分・活用におけるネパールのオーナーシッ
プについては、SWAp が「途上国政府とドナーが、共同で資金を集め、共同で資金を
管理する」という理念に基づくため、ネパールが自由に予算を配分・活用できず、十
分にオーナーシップを発揮できなかった。ネパール政府は、SSRP に必要な資金を調
整・管理を行い、ドナーはネパール政府の公共金融システムを利用した。この点にお
いては、ネパール政府はオーナーシップを発揮したと言えよう。  
 
 
4-4 SSRP の実施過程におけるオーナーシップ  
4-4-1 ネパール教育行政と予算の流れ  
 SSRP の実施過程を考察する前に、ネパールの教育行政と予算の流れについて述べ
る必要がある。ネパールの教育行政組織は、教育省の管理の下で、中央レベルでは、
「教育局」、郡レベルでは「郡教育事務所（District Education office）」、村レベルでは、
 
43. DANIDA は、プール・ファンドに入らず、「教育セクター・アドボカシー・チーム（Education Sector Advisory 
Team）」の技術支援を実施するための独立した単位として支援していたが「教育プログラム支援オフィス
（Education Programme Support Office）」に転換された。  
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「リソース・センター」、コミュニティ・レベルでは、「学校」という組織がある。さ
らに、「郡教育委員会（District Education Committee）」や「村教育委員会（Village Education 
Committee）」もある。SSRP の執行機関が教育省であり、教育局が、主要実施機関を務
めた。教育局は、年次戦略実施計画と年次作業計画および予算を準備し、割り当てら
れた活動を実施した。また、教育省は、海外からの援助を管理した。地区レベルでプ
ログラムを実行する責任は、郡教育事務所が担い、事務所を含むその他の機関に割り
当てられた活動を許可し、年次作業計画と予算を執行した（MoE, DoE, 2015a: 1-2）。 
 SSRP の支出の大部分を占める受益者としての学校管理委員会は、すべての学校レ
ベルの活動の管理を担当するコミュニティ・スクールそのものであり、PTA はそれら
をモニタリングする役割を与えられている。教育省と教育局との間で、全体的なプロ
グラムモニタリングの責任が分担され、教育省内の他の制度機関には、「国家教育評議
会（National Council for Education）」、ノン・フォーマル教育センター、カリキュラム開
発センター、高等中等教育委員会、試験監督官、教育レビュー・オフィス、地方教育
局および教員サービス委員会がある（World Bank, 2017: 46-47）。 
 教育予算の流れは以下の通りである。まず、次会計年度での実施に必要な予算額が
教育省から財務省に提示され、国家の全体予算額がまとまり、その中で教育予算案が
財務省・国家計画委員会によって承認される必要がある。そして財務省から教育省に
通知され、教育省から教育局、さらに教育局から県教育事務所へ通知され、財務省が
教育省に送付した公式文書のコピーが「会計検査委員長事務所（Financial Comptroller 
General Office）」および「郡財務管理事務所（District Treasury Control Office）」へ発送
される。通知の後、財務省経由で各郡教育事務所の銀行口座に資金が振り込まれる。
郡教育事務所や学校は資金を受けるため、受け取った資金が詳細予算書（Red Book）
の中で承認された予算であることを記載する書面および活動内容の詳細が記載された
書面を、郡財務管理事務所に提出する。内容が認められた場合、学校の銀行口座に入
金され、資金が使用できるようになる。学校レベルへの資金送金は 4 カ月ごとの活動
内容に基づいて行われる。海外支援の使用手続きは、年次戦略実施計画にて確約され
た提示額に基づき政府が支出し、支出報告に基づきドナーは補填する。なお、政府資
金はすべて「ネパール中央銀行（Nepal Rastra Bank）」で管理され、ドナー資金も同銀
行の外国為替口座から使用される（JICA, 2012: 21-22）。 
 SSRP は、政治的移行に際し、EFA NPA の成果と課題に基づき、疎外されたグルー
プの教育ニーズに取り組むため、包括性の基準を導入された。分散型サービスを配信
し、地方政府の権限を強化し、管理のための役割としてコミュニティに権限を与え、
それによって、システムを構築するために、教育レビュー・オフィスの設立などに重
点を置いている（MoE, 2012: 45-46）。 
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4-4-2 実施過程における国際 NGO・ローカル NGO の役割 
 実施過程では、NGO の役割が高い。それは、SSRP の策定時に 0.09%の予算のギャ
ップの項目があり、そのギャップを NGO が補完すると考えたからである。 
 ネパールにおける NGO の活動について、カルキとコンフォートは次のように述べ
ている。ネパールでは、NGO は政府機関の「ネパール社会福祉協議会（Social Welfare 
Council of Nepal = SWC）」と提携し、活動の内容と財政収支方法について、SWC の承
認を受けなければならない。NGO は、財政管理機関の名前と住所、管理委員会のメン
バー名を含む必要な情報を、地区管理事務所に登録する必要がある（Karkee and Jude, 
2016: 1）。SWC によると、2018 年 3 月までに登録されている国際 NGO の数は 247 で
あり44、ローカル NGO の数は、46,235 である45。 
 教育分野での国際・ローカル NGO の関わりには、3 つの種類がある。1 つ目は、「国
際 NGO 協会（Association of International NGOs in Nepal = AIN）」であり、加盟をして
いるドナーは、計画を策定する際にアジェンダを持ってくる。AIN は、学校および地
区教員委員会とコーディネートしながら活動している46。2018 年 3 月のデータによる
と AIN に加盟している国際 NGO の数は、143 であり47、教育分野で活動をしている国
際 NGO の数は、27 である48。これらの国際 NGO は、計画策定に影響を与えるだけで
なく、実施過程においても政府とコーディネートをしながら活動する。2 つ目は、教
育局と契約し、（教員の研修、ICT 教育、就学前教育といった）教育の多様な分野の開
発に携わり、国内の様ざまな場所でその実施活動を行っている国際 NGO である49。3
つ目は、国際 NGO から支援を受け、地区教育委員会および地方の学校とコーディネ
ートをしながら活動を行なっているローカル・レベルの NGO である。 
 ネパールでは、国際・ローカル NGO の数が多く、全国的に広がっている。ネパール
社会福祉協議会の職員の数は少なく、全国的に NGO の活動の管理ができていない。
AIN に加盟している国際 NGO と教育局と契約をしている国際・ローカル NGO の活動
に関しては、教育省および教育局がモニタリングを行っているかも知れないが、社会
福祉協議会は、「郡役員長（Chief District Officer）」とコーディネートをしながら、活動
をするように促している50。 
 ラップライは、次のような特徴を指摘している。ネパールにおいて NGO は、単独で
活動するだけではなく、政策に影響を及ぼす資金、討論、議題の制度化として機能す
 
44. http://www.swc.org.np/wp-content/uploads/2018/03/ingoo.pdf, 2018 年 12 月 12 日アクセス。  
45. http://www.swc.org.np/wp-content/uploads/2017/08/ngo_rec.pdf, 2018 年 12 月 12 日アクセス。  
46. 教育省職員への聞き取り調査、カトマンズ・ネパール、2018 年 3 月。  
47. http://www.ain.org.np/member_ingos.php, 2018 年 12 月 12 日アクセス。  
48. http://www.ain.org.np/ewg-list-2018-210.html, 2018 年 12 月 12 日アクセス。  
49. 教育局職員へのインタビュー調査、バクタプル・ネパール、2018 年 3 月。 
50. ネパール社会福祉協議会職員への聞き取り調査、カトマンズ・ネパール、2018 年 3 月。 
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る。NGO は、援助のための入り口を提供し、政策立案において、新しい空間を開拓し
た。ドナーは、ドナーの優先事項（アジェンダ）を進めることを目的として、政府お
よび市民社会を結びつけるために、NGO を道具化して育成している（Rappleye, 2011: 
44）。実際、ネパールの NGO は、ドナーによって育成され、以下の活動で影響を行使
している。すなわち、①政策の提案、②政策監視のアドボカシー（提案）、③研究と発
表（出版）、④政策の実施である（Rappleye, 2012: 328）。 
 ネパールの教育開発において NGO は、政府、行政、市民社会間のコーディネートを
行い、教育改革のために重要な役割を果たしている51。しかしながら、ネパールにおい
て、SWC は強力な監視能力を持たず、国際・ローカル NGO の活動は、可視化されて
いないため、NGO は説明責任を果たせていない。NGO は、事務的な報告書の作成に、
多くの費用を割いている52。SWC 自身も、監視のための人材が不足し、明確な法律が
欠如し、内部構造に問題があり、不安定な政治的リーダーシップや内部対立などによ
って、国際・ローカル NGO を効果的にモニタリングすることができてないことを認
めている53。  
 以上のようにネパールでは NGO は数が多いが、それらの活動は、ドナーのアジェ
ンダを主張するための手段となっており、SWC もそれらの活動が適切にモニタリング
をできておらず、透明性と説明責任という点で問題がある。その一方で、NGO の活動
は、事務的費用を多く割いていることもあるが、学校建設、女性の教育、奨学金、学
校給食などの分野で大きな貢献を果たしている。 
 
 
4-4-3 SSRP の実施過程に関する課題  
 SSRP の実施中、毎年のように政権が交代し、政治が不安定であった。このような政
治的不安定は、SSRP の実施にも少なからず影響を与えた。まず、1996 年より始まっ
た内戦が 2006 年に終結し、翌 2007 年に暫定憲法が公布された。新たな憲法を策定す
るために、2008 年には制憲議会選挙が行われ、ネパール共産党毛沢東派が第 1 党とな
り政権を獲得したが、どの政党も過半数を取れず、政党間での合意が困難であったた
め、政権交代が頻発に生じた。 
 2012 年には、憲法を策定できずに制憲議会が終了し、大統領が再び憲法制定議会選
挙を行うために、最高裁判所長官を選挙管理内閣の議長（事実上の首相）に任命した。
2014 年に 2 回目となる制憲議会選挙が行われ、2015 年 9 月に 2015 年憲法が策定され
 
51. https://thehimalayantimes.com/opinion/ngo-debate-role-contribution/, 2018 年 12 月 13 日アクセス。  
52. http://admin.myrepublica.com/blog1/story/28809/transparency -and-accountability-in-ingos-in-nepal.html, 2018 年
2 月 13 日アクセス。  
53. https://thehimalayantimes.com/opinion/i-ngos-in-federal-nepal-their-roles-and-challenges/, と https://thehimalaya
ntimes.com/kathmandu/swc-fails-to-monitor-i-ngos/, 2018 年 12 月 13 日アクセス。  
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た。このような政治的背景の中、SSRP 実施期間中（2009-2015 年）の 7 年間に、7 回
政権交代があった。加えて、地方選挙も約 20 年間（1997-2017 年）行われなかったた
め、地方政府も機能をしなかった。SSRP は、2015 年の地震と「テライ（Tarai）」での
憲法に関連した反対運動の後、実施がより困難になった（MoE, 2016: 9-10）。 
 以下では、SSRP の実施過程で指摘された問題を、OAG、JICA、ADB などの資料を
もとに考察する。 
 
インフラの不足、教員・教材の不足  
教員および教室の不足によって、同じ教室で複数の授業を行わなければならず、学
生の数が多い場合には教室が不足し、教育の質が低下した。学校建設のための十分な
資金がないため、トイレや飲料水などのインフラが不足している。教員研修の効果が
なく、また教員が公平に配置されていないため、教員と学生比率が不均等になってい
る（OAG, 2010: 306-345）。教育局は、就学前教育に、ガイドラインおよび十分な資金
を割り当てていないため、講師やインフラが不足している。また、すべての地域の学
校で、学期が始まる前に教科書が提供できておらず、政府が規定する授業日数（220 日
間）に従って授業も行われていない。そのため、教育の質が低いと指摘されている
（OAG, 2012: 260-285）。 
 
教育関連費用、蔓延する腐敗  
学校教育は、無償といっても体育費、図書館費、修学旅行費、入学金、試験料、特
別な授業料、英語による授業料を要請する。実質的に学校教育は、義務だが無償では
ないと OAG は指摘する（OAG, 2013: 232-257）。さらに、全国的に銀行が少なく、現
金取引をしているため、女性、ダリット、恵まれない子どもに提供している奨学金は、
適切かつタイムリーに支給されていない。データについても信頼度が低く、モニタリ
ングと評価がないため、透明性の問題が数多くある。実際の学生数より報告されてい
る学生数が多く、臨時教員採用（ラハト Rahat・クォータ Quota の教員）、給食、教科
書などに対して増分支出しており、またそれに関連するデータの信頼度も低く、腐敗
が多い54。さらに、学校に支給した補助金に対するモニタリングおよび評価を行う制
度・組織にも問題がある（OAG, 2014: 224-242）。 
 ネパールの腐敗は深刻な問題である。表 4-10 は、国際 NGO「トランスペアレンシ
ー・インターナショナル（Transparency International）」による SSRP 実施期間中のネパ
ール政府の汚職度の評価である。 
 
 
 
54. ラハトの教員とは、先住民の教員で、クォータの教員とは、女性の教員どちらとも臨時採用の教員である。  
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 表 4-10 Transparency International による SSRP 実施期間中ネパールの汚職度 
年度  2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 
Rank55 143 146 154 139 116 126 130 
Score56 2.2 2.2 2.2 2.7 3.1 2.9 2.7 
 出典: https://www.transparency.org/research/cpi/overview（2018/9/28 アクセス）に基づ
き筆者作成。 
 
 表 4-10 を見るとネパールの汚職度は世界でも高いことがわかる。ここで注意しても
らいたいのは、第 1 回目の制憲議会の終了後に発足した選挙管理内閣の議長（事実上
の首相）が在任した 2013 年と 2014 年に汚職度が高くなっている点である。  
 
財政上の課題 
 JICA は、資金運用面での透明性に関わる課題を指摘する。特に、学生一人当たりの
資金は、学校レベルの教育財政での記述の通り、学生 1 人当たりの額に学生総数をか
けた金額が学校に割り当てられ、その中に臨時教員を雇用するための人件費が含まれ
る。学校レベルにおける資金運用面の透明性に対する懸念は、郡レベルのモニタリン
グシステムが脆弱であったため、政党と教員組合などのつながりによって、各政党の
影響下にある人物を臨時教員とするような働きかけが学校で行われた。また、単に臨
時教員雇用を通じた地元の雇用創出のために学生の数が増やされ、それに伴い資金も
増加している（JICA, 2012: 57-58）。 
SSRP の実施計画を強化するために教育省は、総務省と SSRP を実施する過程で直面
するギャップの解消を支援するよう求めたが、総務省との調整で組織の承認や経営調
査が遅れたため、本格的な計画の実施が妨げられた（ADB, 2017: 7-9）。 
 
行政能力と説明責任 
 SSRP は、適切に策定された計画にもかかわらず、いくつかの要因が SSRP の円滑な
実施に影響を及ぼした。それらは、①教育省職員の能力が限られていること、②SSRP
によって特定された改革措置に継続的に取り組むべき専門家がいないこと、③教育省
と教育局そして中央および地方レベルで指導者が頻繁に交代したことなどであった
（ADB, 2017: 7-9）。 
 また、実施のプロセスには、教育全体の責任と権限が完全に結びついていないため
説明責任のギャップがあり、教育法が承認されるまで、教育省は、地区レベルで SSRP
の実施責任を負った。村と地区の両方で政治的コミットメントを持つ積極的な地方政
府を前提としていたため、プロジェクトの策定段階に影響を与えた。選挙によって、
 
55. その年度によって対象国は異なるが、おおよそ 180 カ国である。  
56. 2012 年より、スコアの数え方が変わり、それまでの 10 点は 100 点になったが、ここでは、10 点に調整を
している。スコアが増えれば増えるほど腐敗が少ないのである。  
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選出された代表者と制度的プラットフォームを持つ地方自治体が存在しなかったため、
地区と村の開発責任者は、カトマンズに拠点を置く省庁の職員や政治家と交渉を行っ
た。計画は、ボトム・アップではなく、中央政府の財務省が設定した配分に基づいて、
資金移転が行われたため、学校改善計画は、効果的に実施されなかった。これらの取
り決めのもとでは、主要なアクターの直接的な支援と監視が十分に行われなかった
（World Bank, 2017: 13-14）。 
 
政治的介入・政治的不安定 
 ネパールにおける政治的介入について、石田は次のように述べている。地方選挙が
行われていないため、中央から派遣された行政官と各政党の代表によって地方政治が
進められている。中央でも地方でも、組合やグループが複数存在し、それぞれの背後
に政党が控えている。何かを決める際には、すべての関係者の合意を得る必要があり、
物事が先に進まないのが現状である（石田、2011: 6）。 
 政治的不安定と政党の介入が SSRP の実施にどう影響を及ぼしたかについて JICA
は、地方選挙が行われていなかったため、地方政府の組織が機能しておらず、校長や
RP の選出に関しても政党の影響力が強いことを問題点として指摘している。また、学
校構造の改革に伴う学校統合の調整等も法律的枠組みがない中、政党や教員組合の反
対もあり SSRP を円滑に進めることができなかったとしている（JICA, 2012: 50-58）。 
 世界銀行は、インタビューと文書が審査において、教員の管理の問題の中に、特に
教員の実績と配備の問題を指摘している。教員の質の生徒・児童に与える根本的な影
響と SSRP の予算の約 4 分の 3 が教員への給与と給付に充てられていることを考える
ならば、可能な限り教員の能力を引き出す必要があり、ネパール政府が教員の不適切
な配置と教室での教員の低いパフォーマンスの問題を放置することは世界銀行にとっ
て重大な懸念事項であった。多くのコミュニティは、教員の募集と適切な給与を提供
することができず、コミュニティによって募集される教員の給与は政府募集の教員の
給与を上回っていない。これらの分野において、適切な政治手段を通じて多くの問題
が注目を集めなければならない（World Bank, 2017: 13-14）。 
 
教育法の改正に関する課題 
 SSRP が実施される過程では、教育法が議会で承認されていないため、基礎教育の義
務教育化、学校構造改革、校長の再配属、学生との比率を加味した教員の配属・異動
などの実施が困難であった（JICA, 2012: 57）。また、世界銀行の評価では、SSRP を
実施するのに必要となる教育法の改正を行わなかったため、それに関する教育規則の
更新において複雑な問題が生じたことが指摘されている。例えば、8 年間の基礎教育
と 4 年間の中等教育の再構築は、正式に行われていないため、国家審査委員会の審査
と運営の教員資格レベルを改訂し、教員の管理および学校に教員や資金に対する権限
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を与えるために法的基盤が必要であった（World Bank, 2017: 13-14）57。 
 SSRP の実施過程では、教科書の無償化を 8 学年から 10 学年までに変更するような
政治的な圧力があった。また、ドナーによる教育法改正の圧力もあった58。さらに、政
治的不安定や腐敗の蔓延、能力不足、国際・ローカル NGO のモニタリングをする人材
不足などによって、ネパール政府は困難に直面しながら計画が実施された。  
実施過程におけるネパール政府のオーナーシップの程度に関して、バッタは、ネ
パールのオーナーシップは、計画の内容上のオーナーシップから計画の実施プロセス
上（実施過程）のオーナーシップに移行していると指摘する。彼は、教育省の能力は
強化されてはいるが、自らの力でネパールの教育問題を考え、その課題を解決してい
く能力ではなく、教育省内のデータの管理報告書の策定という点で能力が向上したに
すぎないと述べている（Bhatta, 2011）。SSRP の実施過程では、政府がイニシアチブ
を取り、政府機関のもとで SSRP が実施されたが、脆弱なガバナンスと不安定な政
情のもとで実施されたため、オーナーシップを十分に発揮できなかった。  
 
 
4-5 小括 
 SSRP は、過去の教育計画を踏まえて、それに学校制度の再構築（1-8 学年基礎教育、
9-12 学年中等教育）を新たに加え、中央行政とドナーの合意を通じて、主に EFA や
MDGs のような国際的な目標を達成するために策定された計画であった。よって、
SSRP は、ドナーの援助の要請を多く反映されている。  
 SSRP の教育内容面におけるネパール政府のオーナーシップについては、EFA や
MDGs のような国際的な目標が重視され、ローカルな課題や政府が重視した学外の子
どもにどのように教育機会を与えるのか、学外の子どもをどう学校まで連れてくるの
か、私立学校をどのようにモニタリングするか、学校の腐敗をどう改善するか、どの
ように説明責任を高めるかなどといった地域的ニーズが反映されていない。政府が当
初目標としていた項目への言及が少なく、オーナーシップの程度は相対的に低いと言
わざるをえない。 
 SSRP の予算配分・活用面でのネパール政府のオーナーシップに関しては、SSRP の
予算は、政府の負担が約 8 割であり、ドナーの援助が約 2 割であるために、政府が自
由に予算を配分できるはずである。しかしながら、ネパールの教育専門家によると、
予算配分・活用においてドナーの意見の 8 割が反映され、政府の意見は 2 割しか反映
されていない59。SWAp に基づき既に予算額が決まっているため、ネパールが自由に予
算の配分と活用ができないという点で、ネパール政府のオーナーシップは低い。ドナ
 
57. このプログラムが終了した後、教育法第 8 条を改正された。  
58. 教育省の元職員への聞き取り調査、カトマンズ・ネパール、2018 年 3 月。  
59. 教育専門家への聞き取り調査、カトマンズ・ネパール、2018 年 3 月。  
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ーが、ネパール政府の公共金融システムを利用した点では、ネパールのオーナーシッ
プが高い。以上のことから予算配分・活用局面ではネパール政府は、部分的にオーナ
ーシップを発揮したと言えよう。 
 SSRP の実施面におけるネパールのオーナーシップについては、脆弱なガバナンス
と能力の下で、また腐敗が蔓延するような状況の中、政府機関を通して SSRP が実施
された。しかし、国際 NGO・ローカル NGO を十分に管理・調整できておらず、実施
過程においても部分的にしかオーナーシップを発揮できなかった。 
 このように SSRP においても以前の計画と同様に教育内容の策定局面においてオー
ナーシップが低く、予算配分・活用局面および計画の実施局面でも、オーナーシップ
の程度は、せいぜい中レベルであった。オーナーシップが十分に発揮できなかった理
由として、まずネパール政府の能力の低さが挙げられよう。政府は、国際的な教育開
発目標と多様なドナーの関心に対応しながら、国民的なアイデンティティを確保する
ことができなかった（Pradhan, 2018）。また、ドナーは、国際的な目標に対応できるよ
うな計画の策定を要請し、ネパール政府がドナーの援助を受けるために国内課題より
も国際的な目標に従って計画を策定せざるを得ず、オーナーシップの程度が低くなっ
たとも考えられる（Regmi, 2015）。この点に関連してネパールの教育予算の内、政府は
約 80%を負担し、ドナーの援助によって約 20%を補完したが、政府の予算のほとんど
が教員の給料に使用され、教員の研修、学校施設のインフラ整備およびその他の開発
分野は、ドナーの援助に依存をしなければならなかった。ドナーがドナーのアジェン
ダの採用をも要請したため、ネパール政府は援助を受けるためにドナーのアジェンダ
を受け入れなければならなかった60。つまり、ネパール政府とドナーとの力関係がオ
ーナーシップの発揮を妨げた（Regmi, 2019）。さらに、ネパールの教育省の職員にも問
題があった。教育省でも、ネパールの多様性およびネパールのローカルな価値観に対
応できるような教育計画を策定する能力がなかったことも、とりわけ教育内容の面で
ネパールがオーナーシップを十分に発揮できなかった要因である（Koirala, 2015a）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
60. 教育局職員への聞き取り調査、バクタプル・ネパール、2018 年 3 月。  
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第 5 章 SSRP の評価 
 
 本章では、SSRP において、ネパール政府と主要なドナーが行った評価を分析し、ネ
パール政府とドナーの SSRP の成果および課題に対する認識の相違を明らかにする。
このようなドナーとネパール政府の認識の相違は、教育計画の内容・予算・実施にお
ける優先順位や強調事項とも関係し、オーナーシップにも影響を与えるものと考えら
れる。評価の違いは、教育計画に対する認識の相違でもあり、認識の相違がオーナー
シップも規定するからである。第 1 節では、ネパール政府による中間評価・終了後の
評価を考察するとともにドナーとネパール政府が採用した独立のコンサルタントであ
る GFA コンサルティングが行なった評価を整理する。第 2 節では、主要なドナーによ
る SSRP の全体評価について分析する。第 3 節では、ドナーによる適切性、効果、効
率性、インパクトおよび持続可能性のような基準別の評価を取り上げる。第 4 節では、
ネパール政府とドナーが指摘した成果課題を整理する。最後に第 5 節では、SSRP に
おいて、軽視されたネパール教育のローカルな価値観に関する課題について述べる。 
 
 
5-1 ネパール政府の評価  
5-1-1 政府機関による評価 
 SSRP に対するネパール政府の評価に関しては、教育省が評価を行う制度がなく、ド
ナーの要請があれば、その要請に基づいて評価を行い、ドナーに提出するというのが
一般的であった61。以下では、ネパール政府とドナーが共同で 2012 年に行った SSRP
の中間評価62と SSRP 終了後に教育局が行なった Flash Report63、Status Report64と SSRP
終了後、新たに計画され、実施されている計画である SSDP65の中で SSRP に言及され
ている部分を取り上げ、ネパール政府自身の SSRP の評価を探ってみたい。これらの
評価から、ネパール政府の SSRP に対する評価と今後の課題について分析を試みる。 
 
 
 
61. 教育省、広報担当者への聞き取り調査、カトマンズ・ネパール、2018 年 3 月。  
62. 共同融資契約によって、SSRP を策定時に中間評価を行うことが決まったものである。  
63. 2015 年の Flash Report Ⅰによると、2009-10 年度以降、報告書には、SSRP 指標に対処するための基礎教育（1-
8 学年）と中等教育（9-12 学年）からなる SSRP コア文書に沿った情報が掲載され、報告書では、基礎教育と
中等教育に関する情報を分けて示している。報告書に記載されている情報には、国内で運営されているすべて
の学校の事実と数字が含まれ、それらはコミュニティ・スクールのすべてのタイプ（コミュニティによる支援、
コミュニティによる管理、コミュニティの助けを受けない学校）、機関学校（私立学校）と宗教学校である（MoE, 
DoE, 2015b: 1）。 
64. Status Report とは、教育局が、昨年度の教育の状況を示す Flash Report ⅠとⅡに基づき、策定したものである。  
65. 政府は、2015 年に SSRP を終了し、その後 2016 年に、SSDP（2016-2023 年）を策定し、実施している。  
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5-1-1-1 SSRP の中間評価  
 政府は、共同融資契約に基づき、ドナーと SSRP の策定時に中間評価を行うことが
決まっており、それに依拠して 2012 年に中間評価を行った。中間評価を行う理由は、
それまでの成果と課題を指摘し、その指摘に基づき実施方策を改善し、目標を達成す
るためである。中間評価では、就学前教育開発、基礎教育、中等教育、技術教育、生
涯学習と教員の能力強化に焦点を当てて評価がなされた（MoE, 2012: 2）。 
 
就学前教育・基礎教育・中等教育の成果 
 政府が 2012 年に行った中間評価までに、就学前教育では、就学前教育センターが急
速に拡大した。就学前教育センターについては、4 種類が運営されている。多くの子
どもの教育へのアクセスが増加した要因となったこの 4 種類の就学前教育センターと
は、①コミュニティ・ベースの就学前教育センター、②コミュニティ・スクールに属
した就学前教育センター、③私立学校に属した就学前教育センター、④学校に属して
いない（日本の保育園のような独立した）就学前教育センターである。また、就学前
教育における社会的公平性では、ダリットおよび先住民族のアクセスは 72.9%で、ジ
ェンダー平等指数は 0.97 に達成した（MoE, 2012: 3-6）。 
 基礎教育の就学率は、2008 年に比べて 2011 年に向上をし、ジェンダー平等指数の
比率がほぼ 100%の近くになった。その他の社会的公平性については、貧困層、社会的
に恵まれない人びと、ダリットなどの人びとの就学率が増加した（MoE, 2012: 6-9）。
表 5-1 は、2008 年に比べて 2011 年に向上した基礎教育就学率およびジェンダー平等
指数の詳細である。 
 
 表 5-1 基礎教育就学率およびジェンダー平等指数  
年度  2008 2011 
学年  女 男 合計  ジェンダー
平等指数  
女 男 合計  ジェンダー
平等指数  
1-5 90.4 93.2 91.9 0.97 94.5 95.6 95.1 0.99 
6-8 56.6 58.0 57.3 0.98 69.5 70.5 70.0 0.98 
 出典: MoE, 2012: 9 に基づき筆者作成。 
 
 中等教育のアクセスは、9-10 学年において、2011 年に 36.4%から 52.1%までに上昇
したが、11-12 学年に関しては、変化がなかった。その理由は、10 学年の最後に行う
SLC 試験に合格しないと 11 学年に入学することができないこと、そして 11-12 学年の
学費も支払う必要があるためである（MoE, 2012: 15-18）66。 
 
 
66. http://archives.myrepublica.com/portal/index.php?action=news_detailsoiralanews_id=6838 , 2018 年 12 月 6 日アク
セス。  
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技術教育・生涯学習・教員の能力開発の成果 
 技術教育では、2012 年までにパイロット・プログラムが、100 校に実施されていた。
また、生涯教育の就学率に関しては、6 才以上が 2008 年の 63.7%から 2011 年には 61.0%
まで減少したが、15 才以上については、2008 年の 55.6%から 2011 年には 57.0%まで
上昇した（MoE, 2012: 18-21）。 
 教員の能力開発に関して、教員の能力を向上させるために、「教員養成開発（Teacher 
Professional Development）」プログラムが新たに開始され、1-5 学年において、すべて
の教員に研修を受講させ、基礎教育教員の資格基準を中級レベルに引き上げた。ラハ
トおよびクォータの教員の割合が最低限に満たされた（MoE, 2012: 45）。 
 以上が SSRP に対する中間評価が 2012 年までに SSRP の成果としたことである。全
体的に進学率の向上、教員の研修の成果などが指摘し得る。次に、SSRP 終了後に、ど
のような成果と課題があったのかについて具体的に考察する。  
 
 
5-1-1-2 SSRP 終了後の政府の評価 
 SSRP は、EFA NPA の活動を引き継ぎ、いくつかの改革を伴って実施された計画で
あり、EFA を達成するための最終計画で、限られた資源を活用し、質の高い教育を提
供することが求められた（MoE, 2016: 9-10）。しかしながら、SSRP には、政治的コミ
ットメントが低く、計画の準備には、多くの費用を費やした（MoE, 2012: 46）。 
 SSRP を実施することによって、教育の重要性に対する国民の全般的な認識と公的
教育制度に対する全体的な期待が高まったとネパール政府は評価する。SSRP の重要
な成果は、1 年間の就学前教育と基礎教育（1-8 学年）および中等教育（9-12 学年）を
カバーする教育の再構築であった。SSRP は、すべてのレベルの学校での実施を促進す
るため、または、地方コミュニティ・地方政府による実施を促進するために、分散型
計画の取り決めを導入した（MoE, 2016: 9-10）。 
 
 
就学前教育・基礎教育・中等教育の成果 
 就学前教育・基礎教育・中等教育の就学率は、2009 年に比べて 2015 年では向上を
している。基礎教育におけるアクセスと社会的公平性については、カースト的、民族
的、宗教的、地理的格差を部分的削減し、障がいのある子どもの学校へのアクセスを
向上させた（MoE, 2016: 10）。 
 表 5-2 は、2009-2015 年の 1-5 学年の留年およびドロップアウト率を示す。  
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 表 5-2、1-5 学年のドロップアウトおよび留年率（%） 
年度  2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 
ドロップアウト率（%） 6.5 6 5.4 5.2 4.7 4.2 3.8 
留年率（%）  14.4 12.1 11.5 10.6 9.8 9.1 8 
 出典: MoE, DoE, 2015a: 111 に基づき筆者作成。 
 
能力強化に関する成果 
 SSRP の下では、5 つの「優先度最低条件（Priority Minimum Enabling Conditions = 
PMEC）」に優先順位が付けられ、学校をコミュニティによって運用する計画を提供す
るため、「最低限有効条件（Minimum Enabling Condition = MECs）」を導入した（MoE, 
DoE, 2015a: 8-10）。そして、教科書のタイムリーな受領は、PMEC の一つであり、印刷
プロセスが分権化され民間企業に開放をされたため、教科書の配布の遅れは減少した
（MoE, 2016: 9-10）。 
 「公共財務管理改善行動計画（Public Financial Management Action Plan）」によって、
資金フロー追跡メカニズムの強化、教員育成計画の策定、学生および学校施設のデー
タベースの構築が行われた。また、資金の不適切な支出を減らし、信託リスクを軽減
するために、教員給与の支払いには、彼らの銀行口座に直接入金する措置が講じられ
た（MoE, 2016: 9-10）。 
 財務管理の分野では、政府は、財務管理システムを改善するための「財務管理実施
行動計画（Financial Management Improvement Action Plan）」を実施し、内部監査システ
ムにおける、欠陥や不一致を即座に特定・修正し、財務規律、内部統制、プログラム
成果の標準を維持するための重要なツールと位置付けられた。財務管理と監視の主要
な懸案事項としては、モニタリングと報告システムは整っているが、内部監査システ
ムの改善が非常に重要であり、また「総合教育管理情報システム（Integrated Education 
Management Information System）」は、教育計画の策定、資金調達、教育サービスの提
供、報告のための重要なツールであるとされた（MoE, DoE, 2015a: 9）。 
 
教員の能力開発に関する成果 
 教員の成果および課題に関しては、女性とダリット・先住民族の教員の割合が増加
し、クォータの適用も大幅に向上した（MoE, 2016: 28）。SSRP の終了期間（2015 年）
までに教員の数は、基礎教育において男性教員 82,887 人、女性教員 44,835 人となり、
合計 127,722 人で、中等教育の 23,723 人を加えて、全体で 151,445 人となった。研修
を受けた教員に関して、基礎教育において完璧に研修を受けた教員数は 95.5%で、部
分的に研修を受けた教員数は 2.4%、研修を受けてない教員は 2.2%であった。中等教
育に関しては、研修を受けた教員数は 91.2%で、部分的に研修を受けた教員数 4.1%、
研修を受けてない教員 4.8%のみであり、教員の研修に成果が見られる（MoE, DoE, 2015 
a: 137）。 
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その他の成果 
 SSRP の下では、学校管理委員会と PTA の役割が強化された。試験制度に関しては、
NASA と CAS が導入され、「教育政策委員会（Educational Planning Committee）」と教
育レビュー・オフィスが創設され、計画のニーズに基づくモニタリングと評価制度が
改善された。そして教育管理情報システムが設置され、その活用率が強化された（MoE, 
DoE, 2015a: 176-178）。 
 技術教育については、SSRP の下でソフト・スキルの達成に焦点を当てた、技術能力
ベースのカリキュラムが開発・試行された。しかしながら作成された教材・プログラ
ムは、異なるドナーのプロジェクトによって、試行されたものであり、学校のカリキ
ュラムと対応していない場合もあると指摘された（MoE, DoE, 2016a: 9-10）。 
 ネパール政府が認識する SSRP の全体的な成果は、貧困層・恵まれない人びと・ダ
リット・先住民族などの学校へのアクセスが向上し、全体的な就学率が上がり、ジェ
ンダー平等および学内での経済的・社会的差別が緩和されたことである。また、英語
による教授と ICT 教育を活用する学校数が増加し、学校同士でポジティブな競争力が
生まれた。また、学校内に図書館を建設することによって、学生および教員の読書力
が向上した（MoE, DoE, 2015b: 176-178）。さらに、多くの教室およびトイレなどが建
設された（MoE, DoE, 2015a: 72）。 
 
 
5-1-2 ドナーとネパール政府による共同評価 
 SSRP の策定時に、ネパール政府とドナーの間で SSRP の終了後に海外の独立機関に
委託して SSRP の評価行うことが共同融資契約となっていたため、2016 年に共同評価
が行なわれた。2015 年のフォーカル・ポイントは、EU であり、EU が独立のコンサル
タント機関を募集し、ドイツのコンサルティング機関によって、（Joint Evaluation of 
Nepal’s School Sector Reform Plan/Programme 2009-2016）（以下、共同評価とする）が行
なわれた。このような背景で評価が行われたため、ネパール政府と開発パートナーの
共同評価となるが、EU の考え方が反映されていることも否めない67。 
 共同評価の目的は、SSRP のすべての要素の成果、メリット、デメリットに関する包
括的な独立した全体像を提供することであった。評価の主なポイントは、SSRP の有効
性を評価することであり、それらは、①アクセスと公平性の拡大、②教育の質と妥当
性の向上、③学校制度の改革と全体的な能力の強化などであった（GFA Consulting, 
2016: 11）。 
 
 
67. 教育省、広報担当者への聞き取り調査、カトマンズ・ネパール、2018 年 3 月。  
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5-2 主要なドナーによる SSRP の全体評価 
5-2-1 世界銀行による評価  
 SSRP の主な成果として世界銀行は以下を指摘する。①学校への就学者数の増加（教
育へのアクセスが増え、8 年間の学校教育を受け、将来的に多くの労働者が雇用され、
結果としてより高い収入を得る）、②教育の質と適切性の向上（基礎教育を修了した国
民の生産性と収益の向上をもたらす数多くの学習）、③教育システムの内部効率の向
上（学校のドロップアウト・留年率の減少）（World Bank, 2017: 25）。以下、教育への
アクセス改善と教育の質について具体的に見る。  
 
（1）アクセスの改善  
 アクセスの改善に関しては、基礎教育の就学率は、2009 年の 73%から 2016 年に 91%
まで向上し、中等教育への就学率は、2009 年の 21%から 2016 年に 39%まで改善した。
基礎教育への奨学金の提供は、2009 年の 31%から 2016 年に 57%まで達成し、ダリッ
ト・コミュニティの学生に関しては、2016 年までに 100%の奨学金を支給した。その
他、公立学校の管理に関しては、SSRP 実施機関の政府管理からコミュニティ管理への
移行は、66%から 85%に増加した（World Bank, 2017: 20-21）。SSRP のアクセスに関
する成果は、次の 4 点であった。①基礎教育の純就学率は、目標の 92%に対し、89.4%
であった。②基礎教育の修了率は、目標の 76%に対し、69.6%を達した。③基礎教育と
中等教育の両方でジェンダー平等指数は 100%に達した。④SSRP の実施中、3、5、8 学
年にて NASA は 2 回実施された（World Bank, 2017: 47）。 
 
（2）質の改善 
 教育の質を改善するために、NASA が導入され、教員の研修と教科書の提供が促進
された。1 学年生の留年率は、2009 年から 2016 年までに 27%から 14%に減少し、8 学
年生については 12%から 4%、10 学年生については 7%から 3%に減少した。1 学年生
のドロップアウト率は、10%から 5%に減少し、8 学年生については 7%から 6%、10 学
年生については 9%から 5%に減少したことによって、教育の質の向上が認識されたと
指摘された（World Bank, 2017: 22-23）。 
 
（3）教育予算の改善 
 SSRP において、予算執行率は、平均で約 95%であり、SSRP 実施期間に平均で、教
育への投資が総予算の約 14%までに増加した。また、GDP に対する教育予算は、1999
年の 2.9%から 2014 年には 4.2%に増加した。教育予算の配分は、約 80%が学校教育
（約 60%が基礎教育）に当てられ、残りの約 20%は、高等教育に当てられた。SSRP の
実施期間に、教育予算総額に対するドナーの援助の占める割合は、22%以上であった
が、2015 年度には 13%に減少した（World Bank, 2017: 48）。 
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5-2-2 ADB による評価  
 ADB は、2011 年 11 月に「学校セクター・プログラム（School Sector Program = SSP）」
を承認し、2011 年から援助を行った。SSP に則った SSRP の成果は、特に女子や恵ま
れない国民の教育へのアクセスと生活の向上に表れた。その結果、恵まれないグルー
プの女子や子どものための基礎教育（1-8 学年）へのアクセス向上と質が向上した。
SSRP の成果は、①質の高い教育への公平なアクセス、②学生の学習の向上、③安全な
学校、④教員の管理と開発の強化、⑤教育セクターにおける良いガバナンスの管理で
あった（ADB, 2017: 1）。以下、これら 4 つの成果について ADB の評価を概観する。 
 
（1）質の高い教育への公平なアクセス  
 すべてのレベルで教育における公平なアクセスが向上し、SSRP の初期段階におけ
る教育へのアクセスが大幅に改善されたが、不登校の学生を就学させ、基礎教育を引
き付けるためのプログラムが必要であった。このため SSRP では不登校を特定し、学
校に来させるための行動計画を策定し、段階的なプログラムを展開することに焦点が
当てられた。「性別脆弱地域行動計画（Gender Vulnerable Community Action Plan）」
に対する詳細な進捗状況を見ると、女子 1,573,220 人、ダリット 841,678 人、先住民族
77,316 人の学生と疎外されたグループの奨学金およびインセンティブ・スキームに関
する目標が達成されている。また、カルナリ地区の学生と毎年平均 6 万人の障がいを
持つ学生が、基礎教育と中等教育の授業を受けている。食糧不足を経験している 19 の
地区の小学校レベルの 280,446 人の学生（50%の女児）が給食を享受した（ADB, 2017: 
2）。 
 学校教育で女子の在学を確保するために女子用トイレが 11,500 戸を含む 17,363 学
校に置かれた。純就学率におけるジェンダー平等指数は、第 1 レベル（1-5 学年）で
0.97 から 0.99 に、基礎レベルで 0.95 から 1.00 に増加した。また、15-24 歳の識字率に
おけるジェンダー平等指数は 0.90 から 0.94 に上昇し、教育局は、包括的な教育部門
とジェンダーおよび公平部門を設立して強化した。教育省は、内部効率、教員の管理
と開発を含む SSRP の主要業績評価指標について、ジェンダー別に集計したデータを
制度化して利用することを可能にした（ADB, 2017: 2-3）。 
 
（2）学生の学習強化 
 ここでは、5 つの PMEC の提供と 3、5、8 学年生の NASA に対する国家評価を実施
することによって、基礎教育レベルの学生の学習向上を支援することを目的としてい
る。5 つの PMEC とは、①十分な数の教室の提供、②ジェンダー別のトイレの提供、
③教科書の完全なセットの提供、④学習教材およびブックコーナーの提供、⑤教室の
学生数に基づいた十分な数の教員の提供である。PMEC に関連する条件は、貧困層の
基礎教育学校の 5 つの PMEC のうち少なくとも 3 つが展開されていることである。教
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育省は、5 つの PMEC のうち 3 つを満たさなかった 8,340 の学校を特定し、少なくと
も 3 つの PMEC を満たすために SSP の終わりまでに約 5,000 人を支援した。そこで
は、PMEC は完全に遵守されていた（ADB, 2017: 3）。 
 NASA は、体系的かつ厳密に実施されるように準備され、学習成果をベンチマーク
化し、それに応じて学生の学習改善戦略を立案することが重要であった。教育省は、
3、5、8 学年生の NASA を 2 ラウンド実施し、SSRP の期間中の成績優秀者の割合を決
定した。第 8 学年の NASA の結果の第 1 ラウンドでは、平均成績は、ネパール語およ
び社会科学では 49%、数学では 43%であった。第 5 学年の平均成績は、数学では 53%、
ネパール語では 60%、英語では 54%、第 3 学年の平均成績は、数学では 60%、ネパー
ル語では 63%であった。第 8 学年の学生の NASA 結果の第 2 ラウンドについては、ネ
パール語では 48%、数学では 35%で、第 5 学年の平均達成度については、数学では
48%、ネパール語では 46%、英語では 47%で、第 2 ラウンドの NASA の第 3 学年の平
均成績については、数学では 45%、ネパール語では 52%であった。第 1 ラウンドと第
2 ラウンドの NASA の結果は、学生の学習成果が課題であり、教育の質が低いことを
示していると指摘されている（ADB, 2017: 3-4）。 
 
（3）安全な学校 
 SSRP における安全な学校の成果は、ADB が安全な学校を作るのに主導的役割を果
たし、「ネパールのリスク削減コンソーシアム（Nepal Risk Reduction Consortium）」
の一員となって、長期的な災害リスクの削減のための戦略を実施するため政府に支援
を行なったことによるところが大きい。ADB は、教育省および教育局の協力を得て、
地震を緩和させるように学校の構造を調整した。この活動では、第 1 に、260 の建物
の改修が行われた。第 2 に、4,000 人の教員と 5 万人の学生に安全訓練を施した。第 3
に、カトマンズ盆地の改修のための 1,000 人の鉱工業師の訓練と 140 人の教育局のエ
ンジニアとサブエンジニアによる策定、監督および建設技術の改修（教育省の承認）
を実施した（ADB, 2017: 5）。 
 SSRP の終わりまでに以下が達成された。第 1 に、165 校の建物が改装された。第 2
に、5,042 人の教員と 50,166 人の学生に安全訓練が施された。第 3 に、184 人の教育局
のエンジニアとサブエンジニアが改修の研修を受けた（ADB, 2017: 5）。 
 
（4）教員の管理と能力開発の強化  
 ここでの ADB の支援は、教員管理と開発戦略を政府が支援することを目的とした
ものであり、公立学校の教員の教員資格が多様であるため複雑である。2013 年 3 月に
教育省は、教員の管理と開発に関する包括的な調査を完了した。この調査は、①教員
の募集（公平な教員の募集を含む）、②教員の移転と配備、③教員のキャリア開発（資
格と専門職の開発を含む）を対象とした。教育省は、研究の勧告に沿って、主要な利
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害関係者とのさらなる協議を通して包括的な教員管理および開発戦略を策定した
（ADB, 2017: 5）。 
 2013 年 6 月に承認された戦略の目的は、①「教員奉仕委員会（Teacher Service 
Commission）」の下に地域教員奉仕委員会を設置することにより、メリットベースの
透明で包括的な教員選考プロセスを促進すること、②教員の過度の不足の問題を解決
すること、③教員のキャリアラダーと業績評価と専門職育成を結びつけること、④教
員を一時的な契約カテゴリーの下で提供することである。この戦略には、8 の短期措
置（1 年）、10 の中期措置（1-3 年）、12 の長期措置（3 年以上）を含む 30 の措置が
含まれた（ADB, 2017: 5-6）。 
 
（5）教育セクターでのガバナンス危機管理の改善  
 この分野の成果は、SSP が国の調達および財務管理システムを使用し、SSRP の実施
を支援したことである。実施の最初の年は高い受託者リスクを示し、強力な緩和計画
を必要とし、政府が受託者のリスク管理を支援するために、開発パートナーと政府は、
財務管理改善行動計画の実施に同意した。計画は包括的であり、中央、地方、学校レ
ベルの予算編成、会計、監査、調達機能を改善するための行動が含まれていた。その
結果、計画の実施が容易になった。この計画で特に重要な点は、①各会計年度の監査
実績を調査し、適切な措置を取ること、②銀行口座を介して教員の給与支払い制度を
導入すること、③資金の流れをチェックする追跡調査を行うこと、④スタッフに調達
訓練を提供すること、⑤学校での簡単な口座記録の維持を実施すること、であった
（ADB, 2017: 6）。 
 適切な時期の財務管理レポートの提出を除き「計画の立案とモニタリング枠組み
（Design and Monitoring Framework）」のパフォーマンス指標の多くが達成されたこと
が指摘されている。これらの改革は、学校教育システムにおける受託者のリスクと緩
和策をより広く理解するための基盤となり、すべての関連するトランシェの解除条件
は完全に遵守された（ADB, 2017: 6）。 
 
 
5-2-3 JICA による評価（中間）  
 2015 年の JICA の評価報告書によれば、基礎教育（1-8 学年）の課題は、アクセス
（学校・教室数の不足）、質（教員の質が低い）、管理（参加型の学校運営、中央省
庁と地方行政との連携）の 3 つが複合的に関連しているとされている。教育へのアク
セスは改善されているが、地域間や民族・カースト間の格差が大きいことが課題とな
っている。教育の質については、留年率やドロップアウト率が改善しているものの依
然として高いレベルにあり、実際、2014 年時に 1 学年生の留年率が 15.2%と高かった
ことからもそれは明らかである（JICA, 2015: 1）。 
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 管理に関しては、多民族や社会的に残されたカースト制度などを抱えるネパールに
おいて、地域のニーズに合致した教育を提供することが目指され、教育行政の地方分
権化ならびに住民参加による学校運営が法制度化されている。しかし、地方行政や学
校レベルの人材能力並びに予算不足などによって十分に機能していない状況にある。
SSRP の妥当性は高いが、SSRP は、EFA や MDGs 達成を目指すネパールの開発政策お
よび日本の援助方針と整合性があると JICA は指摘する（JICA, 2015: 1-5）68。 
 2012 年の JICA の報告書によれば、SSRP に関わる実態調査において教育の質は、
SSRP の「基礎教育」のゴールが「権利に根差したアプローチにより質の高い教育への
公正なアクセスを確保すること、そして学校において子どもに優しい環境を推進する
こと」となっている。SSRP における「教育の質」に関する政策的な方向性の中で以下
の４つのことが優先的な介入として位置づけられている（JICA, 2012: 61）。 
 
（1）最低限有効条件（MECs） 
 SSRP では、学生たちの多様なニーズに対応をするための MECs がすべての学校に
備わることが目指されている。MECs には、①外的環境、②学習の環境、③学校運営
に関する指標が含まれる。学校の外的環境には、校舎、適当なサイズの教室、男女別
のトイレの設置、飲料水の設備、そして校庭および運動器具、教室における家具、図
書館やブックコーナーの設置、実験室に関する指標が含まれる（JICA, 2012: 61-63）。 
 また、学習環境には、資格のある研修を受けた教員の存在、カリキュラムと教科書、
教員の教授時間、課外活動等の指標が含まれる。「教育のための子どもに優しい学校
の全国的枠組み（National Framework of Child Friendly Schools for Education = NFCFS）」
は、学校の施設、教員の研修、学校における飲料水施設、学生たちの健康や衛生管理
等を含む教育の質の枠組みである。NFCFS は、SSRP のもとで実施されることとなっ
た MECs を取り入れながら、子どもの権利の観点から、すべての子どもが安心して学
校に就学し、学校に通学し、次の学年に進級するために必要な要素を分析して作成さ
れた教育の質の指標である（JICA, 2012: 63-65）。 
 
（2）ローカル・カリキュラム  
 ネパール政府のローカル・カリキュラム参考マニュアル（2010 年）によれば、「地
球規模で考え地元で実践するという精神」と教育の地方分権に基礎が置かれ、国家・
カリキュラム・枠組みにおいてローカル・カリキュラムの導入が決定づけられた。ロ
ーカル・カリキュラムは、ネパールの地元のニーズに合わせ、地域的、文化的、言語
的多様性に対応し、土着の芸術や文化、技術等を推進できると評価した（JICA, 2012: 
65-66）。 
 
68. https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2015_1560310_1_s.pdf, 2017 年 8 月 2 日アクセス。  
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（3）リソース・パーソン、視学官の能力強化  
 これらの成果を達成するために、様ざまな活動が計画されてきた。その中でも注目
すべきなのは、リソース・パーソンや視学官の役割と彼らの能力強化にかかわる活動
計画である。2011-2012 年の年次戦略実施計画では、学校の業績を上げることとリソー
ス・パーソンや視学官の効率的な活用に注目された。そして教育局がリソース・パー
ソンや視学官の業績指標を作成し、リソース・パーソンや視学官はその指標に基づき
自らの管轄地域の学校業績向上目標の設定をすることになった。同時に学校管理委員
会や校長、教員たちは、学校業績向上目標の達成に向けた業績指標や目標に対する達
成状況に関わる報告書や評価情報を学校改善計画の際に活動の優先順位決定において
使用することを JICA が提案している（JICA, 2012: 66-67）。 
 
（4）学校改善計画のガイドライン改訂  
 学校改善計画には、NFCFS や MECs の優先的な指標が組み入れられることとし、地
区教育事務は、学校改善計画の改訂や学校の業績を促進するために教育の質の面での
イニシアチブをとることが求められている。その方向性や教育局の要請に基づき、
JICA 支援の小学校運営改善支援プロジェクト（Support for Improvement of Primary 
School Management）によるプロジェクトのフォローアップの一環として、学校改善計
画ガイドラインの改訂支援が行われた。学校レベルの会計能力およびデータの質の改
善、資金運用の不透明性などが記載され、学生一人当たりの資金に関する学校レベル
での資金運用の不透明性は、ドナーや教育省の間でも問題となり、学校レベルのデー
タを社会監査や会計監査へ提出し、政府およびドナー両者による学校運営能力強化の
試みがなされている（JICA, 2012: 67-72）。 
 
 
5-3 評価基準別の評価（成果および課題）  
5-3-1 共同評価 
（1）適切性 
 適切性に関しては、SSRP はカースト、民族、宗教、地理に関連する既存の格差を解
決するのに役立つだけでなく、潜在的な紛争や政治的分裂を防ぐ助けとなったと共同
評価を担当した GFA コンサルティングは評価している。SSRP の期間中に教育の重要
性に対して認識と期待が全体的に高まった。アクセスを改善することを目的とする多
くの戦略が適切であることは判明したが、地方レベルでの SSRP の実施は大きな問題
を抱えていた。地方レベルでは、主に管理能力が不足しており、永続的なインパクト
を確保するためには、能力構築に関するさらなる努力が必要である（GFA Consulting, 
2016: 1-5）。 
 SSRP の最も重要な改革の 1 つは、1 学年から 8 学年までの基礎教育を再構築したこ
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とである。この基礎教育サイクルは、CLC を通じた郡教育計画と村落教育計画におけ
る識字能力と生涯学習プログラムの導入にも役立つと評価されている。中央レベルの
アクターと地方のガバナンス構造との間の対話を強化することは、説明責任を高める
のに役立っていたと述べられている（GFA Consulting , 2016: 5-7）。 
 
（2）効果 
 この評価では、特に就学前教育、初等教育、基礎教育、中等教育、ノン・フォーマ
ル教育など、多くの教育レベルでアクセスと質が増加していることが明らかになった。
初等・中等教育における学生のジェンダー格差も解消された。しかしながら、全体で
アクセスが増加しても、特定の地域、障がい児、特定の民族の子どもの格差は存在し
ていた。学習成果については、学生と教員の比率は大きく改善したが、学生の学習成
果には大きな格差が残っている（GFA Consulting , 2016: 1）。 
 SSRP の特定の要素・分野を強化するために実施される特定のプロジェクトは、結果
変数に様ざまな影響を与えた。この評価では、代替の非正規教育の質と規模は地区間
で大きく異なり、実施機関や NGO に依存していることが明らかになった。評価プロ
グラムは、教育の質の向上にとって不可欠であり、SSRP は、学習成果、ドロップアウ
トおよび留年率に関するデータを提供するために、教育レビュー・オフィスの下で
NASA を導入した。教員研修の影響力の弱さと教育の質の向上対策について重要な議
論が行われたが、郡教育事務所は最近になってフォローアップ活動を開始したばかり
である。CAS に関しては、CAS のアプローチは、包括的な評価を形成的評価アプロー
チで置き換えることを意図しているが、現在の教育環境は、複雑なアプローチを実行
するのに必要な能力がない。また、CAS は、利害関係者によってまだ完全には理解さ
れていないことが指摘されている（GFA Consulting , 2016: 1）。 
 学校の監督は、リソース・パーソンの訪問頻度の低さだけでなく、教育的助言の欠
如のため、学校運営システム内では脆弱である。SSRP は、地方の利害関係者が個々の
学校の計画を立てることを可能にする分散型計画戦略を導入し、この戦略は、地元の
教育関係者を計画立案とモニタリングに結集させるのに役立っているが、資金調達を
コンテンツに結びつけることができなかった。地方レベルでの学校管理委員会と PTA
の導入、教育政策委員会と中央レベルでの教育レビュー・オフィスの創設は、ネパー
ルでは革新的であったと指摘されている。しかし、2015 年 4 月の地震でインフラの被
害をもたらし、教員が 1 つの教室で複数の学生を教えなければならないという新たな
課題をもたらしたことが指摘されている（GFA Consulting, 2016: 1-7）。 
 SSRP の根拠は、憲法に則り、教育を基本的な人権と見なし、授業料および教科書は
無償で提供され、基礎教育は子どもたちの義務と捉えられ、不登校やドロップアウト
の危険のある子どもを学ばせるための戦略が開発された。これらの戦略は、多様な行
動を通じてカテゴリー別、地域別に設計されている。しかし、義務教育政策が規定さ
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れているにもかかわらず、事実上義務教育政策はまだ完全には実現していないと GFA
コンサルティングは批判的に評価している（GFA Consulting, 2016: 22）。 
 
（3）効率性 
 教育は、政府の優先分野であり、政府の予算の約 14%が割り当てられ、教育に対す
る公共投資は 1999 年の GDP の 2.9%から 2014 年の 4.2%に増加した。しかしながら、
開発パートナーの資金調達率は、その期間に 22%から 13%に減少している。SSRP が
開始されて以来、公共財務管理は、改善のための優先事項の 1 つと考えられてきた。
信託リスクを軽減するための多くの措置として、財務管理改善行動計画のレビュー、
資金フロー追跡メカニズム、教員育成計画学生および学校施設のデータベースを導入
し、教員の給与を彼らの銀行口座へと移転した。これらの措置は、給与の二重支払い
や学校への資本の不当な資金調達などの不適格な費用を削減するのに役立ったことが
指摘されている（GFA Consulting, 2016: 1-7）。 
 しかし、財務記録の保管に関しては、まだ全面的にコンピュータ化されておらず、
これにより中央および地方レベルの財務報告の質と適時性が妨げられている。財務管
理情報システムは、2014/15 年以降に中央レベルで開発され、現在は継続的に更新をさ
れている。社会監査プロセスは、真の監視ではなく形式的なものとなり、予算を教育
局が主導していることは、円滑な実施に影響を与えていると述べられている。均等な
資源割り当てには、調整が必要で、タライのような遠隔地の農村部の学校は、一般的
に資金調達が必要ではなく、加入率に基づくため、資金が不足し、教員割当やインフ
ラ整備に影響がある。教育管理情報システムの中で、特に Flash System は、質・適時
性の点で改善が進み、信頼性の高いオープンなデータを提供し、SSRP の目標の進捗状
況に関する情報にアクセスするのに貢献していると評価されている。NASA の取り組
みは、様ざまな段階で、異なる地域間において、そして学校の種類に沿った学習成果
の継続的かつ分離的なモニタリングのためのシステムの制度化の第一歩であり、資源
の目標を改善し、効果的な業績管理を可能にすることが指摘されている。GFA コンサ
ルティングが提言している、データベース、計画のプロセス、教育予算とその運営は、
漸進的であり、財務報告を簡素化し、財務上の説明責任の透明性を高めるのに役立つ
（GFA Consulting, 2016: 1-7）。 
 
（4）インパクト 
 アクセス、格差、ジェンダー平等の分野で良い結果をもらしたが、教育の質の低さ
は、経済状況を改善するのに必要な能力の獲得を実現せず、ドロップアウトを生み出
していると指摘されている。重要なパフォーマンス指標は、多くの進歩を示している
が、教育や学習の質に必要な投資が行われない限り、学習成果への持続的なインパク
トは目に見えない。アクセスではなく、公平に焦点を置かれるべきであり、その結果、
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不利なグループと障がいを持つ子どもたちがより体系的に含まれるようになると
GFA コンサルティングは指摘する（GFA Consulting, 2016: 1-7）。 
 教育の質を向上するために、適切な時期に教科書が配布され、PMEC が実施され、
NASA と CAS などが実施されたが、これらの効果は、全体的に教授および学習の質に
反映されてない。ガバナンスの能力を向上するために、組織体制が整備されているが、
必ずしもうまく機能しておらず、地方の機関とより緊密な調整が必要であると指摘さ
れている。地方レベルにおいて、ガバナンスの構造と教育機関同士の運営上の対話を
奨励する必要があるとも述べられている。学校管理委員会と PTA の意思決定は、地方
の権限を引き上げたが、学生の成果への効果はまだないと評されている（GFA 
Consulting, 2016: 1-7）。 
 GFA コンサルティングは、SSRP の成果として以下の 5 つを列挙する。①就学前教
育において、アクセスに関するデータは、プログラムの効果を理解するために役立ち、
就学前教育の経験を有する 1 学年に就学する者は、2009 年の 36%から 2015 年に 59.9%
までに増加した。②基礎教育の就学率は、2009 年に 73%から 2013/14 年に 87.6%を目
標に 85%までに増加した。③1 学年の純就学率は 96.2%で、目標の 99%に近づいてい
る。④初等教育と基礎教育の修了率は、それぞれ 79.7%と 66.7%で、プログラムの目
標を達成するための軌道に乗った。⑤初等教育、基礎教育、中等教育に対する純就学
率のジェンダー平等指数が達成された（GFA Consulting, 2016: 77-78）。 
 
（5）持続可能性 
 政府は、徐々に資金拠出の責任を引き継いだが、ドナーが撤退した後は SSRP の全
資金を引き継ぐことができていないため、すべての国民のための自由で義務的な基礎
教育を確保することはできない状況にあると評価されている（GFA Consulting, 2016: 
1）。 
 中央レベルの構造と手順は、持続可能的になる可能性はあるが、人材の移転に伴っ
て制度上のノウハウが消滅するというリスクもあることが指摘されている。NASA が
学習成果に関する重要な分析によって社会的持続性の可能性は高いとしているのに対
し、CAS は持続性の可能性を示していない。全国すべての学校に向けて、より体系的
な NASA のフォローアップ・プログラムが推奨されるが、持続可能になるには、CAS
は学校レベルの計画、能力開発、実践的な教材との強力な連携が必要であると指摘さ
れている。また、CAS のアプローチは、教員と学生の比率が低く、達成されない可能
性があるとも述べられている（GFA Consulting, 2016: 1-7）。 
 「黄金の握手プログラム（Golden Handshake Programme）」は、非正規教員が教員不
足に効果的に対応する可能性を持つ69。しかし、このプログラムが成功するかは、地区
 
69. 黄金の握手プログラムとは、資格を満たしていない教員に一定の補助金を渡して退職させることである。  
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教育事務によってうまく管理されているかどうか、意思決定プロセスにおける政治的
干渉が最小限に抑えられているかどうかや地方レベルでの採用プロセスに依存してい
る。モニタリングおよび評価のために準備されたフォーマットまたは計画のためのフ
ォーマットは、実施において有用であることが証明されていると GFA コンサルティ
ングは指摘する（GFA Consulting, 2016: 1-7）。 
 2015 年にネパールを襲った大地震によって、多くの就学前教育センターと小学校が
破壊されてしまったこともあり、地震は、安全かつ災害に強い学校建設や学校改修、
災害リスク軽減対策が強く緊急に必要であることを示した。SSRP の持続可能性を高
めるためには、除外されたグループに就学させ、地方政府に学校の所有権を確保する
ことが必要と指摘されている（GFA Consulting, 2016: 1-7）。 
 
 
5-3-2 世界銀行の評価  
（1）適切性 
 政府の開発計画と年間予算の配分との整合性は、計画目標が継続的に適切であるこ
とを示しており、ネパールは多様な社会的、文化的、民族的アイデンティティの要求
にこたえることが必要であると世界銀行は指摘する。計画の策定と実施がネパールの
開発アジェンダが学校教育の特に基礎教育、疎外されたグループの子どもたちへのア
クセス向上と質の向上に重要である。国際的なコミットメントと EFA や MDGs のよ
うな普遍的な教育に焦点を当て、2007 年暫定憲法が策定されたと指摘されている。実
施メカニズムに関しては、教育省と教育局を始め、郡教育委員会、学校管理委員会、
PTA のような中央レベルから学校レベルを活用した点が評価されている（World Bank, 
2017: 18-19）。 
 
（2）効果 
 教育へのアクセスについては、基礎教育への就学率、中等教育への就学率、コミュ
ニティ・スクールへの移行、奨学金の提供が改善されたことが評価されている。質の
改善については、NASA を導入し、教員の研修と教科書の提供が強化されたと指摘さ
れている。留年率は減少し、ドロップアウトも減少した。アクセスおよび適切性のあ
るプログラムの目標の大部分が達成され、実施されたと世銀は評価している（World 
Bank, 2017: 20-25）。 
 
（3）効率性 
 SSRP の実施期間中に、教育セクターの内部効率には継続的な改善が見られ、内部効
率に関する「重要業績評価指標（Key Performance Indicator）」は 65%から 73%に上昇し
たことが評価されている（World Bank, 2017: 25-30）。 
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（4）インパクト 
 幼児教育については、就学前教育のための就学前教育センターの進展は、SSRP の年
間進捗目標を超えたが、プログラムの質の確保には十分な注意を払っていない点を世
界銀行は批判する。基礎教育・初等教育については、1 学年での就学率は、96.6%を達
成し、基礎教育の在籍率も向上し、アクセスと保持は、全体的に増加したが、特定の
地域、特定のカーストや民族集団の子どもたちの格差が残っていると指摘されている。
教育の質の分野では、システム全体の質を強化し、教育成果を向上させたが、セクタ
ー指標では、質の成果に変換されていない。多くの子どもたちは、システムが進歩す
るにつれて学ぶことができなくなっており、その結果、留年やドロップアウト率は上
がった。公立学校と私立学校の達成度に大きな差があり、子どもが読書の習慣や読書
への興味を持つようになる年齢に適した補足的な自己読解教材が不十分であることが
指摘されている（World Bank, 2017: 32-34）。 
 
（5）持続性 
 世界銀行は、SSRP の持続性があると認識し、SSDP（2016-2023 年）へ継続的支援
を行うと述べている（World Bank, 2017: 35-40）。 
 
 
5-3-3 ADB の評価 
（1）適切性 
 SSRP の成果・アウトプット・政策マトリックスにおいて、政府と ADB の目標・戦
略と一致し、政府は ADB の SSRP に対する継続的な支持を強く要請した。ADB の「政
策ベース貸し（Policy Based Lending）」は、SWAp の共同融資モダリティで SSRP を支
援するために、当時、最も利用可能で適切な手段と見なされた（ADB, 2017: 10）。 
 SSRP の実施を強化するために策定された SSP は、3 つの部門の条件を開発し、すべ
ての政策行動は適切性が高く、セクターにおける必要な改革のために最も重要である
と見なされた。SSRP のレビューの中で業績指標を見直しする必要性は、策定時に想定
されており、それに応じて助成契約が同意された。SSRP の策定には、教員の管理と開
発のためにつくられた中期政策改革措置の実施に多くの時間を要した。SSRP 実施の
取り決めを強化することに関して、長期的プログラム実施スケジュールの恩恵を受け
た可能性があると ADB は指摘する。さらに、SSRP のパフォーマンス目標の改訂が実
施された場合、SSRP は実施および完了時に適切性が高いとも評されている（ADB, 
2017: 10-11）。 
 
（2）効果 
 全体として SSRP は、有効性よりも低い格付けを受けていると ADB は指摘する。4
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つのアウトカム指標のうち 3 つが満たされたが、アウトプット指標のいくつかは予想
された目標に達しなかった。SSRP の成果は基礎教育の純就学率とジェンダー平等指
数の目標を上回り、5-12 歳の就学ができてない子どもの数を減らすために、基礎教育
へのアクセスを増やすという目標が達成された。しかしながら、学習を向上させる目
標は達成されず、3 学年生、5 学年生、8 学年生の NASA 結果の第 1 ラウンドと第 2 ラ
ウンドでは、SSRP 期間中、学習成果が向上しなかったことが指摘されている。10 学
年生の合格率、1 学年生と 5 学年生の留年率および 1 学年生の新規入学者の就学前教
育に占める割合でも、目標を達成できなかったことが反省点として挙げられている
（ADB, 2017: 10）。 
 ADB は、結果として女子児童と恵まれない地域社会の学校教育へのアクセスの向上
と質の向上に貢献したため、SSP をジェンダー平等と分類している。性別脆弱地域行
動計画の成果は、効果的であると評価された。第 1 のアウトプットとして評価されて
いる強化された質の高い教育へのより公平なアクセスは、以下の通りである。①奨学
金とインセンティブ、基礎教育の純就学率とジェンダー平等指数、不登校の 5 歳から
12 歳までの女子児童の目標を上回った。②就学前教育に登録し、ジェンダー平等指数
を達成したこと。③女子用トイレの建設目標を上回った。④学校での障がいを持つ学
生のためのリソース・センターを設立した。⑤主流の学校への宗教学校の統合を実施
した（ADB, 2017: 10-11）。 
第 2 のアウトプットとして、強化された学生の学習については学生の学習の NASA の
結果が貧弱ではあったものの、1 学年、5 学年および 8 学年の留年率が最小限であっ
たことが評価されている。第 3 のアウトプットは、安全な学校を対象とする学校、教
室の改修、訓練が完了した時点で効果的であったと評されている。第 4 のアウトプッ
トは、教員募集であり、そこでは教員の管理と開発が効果的ではなく、初等・中等教
育における女性教員の割合が低く、女性、ダリット、先住民および他の除外されたグ
ループのクォータ制度を制度化している点が指摘されている。第 5 のアウトプットで
は、良いガバナンスと管理が有効であり、ジェンダーと包括的な教育のために別々の
セクションが設置され、それが完全に運用され、「ジェンダー・フォーカル・パーソ
ン（Gender Focal Persons）」が、地区教育局に任命されたことが指摘されている。ジ
ェンダー別、カースト別、民族別のデータは年に 2 回報告され、入学、効率性および
教員の管理や教員の研修に関する情報が制度化されたことが指摘されている（ADB, 
2017: 10-11）。 
 
（3）効率性 
 SSRP は、全体としてすべての資金を適時に承認して支払ったと ADB は指摘する。
SSRP の完了時における「経済的内部収益率（Economic Internal Rate of Return = EIRR）」
は、13%であり、これは社会セクター・プログラムの資本の機会費用の 6.0%の基準を
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上回っている。プログラム策定時に SSRP の EIRR は 39.2%で、プログラムの内部効率
の動向と 2008 年以降の労働市場の変化の観点から、SSRP の EIRR は 2015 年に 22.8%
で再計算された。EIRR が 13%となった主要因は、費用が増加したこと、追加的な利益
がないこと、内部効率が予想よりも遅かったことの 3 つが挙げられている。全体とし
て、SSRP のコストは、2010 年度から 2014 年度の SSRP の終了までに 20%以上増加し
たと ADB は指摘する（ADB, 2017: 11）。 
 
（4）インパクト 
 SSRP のインパクトは、ADB によって、十分に満たされたと評価されている。SSRP
は 2011 年の 8.1 歳から 2017 年の 8.7 歳までの学校に通ったものの平均年齢の増加を
通じ、特に女子と恵まれない国民の教育達成と生活の向上にインパクトを与えること
を目指している。ジェンダー格差を最小化する影響は満足できるもので、恵まれない
国民の参加という点でも満足できるものであると ADB は述べている（ADB, 2017: 12）。 
 教員奉仕委員会が常設教員を募集している間に、女性および恵まれないグループの
割当量の見直しを行うことによって、女性および恵まれないグループに向けた教員の
シェアを増加させる可能性があることが指摘されている。SSRP の革新的な特徴であ
る学校の安全パイロット・イニシアチブは、長期的な開発の影響を伴い、変化してい
ることが判明したと ADB は指摘する。ADB やその他の開発パートナーは、学校教育
における災害リスクの削減に焦点を置き、この取り組みを支援している。このプログ
ラムが SSRP の実施を制限し、制度的能力と構造、法律、規則、手続の変更、信任状
リスクの緩和に対する漸進的改革のための措置を開発したことから、プログラムの制
度的影響は満足できるものと ADB は考えている（ADB, 2017: 12-13）。 
 SSRP は、補助金額と十分な事後 EIRR を全額支出して適時に完了したため、効率的
であると評される。SSRP の成果は、政府とドナーが質の改善のための改革イニシアチ
ブを 2017-2023 年度の SSDP で継続することになったため、持続可能性が高いと ADB
は考えている（ADB, 2017: 13）。 
 
（5）継続性 
 SSRP に基づいて達成された成果は、全体としてトランシェの解除条件に関連する
すべての政策措置を含むが、持続可能性が高いと ADB は評価する。政府は引き続き
主要な活動を進めるが、SSRP の実施期間中に GDP のシェアで、2009 年度には 4.05%
であったものが 2015 年度に 3.6%までに下がった。つまり、教育のための予算配分は
高いが、国家予算の分担は SSRP の開始と比較して減少していると指摘されている。
これは、国家予算の全体的な規模の増加に起因している可能性があり、政府は 2016 年
に 2016-2023 年の SSDP を承認し、SSRP の下で実施された改革を継続する予算を立て
ており、それは以下の通りである。①不登校、NASA、学校の安全プログラムを拡大す
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る。②女性と恵まれない教員の増加に重点を置いて、基礎教育と中等教育の教員を合
理化、再配置すること。③信託管理、実施配置、制度的能力を強化するための措置を
実施することである（ADB, 2017: 12）。 
 
 
5-3-4 SSRP の成果 
 ここでは、ネパール政府、共同評価、世界銀行、ADB、JICA の評価を用いて、SSRP
の成果を比較してみたい。 
 表 5-4 は、SSRP の終了後に、政府とドナーが評価した成果を示す。  
 
 
 表 5-4 ネパール政府および主要なドナーの評価による SSRP の成果 
評価  
機関  
評価項目  政府  共同
評価  
世界
銀行  
ADB JICA 
ネパ
－ル
政府  
 
 
就学前教育へアクセスの向上  ◯ ◯ ◯ ◯ － 
基礎教育へアクセスの向上  ◎ ◯ ◯ ◯ － 
中等教育へアクセスの向上  ◎ △ △ ◎ ◎ 
全体的なアクセス向上  ◯ ◎ ◎ ◯ ◯ 
教育の全体的な質向上  ◎ △ △ ◎ △ 
ジェンダー平等指数  ◯ ◯ ◯ ◯ ◎ 
TEVT の質向上  △ △ △ ◎ ◎ 
TEVT の拡大  △ △ △ ◎ ◎ 
基礎教育における社会的公平性  ◎ ◎ ◎ ◎ － 
地域的・社会的格差の削減  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
疎外されたグル－プ・のアクセス  ◎ △ △ △ △ 
ドロップアウト・留年の削減  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
教員の管理  △ △ △ ◎ △ 
女性およびダリット教員の割合  ◯ ◎ ◎ ◯ ◎ 
奨学金の提供  ◎ ◎ ◯ ◯ ◎ 
ガバナンスの能力  － △ △ ◎ △ 
学校教育制度の再構築  ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 
地方政府・コミュニティの機能  △ △ ◎ △ △ 
学校管理委員会/PTA の役割・機能  △ △ ◎ △ △ 
学校インフラの建設  ◎ ◎ － ◎ ◎ 
NASA、CAS の成果  △ △ △ △ △ 
学校・教室建設  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
トイレ建設  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
民間企業による教科書の印刷  ◎ ◎ ◎ ◎ － 
教科書の提供  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
共同
評価  
アクセスを向上させるための適切な方策  ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 
教員研修  ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 
教育サ－ビスの提供  ◯ ◎ ◎ ◎ ◯ 
計画の適切性  ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 
計画・実施・モニタリングに関する地方レベルの活用  △ △ ◎ △ △ 
Flash System（データ）の信頼度  ◯ ◎ ◎ ◎ ◎ 
障がい者のアクセス向上  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
基礎教育の修了率  ◎ ◎ △ ◎ ◎ 
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世界
銀行  
コミュニティによる学校の管理  ◎ △ ◯ ◎ ◎ 
女性・ダリットへの奨学金の提供  ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 
ADB すべての国民への平等な教育へのアクセスの保障  ◯ ◎ ◎ ◎ ◎ 
学生の学習成果の向上  ◎ △ △ ◎ － 
学校の安全性の強化  ◎ ◎ △ ◯ ◯ 
教員の研修  ◎ ◎ ◎ ◯ ◎ 
障がい者のアクセス  ◎ ◎ ◎ ◯ ◯ 
女性用のトイレ建設  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
PMEC の成果  ◎ △ △ △ △ 
性別脆弱地域行動計画の成果  ◎ △ △ ◎ ◎ 
JICA 全体的なアクセスの向上  ◯ ◯ ◯ ◯ ◎ 
留年およびドロップアウトの削減  ◎ ◎ ◎ ◎ △ 
SSRP の適切性・関連性・妥当性  ◯ ◎ ◎ ◎ ◎ 
 出典: 各種資料より筆者作成。注: JICA は中間報告に基づいたものである。注: ◯
は、成果がある項目。注: ◎は、目標に近い成果がある項目。△は、一定程度の成果
あるが、改善する必要がある成果の項目。－は、扱っていない項目。  
 
 表 5-4 を参照すると、ネパール政府は学校教育の全体に焦点を当てて、全体的な評
価を行っていることがわかる。政府は、特に総合的に就学率が向上し、ジェンダー
平等指数が達成され、識字率が上がったことを評価した。また、1-8 学年は基礎教
育、9-12 学年は中等教育として学校の再構築がなされ、教員研修がほぼ達成をされた
ことを評価している。そして地域的・社会的格差が部分的に削減され、多くの学校、
教室、トイレ、飲料水などの学校インフラ施設が建設され、教科書の印刷は、部分的
に民間セクターによって行われたことも評価されている。  
 共同評価は、主に計画の適切性、教育サービスの提供、地方レベルの実施能力を中
心に行なわれた。共同評価は、主にアクセスと公平性の成果はあったが、教育の質の
向上、制度的能力強化、中央・地方レベルの能力構築、コミュニティの動員、サービ
スの提供、財政管理などの分野は改善すべき点が多い、とした。  
 世界銀行は、アクセスの向上、質の向上、疎外されたグループの就学、コミュニテ
ィによる学校の管理、奨学金の提供などに焦点を当てて評価を行った。世界銀行は、
アクセスの分野では、目標に近い成果があるとし、奨学金の提供、コミュニティ・ス
クールへの移行、教員研修・教科書の提供によって、留年およびドロップアウトが減
ったことなどが成果であるとしている。 
 ADB は、主にすべての国民の平等な教育へのアクセス、恵まれない国民の教育機関
へのアクセスと彼らの生活の向上、教育の質、教育システムの質、校舎の安全性、教
員の研修、ガバナンスの管理、学生の学習成果、就学率向上などに焦点を当てて評価
した。女性および恵まれない国民に奨学金を与えることによって、質の高い教育への
公平なアクセスが向上し、インフラを整備することによって、学校の安全性を強化し
たことが評価されている。また、教員の管理と研修によって、学生の学習が強化され、
学習環境が整ったことも成果としている。  
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 JICA は、全体的なアクセス、留年およびドロップアウトの削減、SSRP の適切性な
どを中心に中間評価を行った。期待される成果として、基礎教育での女子学生を対象
とした就学向上は、奨学金支給プログラムの実施やすべての学校に女子トイレを建設
することで、ジェンダー間格差の解消に貢献をすると評価した。  
 以上のように各ドナーの評価を見てみると、同じ分野でも各ドナーの評価が異なる。
例えば、校舎の安全性について、ネパール政府と共同評価は、目標に近い成果である
と評価し、世界銀行は、改善すべき項目であるとし、ADB は、成果があると評価して
いる。全体的に見ると、ドナーが焦点を当てた分野では成果があると評価をしている
ことが多いことがわかる。また、共同評価は、ガバナンスとネパール社会に焦点を当
て、世界銀行は、教育全体の質の向上に焦点を当てている。ADB は、就学率向上、校
舎の拡大・安全性、教員の研修のようなインフラに焦点を当て、JICA は、学校運営に
身近な分野、学校・トイレ建設、学校運営、地方の市民によって行う政策に焦点を当
てて評価を行っている。各ドナーが焦点を当てた分野と成果に対する評価が異なる原
因の一つは、ドナーの支援方針が異なるからと考えられる。さらに、世界銀行と共同
評価は、社会の開発、コミュニティによる学校運営のような、ソフト面に焦点を当て
ているという特徴がある。一方で、ADB と JICA は、学校・トイレ建設、教員の研修、
学校運営に関する支援のようなハード面に焦点を当てていることがわかる。  
 
 
5-4 SSRP の課題 
5-4-1 ネパール政府が指摘した課題  
 就学前教育については、就学前教育センターが大幅に拡大しているが、その質は低
いと指摘されている（MOE, 2016: 10）。また、就学前教育機関の全体的な開発を確保
するために必要な規制の認識も欠けていると評価されている（MoE, DoE, 2015a: 8-10）。
就学前教育開発のためには、VDC や地区内の既存の就学前教育センターの再マッピン
グ・再配置などの全体的な管理を改善し、地域の機関や関係する利害関係者との間で
の効果的な調整、協力、支援が必要であると政府は指摘する。また、国際・ローカル
NGO の援助を受けて運営されている就学前教育開発センターには、適切なモニタリン
グと質基準の管理を行う能力が必要であるとも述べられている（MoE, DoE, 2015a: 8）。 
 基礎教育の質は、経済的、社会的、地理的格差に影響される。また、留年およびド
ロップアウト率に関しては、全体的に低下しているが、1 学年と 8 学年には、特に課
題が多く残っていると述べられている（MoE, 2016: 10）。中等教育の質に関しては、10
学年終了時に行う SLC 試験の成績が全体的に低く、さらにコミュニティ・スクールと
比較して私立学校の成績が高いことが指摘されている。11-12 学年において政府は、一
つの学校当たり 2 人の資格のある教員しか提供をしておらず、資格のある教員の不足
によって、中等教育の質が低下している。それ以外にも、教科書の質が低く、適切な
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時期に受領をできてないことなどの課題が指摘されている（MoE, 2016: 12）。 
 試験制度に関しては、CAS については、実施するために必要な能力が欠けており、
それを教員がどのように教えるかも分からず、様ざまな混乱が生じている。さらに、
NASA の導入と実施は、3 年生、5 年生、8 年生で 2 回行われ、学生の学習成果は低い
ことが確認された（MoE, 2016: 26-27）。 
 生涯学習の分野での新しい識字プログラムは、遠隔地や疎外化されたグループに必
要なものであり、言語、文化、地方の知識と価値観を含む多様な現地ニーズに対応す
る必要がある（MoE, DoE, 2015a: 8-9）。基礎・中等教育のアクセスと公平における重
点事項は、カリキュラム、学習教材の使用、教室や学校での学習教材や教材の可用性
と利用性を確保することであり、基礎教育レベルの子どもたちの学習成果と読解能力
を高めることであるとされる。政府の努力にもかかわらず、1 学年生の留年およびド
ロップアウト率は高く、学校の内部効率の改善は進行中の課題であるとの認識が示さ
れている（MoE, DoE, 2015a: 9）。 
 教員の開発および管理分野では、定期的な教員の募集、既存の教員の資格の向上、
それらの再配置が課題とされ、継続的な学生評価、授業行動研究、地方のカリキュラ
ム開発などの優先分野を提供する努力がさらに必要とされている。同様に、教員が受
けた研修を確実に伝達することも課題とされ、継続的な研修と共有の機会は、教員の
専門的な開発にとって不可欠であり、リソース・センター、リソース・パーソン、研
修機関の間で適切な調整が必要であると指摘されている（MoE, DoE, 2015a: 9）。 
 説明責任の分野では、SSRP の文書は、すべてのレベルの利害関係者の説明責任と責
任の必要性を政府は強調している。SSRP の規定を効果的かつ効率的に実施するため
には、当局と結びつけて公的説明責任と透明性を強化するメカニズムを開発すること
によって利害関係者に説明責任を持たせることが求められている（MoE, DoE, 2015a: 
10）。 
 TVET の分野において、作成された教材・プログラムは、異なるプロジェクトによ
って試行されたものであり、学校のカリキュラムに対応しておらず、成果が低かった
ことが指摘された（MoE, 2016: 9-10）。 
 SSRP の実施において、地方選挙が実施されなかったため、地方自治体は完全に機能
しなかった。中央レベルにおいても政治的不安定が続き、時宜にかなった予算がなか
ったことが、SSRP の実施に影響を及ぼした（MoE, DoE, 2015a: 72）。また、SSRP の効
果的な実施においては、すべてのレベルの利害関係者の能力強化と適切なインフラ開
発およびシステムの容量拡張という課題がある。効果的なサービスの提供には、有能
な人材と良好な機能を持つ機関が必要である。しかし、適切な能力開発と人材のため
の動機（モチベーション）が欠如し、実施過程において多くの課題に直面をしたこと
が指摘された（MoE, DoE, 2015a: 8-10）。 
 能力開発の分野については、教育省は、制度戦略の実施計画を策定し、最前線の組
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織や人材を奨励し、動機づけするためのインセンティブ・スキームと能力開発関連の
イニシアチブを開発すること、これらのイニシアチブには追加資金と適切な計画と実
施が必要であり、詳細な計画、効果的な導入、追加の資金管理が重要であると指摘さ
れている（MoE, DoE, 2015a: 9-10）。 
 モニタリングの分野に関しては、既存のモニタリングと評価システムには課題があ
り、中央から学校に送られる資金の割合は絶えず増加しているため、懸案事項は、口
座維持、報告、提供された資金の一般公開を含む適切な資源管理とされている。教育
計画の不可欠な要素は、結果ベースのモニタリングを確立し、良い学習成果を得るた
めに、学校や教室レベルでのモニタリングと学校監督の質を高めることであるとの認
識が示されている。SSRP 後の計画の実施では、さらなる作業と追加資源が必要である
と指摘されている（MoE, DoE, 2015a: 10）。また、資金の透明性に関して、多くの学校
では、銀行を通して行わず、現金を活用することによって、奨学金、学生一人当たり
の資金、教員の給料などにおいて透明性の問題があった（MoE, DoE, 2015a: 176-178）。 
 学校改善計画は、地元の関係者が学校の計画とモニタリング行うものであり、学校
の物理的改善のために使用されるが、多くの学校では、学校改善計画を実施できなか
った（MoE, 2016: 24）。学校管理委員会が PTA、NGO、校長など利害関係者のコーデ
ィネートができてないことが課題とされた（MoE, DoE, 2015a: 176-178）。 
 SSRP の実施によって多くの成果を得られたが、計画の目標・教育の質・学習成果・
計画の効率性などの分野では、十分な成果を得ていないとネパール政府は認識してい
る（MoE, 2016: 9-10）。また、疎外されたグループの学校へのアクセスを確保したこと
は、大きな成果であったが、そのグループの多くが未だに学校へ通ってないという課
題もある。教育にアクセスできない子どもを取り残さず、教育の質と学習能力の達成
に関する課題に取り組むことが必要と指摘されている（MoE, 2016: 9-10）。データの有
効性と信頼性の確保においても、さらに努力が必要とされている（MoE, DoE, 2015a: 
8-10）。 
 
 
5-4-2 共同評価が指摘した課題 
 共同評価を担当した GFA コンサルティングによれば、教育の質と適切性に関して
は、実施においてギャップがあり、学習成果と学習の質が未解決のままである「学習
危機」が指摘され、学校に通ってから 4 年後に基礎的な読書や数学のスキルを欠いた
ままである子どもが多いことが指摘されている。また、研修を受けた教員と受けてな
い教員によって教えられた学生との間の成果に有意差がないことも指摘されている
（GFA Consulting, 2016: 81-82）。 
 NASA の調査結果の一部を見ると、2013 年の第 2 学年と第 8 学年の NASA 調査で
は、2011 年と比較して成果が向上をしていないと GFA コンサルティングは捉えてい
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る。コミュニティ・スクールの学生の成績は、私立学校の学生の成績より低い（GFA 
Consulting, 2016: 83）。CAS については、逆効果をもたらし、教員と両親は CAS を信
用せず、利点を理解していないため、多くの混乱をもたらしている。PTA については、
SSRP のプロセスは官僚的で目に見える効果がないと考えているため、この見解に同
意しないことに注意をする必要があると指摘されている。効果を向上させるために、
教材、奨学金、スポーツ資材、家具、メンテナンス用材料などの適切な時期での実行
が必要と述べられている（GFA Consulting, 2016: 85-86）。 
 試験制度については、NASA の全国的評価は、2015 年まで 3 回行われたが、2011 年
と比較して成果が向上しておらず、定期的に実施するための予算と人材などがないと
いった問題があった（GFA Consulting, 2016: 83）。CAS は、留年を削減するために有
効と考えられ、学校の内部効率を向上させるツールとして SSRP に導入された。しか
しながら、CAS の実施は、次の理由で逆効果をもたらした。すなわち、①教員と PTA
が CAS を信用してないこと、②教員と PTA が CAS の利点を理解していないため、多
くの混乱が生じていること、③既存の総括評価システムを形成システムで補完する方
が望ましいこと、である（GFA Consulting, 2016: 84）。 
 教科書の供給課題については、教科書の配達遅れ・教科書不足は、全国的に各学年
の初めに繰り返し発生する問題であり、教科書の印刷と流通プロセスのギャップのモ
ニタリングが充実してないことが要因の一つである。教科書の適切な時期の利用によ
って、学習成果に直接影響を与え、教科書の適切な時期の配達を確保するために必要
な資金を確保する必要がある。しかし、多くの学校では、学校改善計画で教科書の費
用をカバーしていない（GFA Consulting, 2016: 84）。 
 ガバナンスと能力構築については、SSRP において PTA は、十分に機能せずに、官
僚的な役割を担った。SSRP の実施過程における主な問題は、教員管理の政治的干渉で
ある（GFA Consulting, 2016: 85-86）。学校レベルでの財政監査と社会監査は、多くの
監査が資金を受け取るための義務的な手続きとして実施されていることが問題である
と指摘されている（GFA Consulting, 2016: 86）。 
 適切性と効果の分野では、アクセスの改善が必要な地方レベルでの実施は大きな問
題を抱え、主に管理能力の不足が課題であることが指摘されている。また、永続的な
インパクトを確保するために、能力構築に関するさらなる努力が必要であると述べら
れている。有効性の分野では、全体でアクセスが増加したが、特定の地理的地域、障
がい児、特定の民族の子どもに格差が存在することが指摘されている（GFA Consulting, 
2016: 1）。 
 能力構築とガバナンスでは、教員の養成力が弱く、教員という職業の社会的価値が
低いことによって、本質的なモチベーションが欠如し、欠席率が高く、パフォーマン
スが低く、政治的干渉が強い。教員の全国的な不足については、適切に取り組まれて
いないと指摘されている。学校は規則と規制を厳しく遵守しているが、地方レベルで
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の採用は、政治的干渉を含む重大な問題が蔓延している。ガバナンスと能力を向上さ
せるための革新的な手続きと組織体制は整備されているが、そのプロセスがうまく機
能するとは限らず、地方の機関とのより緊密な調整が必要であると提言されている
（GFA Consulting, 2016: 2-3）。 
 学校の監督に関しては、リソース・パーソンの訪問が少なく、リソース・パーソン
から教員に与えられるアドバイスが欠如しているため、学校運営が滞ると指摘されて
いる。地方レベルでの学校管理委員会と PTA の導入、そして教育政策委員会と中央レ
ベルでの教育レビュー・オフィスの創設は、大きな改革であったが、実際には新しい
制度的設定は、実施過程で課題に直面していると指摘されている。社会監査プロセス
は、形式的なものと化し、資金の割り当てにおいては、均等に調整をすることが必要
で、タライと遠隔地のような農村部の学校においては資金が不足していることが指摘
されている（GFA Consulting, 2016: 3）。 
 学校レベルでの財政監査と社会監査の分野では、過去に学校の監査は効果がないと
考えられ、多くの地区で実施されていないことが事実であり、監査の効果が低いこと
が課題とされている。多くの監査が資金を受け取るための義務的な手続きとしてのみ
実施されていることもあり、監査の潜在的な可能性に疑問が呈されている（GFA 
Consulting, 2016: 86）。 
 効率の分野では、政府の投資が着実に増加し、教育に対する公共投資は 1999 年の
GDP の 2.9%から 2014 年の 4.2%に増加したが、開発パートナーの資金調達率はその期
間に 22%から 13%に減少した。アクセス、格差、ジェンダー平等指数では、良い結果
を達成したが、教育の質は低く、経済状況を改善するために必要な能力を獲得させて
おらず、ドロップアウトを生み出していると批判されている。教科書の適切な時期で
の配布、NASA と CAS の評価などの活動は、多くの効果を示したが、これらの効果は、
教授および学習の全体的な質には十分な効果を生んでいない。また、無償の奨学金と
教科書の配布は、財政的に見て持続可能ではないと指摘されている（GFA Consulting, 
2016: 1-7）。 
 今後の資金の調達に関しては、不登校や障がいのある子どもに手を差し伸べ、地理
的にも社会的に疎外されたグループに就学前教育を広げるため、教員の養成、資材、
学校インフラなどへさらに投資する必要がありとされている。コミュニティの関与は、
持続可能性を確保するための重要なアプローチであると捉えられ、地方のオーナーシ
ップの基礎は、SSRP の計画と予算を資金調達に結びつけることである。実際には、教
員とその組合が政治化されていることもあり、地方のオーナーシップは弱い（GFA 
Consulting, 2016: 1-7）。 
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5-4-3 世界銀行が指摘した課題  
 SSRP の実施プロセスについては、教育の全体システムの責任と権限が完全に結び
つかず、説明責任のギャップがあったと世界銀行は指摘する。村と地区で政治的コミ
ットメントを持つ積極的な地方政府を前提としたため、SSRP の策定段階で、計画され
たアプローチの実現可能性に関わる問題について指摘した（World Bank, 2017: 13-14）。 
 教育へのアクセスは全面的に増加したが、特定の地域、特定のカーストや民族集団
の子どもたちの格差は残っていることが課題とされている。学習環境を確立すること
によって学習成果と「学生・教員比率」は改善されているが、格差の改善はこれから
の課題とされる。また、学習環境を実現する際に格差を減らす戦略が不足し、コミュ
ニティによって構築された校舎の大部分は、最低限の安全基準を満たしていないこと
が指摘されている（World Bank, 2017: 52-53）。さらに、疎外されたグループのアクセ
スと教育の質に課題があると指摘された（World Bank, 2017: 19）。 
 教育の質については、試験制度などのシステム全体の質を強化し、教育成果を向上
させることが重要課題となっているが、アクセスとその他の教育セクター指標の進歩
は、未だに質の成果につながっていないと述べられている。加えて、多くの子どもた
ちがシステムの質が強化されるにつれて学ぶことができなくなり、特に 1 学年と 2 学
年および 8 学年で留年率・ドロップアウト率が高いことが問題とされている。子ども
が読書の習慣や興味を持つようになるのを助けるための補助的で年齢に適した自己読
解教材も不十分である。学校での教育と学習は、批判的思考、分析、社会科学の創造
性が十分に強調をされていないことも課題である（World Bank, 2017: 51）。 
 基礎教育と中等教育の在籍率と 10 学年の SLC 試験のスコアは低く、公立学校と私
立学校の達成度に大きな差があることも指摘されている。試験制度に関する問題は、
標準化された試験制度が欠如していることであるとされ、SLC の高い不合格率の 1 つ
の理由は、試験重視のアプローチであり、学生はすべての受験した科目を同時に合格
する必要があることも問題視されている。さらに、11 学年と 12 学年の就学率が低い
ことを世界銀行は懸念しており、多くの学生は、高いレベルの教育に進むにつれて、
学校システムからドロップアウトすると指摘されている。また、11 学年生と 12 学年
生には月額学費を請求するため、貧困層の学生がさらに学習を進めるのは困難になる
ことも問題とされている（World Bank, 2017: 51-52）。 
 効率の分野では、5 学年生から 6 学年生と 8 学年生から 9 学年生への移行時には、
就学前教育は意味がないと指摘されている。1 学年では、純就学率 I が大幅に増加し
ているが、第 1 学年と第 8 学年では、ドロップアウトがそれぞれ 6.4%と 6%で、特に
高いことが問題とされている。教育に関する情報を提供する進捗状況の結果に基づく
モニタリングおよび評価は、未だに制度化された計画プロセスに組み込まれていない
ことも課題とされている（World Bank, 2017: 52）。 
 ガバナンスと説明責任については、データの質とアクセスの可能性が強化される必
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要があるとされている。教員や学校の管理者の能力を構築する観点から、能力および
組織開発のための包括的な計画が実現され、教員の業績評価に取り組まなければなら
ないのにもかかわらず、教員に対する地方政府の行動は限られている。公共財務管理
が脆弱なため、教育システム全体に資金が遅れていたことに加えて、報告の遅れ、学
校の財務記録の消滅などが発生したことが指摘されている。多くの学校では社会監査
と財務監査が行われているが、依然として公共財務管理の強化が求められると世界銀
行は指摘する（World Bank, 2017: 52）。 
その他、2015 年 4 月と 5 月の地震が、大規模な復興ニーズと非インフラを新たな課
題としたと述べられている（インフラの被害によって影響を受けている環境で教員が
複数の教室を教える必要性など）。また、今後政府の体制は、公共部門内のニーズに対
応するため、必要な資源へのアクセスに影響を及ぼす可能性が高いことも指摘されて
いる（World Bank, 2017: 52-53）。 
 
 
5-4-4 ADB が指摘した課題 
 効果の分野では、学生の学習環境を向上させる目標が達成されておらず、NASA の
結果は、SSRP 期間中に向上しなかったことを ADB は指摘する。基礎・中等教育にお
ける女性教員についての計画の立案とモニタリング枠組み目標の達成率は低く、教育
法の策定が遅れたことによって行動計画の完全な実施は制限されたことが ADB によ
って指摘されている（ADB, 2017: 10-11）。 
 ADB は、中央政府機関の制度の使用を重視し、教育省の制度内での適切で説明責任
のある人員配置を実施する速度を促進することによって、地方分権化された教育制度
の下で実施されている地区および地方単位の人的能力を強化することが必要であると
述べる。そこでは、開発パートナーと政府は、人員配置システムの継続的な制約を踏
まえて、中央および地方レベルでプログラム管理と技術リーダーシップの能力を強化
する革新的な解決を見つける必要があると唱えられている（ADB, 2017: 13）。 
 能力構築には、調整された制度的資金メカニズムが必要であり、能力構築フレーム
ワークと能力強化のための SSRP の予算が提供されているが、政府は SSRP の予算を
通じて外部のプログラム管理と技術支援専門家を雇用することを躊躇し、能力構築の
ための重要な専門家を雇うために開発パートナーに頼ったことを ADB は批判的に指
摘する。今後、ADB は、モニタリングを教員の管理と開発に関連する改革措置を引き
続き監視し、SSRP の下での実施の取り決めを強化すべきであると述べている。また、
教育省は、教育法の改正を施行する必要があり、教職員の合理化を図り、教員の管理
の問題を解決し、学校に学年と教科別に適切な教員を確保させる必要があるとされる。
さらに、大規模かつ全国的な SSRP の効果的な実施を確実にするために、明確なプロ
グラム管理と技術支援の体制が必要であると ADB は述べている（ADB, 2017: 13-14）。 
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5-4-5 JICA が指摘した課題 
 2015 年の JICA の評価報告書によれば、教育へのアクセスは改善されているが、地
域間や民族・カースト間の格差が大きいことが課題となっている。教育の質について
は、留年率やドロップアウト率が改善しているものの依然として高いレベルにあり、
実際、2014年時に 1学年生の留年率が 15.2%と高かったことからも明らかである（JICA, 
2015: 1）。 
 教育行政の地方分権化や住民参加による学校運営は、地方行政や学校レベルの人材
能力並びに予算不足などによって十分に機能していない状況にある。SSRP の妥当性
は高いが、SSRP は、EFA や MDGs 達成を目指すネパールの開発政策および日本の援
助方針と整合性があると JICA は指摘する（JICA, 2015: 1-5）70。 
 2012 年の JICA の報告書は、資金運用の透明性に関わる議論の中で、学校の会計能
力の強化や正確な学校関連データが必要であると指摘している。また、「小学校運営改
善支援プロジェクト（Support for Improvement of Primary School Management）」では、
データのクロスチェックなどを通し、学校のデータの正確性が改善されたとの報告も
あることから、小学校運営改善援助プロジェクトの経験のさらなる強化が、資金運用
の透明性を担保する上で有用となる可能性があると JICA は考えている（JICA, 2012: 
102-107）。 
 本節で述べたように、学校教育での計画、実施、モニタリングは、地方政府によっ
て行うことが構想されていたが、地方選挙がなく、地方自治体は完全に機能しなかっ
た。体育費、図書館費、修学旅行、入学金、試験料などがあり、学校教育は完全に無
償ではない。就学前教育は、必ずしもすべて実施されていない。資金不足によって、
教室、飲料水、トイレなどのような学校施設に問題があると認識されている。 
 SSRP を策定する際、カリキュラムに十分な注意を払わなかったため、教授方法、評
価方法、試験制度、教科書の内容を新たにどのようなものとするかが今後の課題であ
る。中央政府は、学生数および科目に合せた教員の提供をせず、教員の管理に問題が
あり、現地で採用する教員に腐敗がある。教員の開発および管理分野では、定期的な
教員の募集、既存の教員の資格の向上、それらの配置と再配置が課題とされ、継続的
な学生評価、授業行動研究、地方のカリキュラム開発などにも課題がある。また、教
員の研修に効果がなく、研修で身に着けたものを教室で教えておらず、授業時間数（220
日間）も確保されていない。 
 内部効率の公平性については、重大な問題があり、教授方法、教育ガバナンスの体
制、学校管理委員会の公平性も不足している。貧困層の子どもや障がいを持つ子ども
たちは複数の問題を抱え、入学できなくなるリスクを抱えているため、地域別に見て、
社会的に恵まれない人びとのグループの識字率には大きな格差がある。教育の質を向
 
70. https://www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2015_1560310_1_s.pdf ,（2017/10/08 アクセス）。  
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上させ、適切な教員の管理と再配置を行い、入学できない貧困層の子どもやダリット、
社会的に恵まれない人びとを学校に入学させ、留年およびドロップアウトを減少させ
ることが今後の課題である。 
 基礎教育と中等教育の就学率を比較すると、激しい変化が見られ、基礎教育の就学
率が高く、ドロップアウトおよび留年率も高く、それによって、中等教育の就学率が
低下している。SSRP が直面した問題とは、本来ネパールの政治家が担うべき政治的リ
ーダーシップの不在であり、それに伴う SSRP に対する政治的コミットメントが低い
ことであった。SSRP の準備にあたっては、多くの費用を活用した。学校管理委員会の
能力不足などの問題によって、教育の質が低下している。奨学金を該当者にタイムリ
ーに与えることが出来ず、また全く与えることが出来ない場合もあった。また、教科
書、学校インフラ、給食、奨学金、教員の給料などに多くの腐敗があった。 
 既存の財務管理システム能力開発の制度整備の分野については今後課題である。説
明責任（アカウンタビリティ）の分野については、すべてのレベルの利害関係者の説
明責任と責任の必要性を強調する必要がある。TVET の分野について、別個のプログ
ラムとしての TVET の実施は、まだ実現していない。  
 その他の課題としては、主に教員に関する課題では、特に政治家による任命、教員
の管理、教員の能力不足、教員の組合への介入が挙げられる。また、政府の能力の不
足とそれによる政府のオーナーシップの弱さ、説明責任の不足、財政管理の問題、モ
ニタリングおよび評価などの問題もある。加えて、政府または国民の財政問題も挙げ
られている。そして政治家の干渉について、計画実施または教員の任命に政治家の強
い介入があるという課題が指摘されている。  
 その上、計画が策定されても実施が困難という実施過程にも課題があることが問題
とされている。さらに、校舎、トイレのようなインフラと教科書の提供教材の提供な
どにも問題がある。その他、試験制度、カリキュラム、教育の質、コミュニティの参
加、学校改善計画などに問題があることが認識されている。学生数、教員数、学校数
などについての情報を提供する Flash Report に掲載されている数字が間違えであるケ
ースが多く、信頼性が低くいことも、重要な課題である。 
 
 
5-4-6 SSRP の課題 
 ここでは、ネパール政府、共同評価、世界銀行、ADB、JICA の評価を用いて、SSRP
の課題を比較しながら述べる。 
 表 5-5 は、以上のドナーが指摘した課題から導く共通の課題を示す。  
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 表 5-5 ネパール政府およびドナーが指摘した課題  
課題項目  政府  共同
評価  
世界
銀行  
ADB JICA 
就学前教育の質  ◯ ◎ ◯ ◎ ― 
就学前教育に関するルール・規制  ◯ ◯ ◯ ◯ ― 
基礎教育への疎外されたグループ・社会的恵まれない人
びとのアクセスの確保  
◎ ◯ ◯ ◎ ◯ 
基礎教育の質  △ ◎ △ ◎ ◎ 
基礎教育における留年およびドロップアウト  ◎ ◎ △ ◎ △ 
基礎教育における教科書の提供  △ ◎ △ △ ― 
中等教育へのアクセス  ◎ ◎ ◎ ◎ ― 
中等教育の質  ◎ ◯ ◯ ◯ ― 
中等教育において教科書の提供  △ ◎ △ ◎ ― 
貧困層および障がいを持つグループのアクセス  ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 
技術教育成果  △ ◎ ◎ △ ◎ 
学習成果  ◎ ◯ ◯ ◯ ― 
教材・学校インフラ不足  ◎ ◯ ◎ ◯ ◯ 
学校の安全性  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
学校施設・教室の不足  △ ◎ ◎ ◎ ◎ 
適切なカリキュラム  ◎ ◯ ◎ ◎ ◎ 
教員の管理  ◯ ◯ ◯ ◎ ◯ 
教員のパフォ―マンス  ◎ ◯ ◎ ◎ ◎ 
教員の募集に関する課題  ◎ ◯ ◯ △ ― 
NASA の実施  △ ◎ ◎ ◯ ― 
NASA の成果  ◎ ◯ ◯ ◯ ◯ 
CAS の実施および信頼性  ◎ ◯ ◎ ◎ ― 
脆弱なガバナンス  ◎ ◯ ◯ ◯ ◯ 
中央レベルの実施過程  △ ◎ ◎ ◎ ◎ 
地方レベルの実施能力  ◯ ◯ ◯ ◯ △ 
学校改善計画の実施状況  ◎ ◯ ◎ ◎ ◎ 
学校管理委員会、PTA、コミュニティ・スクールの役
割・機能  
◎ ◎ △ ◎ ◎ 
資金の不足  ◎ ― ― ― ― 
資金の管理  ◎ ◎ ◯ ◯ ◯ 
PMEC/MEC の成果  ◎ ◎ ◎ ◯ ◎ 
資金の腐敗  ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ 
計画の実施への政治的関心  ― ◯ ◯ ◎ ◎ 
データの信頼性  ◎ ◎ △ △ △ 
経済的・地理的・民族的・カ―ストの格差  ◎ ◯ ◯ ◎ ◎ 
社会的モニタリングに関する課題  ◎ ◎ ◎ ◎ ― 
全国的な均等な予算の割り当て  ◎ ◯ ◎ ◯ ◎ 
教育の無償化  ◯ ◯ ◯ ◯ ― 
 出典: 各種資料より筆者作成。JICA のみ、中間評価である。◯は、強く指摘された
課題。◎は、一般的に指摘された課題。△は、改善すべきであると指摘された課題。
－は、扱っていない課題。 
 
 表 5-5 が示すように、強調されていた課題の項目は、主に就学前教育に関する規制・
ルール、中等教育の質、貧困層および障がい者のアクセス、脆弱なガバナンス、実施
能力、資金の腐敗、教育の無償化などであることがわかる。  
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 それ以外の項目では、評価機関によって、課題の程度が異なる。例えば、教員の募
集に関する課題について、ネパール政府は、一般的に指摘される課題の項目として扱
い、共同評価と世界銀行はより強調された課題として評価し、ADB は改善すべき課題
の項目に位置づけている。また、ネパール政府がインフラ、資金の不足などが主な課
題あるとし、共同評価と世界銀行は政府の能力不足、資金の透明性に強く課題がある
としている。 
 
 
5-5 ネパール教育のローカルな価値観に関する課題 
 最後に、教育内容と密接に関わるネパールのローカルな価値観について述べておき
たい。ここでは、まずネパール社会の多様性について考察し、次に教育制度および教
育の内容においてネパールのローカル的な価値観について分析する。その後、カリキ
ュラムの立案を取り上げ、教授言語について述べる。教育の分権化およびコミュニテ
ィによる学校運営においてネパールのローカル的な価値観についても見ておきたい。  
 ネパール社会の多様性について、シールズとラップライは、ネパールは 92 の言語と
123 の民族が存在する世界でも有数の多民族国家の 1 つであり、このような言語的・
民族的多様性によって国内において著しい経済的、社会的、地域的不平等が生じ、そ
れらが教育に影響を与えている、と述べている（Shields and Rappleye, 2008: 266）。ま
た、すべての少数民族の言語が文字化されておらず、それに関する専門家などが不足
している（MoE and UNESCO, 2015）。 
 ネパール固有の課題が多くあるが、その中で第 1 の課題が貧困である。ネパールで
は、1 日 1 ドル以下で、生活している人口は、約 21%（NPC, 2016: 4）であり、そのよ
うな貧困層の学生には、家族からの支援はなく、就学率や生存率が低く、ノート・鉛
筆などが買えない状態である。また、社会的不平等の問題が第 2 の課題である。ネパ
ールは多民族国家であり、社会的カースト制度が現在でも存在をしている。特に低カ
ースト（ダリット）に属する多くの先住民族に対して、社会的排除の問題を解決する
ために取られた対策は、社会的に有効な形で機能していない（Parajuli and Das, 2013: 
152-153）。さらに、ダリットへの教育に関する問題は、教室内のみならず教室外の社
会全体的に、注意を支払わなければならない（Khanal, 2015: 710-720）。 
 第 3 に、ネパールの地理的・地域的格差に関する課題がある。ネパールでは北部・
中部・南部の地形の違いも格差を生み出している。ネパールの北部には、小規模な学
校が各集落に存在し、中部地域の都市部は、比較的整備された環境にあるが、農村部
は山岳地域の状況と変わらない。タライ平野では、産業化が進み、各学校の教室は過
密状態にある。全国の都市部には、交通の便が良く、大規模で施設も整備された多く
の学校があるが、農村部では、そのように整備された学校が少ない（石田、2015: 8-9）。 
 このような社会的、経済的、民族的・言語的多様性を包括的に管理し、国際的な教
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育開発目標と多様なドナーの関心に同時に対応しながら、ネパールの国民的なアイデ
ンティティの特定の目標を、教育制度を通して促進するという課題がある。  
 
5-5-1 教育制度・教育内容  
 ネパールの教育内容は、欧米の影響を強く受けている。特に欧米の教育認識に基づ
いた教育制度と教育の内容が、ネパールの学校では初等教育から高等教育まで支配的
である。学校教育の多くの科目は、初等教育から高等教育レベルまで欧米の認識論に
基づいている。また、学校教育制度に関しても欧米の教育制度に従い、地元の知識や
先住民の知識を軽視している感は否めない。欧米の教育認識は、多様な文化的および
言語的背景を軽視し、「すべての人に適した一つのサイズ（One Size Fits for All）」を追
求しており、欧米の社会的ニーズに合わせて、策定されているため、ネパールの多様
性を尊重せず、学生、教員、地域社会の文化、知識、言葉などの重要性を認識してい
ない。教育制度も、ネパール社会にとって有効ではなく、ネパールの社会的状況にと
って適切ではないとバンダリは指摘する（Bhandari, 2016: 120-121）。コイララも、欧米
の価値観の支配性を指摘する。ネパールの教育制度・教育内容およびカリキュラムは、
ネパールのローカルな価値観に適さず、ネパールの歴史的、伝統的・文化的側面から
離れている（Koirala, 2015a: 365-376）。ネパールの技術教育においても、ネパールの地
理的・文化的・社会的多様性に適してない（Koirala, 2015a: 451-457）。同様にラパチャ
は、ネパールでは固有の知識（言語、文化、考古学、信念体系、民族植物学、民族医
学などの有形・無形知識）や文化遺産を持っている国民がいるが、ネパールの教育の
内容は、ネパール人自身の国内固有の知識に基づいた教育内容ではなく、主に欧米の
教育の理論と制度に支配をされていると述べる（Rapacha, 2013: 85）。 
 ネパールの歴史的な教育制度・教育内容には、マヌ法典（法教育）、ラーマーヤナ（道
徳教育）、パンチャタントラ、実理論（経済学）、バガヴァッド・ギーターなどがある
71。しかし、学校教育では、それらについて全く教えられていない（Koirala, 2008: 13-
19）。バガヴァッド・ギーターに関してギミルは、次のように述べる。ネパールの文化・
社会に適した伝統的な教育理論であるバガヴァッド・ギーターには、教育哲学の基本
的な要素が存在をする。バガヴァッド・ギーターに含まれる教育の包括的な意味の解
釈は、貴重な知識を探すためには歴史的背景を見ることを、それを学ぼうとする者に
対して求めるのである。しかしながら、バガヴァッド・ギーターに基づいた教育制度
の重要性と包括性にもかかわらず、ネパール自身の歴史的・文化的思考に関する情報
は、適切に提供されていない（Ghimire, 2013: 65）。 
 欧米の教育内容と教育制度に基づいて教育を行った結果、ネパールの地域と社会と
 
71. 『バガヴァッド・ギーター（Bhagavad Gita）』の教育は、社会的倫理的責任、宗教的、道徳的説明責任、自
発的な義務に基づくコミットメントについて教える。  
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の不一致もあって、学習成果は低レベルになっていることも指摘されている。学習成
果が低い 1 つの事例は、10 学年の最後に全国的に行われる統一の試験である SLC に
おいては、約 50％から 70％の学生が不合格していることである。多くの科目が、欧米
的視点に基づいており、学生はこれらの科目で地元の文化や知識を身につけることが
できていないという問題が指摘される（Bhandari, 2015: 4）。 
 このような状況の中で、ネパールでは、地元の地理、歴史、政治、文化などの多様
なアプローチに対する需要と認識が高まりつつある。その背景には、ネパールの多く
の若者が学校を終了してからも職に就くことができないことがある（Parajuli and 
Wagley, 2010: 835-840）。 
 以上のようにネパールでは欧米の教育制度・教育理論が支配的であり、その結果と
して学習成果が低く、職に就くことができないようといった問題が起こっている。そ
のため、今後のネパールの教育制度では、教育制度に欧米の教育理論・教育制度をそ
のまま導入するのではなく、ネパールの多様な価値観に対応できるような歴史的で伝
統的な、地元の文化を取り入れることが重要となろう。 
 
5-5-2 カリキュラムの立案  
 教育のローカルな価値観を表す教育領域の 1 つは、カリキュラムと教科書である。
ネパールの学校教育のカリキュラムは、欧米の教育カリキュラムの影響を強く受けて
おり、その中には、特にイギリスの歴史、英文学、世界の地理などが含まれている。
そこでは、ネパールの歴史的・地理的・社会的多様性に対する認識が弱い（Pradhan, 
2018: 171-172）。 
 このようにネパールのカリキュラムの内容および学習指導要領は、特に欧米に基づ
いて策定をされているため、ネパールのローカルな価値観および少数民族や先住民族
の言語、伝統的な知識などがカリキュラムに含まれていないのが現状である。ネパー
ルの学校教育のカリキュラムの立案者の大部分は、欧米の教育政策、カリキュラム、
教科書のみに依存し、地方の文化、国内の多様性、ネパールのローカルな価値観に基
づいて学校のカリキュラムの立案をしていない。この結果、ネパールでは、学校教育
カリキュラムが、学校現場の教員、保護者、学習者、地方の文化、ネパールの多様性
を含む地元の現実から切り離され、ネパール社会にとって非現実的であるとバンダリ
は指摘する（Bhandari, 2015: 5-7）。 
 ネパールにおいて学校教育の多くの現場では、オックスフォード大学出版局やケン
ブリッジ大学出版局などの出版社で出版されている教科書を利用している。これらの
出版社の教材は高価であるため、貧困層の学生が買うことはできず、教育での不平等
を生み出している。これらの教科書は、ネパールの多様なニーズへの対応とは無関係
で、不適切なカリキュラムである。さらに、外国からの借用で、十分に学習教材を提
供することができておらず、学習成果が低く、ドロップアウトなどの問題が発生して
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いるとも指摘されている（Bhandari, 2016: 131）。 
 ネパールは、文化的・宗教的・カースト的・地理的・地域的・民族的に多様であり、
すべての地域やあらゆる国民の多様性に教育制度が完全に対応することはほぼ不可能
である。このため、教育局が地域の重要課題と文化の問題を含めた地方カリキュラム
の実施の規定をしているが、実際にはそれらは学校で準備されておらず、また実施さ
れていないのが現状である。準備する人材が地方で不足しているという問題もある
（Parajuli and Das, 2013: 152）。 
 よって、ネパールのカリキュラムは、民族的・文化的・言語的な多様性に対処する
必要がある。さらに、学校教育は、少数民族、先住民族、ダリットおよびその他の社
会的に排除されているグループによって使用されている地元の知識と文化的・言語的
価値を、効果的に促進する必要があると言える。 
 
5-5-3 教授言語（言語政策）  
 1990 年タイのジョムティエンで開催された「万人のための教育」では、すべての人
びとに母語による教育を保障することが規定された（中岡、2018: 124-128）。このよう
な国際的な規定に伴い、ネパール政府も言語的少数民族に考慮して多言語政策を行っ
た。実際、2016 年までに第 3 学年まで 25 の母語による教科書が出版されている（MoE, 
2016: 9-40）。 
 シンは、ネパールの多数の学生が、ドロップアウトする要因の 1 つとして、教授言
語の問題を指摘する。子どもたちのドロップアウトを解消するためには、母語で子ど
もたちを教育することが適切とシンは述べている（Singh, 2013: 10）。しかし、ネパー
ルでは、すべての学校において母語で教育を実施するのはほぼ不可能である。例えば、
同じ教室で二つ以上の母語で話す子どもの存在、多言語の教員の不足、すべての母語
での教科書と教材の欠如、少数民族言語の公式な地位の欠如、学校や言語コミュニテ
ィに対する関心の低さなどの問題があるからである（Bhandari, 2015: 7-8）。 
 このようなネパール政府の多言語政策および母語に関する状況の中で、ネパールで
は、英語による教育が全国的に急速に普及しつつある。プラダンによれば、1990 年以
来、世界銀行を初めとする国際ドナーは、教育の民営化に伴い、私立学校を促進して
いる72。私立学校で英語による指導が重要な手法として普及している。このような英
語教育によって、国際的な雇用の機会の獲得にもつながることが主張されている。こ
の結果、経済的に豊かな家庭が、子どもたちを私立学校に通わせるようになり、英語
による学校教育が、ネパール社会で重視されるようになった（Pradhan, 2018: 177）。実
際、ネパールのすべての私立学校では、第 1 言語が英語で、第 2 言語がネパール語で
あり、多様な少数民族の母語は教えられてない（Seki, 2015: 9-10）。 
 
72. ネパールでは、2018 年現在、約 20%の私立学校が存在する。  
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 教育省は、2003 年に英語を通じて教育を促進するために新しい方策を正式に導入し
た。この方策では、英語はすべての公立学校の 1 年生から必須科目として取り入れら
れた。また、公立学校においても英語を通じて教育を行うことが許可された。このよ
うな背景によって、教育省には、独自の言語政策を実施するという意識が失われたと
バンダリは指摘する（Bhandari, 2016: 65）。パヤクは、1 学年から英語を教えることを
促進することによって、母語およびネパール語の使用が影響を受けていると指摘する
（Payak, 2013: 127）。つまり、ネパール政府の母語教育政策は矛盾し、英語による教育
が促進されていることを意味する。 
 ネパールの学校教育において、同じ教室で二つ以上の母語で教えることが不可能で
あるため、その解決方法として、言語をどのように学ぶか（他言語をどのように学ぶ
か）について子どもたちに教えることが望ましい。また、英語による教育に関しては、
まず母語で理解をした上で、第 2 の言語として教えることが有効であろう。  
 
5-5-4 教育の分権化・コミュニティによる学校の管理  
 1990 年タイのジョムティエンで開催された「万人のための教育」では、教育の地方
分権化が謳われた（中岡、2018: 124-128）。それに従い、ネパールでは、1991 年に策定
された BPEP マスター・プランにおいて、それまでの教育の中央集権的な在り方が分
権化へ変化した。カナルは、ネパールにおいて 1990 年以降、普遍的な初等教育の国際
的な目標に対する政府のコミットメントとドナー主導のアジェンダへの過度の依存が、
教育の分権化政策に影響を及ぼしていると指摘する。ドナーの影響および国内の政治
的変化により、学校教育政策は、それまであった中央集権化から地方分権化へと変化
したが、ネパールの地方レベルの学校の管理能力、国民の低い識字率などが原因で、
教育の分権化はうまく機能してないのが現状である（Khanal, 2013b: 54）。 
 ネパールでは、世界銀行の働きかけによって 2003 年から学校の管理がコミュニテ
ィに移行された。しかしながら、社会的に排除されている少数民族が存在し、ダリッ
トなどの親が教育を受けておらず、社会的、政治的、カースト的、民族的、経済的格
差が存在し、学校の管理・運営にすべてのコミュニティが参加することは不可能であ
り、混乱が生じていることが指摘されている（Bhandari, 2016: 109）。 
ネパール政府の全体的なガバナンス能力が低いため、教育行政においては、まず中
央レベルと地方レベルとの間で役割を分担し、特に教育の内容、教育制度、主なカリ
キュラムおよび学習指導要領の立案は中央政府が行い、実施プロセスや地方レベルの
母語（教授方法としての言語政策）、地方レベルの価値観の教授などは地方政府が行う
ことが望ましいと考える。 
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5-6 小括 
 本章では、SSRP においてネパール政府と主要なドナーが行なった評価を比較した。
政府が行った評価において、2012 年に中間評価が指摘した課題は、終了後の評価にお
いても改善されてない。中間評価では、学校へ行けない子どもたちの課題、教育の質
の向上、教員の管理などが指摘されていたが、終了後の評価においてもこれらの課題
は解決できていない。ドナーが行った評価に関しては、ドナーの関心分野と主張が異
なり、評価も異なっていることが明らかとなった。共通の成果としては、特に総合的
に就学率が向上し、ジェンダー平等指数が達成され、1-8 学年は基礎教育として、
9-12 学年は中等教育としての学校の再構築がされ、教員の研修が向上し、学内での差
別が下がったことなどである。また、共通課題の項目としては、就学前教育に関する
規制およびルールの不足、基礎教育・中等教育の質の課題、貧困層・障がい者・疎外
されたグループの教育機関までのアクセスの課題、脆弱なガバナンス、実施機関の能
力不足および低い実施能力、資金の腐敗、教育の無償化に関する課題、教員の管理に
関する課題、財政の透明性に関する課題など、多くの課題が指摘されている。  
 ネパール教育のローカルな価値観に関する課題としては、ネパールの社会的、経済
的、地域的、民族的、言語的多様性を包括的に管理し、国際的な教育開発目標と多様
なドナーの関心に対応する必要がある。また、国民のアイデンティティである地元の
知識と文化的および言語的価値に基づく教育制度・教育内容、教育カリキュラムを促
進する。特に、低カースト（ダリット）および社会的に排除されたグループに特別な
インセンティブを与え、教育の機会を与える必要があると言えるだろう。  
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終章 
 
 本論文の目的は、ネパールの教育計画の展開と課題を総合的に分析することであっ
た。主に 1990 年の民主化以後の教育計画を具体的に考察し、研究対象として、現
行の教育制度に結びつく教育計画である SSRP を取り上げた。この SSRP の策定・
実施にあたり、ネパール政府のオーナーシップがどの程度確保されてきたのかについ
て、実証的に明らかにした。 
 既存研究では、オーナーシップに関する全般的な分析が整理されておらず、教育分
野において、オーナーシップを見るために必要な分析的アプローチが不足していた。
また、ネパール政府のオーナーシップに関する研究は、オーナーシップという概念を
曖昧に扱い、精緻な分析が行われてこなかった。これらの課題を解決するために、本
論文の分析的課題は、大きく分けて 2 つであった。 
第 1 の課題は、途上国の教育分野におけるオーナーシップに関する分析的アプロー
チを整理し、教育内容、予算配分、計画実施という三局面を考察することが必要であ
ることを示した。この三局面の指標枠組みが将来的に、ネパールのようなドナーに依
存をしている途上国のオーナーシップの程度を測るための基礎となると考える。 
第 2 の課題は、この三局面を用いて SSRP におけるネパール政府のオーナーシップ
の程度を実証的に分析することであった。本論文では、1990 年以来の教育計画をも丹
念に検証しながら、SSRP を具体的な事例として取り上げ、教育分野における政府のオ
ーナーシップの程度を分析した。 
 本論文を通じて、教育分野における途上国のオーナーシップを客観的に評価するに
は、教育計画の内容の策定過程、教育計画の予算配分・予算活用過程、教育計画の実
施過程に分けて考えることが重要であることが明らかになった。その中でも、教育の
内容が教育のオーナーシップを評価する上で、核心部分であることも確認できた。ネ
パールでは、ローカルな価値観が軽視され、ネパールの地域的ニーズが考慮されず、
ドナーの要請が優先され、ネパールの全体的な開発目標と教育開発目標が一致してい
ないため、1990 年以来、ネパールのオーナーシップが低下していることを明らかにし
た。より具合的な理由としては、①政府の能力が低いこと、②ドナーとの力関係が弱
いこと、③計画策定に国内の目標よりも国際的な教育開発目標が重要となっているこ
と、④教育省の職員のオーナーシップを取ろうと思う意思が低いこと、などが考えら
れた。 
 終章では、まず第 1 節では、第 1 章から第 5 章までの内容を要約する。その上で第
2 節では、ネパール政府のオーナーシップの強化の方策について述べる。最後に第 3
節では、本研究の射程と限界について述べる。 
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1 まとめ 
 序章では、本論文の研究目的、先行研究、論文の分析的課題について述べた。ここ
では、2017 年の時点でも、ネパールの小学校 1 年生の就学率 96.6 %、識字率 65.9%で
あり、学校インフラの不足、教科書の配分の遅れなど、多様な問題を抱えている実態
を明らかにした。このような問題を抱えているのは、ネパールに適した計画策定がな
されていないことが原因であることを指摘した。その上で、先行研究では、教育の実
情と課題、およびドナーの影響およびネパールのオーナーシップの二つに分けて検討
した。 
 まず、ネパールの教育の実情と課題に関する先行研究を検討し、国民の多様性、教
授言語の課題、ガバナンスの弱さ、政治的介入、教員の課題など、ネパール国内の教
育分野での様ざまな課題が把握された。ネパールのオーナーシップに関する課題に関
する先行研究では、ドナーが計画策定においてネパール政府独自の教育計画立案機能
を軽視し、様ざまな手段を用いて、EFA のような普遍的な教育目標を重視させたこと
が指摘されていた。また、ネパール政府の能力・ガバナンスが脆弱であるため、SWAp
が上手く機能せず、数多くの NGO の管理とコーディネートもできないため、政府と
NGO の目標が一致していないことも明らかとなった。その結果、ドナーとネパール
政府の優先順位が異なり、ネパール政府と国民が必ずしも望んだ教育内容とはな
らず、ネパールのオーナーシップが確保されず、混乱が生じていることを明らかにし
た。 
 第 1 章では、途上国のオーナーシップに関する分析的アプローチの整理を行なった。
前半では、オーナーシップに関する概念の変遷および課題についての整理を行い、次
に OECD、世界銀行、国際連合が定義したオーナーシップとそれらが指摘した課題を
検討し、オーナーシップの在り方について考察した。後半では、教育分野が他の開発
分野とは異なる特殊性が持つこと示し、教育分野のオーナーシップを詳細に検討し、
教育分野の支援およびオーナーシップと密接に関わる方法である SWAp の意義につい
ても考察した。オーナーシップの概念は、1990 年より始まったが、現援助機関や援助
国家による定義や重点に相違があることが明らかになった。途上国のオーナーシップ
とは、ドナー・コミュニティの規定・設定に従うものとなりさがり、ドナー側から見
たオーナーシップにすぎないという現状を指摘した。特に途上国が海外からの支援を
受ける場合には、自国の開発事業の一環としてオーナーシップを持って開発事業を促
進することが重要である。教育分野においては、途上国が教育計画を策定する際、ド
ナーが勧めた教育計画をそのまま導入することなく、途上国がイニシアチブを取り、
国内のニーズおよび国際的な目標を取り入れた教育計画を策定することも重要である。
しかし、途上国側で教育計画を策定するための人材不足、財政的な資源の不足、計画
を実施する上での脆弱なガバナンス、実施能力不足、財政の腐敗などの問題点があり、
オーナーシップを発揮することにも限界があることを指摘した。その他にも、先行研
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究および援助機関の定義を援用し、教育分野での途上国のオーナーシップを評価する
ためには、教育計画の内容策定過程、予算配分過程、実施過程の三局面を総合的に考
察することが有効であると考え、それを踏まえた分析アプローチを構築した。 
 第 2 章では、SSRP の前史に注目し、第 1 章で明らかにしたオーナーシップを評価
する上で重要となる指標に基づき評価を行った。1990 年の民主化以後の計画として、
BPEP マスター・プラン（1991-2001 年）、SESP（2003-2007 年）、コミュニティ・スク
ール支援プロジェクト（2003-2008 年）、EFA NPA（2004-2009 年）を取り上げ、ネパー
ルのオーナーシップについて考察した。その結果、BPEP マスター・プランでは、ネパ
ールのオーナーシップは高かったが、BPEP Ⅱ 以降、オーナーシップが低下しつつが
あることが明らかになった。その原因は、政府の脆弱なガバナンス、ローカル的な目
標よりも国際的な目標の重視、国内の目標と国際的な目標の優先順位をコーディネー
トできない政府の弱い能力、ドナーの強い影響力などであると結論づけた。  
 第 3 章では、SSRP の全体的概要と特徴を探った。ここでは、まず SSRP のベースと
なる EFA NPA の提言を整理し、SSRP の策定の背景および位置づけを検証した。その
上で、SSRP の内容と SSRP の策定時の目標および実施終了後の成果を整理し、SSRP
を総合的に評価した。その結果、SSRP は、EFA や MDGs のような国際的な目標の達
成に向けて策定された計画であり、一定程度の就学率、教育の質、識字率などの向上
は見られたものの、国内の教育のすべての課題を解決できる計画ではなかったことが
明らかとなった。 
 第 4 章では、第 1 章で示した教育分野のオーナーシップを評価するための三つの局
面に注目し、SSRP におけるネパール政府のオーナーシップの状況を具体的に検証し
た。まず、SSRP の策定直前にドナーが作成した全体的な国別援助報告書と SSRP プロ
グラムへの援助の報告書などを用い、SSRP における主要なドナーの援助の方向性と
ドナーの影響力の強さを明らかにした。次に、SSRP の内容面におけるネパール政府の
オーナーシップに着目し、SSRP を策定する際にネパール政府が提示した目標（ネパー
ル政府のアジェンダ）と SSRP を相互に参照し、SSRP に政府が思い描いていた目標が
どのぐらい反映されたかを分析した。次いで、SWAp 援助モダリティを前提とした予
算配分・予算活用におけるネパール政府のオーナーシップの水準を考察した。最後に、
SSRP の実施過程におけるネパールのオーナーシップについて検証した。 
 検証の結果、SSRP の内容に関するネパール政府のオーナーシップについては、ドナ
ーごとに援助の主張が異なり、ドナーが主張する 41 項目のうち 32 項目が SSRP に反
映され、ドナーの影響力が強いことが把握された。また、第 11 次 3 カ年国家計画（2007-
2010 年度）と 2008/09 および 2009/10 年度の予算発表会の場における政府の目標と
SSRP を比較考察した結果、政府の目標は、国内の財政的、政治的、さらに国民のニー
ズを重視するものであり、SSRP は国内のニーズよりも EFA や MDGs のような国際的
なアジェンダが反映されているという変化も明らかになった。国家の全体的な開発目
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標と SSRP の目標は、多くの点で一致せず、SSRP は、地域的ニーズに配慮していない。
この結果、SSRP の内容面では、ネパール政府のオーナーシップは十分に発揮されてな
いと評価した。 
予算配分・予算活用に関するネパール政府のオーナーシップについては、SSRP は
SWAp モダリティに基づき、資金を調達し、予算配分は SWAp の大枠が決まっており、
その中から予算の活用をする必要があった。このため、ネパール政府が予算配分に十
分なオーナーシップを発揮することは困難であった。ただし、ネパール政府は、SSRP
に必要な資金の調整・管理を巧みに行い、ドナーはネパール政府の公共金融システム
を利用した点においては、ネパール政府がオーナーシップを発揮したことを確認した。 
SSRP の実施過程におけるネパールのオーナーシップに関しては、政治的不安定、腐
敗の多発、能力不足、国際・ローカル NGO のモニタリングをする人材不足などという
不利な条件の下で、SSRP は実施された。確かに SSRP の実施過程においては、ネパー
ル政府がイニシアチブを取り、政府機関の下で実施されたが、脆弱な実施能力・ガ
バナンスと政治的不安定が原因で、オーナーシップを十分に発揮できなかったこ
とも明らかとなった。 
  第 5 章では、SSRP に関するネパール政府とドナーの評価、そしてそれらが指摘し
た課題について比較考察し、ネパール政府とドナーの SSRP を含む教育分野に対する
認識の相違を検討した。その結果、ネパール政府とドナーの関心分野と主張は異なり、
指摘された課題においても相違が見られる。全体として SSRP は、就学率向上などに
一定程度の成果があったものの、多くの課題が残っていることが明らかとなった。 
 
表 終-1 民主化以降の教育分野におけるネパールのオーナーシップの推移  
教育計画  実施  
期間  
 
主な  
ドナー  
合計
予算  
百万
ドル  
政府  
負担
（%） 
ドナ
ー負
担
（%） 
オーナーシップ  
の程度  
計画
内容  
予算
配分  
実施
過程  
 
BPEP マスター・  
プラン  
BPEP 
（Ⅰ）  
世界銀行
DANIDA 
UNICEF 
67 ― ― 高 高 中 
BPEP(Ⅱ) 共通資金
管理  
430 ― ― 中 中 中 
SESP 
（プロジェクト）  
2003-2007 ADB 
DANIDA 
74.83 20 80 中 低 低 
コミュニティ・スク
ール支援  
（プロジェクト）  
2003-2008 世界銀行  5.18 0 100 低 低 低 
EFA NPA 
（プログラム）  
2004-2009 SWAp 814.5 74.44 24.56 低 中 中 
SSRP 
（プログラム）  
2009-2016 SWAp 4,040 73 27 低 中 中 
 出典: 筆者作成。SSRP のドナー負担（%）の 10%は、国際・ローカル NGO による 
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2 ネパール政府のオーナーシップの強化の方策  
 最後に、今後のネパールの教育分野に課題について述べておきたい。まず、第 5 章
でも指摘したように、教育制度に、西洋の教育理論・教育制度をそのまま導入するの
ではなく、地元の文化を取り入れ、ネパールの多様性に対応できるような教育制度を
構築することが重要であろう。学校教育のカリキュラムは、民族的・文化的・言語的
な多様性に対処するために、少数民族、先住民族、ダリットおよびその他の社会的に
排除されているグループによって使用される地元の知識と文化的および言語的価値を
促進する必要がある。英語による教育に関しては、まずは母語で理解をした上で、第
2 の言語として教えることが有効となりうる。 
 教育行政においては、ネパール政府の全体的な能力が低いため、まず中央レベルと
地方レベルの間で役割を分担し、特に教育の内容、教育制度、主なカリキュラムおよ
び学習指導要領の立案は中央政府が行い、実施プロセスや地方レベルの母語（教授方
法としての言語政策）、地方レベルの価値観などは地方政府が行うことが望ましい。 
 教育計画の策定においてネパールのオーナーシップを強化するためには、既存の学
校数、学生数などに関する信頼できるデータシステムを策定し、教育省、教育局、郡
教育委員会、学校管理委員会、PTA のような中央から学校レベルまで、全体的な能力
を強化することが望ましい。つまりは、教育ガバナンスの強化が大きな課題である。
そのための短期的な対策としては、公務員の研修を強化し、説明責任を持たせること、
②学校管理委員会、PTA などの研修を強化すること、海外にいるネパール人の教育専
門家に特別支援を行い、帰国させるような環境を整えることが挙げられよう。中・長
期対策としては、ドナーと対話できるような高度なレベルの公務員を採用・育成する
こと、一部の国民に国内あるいは海外でエリート教育の機会を与えることなどが重要
と考える。 
 
 
3 本研究の射程と限界  
 本論文では、ネパールにおける 1990 年の民主化以後の教育計画を具体的に考察
し、その計画の展開と課題を総合的に分析した。現行の教育計画である SSDP と深く
関連している計画として SSRP を取り上げた。オーナーシップに関する分析的アプロ
ーチを精緻化し、教育分野におけるオーナーシップを測る上では、教育計画の内容策
定過程、予算配分過程、実施過程が重要であることを示した。しかし、本論文で示し
たようにネパールの教育は多様な課題を抱えており、オーナーシップを測る方法とし
て、第 1 章で提示した三局面以外にも検討の余地があると考える。  
 教育課程に関しては、本論文では、SSRP に注目したため、高等教育に関しては言及
できなかった。加えて、オーナーシップを測る上で、ドナーの政府との対話が公開さ
れておらず、ドナーのコンディショナリティによって計画がどのように変化したのか
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を明らかにすることができなかった。これらの点は今後の課題としたい。最後に、
SSRP 策定に関わったドナーと教育省の職員に対しては十分なインタビュー調査を行
なったが、SSRP を実施した現場での調査を十分に行えなかった。この点については本
研究の対象には含まれていないことを付記しておく。 
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